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第１部 調査概要 

１ 調査概要 

１.１ 調査目的 

本業務は、産業保健総合支援センター及び同センターの地域窓口（地域産業保健センタ

ー）で実施する産業保健活動総合支援事業が、利用者に対して、産業保健に関する職務また

は労働者の健康管理に関する職務を行う上でどのような効果を与えたかを把握し、今後のセ

ンターにおける産業保健サービスに反映させるとともに、産業保健活動総合支援事業の充実

を図ることを目的としている。なお、センター利用者調査は平成26年度から、センター利用

者以外調査は平成27年度から継続的に実施している。 
 

１.２ 調査実施方法 

（センター利用者調査） 

調査期間中に、センターを利用した利用者（事業場担当者を含む）へ調査票を直接配布

し、各センターの窓口及び郵送により回収を行った。 

（センター利用者以外調査） 

民間の企業信用調査会社より購入した事業場データから無作為に事業場を抽出し、本調

査票をゆうメールにより配布し、郵送にて回収を行った。なお、本調査票とともに、「産業

保健総合支援センター 地域産業保健センター事業案内」及び「両立支援パンフレット」を、

1事業場につき各1部同封した。また協力依頼ハガキの送付を1回行った。 
 

１.３ 調査実施期間 

（センター利用者調査） 

調査期間：令和元年9月1日～12月2日 

（センター利用者以外調査） 

調査期間：令和元年9月6日～12月2日 
 

１.４ 調査対象 

（センター利用者調査） 

産業保健総合支援センター及び地域産業保健センター利用者 17,382人 

（産業保健総合支援センター配布数：10,131人、地域産業保健センター配布数：7,249人） 

（センター利用者以外調査） 

母集団データ、抽出方法、調査対象数は以下のとおり。 

なお、調査対象を抽出する元となる母集団データ、抽出方法及び調査対象数が年度によ

り異なるため、経年比較に際しては単純な比較ができないことに留意する必要がある。 

母集団データ 民間の企業信用会社より入手した労働者数30人以上の事業場データ 

抽出方法 各都道府県で一定数の回答を得られるよう山梨県、奈良県、鳥取県、島根

県、徳島県、高知県は272～384件、それ以外の都道府県は437～439件となる

よう、都道府県ごとに無作為抽出（但し、昨年度送付先を除いた） 

調査対象数 事業主20,000人 
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１.５ 回収数及び回収率 

 センター利用者調査 センター利用者以外調査 

配布数 17,382件 20,000件 

回収数 7,274件 6,151件 

回収率 41.8％ 30.8％ 

 

(参考：過年度調査の回収状況) 

平成 30年度調査 

 センター利用者調査 センター利用者以外調査 

配布数 16,629人 30,000人 

回収数 7,288人 8,545人 

回収率 43.8％ 28.5％ 
 

平成 29年度調査 

 センター利用者調査 センター利用者以外調査 

配布数 16,251人 10,000人 

回収数 6,758人 2,469人 

回収率 41.6％ 24.7％ 

 

１.６ 調査項目 

（センター利用者調査） 

調査項目 主な調査内容 ページ数 

問１ 基本属性 性別、年齢、職種、業種、事業場規模、企業規模 7 

問２ 利用動機 センターを利用したきっかけ 16・69 

問３ 利用目的 センターを利用した目的 18・71 

問４ 利用状況 利用回数、利用するセンターの所在地 73 

問５ 産業保健活動の取

組状況 
事業場の産業保健活動の取組状況 20・76 

問６ 利用したサービス 
サービス利用の有無、産業保健活動への効果、今後の利

用予定 
22・93 

問７ 利用効果 センターを利用したことによる効果 27・121 

問８ ストレスチェック

取組状況 

ストレスチェック及び面接指導の取組状況、集団分析の

実施状況、集団分析後の改善措置の実施状況と改善状況 
125 

問９ 両立支援取組状況 治療と仕事の両立支援の取組状況 139 

問10 専門職の活用状況 活用している専門職の種類、衛生委員会への出席状況 141 

問11 自由意見 
労働者の健康やメンタルヘルス対策など、職場で困って

いること、公的機関に望むサービス 
57 
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（センター利用者以外調査） 

調査項目 主な調査内容 ページ数 

問１ 基本属性 回答者の職種、所在地、業種、事業場規模、企業規模 31 

問２ 認知度 産業保健総合支援センターの認知度 39・153 

問３ 認知度 地域産業保健センターの認知度 41・155 

問４  利用状況

（利用者のみ） 
センターを利用したきっかけ、利用状況 43・157 

問５ 産業保健活

動の課題 
事業場の産業保健活動の課題、問題 49・163 

問６ 産業保健活

動の取組状況 
事業場の産業保健活動の取組状況 53・167 

問７ 利用希望 センターのサービスのうち、利用してみたいサービス 55・185 

問８ ストレスチ

ェック取組状況 

ストレスチェック及び面接指導の取組状況、集団分析の実施状

況、集団分析後の改善措置の実施状況と改善状況 
189 

問９ 両立支援取

組状況 
治療と仕事の両立支援の取組状況 203 

問10 専門職の活

用状況 
活用している専門職の種類、衛生委員会への出席状況 205 

問11 自由意見 
労働者の健康やメンタルヘルス対策など、職場で困っているこ

と、公的機関に望むサービス 
60 
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１.７ ウェイトバック集計 

全体の傾向を把握するにあたって、本調査における単純集計では、「１.４ 調査対象 抽出

方法」の理由により、回答結果に偏りが生じる可能性がある。そこで、ウェイトバック集計を行

った。方法は、有効回答数について都道府県別事業所数（平成26年度経済センサス）による補正

係数を設定した上で、集計及び分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 回収件数 回収比率
経済センサス
事業所数（比率）

補正係数

全体 6,151 100.0% 100.0% -

北海道 127 2.1% 4.2% 2.04854987

青森県 159 2.6% 1.0% 0.39851014

岩手県 160 2.6% 1.1% 0.41305618

宮城県 114 1.9% 1.9% 1.04626028

秋田県 161 2.6% 0.8% 0.32159682

山形県 166 2.7% 0.9% 0.33859736

福島県 119 1.9% 1.5% 0.79895184

茨城県 101 1.6% 2.2% 1.35726261

栃木県 112 1.8% 1.5% 0.83909196

群馬県 113 1.8% 1.6% 0.87087110

埼玉県 89 1.4% 4.7% 3.23356066

千葉県 95 1.5% 3.8% 2.48684088

東京都 90 1.5% 12.9% 8.78256798

神奈川県 106 1.7% 5.9% 3.41168929

新潟県 161 2.6% 2.0% 0.75413514

富山県 142 2.3% 0.9% 0.39933938

石川県 156 2.5% 1.0% 0.39570172

福井県 138 2.2% 0.7% 0.31587034

山梨県 110 1.8% 0.7% 0.37744214

長野県 151 2.5% 1.8% 0.71584442

岐阜県 141 2.3% 1.7% 0.73983530

静岡県 118 1.9% 3.0% 1.58008608

愛知県 105 1.7% 6.2% 3.66056437

三重県 127 2.1% 1.2% 0.58536888

滋賀県 142 2.3% 0.9% 0.38299461

京都府 102 1.7% 1.7% 1.03586760

大阪府 85 1.4% 6.5% 4.71517207

兵庫県 105 1.7% 3.4% 1.98402731

奈良県 90 1.5% 0.7% 0.50096888

和歌山県 108 1.8% 0.6% 0.35666346

鳥取県 93 1.5% 0.4% 0.27887774

島根県 123 2.0% 0.5% 0.26976436

岡山県 111 1.8% 1.3% 0.72861587

広島県 135 2.2% 2.0% 0.91991622

山口県 136 2.2% 1.0% 0.44818131

徳島県 79 1.3% 0.5% 0.40106233

香川県 128 2.1% 0.7% 0.34374767

愛媛県 119 1.9% 1.0% 0.50065522

高知県 89 1.4% 0.5% 0.36292835

福岡県 120 2.0% 3.7% 1.90283902

佐賀県 128 2.1% 0.6% 0.29100477

長崎県 127 2.1% 1.0% 0.46248255

熊本県 127 2.1% 1.2% 0.59352404

大分県 145 2.4% 0.8% 0.35844677

宮崎県 136 2.2% 0.8% 0.36298996

鹿児島県 144 2.3% 1.2% 0.50871077

沖縄県 107 1.7% 1.0% 0.54791613

無回答（不明） 411 6.7% 4.4% 0.66317852
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１.８ 外部有識者 

調査の質問事項、実施方法、分析方法等についての検討等を行うため、外部有識者を含めた検

討会を開催した。 

 

（１）外部有識者 

氏名 所属 

堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学主任教授 

前田 啓一 前田労働衛生コンサルタント事務所所長 

山本 勲 慶應義塾大学商学部教授 

 

（２）検討内容 

開催日 検討議題 

第１回 
・令和元年度産業保健活動総合支援事業アウトカム調査内容に

ついて 

第２回 
・集計結果について 

・調査結果報告書（案）について 

第３回 ・調査結果報告書（案）について 

 

１.９ 調査結果利用上の注意 

⚫ 特に指定のない限り、産業保健総合支援センター及び地域産業保健センターを併せて「セ

ンター」という。 

⚫ 図表中の「N」（Number of casesの略）は、設問に対する回答者の総数を示しており、回

答者の構成比（％）を算出するための基数である。 

⚫ 構成比（％）は、原則小数点第2位以下を四捨五入して表示し、0.1％に満たない場合は、

小数点第3位以下を四捨五入して表示している。 

⚫ 単数回答は、構成比（％）の合計が100％にならない場合（99.9％、100.1％など）がある。 

⚫ 複数回答は、該当する選択肢すべてを選ぶ方式であるため、構成比（％）の合計は100％

を超える。 

⚫ 回答件数が10件に満たないものについては、結果にぶれが生じやすいため、原則としてコ

メントしない。 

⚫ センター利用者以外調査では、ウェイトバック集計を行っている。件数はウェイトバック

（補正）の過程で四捨五入した数値を表示しているため、合計は単純に足し上げた数には

ならない。 

⚫ 図表及びコメントにおいて、回答選択肢を簡略化して表記している場合がある。  
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２ 産業保健活動総合支援事業の概要 

２.１ 事業の趣旨・目的 

 産業保健活動総合支援事業は、事業者が使用する労働者の健康管理、健康教育そのほかの健康

に関する業務について、事業者及び産業医等の産業保健関係者が行う自主的な産業保健活動を支

援することにより、労働者の健康の確保に資すること並びに小規模事業場の事業者及び労働者に

対する産業保健サービスの提供による労働者の健康確保を目的とする。 

 また、改正労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度が平成 27 年 12 月１日から施行され

たことから、医師及び保健師等に対する専門的な研修や小規模事業場に対する支援等を地域で総

合的に展開を行った。 

 

２.２ 事業の実施施設 

 産業保健活動総合支援事業は、産業保健総合支援センター及びその地域窓口（地域産業保健セ

ンター）並びに機構本部において行う。 

 

２.３ 事業内容 

（１）専門的研修及び事業者等に対する普及啓発事業 

  ① 産業保健関係者への専門的研修 

  ② メンタルヘルス教育の普及対策 

  ③ 事業者、労働者等に対する産業保健啓発セミナー 

  ④ 産業保健関係者による事例検討会 
 

（２）産業保健関係者等に対する相談及び小規模事業場等に対する訪問支援 

 ① 産業保健関係者からの専門的相談対応 

 ② 小規模事業場の事業者及び労働者等からの相談対応 

  ア 労働者の健康管理（メンタルヘルスを含む）に係る相談 

  イ 健康診断の結果についての医師からの意見聴取 

  ウ 長時間労働者に対する面接指導 

  エ 上記ア～ウに掲げるもののほか産業保健に関する相談 

 ③ 産業保健相談員による専門的実地相談 

 ④ メンタルヘルス対策の普及促進のための個別訪問支援 

 ⑤ 個別訪問による産業保健指導 

 ⑥ 治療と仕事の両立のための個別訪問支援 
 

（３）産業保健に関する地域の情報の整備及び情報提供 

 ① ホームページの運営 

 ② メールマガジンの配信 

 ③ 産業保健に係る情報提供用ツールの作成・利用 

 ④ 労働衛生教育等に使用する図書、機械等の閲覧・貸出 

 ⑤ 本事業の効果等に関する調査 

⑥ 産業保健関係情報誌の発行 
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第２部 調査結果のまとめ 

１ 調査結果の概要 

１.１ センター利用者調査の回答者属性 

 

（１）性別 

男性が 48.1％、女性が 50.8％となっている。 

Ｎ：7,274人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 男性 3,502 48.1 

２ 女性 3,697 50.8 

 無回答 75 1.0 

 

 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 男性 3,397 50.3% 3,562 48.9% 3,502 48.1%

2 女性 3,305 48.9% 3,653 50.1% 3,697 50.8%

無回答 56 0.83% 73 1.0% 75 1.0%

計 6,758 100.0% 7,288 100.0% 7,274 100.0%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

50.3

48.9

0.8

48.9

50.1

1.0

48.1

50.8

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度
平成30年度
令和元年度



 

8 

 

（２）年齢 

50歳代が 32.7％で最も高く、次いで 40歳代が 30.4％、60歳代が 16.0％となっている。 

 

Ｎ：7,274人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 20 歳代 277 3.8 

２ 30 歳代 943 13.0 

３ 40 歳代 2,209 30.4 

４ 50 歳代 2,377 32.7 

５ 60 歳代 1,166 16.0 

６ 70 歳以上 241 3.3 

 無回答 61 0.8 

 

 

 



 

9 

 

 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 20歳代 270 4.0% 254 3.5% 277 3.8%

2 30歳代 919 13.6% 929 12.7% 943 13.0%

3 40歳代 2,163 32.0% 2,272 31.2% 2,209 30.4%

4 50歳代 2,119 31.4% 2,460 33.8% 2,377 32.7%

5 60歳代 1,049 15.5% 1,097 15.1% 1,166 16.0%

6 70歳以上 182 2.7% 185 2.5% 241 3.3%

無回答 56 0.8% 91 1.2% 61 0.8%

計 6,758 100.0% 7,288 100.0% 7,274 100.0%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

4.0

13.6

32.0

31.4

15.5

2.7

0.8

3.5

12.7

31.2

33.8

15.1

2.5

1.2

3.8

13.0

30.4

32.7

16.0

3.3

0.8

0% 10% 20% 30% 40%

平成29年度
平成30年度
令和元年度
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（３）職種 

回答者の職種は、「人事労務担当者」が 27.4％と最も高く、次いで「管理職（人事労務

担当者以外）」が 14.6％、「労働者（1～15を除く）」が 13.3％となっている。 

Ｎ：7,274人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 専属産業医 108 1.5 

２ 嘱託産業医 505 6.9 

３ 医師（産業医以外） 265 3.6 

４ 産業看護職（保健師） 441 6.1 

５ 産業看護職（看護師） 203 2.8 

６ 衛生管理者（推進者） 460 6.3 

７ 安全衛生推進者 293 4.0 

８ 労働衛生コンサルタント 2 0.03 

９ 社会保険労務士 30 0.4 

10 産業カウンセラー 37 0.5 

11 臨床心理士 8 0.1 

12 作業環境測定士 2 0.03 

13 事業者（経営者） 527 7.2 

14 人事労務担当者 1,991 27.4 

15 管理職（人事労務担当者以外） 1,060 14.6 

16 労働者（1～15を除く） 970 13.3 

17 その他 117 1.6 

 無回答 255 3.5 
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回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 専属産業医 92 1.4% 101 1.4% 108 1.5%

2 嘱託産業医 409 6.1% 403 5.5% 505 6.9%

3 医師（産業医以外） 227 3.4% 289 4.0% 265 3.6%

4 産業看護職（保健師） 388 5.7% 467 6.4% 441 6.1%

5 産業看護職（看護師） 198 2.9% 224 3.1% 203 2.8%

6 衛生管理者（推進者） 544 8.0% 521 7.1% 460 6.3%

7 安全衛生推進者 334 4.9% 276 3.8% 293 4.0%

8 労働衛生コンサルタント 6 0.1% 19 0.3% 2 0.03%

9 社会保険労務士 29 0.4% 35 0.5% 30 0.4%

10 産業カウンセラー 32 0.5% 38 0.5% 37 0.5%

11 臨床心理士 10 0.1% 11 0.2% 8 0.1%

12 作業環境測定士 5 0.07% 5 0.07% 2 0.03%

13 事業者（経営者） 486 7.2% 584 8.0% 527 7.2%

14 人事労務担当者 1,926 28.5% 1,959 26.9% 1,991 27.4%

15
管理職
（人事労務担当者以外）

876 13.0% 1,021 14.0% 1,060 14.6%

16 労働者（１～15を除く） 847 12.5% 915 12.6% 970 13.3%

17 その他 129 1.9% 156 2.1% 117 1.6%

無回答 220 3.3% 264 3.6% 255 3.5%

計 6,758 100.0% 7,288 100.0% 7,274 100.0%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

1.4

6.1

3.4

5.7

2.9

8.0

4.9

0.1

0.4

0.5

0.1

0.1

7.2

28.5

13.0

12.5

1.9

3.3

1.4

5.5

4.0

6.4

3.1

7.1

3.8

0.3

0.5

0.5

0.2

0.1

8.0

26.9

14.0

12.6

2.1

3.6

1.5

6.9

3.6

6.1

2.8

6.3

4.0

0.03

0.4

0.5

0.1

0.03

7.2

27.4

14.6

13.3

1.6

3.5

0% 10% 20% 30% 40%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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（４）業種 

回答者の業種は、「製造業」が 26.9％と最も高く、次いで「医療、福祉」が 14.3％、

「建設業」が 11.0％となっている。 

Ｎ：7,274人 

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 農業、林業 55 0.8 

２ 漁業 7 0.1 

３ 鉱業、採石業、砂利採取業 27 0.4 

４ 建設業 800 11.0 

５ 製造業 1,960 26.9 

６ 電気・ガス・熱供給・水道業 126 1.7 

７ 情報通信業 162 2.2 

８ 運輸業、郵便業 780 10.7 

９ 卸売業、小売業 607 8.3 

10 金融業、保険業 92 1.3 

11 不動産業、物品賃貸業 31 0.4 

12 学術研究、専門・技術サービス業 129 1.8 

13 宿泊業、飲食サービス業 104 1.4 

14 生活関連サービス業、娯楽業 54 0.7 

15 教育、学習支援業 130 1.8 

16 医療、福祉 1,039 14.3 

17 複合サービス事業 60 0.8 

18 サービス業（他に分類されないもの） 486 6.7 

19 公務（他に分類されるものを除く） 166 2.3 

20 その他 101 1.4 

 無回答 358 4.9 
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回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 農業、林業 68 1.0% 76 1.0% 55 0.8% 0.8%

2 漁業 4 0.1% 4 0.1% 7 0.1% 0.1%

3 鉱業、採石業、砂利採取業 24 0.4% 32 0.4% 27 0.4% 0.05%

4 建設業 752 11.1% 780 10.7% 800 11.0% 7.5%

5 製造業 1,917 28.4% 1,992 27.3% 1,960 26.9% 11.8%

6 電気・ガス・熱供給・水道業 123 1.8% 108 1.5% 126 1.7% 0.4%

7 情報通信業 141 2.1% 172 2.4% 162 2.2% 1.7%

8 運輸業、郵便業 712 10.5% 703 9.6% 780 10.7% 5.4%

9 卸売業、小売業 486 7.2% 550 7.5% 607 8.3% 22.9%

10 金融業、保険業 102 1.5% 108 1.5% 92 1.3% 2.9%

11 不動産業、物品賃貸業 37 0.5% 33 0.5% 31 0.4% 1.8%

12 学術研究、専門・技術サービス業 132 2.0% 137 1.9% 129 1.8% 2.5%

13 宿泊業、飲食サービス業 83 1.2% 99 1.4% 104 1.4% 11.6%

14 生活関連サービス業、娯楽業 22 0.3% 32 0.4% 54 0.7% 3.9%

15 教育、学習支援業 125 1.8% 118 1.6% 130 1.8% 5.5%

16 医療、福祉 922 13.6% 1,106 15.2% 1,039 14.3% 13.2%

17 複合サービス事業 75 1.1% 63 0.9% 60 0.8% 0.6%

18
サービス業
（他に分類されないもの）

476 7.0% 575 7.9% 486 6.7% 5.8%

19
公務
（他に分類されるものを除く）

144 2.1% 181 2.5% 166 2.3% 1.5%

20 その他 122 1.8% 68 0.9% 101 1.4%

無回答 291 4.3% 351 4.8% 358 4.9%

計 6,758 100.0% 7,288 100.0% 7,274 100.0% 100.0%

平成26年

経済
センサス

平成29年度 平成30年度 令和元年度

1.0

0.1

0.4

11.1

28.4

1.8

2.1

10.5

7.2

1.5

0.5

2.0

1.2

0.3

1.8

13.6

1.1

7.0

2.1

1.8

4.3

1.0

0.1

0.4

10.7

27.3

1.5

2.4

9.6

7.5

1.5

0.5

1.9

1.4

0.4

1.6

15.2

0.9

7.9

2.5

0.9

4.8

0.8

0.1

0.4

11.0

26.9

1.7

2.2

10.7

8.3

1.3

0.4

1.8

1.4

0.7

1.8

14.3

0.8

6.7

2.3

1.4

4.9

0.8

0.1

0.1

7.5

11.8

0.4

1.7

5.4

22.9

2.9

1.8

2.5

11.6

3.9

5.5

13.2

0.6

5.8

1.5

0% 10% 20% 30% 40%

平成29年度

平成30年度

令和元年度

（参考）平成26年経済センサス
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（５）事業場の規模 

「10～29 人」で 29.6％と最も高く、次いで「30～49 人」が 22.8％、「100～299 人」が

11.5％となっている。 

なお、『50人未満』は 63.1％、『50人以上』は 34.0％となっている。 

 

Ｎ：7,274人 

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 1～9人 776 10.7 

２ 10～29人 2,151 29.6 

３ 30～49人 1,658 22.8 

４ 50～99人 670 9.2 

５ 100～299人 834 11.5 

６ 300～999人 527 7.2 

７ 1,000～4,999人 358 4.9 

８ 5,000人以上 87 1.2 

 無回答 213 2.9 

 

 

  回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 1～9人 685 10.1% 836 11.5% 776 10.7% 77.9%

2 10～29人 1,887 27.9% 2,065 28.3% 2,151 29.6% 15.9%

3 30～49人 1,478 21.9% 1,441 19.8% 1,658 22.8% 2.9%

4 50～99人 700 10.4% 721 9.9% 670 9.2% 1.8%

5 100 ～299 人 772 11.4% 892 12.2% 834 11.5% 0.9%

6 300 ～999 人 546 8.1% 628 8.6% 527 7.2% 0.2%

7 1,000 ～4,999 人 346 5.1% 358 4.9% 358 4.9%

8 5,000 人以上 79 1.2% 80 1.1% 87 1.2%

無回答 265 3.9% 267 3.7% 213 2.9%

計 6,758 100.0% 7,288 100.0% 7,274 100.0% 99.6%

平成26年
経済

センサス

平成29年度 平成30年度 令和元年度

10.1

27.9

21.9

10.4

11.4

8.1

5.1

1.2

3.9

11.5

28.3

19.8

9.9

12.2

8.6

4.9

1.1

3.7

10.7

29.6

22.8

9.2

11.5

7.2

4.9

1.2

2.9

77.9

15.9

2.9

1.8

0.9

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

平成29年度
平成30年度
令和元年度
（参考）平成26年経済センサス
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（６）企業全体の規模 

「10～29 人」で 16.1％と最も高く、次いで「100～299 人」で 14.1％、「30～49 人」で

13.2％となっている。 

 

Ｎ：7,274人 

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 1～9人 327 4.5 

２ 10～29人 1,170 16.1 

３ 30～49人 959 13.2 

４ 50～99人 796 10.9 

５ 100～299人 1,025 14.1 

６ 300～999人 937 12.9 

７ 1,000～4,999人 757 10.4 

８ 5,000人以上 604 8.3 

 無回答 699 9.6 

 

 

 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 1～9人 265 3.9% 344 4.7% 327 4.5% 74.0%

2 10～29人 934 13.8% 1,038 14.2% 1,170 16.1% 16.6%

3 30～49人 849 12.6% 794 10.9% 959 13.2% 3.9%

4 50～99人 677 10.0% 784 10.8% 796 10.9% 2.9%

5 100 ～299 人 1,054 15.6% 1,138 15.6% 1,025 14.1% 1.8%

6 300 ～999 人 874 12.9% 924 12.7% 937 12.9% 0.6%

7 1,000 ～4,999 人 777 11.5% 807 11.1% 757 10.4% 0.2%

8 5,000 人以上 554 8.2% 671 9.2% 604 8.3% 0.03%

無回答 774 11.5% 788 10.8% 699 9.6%

計 6,758 100.0% 7,288 100.0% 7,274 100.0% 99.6%

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成26年
経済

センサス

3.9

13.8

12.6

10.0

15.6

12.9

11.5

8.2

11.5

4.7

14.2

10.9

10.8

15.6

12.7

11.1

9.2

10.8

4.5

16.1

13.2

10.9

14.1

12.9

10.4

8.3

9.6

74.0

16.6

3.9

2.9

1.8

0.6

0.2

0.03

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成29年度
平成30年度
令和元年度
（参考）平成26年経済センサス
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１.２ センター利用者調査 

■センターを利用したきっかけ（問２） 

センターを利用したきっかけは、「以前から利用しているため」が29.0％と最も高く、次いで「労働

局、労働基準監督署からの紹介」が26.1％、「ホームページを見て」が20.6％となっている。 

経年でみると、「労働局、労働基準監督署からの紹介」は平成 30 年度と比較して 1.4 ポイント増

加したが、過去 2 年度と比較すると大きな変化はない。「ホームページを見て」は直近 3 年度で増

加傾向にある。 

業種別でみると、＜金融業、保険業＞と＜教育、学習支援業＞で「ホームページを見て」が 4 割

を超えており、全体と比較して 20 ポイント以上高かった。 

事業場規模別でみると、300～999 人、1,000～4,999 人、5,000 人以上の事業場で「労働局、労

働基準監督署からの紹介」が 3.0％以下と低く、「ホームページを見て」の割合が 4 割から 5 割以上

と高い傾向にある。 

 

 

 

 

 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1
労働局、労働基準
監督署からの紹介

1,795 26.6% 1,797 24.7% 1,899 26.1%

2
１．以外の行政機関
からの紹介

269 4.0% 253 3.5% 280 3.8%

3 所属団体からの紹介 543 8.0% 559 7.7% 496 6.8%

4
職場（上司など）からの
指示があったため

1,055 15.6% 1,117 15.3% 1,024 14.1%

5 ホームページを見て 1,312 19.4% 1,479 20.3% 1,500 20.6%

6 リーフレットを見て 558 8.3% 703 9.6% 670 9.2%

7
以前から
利用しているため

1,919 28.4% 2,039 28.0% 2,113 29.0%

8 その他 330 4.9% 342 4.7% 300 4.1%

無回答 78 1.2% 89 1.2% 124 1.7%

複数回答 （N=6,758） （N=7,288） （N=7,274）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成29年度 平成30年度 令和元年度

26.6

4.0

8.0

15.6

19.4

8.3

28.4

4.9

1.2

24.7

3.5

7.7

15.3

20.3

9.6

28.0

4.7

1.2

26.1

3.8

6.8

14.1

20.6

9.2

29.0

4.1

1.7

0% 10% 20% 30% 40%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

【事業場規模別】 

 

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。  

労
働
局

、
労
働
基
準
監
督
署
か
ら
の

紹
介

左
記
以
外
の
行
政
機
関
か
ら
の
紹
介

所
属
団
体
か
ら
の
紹
介

職
場

（
上
司
な
ど

）
か
ら
の
指
示
が

あ

っ
た
た
め

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
を
見
て

リ
ー

フ
レ

ッ
ト
を
見
て

以
前
か
ら
利
用
し
て
い
る
た
め

そ
の
他

無
回
答

7,274 26.1 3.8 6.8 14.1 20.6 9.2 29.0 4.1 1.7

農業、林業 55 38.2 12.7 7.3 10.9 5.5 1.8 34.5 3.6 -

漁業 7 57.1 - - 14.3 - 14.3 28.6 - -

鉱業、採石業、砂利採取業 27 29.6 - 3.7 14.8 11.1 - 44.4 3.7 -

建設業 800 36.9 5.1 6.3 12.4 9.1 6.9 31.5 3.8 1.4

製造業 1,960 29.3 4.1 5.7 11.6 17.9 10.8 32.4 3.5 1.9

電気・ガス・熱供給・水道業 126 11.1 1.6 10.3 27.0 21.4 4.8 33.3 3.2 0.8

情報通信業 162 13.6 3.1 1.2 14.8 34.6 6.2 32.1 6.2 0.6

運輸業、郵便業 780 30.4 4.5 6.5 19.2 13.2 6.0 30.8 1.5 1.9

卸売業、小売業 607 31.5 3.3 5.3 18.8 16.5 5.4 28.3 3.8 1.0

金融業、保険業 92 10.9 1.1 6.5 9.8 44.6 16.3 34.8 7.6 1.1

不動産業、物品賃貸業 31 29.0 6.5 6.5 16.1 25.8 9.7 19.4 3.2 -

学術研究、専門・技術サービス業 129 30.2 3.1 4.7 11.6 27.9 12.4 24.8 6.2 -

宿泊業、飲食サービス業 104 35.6 4.8 6.7 26.0 13.5 6.7 16.3 1.9 1.0

生活関連サービス業、娯楽業 54 29.6 1.9 3.7 13.0 20.4 3.7 24.1 7.4 1.9

教育、学習支援業 130 12.3 3.8 4.6 10.8 41.5 13.1 26.9 5.4 0.8

医療、福祉 1,039 17.5 3.3 9.1 12.5 29.9 11.1 23.1 6.6 1.3

複合サービス事業 60 15.0 8.3 8.3 11.7 33.3 10.0 30.0 6.7 -

サービス業（他に分類されないもの） 486 27.2 3.1 5.3 19.1 17.5 9.9 26.1 3.3 1.9

公務（他に分類されるものを除く） 166 6.6 1.2 14.5 9.0 32.5 18.7 26.5 9.0 0.6

その他 101 22.8 2.0 5.9 13.9 19.8 13.9 28.7 4.0 -

無回答 358 13.4 3.6 13.1 8.1 36.3 8.9 26.3 3.4 7.3

センターを利用したきっかけ調
査
数

業
種

  全  体

労
働
局

、
労
働
基
準
監
督
署
か
ら
の

紹
介

左
記
以
外
の
行
政
機
関
か
ら
の
紹
介

所
属
団
体
か
ら
の
紹
介

職
場

（
上
司
な
ど

）
か
ら
の
指
示
が

あ

っ
た
た
め

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
を
見
て

リ
ー

フ
レ

ッ
ト
を
見
て

以
前
か
ら
利
用
し
て
い
る
た
め

そ
の
他

無
回
答

7,274 26.1 3.8 6.8 14.1 20.6 9.2 29.0 4.1 1.7

1～9人 776 30.8 3.9 8.6 19.5 11.0 6.1 23.5 5.0 1.2

10～29人 2,151 38.6 4.9 5.8 15.2 7.1 4.7 28.9 3.9 1.3

30～49人 1,658 35.8 4.7 5.3 14.3 11.0 5.0 31.8 3.2 1.6

50～99人 670 17.2 3.6 8.8 13.4 30.6 16.6 22.1 4.9 1.9

100～299人 834 9.6 2.0 8.0 11.2 38.8 17.3 28.8 3.8 1.7

300～999人 527 2.8 1.5 6.1 10.4 48.0 18.6 33.4 4.2 0.9

1,000～4,999人 358 2.5 2.5 6.7 10.3 51.7 15.9 36.3 5.3 1.7

5,000人以上 87 2.3 2.3 10.3 16.1 44.8 16.1 33.3 3.4 -

無回答 213 7.5 3.3 12.2 9.9 34.7 6.6 28.2 7.0 10.8

50人未満 4,585 36.2 4.6 6.1 15.6 9.2 5.1 29.0 3.8 1.4

50人以上 2,476 8.9 2.4 7.7 11.7 40.6 17.1 29.2 4.4 1.5

事
業
場
の
規
模

センターを利用したきっかけ調
査
数

  全  体
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■センターを利用した目的（問３） 

センターを利用した目的は、「健康管理全般への対応」が 53.7％と最も高く、次いで「職場における

メンタルヘルス対策(8.を除く)」が 23.8％、「労働衛生管理体制の構築」が 20.1％となっている。 

経年でみると、「健康管理全般への対応」は過去 2 年度で大きな変化はみられない。「職場における

メンタルヘルス対策(8.を除く)」は一見減少傾向にみえるものの、「ストレスチェック後の職場環境改善」

と合わせた『メンタルヘルス対策』は 3 割半ばとなっている。 

業種別でみると、＜建設業＞と＜運輸業、郵便業＞で「健康管理全般への対応」が特に高く、7 割

近くとなっている。 

事業場規模別でみると、100～299 人、300～999 人、1,000～4,999 人、5,000 人以上の事業場で

「職場におけるメンタルヘルス対策（8.を除く）」が高く、4 割を超えている。 

 

 
注）「8 ストレスチェック後の職場改善状況」は平成 30年度から追加した項目。 

注）「9 職場におけるメンタルヘルス対策(8.ストレスチェック後の職場改善状況を除く)」は、平成 29 年度まで

は「職場におけるメンタルヘルス対策」で調査。 

注）「10 健康保持増進（8.ストレスチェック後の職場改善状況、及び 9.職場におけるメンタルヘルス対策を除

く）」は、平成 29年度までは「健康保持増進（職場におけるメンタルヘルス対策を除く)」で調査。 

注）「13 治療と仕事の両立支援」は平成 30年度までは「治療と職業生活の両立支援」で調査。  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 労働衛生管理体制の構築 1,252 18.5% 1,241 17.0% 1,463 20.1%

2
労働衛生マネジメントシステ
ムの構築

315 4.7% 301 4.1% 366 5.0%

3 作業環境管理、作業管理 549 8.1% 458 6.3% 471 6.5%

4 健康管理全般への対応 3,516 52.0% 3,797 52.1% 3,908 53.7%

5 労働衛生教育 801 11.9% 750 10.3% 684 9.4%

6
化学物質による健康障害防
止

362 5.4% 267 3.7% 280 3.8%

7
腰痛・熱中症などの職業性
疾病予防

355 5.3% 258 3.5% 330 4.5%

8
ストレスチェック後の
職場環境改善

939 12.9% 915 12.6%

9
職場における
メンタルヘルス対策
(8.を除く)

2,277 33.7% 2,025 27.8% 1,734 23.8%

10
健康保持増進
（8.及び9を除く）

1,536 22.7% 1,403 19.3% 1,303 17.9%

11
過重労働による健康障害防
止

926 13.7% 863 11.8% 906 12.5%

12 受動喫煙防止 328 4.9% 281 3.9% 333 4.6%

快適職場の形成 764 11.3%

13 治療と仕事の両立支援 541 8.0% 598 8.2% 678 9.3%

14 その他 453 6.7% 493 6.8% 514 7.1%

無回答 185 2.7% 231 3.2% 261 3.6%

複数回答 （N=6,758） （N=7,288） （N=7,274）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成29年度 平成30年度 令和元年度

18.5 

4.7 

8.1 

52.0 

11.9 

5.4 

5.3 

33.7 

22.7 

13.7 

4.9 

11.3 

8.0 

6.7 

2.7 

17.0

4.1

6.3

52.1

10.3

3.7

3.5

12.9

27.8

19.3

11.8

3.9

8.2

6.8

3.2

20.1

5.0

6.5

53.7

9.4

3.8

4.5

12.6

23.8

17.9

12.5

4.6

9.3

7.1

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

 

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 

  

労
働
衛
生
管
理
体
制
の
構
築

労
働
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
構
築

作
業
環
境
管
理

、
作
業
管
理

健
康
管
理
全
般
へ
の
対
応

労
働
衛
生
教
育

化
学
物
質
に
よ
る
健
康
障
害
防
止

腰
痛
・
熱
中
症
な
ど
の
職
業
性
疾
病
予
防

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
後
の
職
場
環
境
改
善

職
場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

（
左
記
を
除
く

）

健
康
保
持
増
進

（
左
記
2
つ
を
除
く

）

過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
防
止

受
動
喫
煙
防
止

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

そ
の
他

無
回
答

7,274 20.1 5.0 6.5 53.7 9.4 3.8 4.5 12.6 23.8 17.9 12.5 4.6 9.3 7.1 3.6

農業、林業 55 25.5 3.6 10.9 63.6 10.9 - 9.1 7.3 23.6 20.0 7.3 5.5 5.5 1.8 3.6

漁業 7 14.3 - 14.3 100.0 - - - - - 28.6 - - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 27 11.1 - 3.7 70.4 - - 3.7 - 22.2 14.8 3.7 - 3.7 7.4 -

建設業 800 20.1 4.9 6.4 68.1 8.5 2.1 3.1 6.9 14.6 21.5 13.4 3.1 8.9 4.1 3.0

製造業 1,960 18.2 3.3 9.6 55.4 10.7 6.5 4.3 11.5 23.6 18.5 9.4 4.8 9.6 6.6 2.2

電気・ガス・熱供給・水道業 126 19.8 4.0 4.0 53.2 6.3 4.0 4.8 7.1 19.0 20.6 7.1 1.6 9.5 3.2 4.8

情報通信業 162 19.8 6.2 0.6 43.8 15.4 1.2 1.2 25.9 39.5 16.7 17.9 4.3 11.1 8.0 2.5

運輸業、郵便業 780 23.3 5.6 4.7 66.4 7.2 1.3 5.3 6.4 14.4 20.3 16.8 4.2 7.8 4.9 2.3

卸売業、小売業 607 22.2 5.1 2.1 58.6 5.6 1.2 2.5 10.2 19.3 16.8 11.0 3.1 7.9 6.9 3.6

金融業、保険業 92 17.4 10.9 5.4 35.9 15.2 4.3 5.4 21.7 41.3 17.4 21.7 10.9 25.0 10.9 1.1

不動産業、物品賃貸業 31 6.5 - 3.2 58.1 3.2 - 6.5 6.5 29.0 6.5 19.4 9.7 3.2 16.1 3.2

学術研究、専門・技術サービス業 129 22.5 5.4 5.4 52.7 10.9 6.2 2.3 16.3 29.5 14.7 19.4 3.9 6.2 10.1 3.1

宿泊業、飲食サービス業 104 22.1 1.9 2.9 55.8 2.9 1.0 5.8 6.7 11.5 22.1 17.3 6.7 3.8 5.8 2.9

生活関連サービス業、娯楽業 54 25.9 5.6 3.7 40.7 9.3 1.9 3.7 7.4 27.8 14.8 14.8 - 3.7 14.8 -

教育、学習支援業 130 24.6 5.4 4.6 48.5 18.5 3.1 5.4 22.3 35.4 20.8 13.1 6.2 9.2 6.2 1.5

医療、福祉 1,039 20.0 6.7 6.1 38.8 10.2 3.5 6.4 18.3 31.8 15.9 10.9 5.1 11.5 9.2 5.2

複合サービス事業 60 26.7 6.7 6.7 46.7 8.3 1.7 6.7 20.0 30.0 16.7 20.0 5.0 8.3 10.0 1.7

サービス業（他に分類されないもの） 486 19.3 4.5 4.1 52.5 9.3 2.7 2.9 12.3 24.1 17.5 8.8 2.9 7.8 8.6 3.1

公務（他に分類されるものを除く） 166 14.5 4.2 4.8 35.5 7.8 1.2 3.0 18.1 42.2 10.8 15.7 6.6 6.6 13.9 4.2

その他 101 19.8 5.9 5.0 49.5 9.9 6.9 3.0 14.9 24.8 18.8 10.9 5.0 5.9 9.9 3.0

無回答 358 20.9 9.2 12.3 41.3 10.3 9.8 9.2 21.5 27.9 13.1 20.7 8.7 12.8 6.7 14.0

センターを利用した目的調
査
数

業
種

  全  体

労
働
衛
生
管
理
体
制
の
構
築

労
働
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
構
築

作
業
環
境
管
理

、
作
業
管
理

健
康
管
理
全
般
へ
の
対
応

労
働
衛
生
教
育

化
学
物
質
に
よ
る
健
康
障
害
防
止

腰
痛
・
熱
中
症
な
ど
の
職
業
性
疾
病
予
防

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
後
の
職
場
環
境
改
善

職
場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

（
左
記
を
除
く

）

健
康
保
持
増
進

（
左
記
2
つ
を
除
く

）

過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
防
止

受
動
喫
煙
防
止

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

そ
の
他

無
回
答

7,274 20.1 5.0 6.5 53.7 9.4 3.8 4.5 12.6 23.8 17.9 12.5 4.6 9.3 7.1 3.6

1～9人 776 17.7 2.3 3.9 58.1 4.6 2.1 2.8 4.5 15.1 16.6 8.8 1.9 5.5 8.2 3.2

10～29人 2,151 20.5 3.2 4.3 66.2 5.2 1.8 2.2 3.4 10.8 20.7 10.0 1.7 6.6 5.9 2.5

30～49人 1,658 21.5 4.1 4.5 61.6 5.8 1.9 3.4 7.7 15.0 20.0 11.5 2.6 6.6 7.1 3.3

50～99人 670 20.9 5.8 9.0 40.4 14.3 6.3 7.8 23.4 37.3 11.5 13.1 7.6 8.2 7.0 4.2

100～299人 834 24.9 10.4 10.8 35.0 17.4 6.6 9.0 29.1 45.3 13.8 15.3 8.0 14.4 6.1 3.8

300～999人 527 13.9 8.2 10.2 35.9 18.4 9.7 5.3 23.0 46.5 16.9 17.6 9.5 17.8 7.4 3.0

1,000～4,999人 358 18.2 5.9 10.1 42.2 18.4 7.5 7.3 27.1 45.8 18.7 19.6 12.0 20.1 12.3 3.1

5,000人以上 87 12.6 3.4 5.7 42.5 12.6 3.4 6.9 21.8 43.7 14.9 19.5 10.3 17.2 6.9 2.3

無回答 213 15.5 8.5 13.6 33.3 12.2 7.0 7.5 19.7 29.1 16.9 16.4 8.9 13.6 8.9 18.3

50人未満 4,585 20.3 3.4 4.3 63.2 5.3 1.9 2.8 5.1 13.0 19.8 10.4 2.1 6.4 6.7 2.9

50人以上 2,476 20.1 7.8 9.9 38.0 16.8 7.2 7.6 25.7 43.4 14.6 16.0 8.9 14.4 7.6 3.6

事
業
場
の
規
模

センターを利用した目的調
査
数

  全  体
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■事業場の産業保健活動の取組状況について（問５） 

産業保健活動の取組状況については、平成 30 年度に「取り組んでいた」項目として、「職場巡視の

実施」、「労働者への衛生教育・健康教育の実施」は 6 割、「健診後の事後措置」は 7 割となっている。

令和元年度上期では、「健診後の事後措置」で「以前より取組を充実させた」が 18.0％、「取り組んでい

る（以前と変わっていない）」が 63.8％にとどまっている。 

事業場規模別でみると、平成 30 年度の取組状況では 50 人未満、50 人以上ともに「健診後の事後

措置」がそれぞれ 7 割以上、8 割以上となっており、最も取り組まれている項目となっている。令和元年

度上期でもその傾向は変わっていないが、50 人未満では 17.7％、50 人以上では 18.8％が「以前より

取組を充実させた」と回答している。また、50 人以上では「職場のメンタルヘルス対策」への取組を「以

前より充実させた」と回答した企業が 19.3％に上っている。 

 

【平成 30年度】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度上期】 

  

(N = 7,274)

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・健康教育の実施

健診後の事後措置

がん検診、人間ドックの実施

職場のメンタルヘルス対策

過重労働による健康障害防止対策

治療と仕事の両立支援

化学物質による健康障害防止対策

60.0

62.0

75.5

45.7

49.0

52.3

43.3

31.3

28.6

27.1

17.0

42.7

39.7

35.9

44.3

54.7

11.4

10.9

7.5

11.6

11.3

11.9

12.4

14.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答

(N = 7,274)

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・健康教育の実施

健診後の事後措置

がん検診、人間ドックの実施

職場のメンタルヘルス対策

過重労働による健康障害防止対策

治療と仕事の両立支援

化学物質による健康障害防止対策

10.9

13.7

18.0

7.3

11.5

12.6

7.8

4.3

53.6

53.7

63.8

45.0

44.5

47.1

43.8

34.7

0.5

0.4

0.3

0.3

0.7

0.4

0.2

0.2

4.0

5.0

3.3

3.1

5.7

4.5

5.9

3.0

17.2

14.2

5.7

30.4

23.9

21.6

28.0

41.7

13.8

13.0

8.9

13.9

13.6

13.8

14.3

16.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって

いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り

組む予定

取り組んで

いない

無回答
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【事業場規模別】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「治療と仕事の両立支援」は「治療と職業生活の両立支援」より変更。 

 

 

【参考】製造業における「科学物質による健康障害防止対策」の取組状況 

 

 

  

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・
健康教育の実施

健診後の事後措置

がん検診、人間ドック
の実施

職場のメンタルヘルス
対策

過重労働による
健康障害防止対策

治療と仕事の
両立支援

化学物質による
健康障害防止対策

50人未満（N=4,585） 50人以上（N=2,476)

52.5

56.7

72.7

36.3

33.5

44.0

39.7

24.6

34.7

31.5

20.2

51.4

53.5

43.0

47.1

60.3

12.8

11.8

7.1

12.3

13.0

13.0

13.2

15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答

74.9

72.9

82.4

64.5

77.8

68.4

50.9

44.5

17.9

19.5

11.2

27.0

15.7

23.5

39.9

45.2

7.2

7.6

6.4

8.5

6.5

8.0

9.2

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答

平
成

3

0

年
度

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・
健康教育の実施

健診後の事後措置

がん検診、人間ドック
の実施

職場のメンタルヘルス
対策

過重労働による
健康障害防止対策

治療と仕事の
両立支援

化学物質による
健康障害防止対策

50人未満（N=4,585） 50人以上（N=2,476)

9.0

12.1

17.7

5.8

7.5

10.1

6.7

3.7

49.0

50.6

63.5

38.8

35.8

42.6

41.3

29.6

0.3

0.3

0.2

0.2

0.6

0.3

0.1

0.2

4.4

5.7

3.9

3.7

7.5

5.0

5.3

3.3

21.5

16.9

6.1

36.3

32.9

26.7

31.2

45.7

15.7

14.4

8.6

15.2

15.6

15.3

15.5

17.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって
いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り
組む予定

取り組んで

いない

無回答

14.6

16.8

18.8

10.3

19.3

17.3

9.9

5.7

63.2

60.5

66.2

57.7

60.9

56.3

49.2

44.6

0.8

0.7

0.4

0.4

0.8

0.7

0.5

0.3

3.4

3.8

2.4

2.1

2.7

3.8

7.3

2.7

9.2

9.4

4.4

19.7

7.9

12.4

22.5

34.6

8.7

8.8

7.8

9.7

8.4

9.5

10.6

12.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって
いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り
組む予定

取り組んで

いない

無回答

令
和
元
年
度
上
期

(N = 1,960)

平成30年度の取組状況

令和元年度上期の取組状況 5.6 52.2 0.3 3.1 26.0 12.7

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって

いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り

組む予定

取り組んで

いない

無回答

53.6 35.6 10.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答
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■利用したサービスについて（問６（１）） 

産業保健総合支援センターで利用したことがあるサービスについては、「産業保健研修」が 31.1％と最

も高く、次いで「メルマガ、ホームページ等による情報提供」が 19.7％となっている 

地域産業保健センターで利用したことがあるサービスについては、「健診結果の医師の意見聴取」が

50.8％と最も高く、次いで「健康相談」が 17.9％、「地域の産業保健に関する情報提供」が 11.4％となっ

ている。 

事業場規模別でみると、50 人未満では「健診結果の医師の意見聴取」が 7 割超、50 人以上では「産

業保健研修」が 6 割半ばと高くなっている。 
 

 

【事業場規模別】 

  

(N = 7,274)

産業保健研修

産業保健相談員による相談対応

メンタルヘルス対策促進員による支援

両立支援促進員による支援

図書、測定機器等の閲覧・貸出

メルマガ、ホームページ等による
情報提供

健診結果の医師の意見聴取

長時間労働者に対する面接指導

高ストレス者に対する面接指導

健康相談

職場巡視等の個別訪問支援

地域の産業保健に関する情報提供

31.1

15.6

8.9

3.4

3.4

19.7

50.8

8.3

5.0

17.9

6.7

11.4

51.5

64.2

70.4

75.2

75.0

59.3

37.3

71.7

74.5

63.6

73.1

68.2

17.4

20.2

20.7

21.5

21.6

21.0

11.9

20.1

20.5

18.5

20.3

20.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有 無 無回答

産
業
保
健
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー 

地
域
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー 

産業保健研修 産業保健研修

産業保健相談員による相
談対応

産業保健相談員
による相談対応

メンタルヘルス対策促進
員による支援

メンタルヘルス対策
促進員による支援

両立支援促進員による支
援

両立支援促進員
による支援

図書、測定機器等の閲
覧・貸出

図書、測定機器等の
閲覧・貸出

メルマガ、ホームページ
等による情報提供

メルマガ、ホームペー
ジ等による情報提供

健診結果の医師の意見
聴取

健診結果の医師の
意見聴取

長時間労働者に対する
面接指導

長時間労働者に
対する面接指導

高ストレス者に対する面
接指導

高ストレス者に対す
る面接指導

健康相談 健康相談

職場巡視等の個別訪問
支援

職場巡視等の
個別訪問支援

地域の産業保健に関す
る情報提供

地域の産業保健に
関する情報提供

50人未満（N=4,585） 50人以上（N=2,476)

11.5

17.1

6.3

2.2

2.3

10.3

74.0

9.9

4.5

24.3

8.4

13.5

66.5

61.5

71.2

74.7

74.4

66.3

19.1

70.6

75.4

58.6

71.9

66.6

22.0

21.4

22.5

23.1

23.3

23.4

6.9

19.6

20.1

17.1

19.8

19.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有 無 無回答

65.9

13.1

14.0

5.6

5.4

36.6

10.1

5.5

6.1

6.7

3.7

8.0

25.8

70.4

70.2

77.5

77.7

48.0

70.8

75.1

74.4

74.0

76.7

72.5

8.3

16.4

15.8

17.0

16.8

15.4

19.2

19.5

19.5

19.3

19.6

19.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有 無 無回答
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■産業保健活動に役立ったかどうか（問６（２）） 

産業保健総合支援センターで役に立ったサービスについては、すべての項目で「大変役に立った」と

「役に立った」の合計が 8 割を超えている。「大変役に立った」サービスは、「図書、測定機器等の閲覧・

貸出」が 55.2％と最も高く、次いで「メンタルヘルス対策促進員による支援」が 52.2％となっている。 

地域産業保健センターで役に立ったサービスについても、すべての項目で「大変役に立った」と「役に

立った」の合計が 8 割を超えている。「大変役に立った」サービスは、「健診結果の医師の意見聴取」が

49.0％と最も高く、次いで「健康相談」が 42.3％、「職場巡視等の個別訪問支援」が 42.1％となっている。 

事業場規模別でみると、多くの項目で 50 人未満の事業場の「大変役に立った」と回答した割合が 50

人以上を上回っており、特に「職場巡視等の個別訪問支援」では 50 人未満の「大変役に立った」が

46.6％と 50 人以上の 23.9％を 20 ポイント以上上回っている。 

 

 
 

【事業場規模別】 

  

N=

産業保健研修 2,262

産業保健相談員による相談対応 1,134

メンタルヘルス対策促進員による支援 646

両立支援促進員による支援 244

図書、測定機器等の閲覧・貸出 248

メルマガ、ホームページ等による
情報提供

1,430

健診結果の医師の意見聴取 3,698

長時間労働者に対する面接指導 601

高ストレス者に対する面接指導 367

健康相談 1,303

職場巡視等の個別訪問支援 485

地域の産業保健に関する情報提供 832

45.8

43.3

52.2

47.5

55.2

31.5

49.0

34.9

34.6

42.3

42.1

37.9

47.1

44.8

38.1

39.3

37.1

56.6

40.8

49.4

45.5

45.2

43.9

49.3

3.4

5.8

5.3

7.0

2.8

7.0

4.7

7.7

10.1

5.1

6.4

5.6

0.2

0.2

0.3

0.4

0.0

0.3

0.4

0.0

0.5

0.2

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

0.1

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

3.5

5.9

4.2

5.7

4.8

4.5

5.0

7.8

9.3

7.1

7.6

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大変

役に立った

役に立った どちらとも

言えない

あまり役に

立たなかった

役に立たなかった 無回答

産
業
保
健
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー 

地
域
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー 

N= N=

527 産業保健研修 1,632

782
産業保健相談員
による相談対応

325

287
メンタルヘルス対策
促進員による支援

346

101
両立支援促進員

による支援
138

104
図書、測定機器等の

閲覧・貸出
134

473
メルマガ、ホームペー
ジ等による情報提供

906

3,392
健診結果の医師の

意見聴取
249

453
長時間労働者に
対する面接指導

135

206
高ストレス者に対する

面接指導
151

1,115 健康相談 165

384
職場巡視等の
個別訪問支援

92

620
地域の産業保健に

関する情報提供
197

50人未満 50人以上

46.3

39.5

56.1

51.5

61.5

32.1

49.7

36.6

41.3

43.8

46.6

41.5

47.8

48.1

35.9

38.6

31.7

54.1

40.9

51.4

42.2

45.3

41.9

46.1

3.2

6.4

3.8

5.0

1.9

9.1

4.2

6.0

9.2

4.5

4.9

6.1

0.2

0.3

0.3

0.0

0.0

0.2

0.3

0.0

1.0

0.3

0.0

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.5

5.8

3.8

5.0

4.8

4.0

4.7

6.0

6.3

6.2

6.5

6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大変

役に立った

役に立った どちらとも

言えない

あまり役に

立たなかった

役に

立たなかった

無回答

45.5

50.2

48.6

43.5

50.7

30.7

37.8

28.9

25.2

30.3

23.9

25.4

47.4

39.1

40.2

40.6

41.8

58.5

41.4

43.7

51.0

46.1

53.3

59.9

3.2

4.6

6.4

8.7

2.2

5.7

10.8

12.6

9.9

9.7

10.9

4.1

0.2

0.0

0.3

0.7

0.0

0.3

0.8

0.0

0.0

0.0

0.0

1.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.7

0.0

0.0

0.0

0.0

3.6

6.2

4.6

6.5

5.2

4.7

9.2

14.1

13.9

13.9

12.0

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大変

役に立った

役に立った どちらとも

言えない

あまり役に

立たなかった

役に

立たなかった

無回答
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産業保健総合支援センターで役に立ったサービスについて、「大変役に立った」と「役に立った」の合

計を経年比較でみると、「図書、測定機器等の閲覧・貸出」は平成 30 年度と比較して 10.9 ポイント、「両

立支援促進員による支援」は 7.8 ポイント増加した。他のサービスはわずかに増加または横ばいとなっ

た。 

地域産業保健センターで役に立ったサービスについて、経年比較でみると「大変役に立った」と「役に

立った」の合計は「職場巡視等の個別訪問支援」は平成 30 年度と比較して 3.3 ポイント増加した。その他

のサービスでは大きな変化はみられない。ただし、直近 3 年度でみると、全体ではやや減少傾向がみら

れ、特に「高ストレス者に対する面接指導」は平成 29 年度と比較すると、6.5 ポイント減少している。 

 
 

「大変役に立った」と「役に立った」の合計の推移（産業保健総合支援センター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「大変役に立った」と「役に立った」の合計の推移（地域産業保健センター）※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域産業保健センターは 50人未満の事業場を対象に集計。 

  

92.8 92.9 92.9 

87.4 

85.9 

88.1 

91.9 

88.5 
90.3 

81.9 

79.0 

86.8 

85.2 

81.4 

92.3 

87.7 
86.4 

88.1 

75%

80%

85%

90%

95%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

産業保健研修

産業保健相談員による相談対応

メンタルヘルス対策促進員による

支援

両立支援促進員による支援

図書、測定機器等の閲覧・貸出

メルマガ、ホームページ等による

情報提供

91.8 

89.4 
90.6 

89.5 
86.1 88.0 

90.0 

84.3 
83.5 

90.0 

87.8 

89.1 

90.1 

85.2 

88.5 
89.1 

85.9 
87.6 

75%

80%

85%

90%

95%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

健診結果の医師の意見聴取

長時間労働者に対する面接指導

高ストレス者に対する面接指導

健康相談

職場巡視等の個別訪問支援

地域の産業保健に関する情報提供
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■今後利用を希望するサービス（問６（３）） 

今後利用を希望するサービスついては、「健診結果の医師の意見聴取」が 45.7％と最も高く、次いで

「産業保健研修」が 34.5％となっている。 

経年でみると、「産業保健研修」は過去 2 年度と比較して大きな変化はみられないが、「健診結果の医

師の意見聴取」は平成 30 年度と比較して 3.9 ポイント増加した。 

業種別でみると、＜金融業、保険業＞と＜公務（他に分類されるものを除く）＞で「産業保健研修」が、

＜農業、林業＞と＜不動産業、物品賃貸業＞で「健診結果の医師の意見聴取」が 6 割を超えている。 

事業場規模別でみると、50 人以上では「産業保健研修」が７割近くとなっており、特に 1,000～4,999

人、5,000 人以上で約 8 割となっている。一方、「健診結果の医師の意見聴取」は 50 人未満で 66.4％と

なっている。 

 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 産業保健研修 2,330 34.5% 2,577 35.4% 2,509 34.5%

2
産業保健相談員によ
る相談対応

1,313 19.4% 1,427 19.6% 1,304 17.9%

3
メンタルヘルス対策促
進員による支援

1,312 19.4% 1,365 18.7% 1,346 18.5%

4
両立支援促進員によ
る支援

310 4.6% 416 5.7% 454 6.2%

5
図書、測定機器等の
閲覧・貸出

581 8.6% 540 7.4% 578 7.9%

6
メルマガ、ホームペー
ジ等による情報提供

1,175 17.4% 1,286 17.6% 1,247 17.1%

7
健診結果の医師の意
見聴取

2,926 43.3% 3,043 41.8% 3,325 45.7%

8
長時間労働者に対す
る面接指導

1,240 18.3% 1,284 17.6% 1,222 16.8%

9
高ストレス者に対する
面接指導

1,216 18.0% 1,240 17.0% 1,176 16.2%

10 健康相談 1,512 22.4% 1,684 23.1% 1,834 25.2%

11
職場巡視等の個別訪
問支援

598 8.8% 565 7.8% 515 7.1%

12
地域の産業保健に関
する情報提供

1,098 16.2% 1,133 15.5% 955 13.1%

13 特に希望しない 318 4.7% 357 4.9% 318 4.4%

無回答 244 3.6% 239 3.3% 239 3.3%

複数回答 （N=6,758） （N=7,288） （N=7,274）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成29年度 平成30年度 令和元年度

34.5

19.4

19.4

4.6

8.6

17.4

43.3

18.3

18.0

22.4

8.8

16.2

4.7

3.6

35.4

19.6

18.7

5.7

7.4

17.6

41.8

17.6

17.0

23.1

7.8

15.5

4.9

3.3

34.5

17.9

18.5

6.2

7.9

17.1

45.7

16.8

16.2

25.2

7.1

13.1

4.4

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 

  

産
業
保
健
研
修

産
業
保
健
相
談
員
に
よ
る
相
談
対
応

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
促
進
員
に
よ
る
支
援

両
立
支
援
促
進
員
に
よ
る
支
援

図
書

、
測
定
機
器
等
の
閲
覧
・
貸
出

メ
ル
マ
ガ

、
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
等
に
よ
る
情
報

提
供

健
診
結
果
の
医
師
の
意
見
聴
取

長
時
間
労
働
者
に
対
す
る
面
接
指
導

高
ス
ト
レ
ス
者
に
対
す
る
面
接
指
導

健
康
相
談

職
場
巡
視
等
の
個
別
訪
問
支
援

地
域
の
産
業
保
健
に
関
す
る
情
報
提
供

特
に
希
望
し
な
い

無
回
答

7,274 34.5 17.9 18.5 6.2 7.9 17.1 45.7 16.8 16.2 25.2 7.1 13.1 4.4 3.3

農業、林業 55 27.3 23.6 14.5 10.9 5.5 10.9 67.3 20.0 10.9 32.7 12.7 16.4 3.6 3.6

漁業 7 14.3 28.6 14.3 - - - 100.0 28.6 14.3 42.9 14.3 14.3 - -

鉱業、採石業、砂利採取業 27 14.8 11.1 18.5 7.4 - - 55.6 3.7 7.4 29.6 7.4 11.1 - 3.7

建設業 800 18.6 19.8 13.9 4.5 6.5 10.5 63.5 19.4 13.0 31.5 6.3 11.5 6.5 2.5

製造業 1,960 33.0 19.5 18.6 5.8 8.2 17.6 46.2 14.1 13.5 25.0 7.4 14.3 4.7 2.7

電気・ガス・熱供給・水道業 126 27.0 14.3 19.0 3.2 5.6 19.0 47.6 18.3 16.7 19.8 4.0 14.3 7.9 4.0

情報通信業 162 50.0 11.7 25.9 8.6 9.3 27.8 30.2 21.0 23.5 21.6 3.7 15.4 2.5 2.5

運輸業、郵便業 780 19.9 21.3 12.8 3.6 5.3 11.5 61.9 26.8 16.4 33.3 6.7 11.9 4.0 2.6

卸売業、小売業 607 24.2 18.0 18.0 6.6 7.9 12.0 57.0 16.0 18.1 27.5 5.6 7.9 3.5 3.3

金融業、保険業 92 63.0 12.0 17.4 8.7 15.2 33.7 17.4 17.4 21.7 12.0 5.4 15.2 1.1 1.1

不動産業、物品賃貸業 31 29.0 19.4 16.1 3.2 3.2 19.4 67.7 25.8 22.6 32.3 12.9 9.7 3.2 -

学術研究、専門・技術サービス業 129 38.0 19.4 21.7 6.2 7.0 27.1 45.0 18.6 20.9 24.0 7.0 16.3 3.9 0.8

宿泊業、飲食サービス業 104 14.4 15.4 15.4 6.7 4.8 13.5 58.7 23.1 15.4 31.7 5.8 4.8 3.8 4.8

生活関連サービス業、娯楽業 54 29.6 16.7 24.1 1.9 7.4 16.7 44.4 18.5 13.0 27.8 5.6 18.5 11.1 1.9

教育、学習支援業 130 57.7 23.1 20.0 7.7 10.8 24.6 20.8 7.7 7.7 16.9 8.5 16.2 0.8 6.9

医療、福祉 1,039 53.4 13.3 24.6 8.6 8.6 20.4 27.7 12.6 21.5 19.0 7.0 14.9 3.3 3.9

複合サービス事業 60 48.3 21.7 25.0 13.3 6.7 20.0 43.3 25.0 23.3 30.0 8.3 16.7 1.7 5.0

サービス業（他に分類されないもの） 486 29.8 18.7 20.2 6.0 8.0 19.3 46.7 16.9 15.2 27.6 8.0 13.0 6.2 2.7

公務（他に分類されるものを除く） 166 65.1 16.3 12.0 5.4 10.8 24.1 12.7 9.0 11.4 12.0 7.8 17.5 3.6 7.8

その他 101 33.7 8.9 12.9 5.0 9.9 17.8 41.6 7.9 11.9 18.8 5.9 12.9 5.9 2.0

無回答 358 51.1 16.5 20.9 9.8 12.3 21.8 29.1 19.6 20.1 18.4 10.6 11.7 2.8 7.0

今後利用を希望するサービス調
査
数

業
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等
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貸
出

メ
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、
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
等
に
よ
る
情
報

提
供

健
診
結
果
の
医
師
の
意
見
聴
取

長
時
間
労
働
者
に
対
す
る
面
接
指
導

高
ス
ト
レ
ス
者
に
対
す
る
面
接
指
導

健
康
相
談

職
場
巡
視
等
の
個
別
訪
問
支
援

地
域
の
産
業
保
健
に
関
す
る
情
報
提
供

特
に
希
望
し
な
い

無
回
答

7,274 34.5 17.9 18.5 6.2 7.9 17.1 45.7 16.8 16.2 25.2 7.1 13.1 4.4 3.3

1～9人 776 16.5 16.1 11.9 3.2 3.9 10.4 58.1 12.8 11.0 29.6 4.3 9.0 6.4 3.9

10～29人 2,151 12.8 18.4 12.7 2.7 3.0 7.9 69.7 17.6 13.4 34.4 7.0 9.9 5.3 2.9

30～49人 1,658 19.1 20.7 19.5 5.9 6.5 10.1 65.9 22.7 19.2 33.4 8.3 10.8 3.7 2.4

50～99人 670 53.1 15.5 28.4 9.3 11.0 24.6 15.1 13.7 21.0 14.2 6.0 15.7 5.7 3.9

100～299人 834 67.5 15.8 27.6 10.3 13.5 30.6 8.6 14.6 20.1 12.4 10.1 18.5 3.4 3.6

300～999人 527 76.1 16.3 21.1 9.1 15.2 36.6 5.9 13.3 15.0 8.5 6.1 18.4 2.3 3.6

1,000～4,999人 358 80.4 18.2 18.4 12.6 18.4 39.9 5.3 10.9 12.6 7.0 5.0 25.4 2.2 0.8

5,000人以上 87 79.3 20.7 12.6 8.0 16.1 25.3 3.4 8.0 6.9 4.6 2.3 11.5 3.4 2.3

無回答 213 52.6 16.9 23.0 12.2 13.6 23.9 26.3 17.4 21.1 18.3 8.5 16.9 2.3 12.2

50人未満 4,585 15.7 18.8 15.0 3.9 4.4 9.1 66.4 18.6 15.1 33.2 7.0 10.1 4.9 2.9

50人以上 2,476 67.7 16.4 24.6 10.0 14.0 31.4 9.1 13.3 17.7 11.0 7.1 18.5 3.6 3.2

事
業
場
の
規
模

今後利用を希望するサービス調
査
数

  全  体
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■センターを利用したことによる自身への効果（問７（１）） 

センターを利用したことによる自身への効果については、「健康診断結果の措置に関する説明力が向

上」が 43.0％で最も高く、次いで「労働者への健康教育での指導力が向上」が 36.8％となっている。 

経年でみると、「健康診断結果の措置に関する説明力が向上」は平成 30 年度と比較して 3.0 ポイント

上昇している。また、「治療と仕事の両立支援に関する助言・指導能力の向上」は直近 3 年度で増加傾

向にある一方、「メンタルヘルスに関する助言・指導能力が向上」は減少傾向にある。 

業種別でみると、＜鉱業、採石業、砂利採取業＞で「健康診断結果の措置に関する説明力が向上」が

6 割を超えており、＜金融業、保険業＞で「メンタルヘルスに関する助言・指導能力が向上」が 4 割を超

えており、全体と比較して高くなっている。 

事業場規模別でみると、50 人未満では「健康診断結果の措置に関する説明力が向上」が 5 割を超

え、50 人以上で「メンタルヘルスに関する助言・指導能力が向上」が 4 割を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「6『治療と仕事の両立支援』に関する助言・指導能力の向上」は「治療と職業生活の両立支援」より変更。 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1
事業者への産業保健
対策についての
説得力が向上

1,571 23.2% 1,620 22.2% 1,648 22.7%

2
労働者への健康教育
での指導力が向上

2,611 38.6% 2,643 36.3% 2,675 36.8%

3
職場における改善を
要する問題の
発見能力が向上

1,440 21.3% 1,537 21.1% 1,613 22.2%

4
健康診断結果の
措置に関する
説明力が向上

2,820 41.7% 2,917 40.0% 3,126 43.0%

5
メンタルヘルスに
関する助言・
指導能力が向上

1,705 25.2% 1,760 24.1% 1,574 21.6%

6
治療と仕事の
両立支援に関する
助言・指導能力の向上

527 7.8% 594 8.2% 740 10.2%

7 特になかった 461 6.8% 570 7.8% 529 7.3%

8 その他 130 1.9% 141 1.9% 128 1.8%

無回答 453 6.7% 512 7.0% 469 6.4%

複数回答 （N=6,758） （N=7,288） （N=7,274）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成29年度 平成30年度 令和元年度

23.2

38.6

21.3

41.7

25.2

7.8

6.8

1.9

6.7

22.2

36.3

21.1

40.0

24.1

8.2

7.8

1.9

7.0

22.7

36.8

22.2

43.0

21.6

10.2

7.3

1.8

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 
【事業場規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 

 

事
業
者
へ
の
産
業
保
健
対
策
に
つ
い

て
の
説
得
力
が
向
上

労
働
者
へ
の
健
康
教
育
で
の
指
導
力

が
向
上

職
場
に
お
け
る
改
善
を
要
す
る
問
題

の
発
見
能
力
が
向
上

健
康
診
断
結
果
の
措
置
に
関
す
る
説

明
力
が
向
上

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
に
関
す
る
助
言
・

指
導
能
力
が
向
上

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
に
関
す
る

助
言
・
指
導
能
力
の
向
上

特
に
な
か

っ
た

そ
の
他

無
回
答

7,274 22.7 36.8 22.2 43.0 21.6 10.2 7.3 1.8 6.4

農業、林業 55 20.0 41.8 29.1 54.5 18.2 7.3 5.5 1.8 3.6

漁業 7 28.6 28.6 14.3 71.4 - - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 27 3.7 37.0 3.7 66.7 7.4 3.7 11.1 7.4 3.7

建設業 800 18.0 37.6 18.5 56.0 10.6 9.1 7.9 1.8 4.4

製造業 1,960 22.3 38.7 21.8 44.1 21.9 9.8 7.2 1.8 4.8

電気・ガス・熱供給・水道業 126 17.5 36.5 14.3 50.8 15.9 10.3 4.8 0.8 6.3

情報通信業 162 30.2 32.7 24.7 29.6 31.5 11.1 9.9 2.5 4.3

運輸業、郵便業 780 19.5 45.5 16.2 56.5 12.8 10.5 6.4 0.5 5.4

卸売業、小売業 607 20.6 33.6 20.4 46.0 16.5 9.2 8.9 1.5 6.1

金融業、保険業 92 32.6 34.8 30.4 23.9 44.6 23.9 5.4 2.2 7.6

不動産業、物品賃貸業 31 16.1 38.7 32.3 41.9 19.4 9.7 12.9 3.2 6.5

学術研究、専門・技術サービス業 129 24.8 36.4 31.0 43.4 31.8 12.4 6.2 1.6 2.3

宿泊業、飲食サービス業 104 15.4 44.2 16.3 51.9 14.4 7.7 8.7 1.0 4.8

生活関連サービス業、娯楽業 54 22.2 24.1 20.4 42.6 24.1 5.6 9.3 - 5.6

教育、学習支援業 130 35.4 36.2 30.8 31.5 30.0 10.8 3.8 1.5 7.7

医療、福祉 1,039 24.9 29.9 26.7 30.3 28.5 12.2 6.5 2.9 9.6

複合サービス事業 60 33.3 28.3 20.0 35.0 31.7 18.3 6.7 1.7 6.7

サービス業（他に分類されないもの） 486 21.6 38.3 23.9 40.5 20.2 7.0 9.1 1.4 5.1

公務（他に分類されるものを除く） 166 28.3 29.5 25.9 17.5 36.1 5.4 4.8 3.6 13.9

その他 101 19.8 30.7 14.9 41.6 27.7 7.9 10.9 1.0 6.9

無回答 358 31.6 36.9 28.5 32.1 33.8 12.6 5.9 1.4 14.8

自身にとって効果のあった項目調
査
数

業
種

  全  体

事
業
者
へ
の
産
業
保
健
対
策
に
つ
い

て
の
説
得
力
が
向
上

労
働
者
へ
の
健
康
教
育
で
の
指
導
力

が
向
上

職
場
に
お
け
る
改
善
を
要
す
る
問
題

の
発
見
能
力
が
向
上

健
康
診
断
結
果
の
措
置
に
関
す
る
説

明
力
が
向
上

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
に
関
す
る
助
言
・

指
導
能
力
が
向
上

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
に
関
す
る

助
言
・
指
導
能
力
の
向
上

特
に
な
か

っ
た

そ
の
他

無
回
答

7,274 22.7 36.8 22.2 43.0 21.6 10.2 7.3 1.8 6.4

1～9人 776 14.3 30.0 15.1 47.9 13.0 7.5 11.0 1.3 7.5

10～29人 2,151 14.0 38.1 15.0 58.5 8.7 7.4 8.2 1.3 5.0

30～49人 1,658 19.5 37.5 16.9 58.0 13.8 9.8 6.5 0.8 4.9

50～99人 670 31.6 32.5 34.3 22.2 35.4 10.1 7.8 2.4 7.9

100～299人 834 35.3 37.2 34.7 18.1 39.4 14.9 6.0 2.8 7.6

300～999人 527 37.6 38.7 31.9 17.8 43.1 14.6 3.6 3.4 8.0

1,000～4,999人 358 35.2 40.2 37.2 18.4 45.8 15.6 6.4 2.2 5.0

5,000人以上 87 24.1 50.6 21.8 21.8 41.4 9.2 4.6 1.1 6.9

無回答 213 28.6 38.0 25.4 25.8 29.6 12.2 5.6 4.2 18.8

50人未満 4,585 16.1 36.5 15.7 56.5 11.3 8.3 8.0 1.2 5.4

50人以上 2,476 34.4 37.2 33.9 19.3 40.1 13.4 6.0 2.7 7.4

事
業
場
の
規
模

自身にとって効果のあった項目調
査
数

  全  体
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■センターを利用したことによる事業場への効果（問７（２）） 

センターを利用したことによる事業場への効果については、「健康に対する意識が向上」が 51.9％と突

出して高く、次いで「メンタルヘルス対策が充実」が 14.5％、「健康診断受診率が向上」が 12.3％となって

いる。 

経年でみると、「健康に対する意識が向上」は直近 3 年度のいずれも 5 割を超えており、大きな変化は

みられない。一方、「年次有給休暇取得率が向上（休暇がとりやすくなった）」と「長時間労働者の割合が

減少（帰りやすくなった）」では増加傾向がみられる。 

業種別でみると、＜農業、林業＞＜鉱業、採石業、砂利採取業＞＜建設業＞＜運輸業、郵便業＞で

「健康に対する意識が向上」が 6 割を超えている。 

事業場規模別でみると、50 人未満では「健康に対する意識が向上」が 6 割を超えて高い一方、50 人

以上では「衛生委員会が活性化」「メンタルヘルス対策が充実」が比較的高くなっている。 

 
 

 

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 健康に対する意識が向上 3,527 52.2% 3,694 50.7% 3,775 51.9%

2 衛生委員会が活性化 802 11.9% 770 10.6% 782 10.8%

3 メンタルヘルス対策が充実 1,172 17.3% 1,145 15.7% 1,054 14.5%

4
治療と仕事の両立支援の
取組の充実

346 5.1% 378 5.2% 570 7.8%

5
身体的・精神的な疲労などの
ストレス感が減少

269 4.0% 280 3.8% 270 3.7%

6 作業環境や作業内容が改善 548 8.1% 538 7.4% 585 8.0%

7
職場の照明、騒音などの環境が
改善

228 3.4% 220 3.0% 264 3.6%

8
職場の人間関係など職場風土が
改善

269 4.0% 299 4.1% 343 4.7%

9 健康診断受診率が向上 880 13.0% 884 12.1% 895 12.3%

10 健康診断結果の有所見率が低下 354 5.2% 356 4.9% 378 5.2%

11 喫煙率が低下 397 5.9% 349 4.8% 393 5.4%

12 メンタルヘルス不調者の数が減少 127 1.9% 141 1.9% 145 2.0%

13
年次有給休暇取得率が向上
（休暇がとりやすくなった）

223 3.3% 363 5.0% 612 8.4%

14
長時間労働者の割合が減少
（帰りやすくなった）

468 6.9% 497 6.8% 599 8.2%

15 特になかった 962 14.2% 1,079 14.8% 1,041 14.3%

16 その他 146 2.2% 159 2.2% 103 1.4%

無回答 649 9.6% 735 10.1% 779 10.7%

複数回答 （N=6,758） （N=7,288） （N=7,274）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成29年度 平成30年度 令和元年度

52.2

11.9

17.3

5.1

4.0

8.1

3.4

4.0

13.0

5.2

5.9

1.9

3.3

6.9

14.2

2.2

9.6 

50.7 

10.6 

15.7 

5.2 

3.8 

7.4 

3.0 

4.1 

12.1 

4.9 

4.8 

1.9 

5.0 

6.8 

14.8 

2.2 

10.1 

51.9

10.8

14.5

7.8

3.7

8.0

3.6

4.7

12.3

5.2

5.4

2.0

8.4

8.2

14.3

1.4

10.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

 

 

【事業場規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 

 

 

  

健
康
に
対
す
る
意
識
が
向
上

衛
生
委
員
会
が
活
性
化

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
が
充
実

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
の
取
組
の

充
実

身
体
的
・
精
神
的
な
疲
労
な
ど
の
ス

ト
レ
ス
感
が
減
少

作
業
環
境
や
作
業
内
容
が
改
善

職
場
の
照
明

、
騒
音
な
ど
の
環
境
が

改
善

職
場
の
人
間
関
係
な
ど
職
場
風
土
が

改
善

健
康
診
断
受
診
率
が
向
上

健
康
診
断
結
果
の
有
所
見
率
が
低
下

喫
煙
率
が
低
下

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
者
の
数
が
減

少 年
次
有
給
休
暇
取
得
率
が
向
上

（
休

暇
が
と
り
や
す
く
な

っ
た

）

長
時
間
労
働
者
の
割
合
が
減
少

（
帰

り
や
す
く
な

っ
た

）

特
に
な
か

っ
た

そ
の
他

無
回
答

7,274 51.9 10.8 14.5 7.8 3.7 8.0 3.6 4.7 12.3 5.2 5.4 2.0 8.4 8.2 14.3 1.4 10.7

農業、林業 55 67.3 10.9 7.3 7.3 9.1 12.7 9.1 7.3 18.2 12.7 9.1 - 16.4 12.7 12.7 - 7.3

漁業 7 100.0 - - - - - - - 14.3 - - - - - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 27 63.0 3.7 3.7 - - 14.8 3.7 - 7.4 3.7 3.7 - 7.4 - 18.5 7.4 3.7

建設業 800 63.5 5.3 9.0 8.6 4.0 6.8 1.6 4.3 15.4 6.8 7.4 0.5 12.0 9.8 14.4 0.9 5.6

製造業 1,960 53.7 9.3 14.7 7.7 3.0 10.9 4.6 4.7 11.8 5.5 5.4 2.4 7.9 7.8 14.0 1.1 9.3

電気・ガス・熱供給・水道業 126 54.0 4.0 9.5 7.9 2.4 7.9 0.8 5.6 7.9 5.6 2.4 1.6 7.9 8.7 12.7 1.6 12.7

情報通信業 162 38.3 16.0 21.6 7.4 4.3 2.5 4.3 3.1 8.0 0.6 3.1 3.1 5.6 9.3 27.2 0.6 9.3

運輸業、郵便業 780 62.2 7.8 8.5 10.0 3.2 8.8 2.3 2.9 19.2 8.1 7.7 0.9 8.3 10.0 12.2 0.9 7.9

卸売業、小売業 607 53.0 8.2 11.4 7.4 3.0 6.6 3.8 4.8 13.7 6.1 6.3 1.3 11.5 9.4 14.2 0.8 9.7

金融業、保険業 92 38.0 18.5 30.4 16.3 6.5 4.3 7.6 6.5 7.6 3.3 7.6 6.5 9.8 12.0 16.3 1.1 12.0

不動産業、物品賃貸業 31 58.1 9.7 22.6 6.5 3.2 - 3.2 12.9 16.1 9.7 6.5 - 3.2 6.5 16.1 3.2 9.7

学術研究、専門・技術サービス業 129 47.3 11.6 17.1 8.5 3.1 4.7 3.1 6.2 7.0 3.9 3.9 7.0 11.6 10.1 11.6 2.3 11.6

宿泊業、飲食サービス業 104 51.9 3.8 10.6 3.8 4.8 7.7 1.9 5.8 9.6 4.8 5.8 1.0 6.7 7.7 19.2 1.0 8.7

生活関連サービス業、娯楽業 54 37.0 11.1 7.4 3.7 - 3.7 3.7 - 18.5 1.9 1.9 - 9.3 9.3 22.2 - 18.5

教育、学習支援業 130 48.5 19.2 20.0 7.7 1.5 4.6 4.6 6.2 13.8 3.8 3.1 2.3 7.7 9.2 13.1 - 14.6

医療、福祉 1,039 41.5 16.4 18.9 8.3 5.2 6.1 4.4 5.5 9.0 4.0 3.9 2.7 7.2 6.0 14.4 2.6 14.5

複合サービス事業 60 53.3 16.7 30.0 15.0 5.0 5.0 1.7 8.3 13.3 6.7 6.7 6.7 11.7 11.7 10.0 - 11.7

サービス業（他に分類されないもの） 486 53.1 12.1 14.4 4.7 3.7 6.4 1.6 3.1 9.7 3.5 3.1 1.6 6.2 7.4 14.8 1.6 8.6

公務（他に分類されるものを除く） 166 33.1 13.3 22.9 1.8 3.0 3.0 1.8 1.8 3.6 1.2 1.8 - 1.8 3.6 18.7 3.6 19.3

その他 101 41.6 6.9 17.8 5.9 3.0 2.0 2.0 7.9 9.9 3.0 4.0 2.0 5.9 2.0 16.8 3.0 13.9

無回答 358 41.1 19.8 19.0 8.4 5.6 15.1 6.7 7.8 13.1 3.1 6.7 3.1 8.1 10.1 10.6 2.0 22.6

事業場にとって効果のあった項目調
査
数

業
種

  全  体

健
康
に
対
す
る
意
識
が
向
上

衛
生
委
員
会
が
活
性
化

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
が
充
実

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
の
取
組
の

充
実

身
体
的
・
精
神
的
な
疲
労
な
ど
の
ス

ト
レ
ス
感
が
減
少

作
業
環
境
や
作
業
内
容
が
改
善

職
場
の
照
明

、
騒
音
な
ど
の
環
境
が

改
善

職
場
の
人
間
関
係
な
ど
職
場
風
土
が

改
善

健
康
診
断
受
診
率
が
向
上

健
康
診
断
結
果
の
有
所
見
率
が
低
下

喫
煙
率
が
低
下

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
者
の
数
が
減

少 年
次
有
給
休
暇
取
得
率
が
向
上

（
休

暇
が
と
り
や
す
く
な

っ
た

）

長
時
間
労
働
者
の
割
合
が
減
少

（
帰

り
や
す
く
な

っ
た

）

特
に
な
か

っ
た

そ
の
他

無
回
答

7,274 51.9 10.8 14.5 7.8 3.7 8.0 3.6 4.7 12.3 5.2 5.4 2.0 8.4 8.2 14.3 1.4 10.7

1～9 人 776 57.3 2.2 7.9 7.0 3.5 5.2 2.2 4.4 12.1 4.1 5.0 1.2 6.2 6.7 14.8 1.3 9.5

10～29人 2,151 62.1 4.2 6.1 7.8 3.2 8.1 2.2 3.5 15.2 6.7 6.4 0.9 10.0 9.4 14.4 1.3 7.7

30～49人 1,658 63.5 5.9 10.3 8.8 2.7 8.3 3.9 5.0 16.0 7.5 5.9 1.1 10.0 7.9 12.0 1.1 7.2

50～99人 670 39.4 25.1 23.6 5.5 5.4 10.6 4.5 4.5 10.6 3.1 3.4 2.8 9.7 7.9 12.8 1.8 12.2

100～299人 834 38.5 26.5 28.5 9.4 6.4 9.5 6.5 8.3 6.5 2.6 4.2 3.7 7.1 9.1 13.8 1.4 12.9

300～999人 527 30.4 18.0 27.7 7.2 3.0 6.5 3.6 3.4 8.5 2.7 4.2 5.3 5.5 8.2 16.3 2.1 16.5

1,000～4,999人 358 27.1 15.1 26.0 7.5 3.1 6.4 4.2 4.5 5.0 3.9 5.3 3.6 3.4 5.3 22.6 2.0 15.9

5,000人以上 87 32.2 8.0 27.6 8.0 - 2.3 4.6 5.7 - - 6.9 2.3 4.6 4.6 25.3 2.3 14.9

無回答 213 33.8 15.5 14.6 7.0 6.6 11.7 5.6 6.1 9.4 2.8 6.6 2.8 6.6 8.9 13.1 1.9 34.3

50人未満 4,585 61.8 4.4 7.9 8.0 3.1 7.7 2.8 4.2 15.0 6.6 6.0 1.0 9.4 8.4 13.6 1.2 7.8

50人以上 2,476 35.1 22.0 26.6 7.6 4.7 8.4 4.9 5.6 7.6 2.9 4.2 3.8 6.8 7.9 15.8 1.8 14.0

事
業
場
の
規
模

事業場にとって効果のあった項目調
査
数

  全  体



 

31 

 

１.３ センター利用者以外調査の回答者属性 

 

（１）職種 

回答者の職種は、「人事労務担当者」が 49.8％と最も高く、次いで「管理職（人事労務

担当者以外）」が 12.7％、「事業者（経営者）」が 12.6％となっている。 

Ｎ：6,151人 

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 専属産業医 6 0.1 

２ 嘱託産業医 18 0.3 

３ 医師（産業医以外） 18 0.3 

４ 産業看護職（保健師） 37 0.6 

５ 産業看護職（看護師） 35 0.6 

６ 衛生管理者（推進者） 416 6.8 

７ 安全衛生推進者 105 1.7 

８ 労働衛生コンサルタント - - 

９ 社会保険労務士 7 0.1 

10 産業カウンセラー 5 0.1 

11 臨床心理士 1 0.01 

12 作業環境測定士 - - 

13 事業者（経営者） 774 12.6 

14 人事労務担当者 3,062 49.8 

15 管理職（人事労務担当者以外） 779 12.7 

16 労働者（1～15を除く） 521 8.5 

17 その他 134 2.2 

 無回答 233 3.8 

 

  



 

32 

 

 

 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 専属産業医 2 0.1% 5 0.1% 6 0.1%

2 嘱託産業医 8 0.3% 36 0.4% 18 0.3%

3 医師（産業医以外） 15 0.6% 58 0.7% 18 0.3%

4 産業看護職（保健師） 5 0.2% 17 0.2% 37 0.6%

5 産業看護職（看護師） 5 0.2% 18 0.2% 35 0.6%

6 衛生管理者（推進者） 129 5.2% 566 6.6% 416 6.8%

7 安全衛生推進者 57 2.3% 187 2.2% 105 1.7%

8 労働衛生コンサルタント 1 0.04% 0 0.0% 0 0.0%

9 社会保険労務士 1 0.04% 14 0.2% 7 0.1%

10 産業カウンセラー 2 0.1% 1 0.01% 5 0.1%

11 臨床心理士 2 0.1% 0 0.0% 1 0.02%

12 作業環境測定士 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

13 事業者（経営者） 519 21.0% 1,654 19.4% 774 12.6%

14 人事労務担当者 1,087 44.0% 3,823 44.7% 3,062 49.8%

15
管理職
（人事労務担当者以外）

298 12.1% 1,095 12.8% 779 12.7%

16 労働者（１～15を除く） 212 8.6% 654 7.7% 521 8.5%

17 その他 30 1.2% 45 0.5% 134 2.2%

無回答 96 3.9% 372 4.4% 233 3.8%

計 2,469 100.0% 8,545 100.0% 6,151 100.0%

平成30年度 令和元年度平成29年度

0.1

0.3

0.6

0.2

0.2

5.2

2.3

0.04

0.04

0.1

0.1

0.0

21.0

44.0

12.1

8.6

1.2

3.9

0.1

0.4

0.7

0.2

0.2

6.6

2.2

0.0

0.2

0.01

0.0

0.0

19.4

44.7

12.8

7.7

0.5

4.4

0.1

0.3

0.3

0.6

0.6

6.8

1.7

0.0

0.1

0.1

0.02

0.0

12.6

49.8

12.7

8.5

2.2

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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（２）所在地 

回答者の所在地は、「東京都」が 12.8％で最も高く、次いで「大阪府」が 6.5％、「愛

知県」が 6.2％となっている。 

 

  
回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 北海道 111 4.5% 361 4.2% 260 4.2%

2 青森県 38 1.5% 88 1.0% 63 1.0%

3 岩手県 39 1.6% 92 1.1% 66 1.1%

4 宮城県 39 1.6% 166 1.9% 119 1.9%

5 秋田県 40 1.6% 72 0.8% 52 0.8%

6 山形県 39 1.6% 78 0.9% 56 0.9%

7 福島県 33 1.3% 132 1.5% 95 1.5%

8 茨城県 39 1.6% 190 2.2% 137 2.2%

9 栃木県 41 1.7% 131 1.5% 94 1.5%

10 群馬県 33 1.3% 137 1.6% 98 1.6%

11 埼玉県 75 3.0% 400 4.7% 288 4.7%

12 千葉県 56 2.3% 328 3.8% 236 3.8%

13 東京都 318 12.9% 1,098 12.8% 790 12.8%

14 神奈川県 94 3.8% 502 5.9% 362 5.9%

15 新潟県 76 3.1% 169 2.0% 121 2.0%

16 富山県 31 1.3% 79 0.9% 57 0.9%

17 石川県 33 1.3% 86 1.0% 62 1.0%

18 福井県 28 1.1% 61 0.7% 44 0.7%

19 山梨県 19 0.8% 58 0.7% 42 0.7%

20 長野県 50 2.0% 150 1.8% 108 1.8%

21 岐阜県 38 1.5% 145 1.7% 104 1.7%

22 静岡県 80 3.2% 259 3.0% 186 3.0%

23 愛知県 115 4.7% 534 6.2% 384 6.2%

24 三重県 37 1.5% 103 1.2% 74 1.2%

25 滋賀県 16 0.6% 76 0.9% 54 0.9%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

4.5

1.5

1.6

1.6

1.6

1.6

1.3

1.6

1.7

1.3

3.0

2.3

12.9

3.8

3.1

1.3

1.3

1.1

0.8

2.0

1.5

3.2

4.7

1.5

0.6

4.2

1.0

1.1

1.9

0.8

0.9

1.5

2.2

1.5

1.6

4.7

3.8

12.8

5.9

2.0

0.9

1.0

0.7

0.7

1.8

1.7

3.0

6.2

1.2

0.9

4.2

1.0

1.1

1.9

0.8

0.9

1.5

2.2

1.5

1.6

4.7

3.8

12.8

5.9

2.0

0.9

1.0

0.7

0.7

1.8

1.7

3.0

6.2

1.2

0.9

0% 5% 10% 15%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

26 京都府 35 1.4% 147 1.7% 106 1.7%

27 大阪府 150 6.1% 557 6.5% 401 6.5%

28 兵庫県 58 2.3% 289 3.4% 208 3.4%

29 奈良県 15 0.6% 63 0.7% 45 0.7%

30 和歌山県 16 0.6% 54 0.6% 39 0.6%

31 鳥取県 14 0.6% 36 0.4% 26 0.4%

32 島根県 25 1.0% 46 0.5% 33 0.5%

33 岡山県 36 1.5% 112 1.3% 81 1.3%

34 広島県 61 2.5% 173 2.0% 124 2.0%

35 山口県 31 1.3% 85 1.0% 61 1.0%

36 徳島県 14 0.6% 44 0.5% 32 0.5%

37 香川県 20 0.8% 61 0.7% 44 0.7%

38 愛媛県 28 1.1% 83 1.0% 60 1.0%

39 高知県 15 0.6% 45 0.5% 32 0.5%

40 福岡県 84 3.4% 317 3.7% 228 3.7%

41 佐賀県 17 0.7% 52 0.6% 37 0.6%

42 長崎県 25 1.0% 82 1.0% 59 1.0%

43 熊本県 44 1.8% 105 1.2% 75 1.2%

44 大分県 25 1.0% 72 0.8% 52 0.8%

45 宮崎県 21 0.9% 69 0.8% 49 0.8%

46 鹿児島県 40 1.6% 102 1.2% 73 1.2%

47 沖縄県 25 1.0% 81 0.9% 59 1.0%

無回答 152 6.2% 379 4.4% 273 4.4%

計 2,469 100.0% 8,545 100.0% 6,151 100.0%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

1.4

6.1

2.3

0.6

0.6

0.6

1.0

1.5

2.5

1.3

0.6

0.8

1.1

0.6
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0.7
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1.0

0.9

1.6

1.0
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1.7

6.5

3.4

0.7

0.6

0.4

0.5

1.3

2.0

1.0

0.5

0.7

1.0

0.5

3.7

0.6

1.0

1.2

0.8

0.8

1.2

0.9

4.4

1.7

6.5

3.4

0.7

0.6

0.4

0.5

1.3

2.0

1.0

0.5

0.7

1.0

0.5

3.7

0.6

1.0

1.2

0.8

0.8

1.2

1.0

4.4

0% 5% 10% 15%

平成29年度

平成30年度

令和元年度



 

35 

 

（３）業種 

回答者の業種は、「製造業」が 22.0％で最も高く、次いで「医療、福祉」が 16.3％、

「卸売業、小売業」が 13.4％となっている。 

Ｎ：6,151人 

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 農業、林業 37 0.6 

２ 漁業 6 0.1 

３ 鉱業、採石業、砂利採取業 14 0.2 

４ 建設業 663 10.8 

５ 製造業 1,351 22.0 

６ 電気・ガス・熱供給・水道業 27 0.4 

７ 情報通信業 173 2.8 

８ 運輸業、郵便業 522 8.5 

９ 卸売業、小売業 823 13.4 

10 金融業、保険業 96 1.6 

11 不動産業、物品賃貸業 101 1.6 

12 学術研究、専門・技術サービス業 96 1.6 

13 宿泊業、飲食サービス業 116 1.9 

14 生活関連サービス業、娯楽業 44 0.7 

15 教育、学習支援業 162 2.6 

16 医療、福祉 1,003 16.3 

17 複合サービス事業 43 0.7 

18 サービス業（他に分類されないもの） 550 8.9 

19 公務（他に分類されるものを除く） 12 0.2 

20 その他 226 3.7 

 無回答 83 1.4 
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回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 農業、林業 15 0.6% 54 0.6% 37 0.6% 0.8%

2 漁業 1 0.04% 18 0.2% 6 0.1% 0.1%

3 鉱業、採石業、砂利採取業 5 0.2% 17 0.2% 14 0.2% 0.05%

4 建設業 321 13.0% 938 11.0% 663 10.8% 7.5%

5 製造業 541 21.9% 1,966 23.0% 1,351 22.0% 11.8%

6 電気・ガス・熱供給・水道業 24 1.0% 54 0.6% 27 0.4% 0.4%

7 情報通信業 106 4.3% 315 3.7% 173 2.8% 1.7%

8 運輸業、郵便業 223 9.0% 751 8.8% 522 8.5% 5.4%

9 卸売業、小売業 304 12.3% 989 11.6% 823 13.4% 22.9%

10 金融業、保険業 21 0.9% 95 1.1% 96 1.6% 2.9%

11 不動産業、物品賃貸業 29 1.2% 112 1.3% 101 1.6% 1.8%

12 学術研究、専門・技術サービス業 56 2.3% 148 1.7% 96 1.6% 2.5%

13 宿泊業、飲食サービス業 51 2.1% 132 1.5% 116 1.9% 11.6%

14 生活関連サービス業、娯楽業 35 1.4% 154 1.8% 44 0.7% 3.9%

15 教育、学習支援業 59 2.4% 256 3.0% 162 2.6% 5.5%

16 医療、福祉 343 13.9% 1,445 16.9% 1,003 16.3% 13.2%

17 複合サービス事業 23 0.9% 57 0.7% 43 0.7% 0.6%

18
サービス業
（他に分類されないもの）

215 8.7% 841 9.8% 550 8.9% 5.8%

19
公務
（他に分類されるものを除く）

5 0.2% 19 0.2% 12 0.2% 1.5%

20 その他 48 1.9% 51 0.6% 226 3.7%

無回答 44 1.8% 134 1.6% 83 1.3%

計 2,469 100.0% 8,546 100.0% 6,151 100.0% 100.0%

平成26年

経済

センサス

平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.6

0.04

0.2

13.0

21.9

1.0

4.3

9.0
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0.6

0.2
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0.6
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1.3

1.7

1.5

1.8

3.0
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0.7

9.8

0.2

0.6

1.6

0.6

0.1

0.2

10.8

22.0

0.4

2.8

8.5

13.4

1.6

1.6

1.6

1.9

0.7

2.6

16.3

0.7

8.9

0.2

3.7

1.3

0.8

0.1

0.1

7.5

11.8

0.4

1.7

5.4
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2.9

1.8

2.5
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5.5

13.2

0.6

5.8

1.5
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平成29年度

平成30年度

令和元年度

（参考）平成26年経済センサス
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（４）事業場の規模 

「30～49 人」が 37.1％と最も高く、次いで「50～99 人」で 21.6％、「10～29 人」で

17.7％となっている。 

なお、『50人未満』は 60.1％、『50人以上』は 38.8％となっている。 

 

Ｎ：6,151人 

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 1～9人 329 5.3 

２ 10～29人 1,088 17.7 

３ 30～49人 2,282 37.1 

４ 50～99人 1,330 21.6 

５ 100～299人 819 13.3 

６ 300～999人 210 3.4 

７ 1,000～4,999人 30 0.5 

８ 5,000人以上 2 0.03 

 無回答 61 1.0 

 

 

 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 1～9人 143 5.8% 436 5.1% 329 5.3% 77.9%

2 10～29人 420 17.0% 1,334 15.6% 1,088 17.7% 15.9%

3 30～49人 1,162 47.1% 2,988 35.0% 2,282 37.1% 2.9%

4  50 ～99人 483 19.6% 2,231 26.1% 1,330 21.6% 1.8%

5 100 ～299 人 219 8.9% 1,337 15.6% 819 13.3% 0.9%

6 300 ～999 人 14 0.6% 86 1.0% 210 3.4% 0.2%

7 1,000 ～4,999 人 0 0.0% 4 0.05% 30 0.5%

8 5,000 人以上 0 0.0% 0 0.0% 2 0.03%

　無回答 28 1.1% 129 1.5% 61 1.0%

計 2,469 100.0% 8,545 100.0% 6,151 100.0% 100.0%

平成26年
経済

センサス

令和元年度平成29年度 平成30年度

5.8

17.0

47.1

19.6

8.9

0.6

0.0

0.0

1.1

5.10

15.61

34.97

26.11

15.65

1.01

0.05

0.0

1.51

5.3

17.7

37.1

21.6

13.3

3.4

0.5

0.03

1.0
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2.9

1.8

0.9

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
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平成30年度
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（参考）平成26年経済センサス
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（５）企業全体の規模 

「50～99 人」で 27.1％と最も高く、次いで「30～49 人」で 26.1％、「100～299 人」で

19.7％となっている。 

 

Ｎ：6,151人 

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 1～9人 10 0.2 

２ 10～29人 309 5.0 

３ 30～49人 1,608 26.1 

４ 50～99人 1,670 27.1 

５ 100～299人 1,212 19.7 

６ 300～999人 501 8.1 

７ 1,000～4,999人 142 2.3 

８ 5,000人以上 40 0.6 

 無回答 660 10.7 

 

 

  
回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 1～9人 6 0.2% 10 0.1% 10 0.2% 74.0%

2 10～29人 81 3.3% 235 2.8% 309 5.0% 16.6%

3 30～49人 978 39.6% 2,114 24.7% 1,608 26.1% 3.9%

4  50 ～99人 668 27.1% 2,684 31.4% 1,670 27.1% 2.9%

5 100 ～299 人 397 16.1% 2,119 24.8% 1,212 19.7% 1.8%

6 300 ～999 人 59 2.4% 358 4.2% 501 8.1% 0.6%

7 1,000 ～4,999 人 9 0.4% 76 0.9% 142 2.3% 0.2%

8 5,000 人以上 2 0.1% 26 0.3% 40 0.7% 0.03%

　無回答 269 10.9% 923 10.8% 660 10.7%

計 2,469 100.0% 8,545 100.0% 6,151 100.0% 100.0%

平成26年
経済

センサス

令和元年度平成29年度 平成30年度

0.2

3.3

39.6

27.1

16.1

2.4

0.4

0.1

10.9

0.1

2.8

24.7

31.4

24.8

4.2

0.9

0.3

10.8

0.2

5.0

26.1

27.1

19.7

8.1

2.3

0.3

10.7

74.0

16.6

3.9

2.9

1.8

0.6

0.2

0.03

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成29年度

平成30年度

令和元年度

（参考）平成26年経済センサス
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１.４ センター利用者以外調査 

■「産業保健総合支援センター」の利用経験および認知度（問２） 

「産業保健総合支援センター」の利用経験および認知度については、「利用したことはないし、知らな

い」が 46.7％と最も高く、次いで「利用したことはないが、名前は聞いたことがある」が 30.9％となってい

る。「利用したことがある」は 9.9％、「利用したことはないが、産業保健に関する研修、相談対応などを実

施していることは知っている」は 11.1％となっている。 

経年でみると、「利用したことはないし、知らない」は平成 30 年度と比較して 2.1 ポイント減少し、「利用

したことがある」は直近 3 年度で増加傾向にある。 

業種別でみると、「利用したことがある」は、＜農業、林業＞で 21.0％と最も高く、＜金融、保険業＞で

も 16.1％と、他の業種よりも高くなっている。「利用したことはないし、知らない」は、＜鉱業、採石業、砂利

採取業＞＜情報通信業＞＜不動産業、物品賃貸業＞で 6 割を超えている。 

事業場規模別でみると、概ね事業規模が大きくなるほど「利用したことがある」の割合が増え、「利用し

たことはないし、知らない」の割合が減っている。 

 

 

 

 

  
回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 利用したことがある 192 7.8% 787 9.2% 607 9.9%

2

利用したことはないが、産業
保健に関する研修、相談対
応などを実施していることは
知っている

319 12.9% 907 10.6% 685 11.1%

3
利用したことはないが、
名前は聞いたことがある

696 28.2% 2,575 30.1% 1,901 30.9%

4
利用したことはないし、
知らない

1,244 50.4% 4,169 48.8% 2,875 46.7%

無回答 18 0.7% 108 1.3% 84 1.4%

計 2,469 100.0% 8,545 100.0% 6,151 100.0%

令和元年度平成29年度 平成30年度

7.8

12.9

28.2

50.4

0.7

9.2

10.6

30.1

48.8

1.3

9.9

11.1

30.9

46.7

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

  

Ｎ＝

全体 6,151

農業、林業 37

漁業 6

鉱業、採石業、砂利採取業 14

建設業 663

製造業 1,351

電気・ガス・熱供給・水道業 27

情報通信業 173

運輸業、郵便業 522

卸売業、小売業 823

金融業、保険業 96

不動産業、物品賃貸業 101

学術研究、専門・技術サービス業 96

宿泊業、飲食サービス業 116

生活関連サービス業、娯楽業 44

教育、学習支援業 162

医療、福祉 1,003

複合サービス事業 43

サービス業（他に分類されないもの） 550

公務（他に分類されるものを除く） 12

その他 226

無回答 83

9.9

21.0

0.0

0.0

8.2

14.6

11.0

9.3

8.3

6.0

16.1

2.0

12.7

8.0

5.0

13.4

8.7

5.8

9.0

18.1

10.3

10.4

11.1

7.9

0.0

6.3

11.4

12.7

19.3

6.6

11.6

11.1

17.7

4.3

11.3

12.6

7.2

6.8

11.2

12.3

10.2

0.0

10.7

6.8

30.9

22.1

0.0

26.0

29.4

32.6

21.5

22.8

34.1

32.9

35.4

17.4

48.9

32.5

27.4

29.5

29.6

39.6

25.8

2.3

33.3

37.2

46.7

49.0

100.0

67.7

47.2

39.5

48.2

61.3

44.6

48.4

30.5

68.8

27.1

45.6

59.5

49.2

49.4

39.2

54.7

79.7

44.7

43.2

1.4

0.0

0.0

0.0

3.8

0.7

0.0

0.0

1.4

1.6

0.4

7.5

0.0

1.2

0.9

1.1

1.0

3.2

0.4

0.0

0.9

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用したことがある 利用したことはないが、

産業保健に関する

研修、相談対応などを

実施していることは知っている

利用したことはないが、

名前は聞いたことがある

利用したことはないし、

知らない

無回答

Ｎ＝

全体 6,151

1～9人 329

10～29人 1,088

30～49人 2,282

50～99人 1,330

100～299人 819

300～999人 210

1000～4999人 30

5000人以上 2

無回答 61

50人未満 3,699

50人以上 2,392

9.9

5.0

6.0

8.9

8.6

13.8

33.6

54.6

0.0
11.8

7.7

13.2

11.1

8.1

8.3

9.4

11.2

18.4

19.8

8.1

0.0
16.7

8.9

14.4

30.9

25.0

28.7

29.8

33.6

35.7

28.9

27.0

0.0
30.5

29

33.8

46.7

59.9

54.4

51.1

45.2

31.1

17.4

10.3

100.0

37.1

52.8

37.6

1.4

2.1

2.7

0.9

1.3

1.0

0.3

0.0

0.0

3.8

1.5

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用したことがある 利用したことはないが、

産業保健に関する

研修、相談対応などを

実施していることは知っている

利用したことはないが、

名前は聞いたことがある

利用したことはないし、

知らない

無回答
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■「地域産業保健センター」の利用経験および認知度（問３） 

「地域産業保健センター」の利用経験および認知度については、「利用したことはないし、知らない」が

46.4％と最も高く、次いで「利用したことはないが、名前は聞いたことがある」が 30.0％となっている。「利

用したことがある」は 12.4％、「利用したことはないが、労働者の健診後の措置などを実施していることは

知っている」は 10.4％となっている。 

経年でみると、「利用したことはないし、知らない」は平成 30 年度と比較して 1.4 ポイント減少し、「利用

したことがある」は 0.6 ポイント減少した。 

事業場規模別でみると、概ね事業規模が大きくなるほど「利用したことはないし、知らない」の割合が減

っている。また、50 人未満・以上の区分でみると、「利用したことがある」は 50 人未満で 15.6％となってい

る。 

 

 

 

  
回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 利用したことがある 306 12.4% 1,109 13.0% 766 12.4%

2

利用したことはないが、
労働者の健診後の措置
などを実施していることは
知っている

272 11.0% 782 9.2% 641 10.4%

3
利用したことはないが、
名前は聞いたことがある

677 27.4% 2,508 29.4% 1,846 30.0%

4
利用したことはないし、
知らない

1,204 48.8% 4,081 47.8% 2,855 46.4%

無回答 10 0.4% 65 0.8% 42 0.7%

計 2,469 100.0% 8,545 100.0% 6,151 100.0%

令和元年度平成29年度 平成30年度

12.4

11.0

27.4

48.8

0.4

13.0

9.2

29.4

47.8

0.8

12.4

10.4

30.0

46.4

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

  

  

Ｎ＝

全体 6,151

農業、林業 37

漁業 6

鉱業、採石業、砂利採取業 14

建設業 663

製造業 1,351

電気・ガス・熱供給・水道業 27

情報通信業 173

運輸業、郵便業 522

卸売業、小売業 823

金融業、保険業 96

不動産業、物品賃貸業 101

学術研究、専門・技術サービス業 96

宿泊業、飲食サービス業 116

生活関連サービス業、娯楽業 44

教育、学習支援業 162

医療、福祉 1,003

複合サービス事業 43

サービス業（他に分類されないもの） 550

公務（他に分類されるものを除く） 12

その他 226

無回答 83

12.4

20.3

6.2

11.4

15.0

15.4

22.1

7.8

22.2

10.5

12.2

11.4

14.2

6.6

7.7

11.3

6.9

4.8

10.0

15.2

10.2

11.6

10.4

8.0

0.0

0.0

10.4

12.7

18.6

8.6

10.6

9.4

16.3

2.0

21.9

11.7

7.2

7.6

9.0

11.4

8.6

0.0

12.2

8.9

30.0

24.5

0.0

14.9

26.1

32.4

21.8

20.2

28.4

30.0

34.3

16.3

37.0

34.2

26.3

29.3

34.5

43.5

25.6

5.1

30.5

34.9

46.4

47.2

93.8

47.8

46.7

39.2

37.5

63.4

38.7

49.4

37.2

70.3

26.3

46.8

58.9

51.3

49.1

40.3

54.9

79.7

46.8

40.5

0.7

0.0

0.0

25.8

1.7

0.3

0.0

0.0

0.1

0.7

0.0

0.0

0.6

0.7

0.0

0.5

0.5

0.0

0.9

0.0

0.2

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用したことがある 利用したことはないが、

労働者の健診後の措置などを

実施していることは知っている

利用したことはないが、

名前は聞いたことがある

利用したことはないし、

知らない

無回答

Ｎ＝

全体 6,151

1～9人 329

10～29人 1,088

30～49人 2,282

50～99人 1,330

100～299人 819

300～999人 210

1000～4999人 30

5000人以上 2

無回答 61

50人未満 3,699

50人以上 2,392

12.4

10.7

14.2

16.9

5.5

7.1

17.8

37.0

0.0

16.4

15.6

7.5

10.4

6.3

8.4

8.8

11.0

17.1

14.4

12.6

0.0

12.8

8.5

13.4

30.0

23.1

23.9

26.0

35.1

40.1

41.9

28.9

0.0

41.5

25.1

37.3

46.4 

59.8 

52.1 

48.0 

47.5 

35.1 

25.5 

21.5 

100.0 

25.2 

50.3 

41.0 

0.7

0.1

1.4

0.3

0.8

0.6

0.3

0.0

0.0

4.1

0.6

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用したことがある 利用したことはないが、

労働者の健診後の措置などを

実施していることは知っている

利用したことはないが、

名前は聞いたことがある

利用したことはないし、

知らない

無回答
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■センターを知ったきっかけ（問４（１）） 

センターを知ったきっかけについては、「労働局、労働基準監督署からの紹介」が 32.3％と最も高く、

次いで「以前から利用しているため」が 25.4％、「リーフレットを見て」が 17.4％、「ホームページを見て」が

14.8％となっている。 

経年でみると、「労働局、労働基準監督署からの紹介」は直近 3 年度で減少傾向にある。「以前から利

用しているため」と「リーフレットを見て」は大きな変化はないが、「ホームページを見て」は直近 3 年度で

上昇傾向である。 

業種別でみると、「労働局、労働基準監督署からの紹介」は、＜不動産業、物品賃貸業＞で 7 割を超

えている。 

事業場規模別でみると、「労働局、労働基準監督署からの紹介」は 50 人未満の事業場で 38.5％とな

っており、特に 1～9 人では 62.2％と他の規模に比べて高い。 

 

  

 

  
回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1
労働局、労働基準監
督署からの紹介

161 40.9% 566 38.0% 348 32.3%

2
１．以外の行政機関か
らの紹介

33 8.4% 99 6.7% 54 5.0%

3 所属団体からの紹介 26 6.6% 82 5.5% 91 8.4%

4 ホームページを見て 34 8.6% 206 13.8% 159 14.8%

5 リーフレットを見て 263 17.7% 187 17.4%

6
以前から利用している
ため

96 24.4% 329 22.1% 274 25.4%

7 その他 30 7.6% 106 7.1% 89 8.2%

無回答 8 2.0% 27 1.8% 24 2.2%

複数回答 （n=394） （n=1,488） （n=1,078）                                            

令和元年度平成29年度 平成30年度

40.9

8.4

6.6

8.6

24.4

7.6

2.0

38.0

6.7

5.5

13.8

17.7

22.1

7.1

1.8

32.3

5.0

8.4

14.8

17.4

25.4

8.2

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 
 

【事業場規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 

 

  

労
働
局

、
労
働
基
準
監
督
署

か
ら
の
紹
介

左
記
以
外
の
行
政
機
関
か
ら

の
紹
介

所
属
団
体
か
ら
の
紹
介

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
を
見
て

リ
ー

フ
レ

ッ
ト
を
見
て

以
前
か
ら
利
用
し
て
い
る
た

め そ
の
他

無
回
答

1,078 32.3 5.0 8.4 14.8 17.4 25.4 8.2 2.2

農業、林業 9 67.5 4.2 3.8 3.9 20.7 7.7 - -

漁業 0 100.0 - - - - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 2 56.8 - - - 23.3 19.9 - -

建設業 122 38.6 2.4 14.3 13.6 11.7 21.9 4.4 4.5

製造業 307 26.5 5.7 12.8 8.7 20.3 29.0 9.3 2.8

電気・ガス・熱供給・水道業 7 19.5 - - - 13.8 66.7 - -

情報通信業 25 17.1 3.0 5.2 16.1 42.6 15.0 7.2 2.5

運輸業、郵便業 129 41.5 5.7 10.3 5.6 9.3 23.7 11.9 1.8

卸売業、小売業 103 43.0 6.4 3.0 17.6 16.0 17.9 8.0 0.3

金融業、保険業 21 30.0 12.9 - 25.7 21.6 28.0 - -

不動産業、物品賃貸業 13 70.9 - 3.9 - 15.5 9.5 2.5 -

学術研究、専門・技術サービス 業 20 26.0 1.4 6.8 27.3 27.7 17.0 7.6 5.5

宿泊業、飲食サービス業 12 38.5 5.8 - 16.0 30.2 19.2 8.4 -

生活関連サービス業、娯楽業 5 58.9 - 17.8 - 33.2 7.5 - -

教育、学習支援業 36 31.9 - - 16.0 13.4 23.8 25.5 -

医療、福祉 135 30.0 6.9 4.8 25.1 22.5 26.1 8.1 3.4

複合サービス事業 4 - - 20.5 11.8 10.1 58.6 9.2 -

サービス業（他に分類されないもの） 76 12.6 7.4 5.0 35.8 8.6 30.9 4.6 0.4

公務（他に分類されるものを除く） 2 - - - 15.9 17.9 - 48.5 17.7

その他 36 43.1 0.8 1.7 11.8 19.6 30.2 2.7 -

無回答 13 19.7 - 11.1 12.5 7.5 45.3 4.0 -

知ったきっかけ調
査
数

業
種

全体

労
働
局

、
労
働
基
準
監
督
署

か
ら
の
紹
介

左
記
以
外
の
行
政
機
関
か
ら

の
紹
介

所
属
団
体
か
ら
の
紹
介

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
を
見
て

リ
ー

フ
レ

ッ
ト
を
見
て

以
前
か
ら
利
用
し
て
い
る
た

め そ
の
他

無
回
答

1,078 32.3 5.0 8.4 14.8 17.4 25.4 8.2 2.2

1～9人 42 62.2 2.9 10.5 11.7 4.7 12.0 - 0.9

10～29人 175 40.9 5.0 9.3 8.8 13.3 20.7 5.7 1.5

30～49人 461 35.4 6.4 9.7 11.3 12.0 23.2 7.8 3.0

50～99人 148 28.5 4.4 8.6 10.3 23.7 27.4 9.0 3.0

100～299人 134 16.9 3.4 6.6 24.9 34.2 26.6 5.4 1.8

300～999人 91 12.6 4.0 3.7 30.9 19.3 43.3 22.7 -

1000～4999人 17 47.8 1.6 - 37.8 41.0 43.3 8.0 -

5000人以上 - - - - - - - - -

無回答 10 24.8 - 6.4 34.8 12.5 25.4 - -

50人未満 678 38.5 5.8 9.6 10.7 11.9 21.9 6.8 2.5

50人以上 390 21.6 3.8 6.4 21.3 27.0 31.5 10.9 1.8

知ったきっかけ調
査
数

全体

事
業
場
の
規
模
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■現在の利用状況（問４（２）） 

現在の利用状況については、「現在利用している（必要に応じて利用している場合を含む）」が

70.5％、「以前利用したことがあるが、現在は利用していない」が 28.1％となっている。 

経年でみると、「現在利用している（必要に応じて利用している場合を含む）」は平成 30 年度と比較し

て 1.6 ポイント増加し、「以前利用したことがあるが、現在は利用していない」は平成 30 年度と比較して

1.4 ポイント減少した。 

業種別でみると、「現在利用している（必要に応じて利用している場合を含む）」はほとんどの業種で 6

割を超えているが、＜宿泊業、飲食サービス業＞＜教育、学習支援業＞では 6 割を下回っており、特に

＜教育、学習支援業＞では 34.6％となっている。 

事業場規模別でみると、「現在利用している（必要に応じて利用している場合を含む）」は 50 人未満で

77.1％と、50 人以上の 58.4％を 18.7 ポイント上回っている。 

 

 

 

 

  
回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1
現在利用している
（必要に応じて利用し
ている場合を含む）

285 72.3% 1,024 68.9% 761 70.5%

2
以前利用したことがあ
るが、現在は利用して
いない

101 25.6% 438 29.5% 303 28.1%

無回答 8 2.0% 25 1.7% 15 1.4%

計 394 100.0% 1,487 100.0% 1,078 100.0%

令和元年度平成29年度 平成30年度

72.3

25.6

2.0

68.9

29.5

1.7

70.5

28.1

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

 

  

Ｎ＝

全体 1,078

農業、林業 9

漁業 0

鉱業、採石業、砂利採取業 2

建設業 122

製造業 307

電気・ガス・熱供給・水道業 7

情報通信業 25

運輸業、郵便業 129

卸売業、小売業 103

金融業、保険業 21

不動産業、物品賃貸業 13

学術研究、専門・技術サービス業 20

宿泊業、飲食サービス業 12

生活関連サービス業、娯楽業 5

教育、学習支援業 36

医療、福祉 135

複合サービス事業 4

サービス業（他に分類されないもの） 76

公務（他に分類されるものを除く） 2

その他 36

無回答 13

70.5

97.1

100.0

76.7

80.2

72.6

89.9

83.8

76.2

66.0

85.0

82.0

68.5

56.3

75.1

34.6

62.8

60.6

61.5

82.1

68.2

73.5

28.1

2.9

0.0

23.3

18.0

24.9

10.1

16.2

23.5

33.3

13.2

18.0

31.5

39.7

17.4

65.4

35.7

39.4

38.5

17.9

30.6

26.5

1.4

0.0

0.0

0.0

1.8

2.5

0.0

0.0

0.3

0.7

1.9

0.0

0.0

4.0

7.4

0.0

1.6

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在利用している

（必要に応じて利用している場合を含む）

以前利用したことがあるが、

現在は利用していない

無回答

Ｎ＝

全体 1,078

1～9人 42

10～29人 175

30～49人 461

50～99人 148

100～299人 134

300～999人 91

1000～4999人 17

5000人以上 0

無回答 10

50人未満 678

50人以上 390

70.5

79.5

76.5

77.1

51.0

57.7

65.7

89.2

100.0

77.1

58.4

28.1

19.4

22.0

21.4

47.9

40.3

33.8

10.8

0.0

21.4

40.4

1.4

1.1

1.5

1.5

1.1

2.0

0.4

0.0

0.0

1.5

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在利用している

（必要に応じて利用している場合を含む）

以前利用したことがあるが、

現在は利用していない

無回答
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■「以前利用したことがあるが、現在は利用していない」理由（問４（３））  

「以前利用したことがあるが、現在は利用していない」理由については、「問題が解決されて、利用する

必要がないため」が 59.4％と最も高くなっている。 

経年でみると、「問題が解決されて、利用する必要がないため」は平成 30 年度と比較して 5.4 ポイント

減少した。 

業種別および事業場規模別の結果については、回答数が少ないため、解釈には注意を要するが、業

種別では「問題が解決されて、利用する必要がないため」が、ほとんどの業種で 5 割を超えている。一方

で、「利用回数に制限があるため」は＜サービス業（他に分類されないもの）＞で高く、30.1％となってい

る。また、「期待したサービス内容ではなかったため」は＜運輸業、郵便業＞で高く、31.8％となっている。 

事業場規模別でみると、「期待したサービス内容ではなかったため」は 50 人未満で 15.6％とやや高

く、特に 30～49 人では 19.8％と 2 割近くになっている。 

 

 

 

 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1
問題が解決されて、利
用する必要がないため

65 64.4% 284 64.8% 180 59.4%

2
期待したサービス内容
ではなかったため

10 9.9% 16 3.7% 29 9.6%

3
センターの開所時間に
利用できないため

6 5.9% 11 2.5% 13 4.1%

4
利用回数に制限が
あるため

4 4.0% 23 5.3% 17 5.8%

5 その他 17 16.8% 103 23.5% 55 18.2%

無回答 2 2.0% 16 3.6% 25 8.3%

複数回答 （n=101） （n=438） （n=303）　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和元年度平成29年度 平成30年度

64.4

9.9

5.9

4.0

16.8

2.0

64.8

3.7

2.5

5.3

23.5

3.6

59.4

9.6

4.1

5.8

18.2

8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 

問
題
が
解
決
さ
れ
て

、
利
用

す
る
必
要
が
な
い
た
め

期
待
し
た
サ
ー

ビ
ス
内
容
で

は
な
か

っ
た
た
め

セ
ン
タ
ー

の
開
所
時
間
に
利

用
で
き
な
い
た
め

利
用
回
数
に
制
限
が
あ
る
た

め そ
の
他

無
回
答

303 59.4 9.6 4.1 5.8 18.2 8.3

農業、林業 0 100.0 - - - - -

漁業 - - - - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 100.0 -

建設業 22 55.3 8.7 3.4 4.6 31.9 2.5

製造業 77 65.7 3.1 0.5 2.3 20.3 9.4

電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - -

情報通信業 4 55.5 6.6 - - 37.9 -

運輸業、郵便業 30 42.3 31.8 11.7 1.7 11.3 1.3

卸売業、小売業 34 57.6 19.0 11.1 6.5 9.2 8.0

金融業、保険業 3 83.5 - - - 16.5 -

不動産業、物品賃貸業 2 100.0 - - - - -

学術研究、専門・技術サービス 業 6 87.7 - - - 12.3 -

宿泊業、飲食サービス業 5 53.2 - - - 30.6 16.2

生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - - - -

教育、学習支援業 23 88.6 - - - 8.8 2.5

医療、福祉 48 36.5 8.7 6.0 5.8 20.8 24.4

複合サービス事業 1 100.0 - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 29 83.8 1.3 2.6 30.1 10.9 1.4

公務（他に分類されるものを除く） 0 - - - - - 100.0

その他 11 14.3 30.6 3.5 3.6 47.9 -

無回答 3 65.4 9.4 - - 21.3 13.3

「以前利用したことがあるが、現在は利用していない」理由調
査
数

業
種

全体

問
題
が
解
決
さ
れ
て

、
利
用

す
る
必
要
が
な
い
た
め

期
待
し
た
サ
ー

ビ
ス
内
容
で

は
な
か

っ
た
た
め

セ
ン
タ
ー

の
開
所
時
間
に
利

用
で
き
な
い
た
め

利
用
回
数
に
制
限
が
あ
る
た

め そ
の
他

無
回
答

303 59.4 9.6 4.1 5.8 18.2 8.3

1～9人 8 38.8 6.3 - - 51.5 3.4

10～29人 39 50.3 6.8 6.3 1.0 31.5 4.9

30～49人 99 60.7 19.8 5.7 13.5 11.6 3.6

50～99人 71 63.0 2.3 2.2 3.2 7.9 23.5

100～299人 54 51.4 7.5 0.8 1.4 34.3 4.7

300～999人 31 79.0 1.3 8.1 - 10.5 1.1

1000～4999人 2 44.5 15.2 - 40.3 - -

5000人以上 - - - - - - -

無回答 - - - - - - -

50人未満 145 56.7 15.6 5.6 9.4 19.1 3.9

50人以上 158 61.9 4.0 2.8 2.4 17.4 12.4

「以前利用したことがあるが、現在は利用していない」理由調
査
数

全体

事
業
場
の
規
模



 

49 

 

■事業場の産業保健活動の課題や問題の有無（問５（１）） 

課題や問題の有無については、「ある」が 28.8％、「ない」が 31.8％、「何が課題か問題等かわからな

い」が 24.9％となった。 

経年でみると、「ある」は平成 30 年度と比較して 3.9 ポイント減少し、「ない」は 2.2 ポイント増加した。 

業種別でみると、「ある」は＜金融業、保険業＞＜複合サービス事業＞＜公務（他に分類されるものを

除く）＞で 4 割を超えており、＜学術研究、専門・技術サービス業＞では約 6 割となっている。 

事業場規模別でみると、事業規模が大きくなるほど「ある」の割合が増えている傾向がみられ、「ある」は

50 人未満では 22.9％、50 人以上では 37.8％となっている。一方、「何が課題か問題等かわからない」は

50 人未満では 29.5％と 3 割近くになっており、50 人以上の 17.9％を 11.6 ポイント上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 ある 669 27.1% 2,798 32.7% 1,772 28.8%

2 ない 848 34.3% 2,527 29.6% 1,955 31.8%

3
何が課題か問題等か
わからない

573 23.2% 2,006 23.5% 1,533 24.9%

無回答 379 15.3% 1,213 14.1% 891 14.5%

計 2,469 100.0% 8,545 100.0% 6,151 100.0%

令和元年度平成29年度 平成30年度

27.1

34.3

23.2

15.3

32.7

29.6

23.5

14.1

28.8

31.8

24.9

14.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

 

  

Ｎ＝

全体 6,151

農業、林業 37

漁業 6

鉱業、採石業、砂利採取業 14

建設業 663

製造業 1,351

電気・ガス・熱供給・水道業 27

情報通信業 173

運輸業、郵便業 522

卸売業、小売業 823

金融業、保険業 96

不動産業、物品賃貸業 101

学術研究、専門・技術サービス業 96

宿泊業、飲食サービス業 116

生活関連サービス業、娯楽業 44

教育、学習支援業 162

医療、福祉 1,003

複合サービス事業 43

サービス業（他に分類されないもの） 550

公務（他に分類されるものを除く） 12

その他 226

無回答 83

28.8

27.4

38.8

11.6

28.1

31.7

30.5

19.1

30.5

20.1

42.9

24.4

58.0

19.8

20.0

23.0

28.3

46.3

33.1

45.7

35.7

17.0

31.8

33.0

41.1

27.8

29.0

31.0

45.5

38.0

34.6

36.3

25.8

31.3

27.5

29.7

29.9

32.8

32.1

26.8

26.4

8.8

31.0

40.0

24.9

26.0

10.3

57.1

27.0

21.9

22.6

16.6

26.3

27.0

22.3

24.9

12.2

30.1

33.8

28.6

25.4

17.2

27.2

39.9

23.9

23.5

14.5

13.6

9.8

3.6

15.9

15.4

1.4

26.3

8.6

16.6

9.0

19.4

2.3

20.3

16.2

15.6

14.1

9.7

13.3

5.6

9.4

19.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 何が課題か問題等かわからない 無回答

Ｎ＝

全体 6,151

1～9人 329

10～29人 1,088

30～49人 2,282

50～99人 1,330

100～299人 819

300～999人 210

1000～4999人 30

5000人以上 2

無回答 61

50人未満 3,699

50人以上 2,392

28.8

19.6

20.9

24.3

32.8

40.2

54.1

76.9

100.0

37.2

22.9

37.8

31.8 

31.0 

33.7 

31.4 

32.5 

30.8 

29.2 

8.4 

0.0 

35.7 

32.0 

31.3 

24.9

34.6

27.8

29.6

20.0

16.2

12.8

11.0

0.0

19.0

29.5

17.9

14.5

14.8

17.7

14.7

14.7

12.8

3.8

3.7

0.0

8.2

15.6

12.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 何が課題か問題等かわからない 無回答



 

51 

 

■具体的な課題や問題等について（問５（２）） 

具体的な課題や問題等について、「職場におけるメンタルヘルス対策」が 44.2％と最も高く、次いで

「健康管理全般への対応」が 31.9％となった。 

経年でみると、「職場におけるメンタルヘルス対策」は平成 30 年度と比較して 3.1 ポイント増加し、「健

康管理全般への対応」は直近 3 年度で減少傾向にある。「治療と仕事の両立支援」は直近 3 年度で増

加傾向にあり、平成 30 年度と比較して 5.2 ポイント増加した。 

業種別でみると、「職場におけるメンタルヘルス対策」は＜不動産業、物品賃貸業＞で 8 割、＜複合サ

ービス事業＞でも 8 割近くになっている。 

事業場規模別でみると、「ストレスチェック後の職場環境改善」は 300～999 人で 53.0％、1,000～4,999

人で 69.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「8.ストレスチェック後の職場状況改善」は平成30年度から追加した項目。 

注）「13.『治療と仕事の両立支援』」は『治療と職業生活の両立支援』より変更。  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 労働衛生管理体制の構築 133 19.9% 549 19.6% 344 19.4%

2
労働衛生マネジメントシステム
の構築

79 11.8% 303 10.8% 216 12.2%

3 作業環境管理、作業管理 71 10.6% 292 10.4% 183 10.3%

4 健康管理全般への対応 233 34.8% 907 32.4% 565 31.9%

5 労働衛生教育 127 19.0% 443 15.8% 247 13.9%

6 化学物質による健康障害防止 25 3.7% 83 3.0% 77 4.3%

7
腰痛・熱中症などの職業性
疾病予防

141 21.1% 619 22.1% 382 21.5%

8
ストレスチェック後の職場環境
改善

772 27.6% 538 30.4%

9
職場におけるメンタルヘルス
対策(8.を除く)

396 59.2% 1,151 41.1% 783 44.2%

10 健康保持増進（8.及び9を除く） 117 17.5% 471 16.8% 332 18.7%

11 過重労働による健康障害防止 116 17.3% 553 19.8% 313 17.6%

12 受動喫煙防止 82 12.3% 357 12.8% 282 15.9%

快適職場の形成 179 26.8%

13 治療と仕事の両立支援 60 9.0% 278 9.9% 268 15.1%

14 その他 4 0.6% 50 1.8% 34 1.9%

無回答 3 0.4% 4 0.1% 21 1.2%

複数回答 （n=669） （n=2,798） （n=1,772）　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成29年度 平成30年度 令和元年度

19.9 

11.8 

10.6 

34.8 

19.0 

3.7 

21.1 

59.2 

17.5 

17.3 

12.3 

26.8 

9.0 

0.6 

0.4 

19.6 

10.8 

10.4 

32.4 

15.8 

3.0 

22.1 

27.6 

41.1 

16.8 

19.8 

12.8 

9.9 

1.8 

0.1 

19.4 

12.2 

10.3 

31.9 

13.9 

4.3 

21.5 

30.4 

44.2 

18.7 

17.6 

15.9 

15.1 

1.9 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 

 

    

労
働
衛
生
管
理
体
制
の
構
築

労
働
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ

ス
テ
ム
の
構
築

作
業
環
境
管
理

、
作
業
管
理

健
康
管
理
全
般
へ
の
対
応

労
働
衛
生
教
育

化
学
物
質
に
よ
る
健
康
障
害

防
止

腰
痛
・
熱
中
症
な
ど
の
職
業

性
疾
病
予
防

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
後
の
職

場
環
境
改
善

職
場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
対
策

（
左
記
を
除
く

）

健
康
保
持
増
進

（
左
記
2
つ

を
除
く

）

過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害

防
止

受
動
喫
煙
防
止

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

そ
の
他

無
回
答

1,772 19.4 12.2 10.3 31.9 13.9 4.3 21.5 30.4 44.2 18.7 17.6 15.9 15.1 1.9 1.2

農業、林業 10 37.5 3.5 7.0 44.6 7.0 - 22.0 30.2 28.5 8.6 3.5 5.4 6.3 - -

漁業 2 - - - - - - 20.4 - - - 79.6 - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 2 19.6 - - 24.4 - - 80.4 - - - - - 44.0 - -

建設業 186 14.4 5.1 8.5 38.6 19.3 4.5 24.4 25.2 40.8 13.3 29.0 22.4 8.7 0.9 -

製造業 429 21.0 13.8 16.4 32.6 12.0 10.2 20.7 39.8 41.5 17.0 10.5 18.6 14.1 2.7 0.3

電気・ガス・熱供給・水道業 8 9.3 7.2 7.3 64.4 7.2 - 16.7 11.8 25.3 10.7 15.3 23.7 19.1 - -

情報通信業 33 25.6 25.8 3.4 36.9 30.0 - - 41.1 49.8 27.8 33.6 21.0 25.3 1.0 -

運輸業、郵便業 159 15.7 10.2 12.1 38.7 14.6 1.3 30.1 9.9 27.0 29.6 21.1 18.5 15.7 0.5 2.7

卸売業、小売業 165 26.1 15.8 8.5 29.2 12.7 6.0 9.4 25.5 36.7 16.4 20.8 19.1 23.9 - 1.0

金融業、保険業 41 12.9 2.8 0.8 20.3 9.9 0.9 0.9 40.2 55.4 4.2 5.2 16.1 22.8 - 21.4

不動産業、物品賃貸業 25 5.7 1.5 2.7 11.2 50.5 - 5.5 43.5 80.0 - 2.7 2.4 1.5 14.8 -

学術研究、専門・技術サービス 業 56 7.9 6.5 5.8 27.2 12.4 3.1 8.4 45.2 70.7 31.8 34.0 3.7 6.2 0.7 1.3

宿泊業、飲食サービス業 23 27.9 16.3 10.6 33.4 14.7 - 20.4 19.0 45.4 39.8 42.1 20.0 6.2 - -

生活関連サービス業、娯楽業 9 32.1 23.0 26.2 44.1 13.7 - 8.5 9.9 17.7 25.8 15.3 17.6 13.1 4.3 -

教育、学習支援業 37 13.0 7.9 0.9 43.6 4.9 4.9 9.0 46.4 51.9 22.4 25.2 12.1 27.7 0.7 -

医療、福祉 284 27.7 17.0 10.4 25.1 12.9 2.2 34.7 32.7 56.9 17.8 5.6 9.8 20.9 1.0 0.5

複合サービス事業 20 10.2 2.1 - 19.3 7.2 - 7.1 20.4 77.1 9.6 13.9 31.6 7.1 12.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 182 13.7 12.0 10.4 34.4 9.6 1.3 19.4 24.5 43.9 22.6 26.8 12.5 9.5 - 1.2

公務（他に分類されるものを除く） 5 - 7.0 - 7.0 - - - 7.0 100.0 7.0 - 7.0 7.0 - -

その他 81 15.2 12.0 2.9 33.3 18.1 - 32.8 29.9 28.1 12.9 25.1 12.2 12.0 12.8 0.6

無回答 14 21.0 7.3 3.9 17.1 28.5 - 12.3 27.6 43.0 37.1 8.2 23.5 6.4 - 2.2

具体的な課題や問題等について調
査
数

業
種

全体

労
働
衛
生
管
理
体
制
の
構
築

労
働
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ

ス
テ
ム
の
構
築

作
業
環
境
管
理

、
作
業
管
理

健
康
管
理
全
般
へ
の
対
応

労
働
衛
生
教
育

化
学
物
質
に
よ
る
健
康
障
害

防
止

腰
痛
・
熱
中
症
な
ど
の
職
業

性
疾
病
予
防

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
後
の
職

場
環
境
改
善

職
場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
対
策

（
左
記
を
除
く

）

健
康
保
持
増
進

（
左
記
2
つ

を
除
く

）

過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害

防
止

受
動
喫
煙
防
止

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

そ
の
他

無
回
答

1,772 19.4 12.2 10.3 31.9 13.9 4.3 21.5 30.4 44.2 18.7 17.6 15.9 15.1 1.9 1.2

1～9人 64 37.1 30.3 4.2 40.8 17.3 1.5 15.9 34.1 48.7 18.3 17.1 9.6 14.6 - -

10～29人 227 13.5 6.7 9.5 46.3 13.8 5.6 23.1 19.5 43.9 15.6 19.6 16.1 9.9 2.3 1.4

30～49人 554 21.3 11.6 12.3 32.3 10.3 3.9 22.6 18.0 43.0 18.9 13.1 14.6 14.6 2.2 1.0

50～99人 436 20.6 13.7 9.6 26.8 14.9 5.1 18.9 32.0 41.5 16.7 18.7 12.2 12.3 0.6 2.5

100～299人 330 14.5 10.6 8.0 26.5 14.5 3.7 19.3 46.1 50.0 19.1 19.4 16.7 17.6 2.9 0.4

300～999人 114 24.8 15.6 14.6 37.9 24.8 2.3 25.1 53.0 46.0 30.2 24.3 30.6 27.5 1.0 -

1000～4999人 23 21.3 19.1 19.4 17.2 13.9 14.2 37.2 69.8 35.8 14.2 16.5 63.6 30.6 14.8 -

5000人以上 2 - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

無回答 23 3.0 1.6 4.8 17.9 14.9 3.5 47.4 20.4 35.2 28.6 25.9 7.0 22.3 1.8 -

50人未満 845 20.4 11.7 10.9 36.7 11.8 4.2 22.2 19.6 43.7 18.0 15.1 14.6 13.3 2.1 1.0

50人以上 904 18.9 12.9 9.9 27.8 15.9 4.5 20.3 40.7 44.9 19.1 19.8 17.4 16.6 1.8 1.3

具体的な課題や問題等について調
査
数

全体

事
業
場
の
規
模
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■産業保健活動の取組状況（問６（１）（２）） 

平成 30 年度に産業保健活動に取り組んでいた項目では、「健診後の事後措置（保健指導等を含む）」

が 76.2％と最も高く、次いで「労働者への衛生教育・健康教育の実施」が 62.4％、「職場巡視の実施」が

61.1％であった。 

令和元年度上期では、「健診後の事後措置（保健指導等を含む）」について、「取り組んでいる（以前と

変わっていない）」が 69.1％、「以前より取組を充実させた」が 7.4％となっている。 

事業場規模別でみると、平成 30 年度の取組状況では 50 人未満、50 人以上ともに「健診後の事後措

置（保健指導等を含む）」がそれぞれ 7 割弱、8 割半ばとなっている。「以前より取組を充実させた」は、50

人未満、50 人以上問わず、すべての項目で 1 割未満にとどまっている。 

 

【平成 30年度】 

 
 

【令和元年度上期】 

  

(N = 6,151)

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・健康教育の実施

健診後の事後措置（保健指導等を含む）

がん検診、人間ドックの実施

職場のメンタルヘルス対策（職場復帰
支援を含む）

過重労働による健康障害防止対策

治療と仕事の両立支援

化学物質による健康障害防止対策

61.1

62.4

76.2

47.4

51.4

52.3

44.8

25.6

31.1

30.1

17.6

46.0

41.3

39.8

47.3

64.3

7.8

7.5

6.2

6.6

7.3

7.9

7.9

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答

(N = 6,151)

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・健康教育の実施

健診後の事後措置（保健指導等を含む）

がん検診、人間ドックの実施

職場のメンタルヘルス対策（職場復帰
支援を含む）

過重労働による健康障害防止対策

治療と仕事の両立支援

化学物質による健康障害防止対策

6.0

6.1

7.4

4.4

5.4

7.0

3.3

1.9

57.8

58.0

69.1

46.7

49.1

48.4

45.2

28.8

0.3

0.6

0.3

0.4

0.9

0.7

0.2

0.3

3.9

5.0

3.8

2.6

6.3

5.5

4.8

2.7

23.2

22.0

12.1

38.4

29.9

29.3

37.0

54.7

8.8

8.2

7.2

7.5

8.3

9.0

9.5

11.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって
いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り
組む予定

取り組んで

いない

無回答



 

54 

 

【事業場規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「7.『治療と仕事の両立支援』」は『治療と職業生活の両立支援』より変更。 

 

【参考】製造業における「科学物質による健康障害防止対策」の取組状況 

 

 

  

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・
健康教育の実施

健診後の事後措置

がん検診、人間ドック
の実施

職場のメンタルヘルス
対策

過重労働による
健康障害防止対策

治療と仕事の
両立支援

化学物質による
健康障害防止対策

50人未満（N=3,699） 50人以上（N=2,392)

平
成
3
0
年
度

51.4

55.0

69.7

42.2

35.4

44.7

38.8

20.2

38.6

35.6

22.3

49.6

55.3

45.5

51.3

68.7

9.9

9.4

8.0

8.2

9.3

9.8

9.8

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答

76.1

73.9

86.3

55.7

76.2

64.2

54.0

34.1

19.4

21.6

10.2

40.2

19.7

30.9

41.1

57.4

4.5

4.5

3.5

4.1

4.1

4.9

5.0

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・
健康教育の実施

健診後の事後措置

がん検診、人間ドック
の実施

職場のメンタルヘルス
対策

過重労働による
健康障害防止対策

治療と仕事の
両立支援

化学物質による
健康障害防止対策

50人未満（N=3,699） 50人以上（N=2,392)

令
和
元
年
度
上
期

4.8

5.2

6.3

4.1

4.3

6.6

3.3

2.0

49.5

52.0

64.6

41.6

36.1

41.1

39.6

24.7

0.3

0.3

0.4

0.4

0.7

0.6

0.2

0.3

4.3

5.3

4.2

2.7

7.4

5.8

4.6

2.7

30.0

27.0

15.7

41.9

40.9

34.8

40.6

57.5

11.2

10.2

8.7

9.3

10.5

11.0

11.6

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって

いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り

組む予定

取り組んで

いない

無回答

8.0

7.7

9.3

5.0

7.2

7.6

3.2

1.9

70.7

67.6

76.1

54.9

69.3

59.7

53.9

35.0

0.4

0.9

0.2

0.3

1.3

0.9

0.2

0.3

3.2

4.5

3.2

2.5

4.5

5.0

5.1

2.6

12.6

14.3

6.5

32.7

12.7

20.8

31.3

50.5

5.1

5.1

4.8

4.7

5.0

5.9

6.2

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって

いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り

組む予定

取り組んで

いない

無回答

(N = 1,351)

平成30年度の取組状況

令和元年度上期の取組状況 2.9 50.5 1.1 2.8 31.9 10.8

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって
いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り
組む予定

取り組んで

いない

無回答

50.9 40.2 9.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答
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■利用してみたいサービス（問７） 

利用してみたいサービスについては、「職場のメンタルヘルス対策など、産業保健に関する専門的研

修・啓発セミナー」が 29.6％と最も高くなっている。従業員数 50 人未満の企業を対象とした場合は、「健

康診断で異常の所見があった労働者の健康保持に必要な措置について、医師からの意見聴取」が

34.2％と最も高くなっている。 

経年でみると、「職場のメンタルヘルス対策など、産業保健に関する専門的研修・啓発セミナー」は平

成 30 年度と比較して 4.1 ポイント減少し、「健康診断で異常の所見があった労働者の健康保持に必要な

措置について、医師からの意見聴取」は横ばいとなっている。 

業種別でみると、＜金融業、保険業＞＜学術研究、専門・技術サービス業＞で「職場のメンタルヘルス

対策など、産業保健に関する専門的研修・啓発セミナー」が 5 割を超えている。 

事業場規模別でみると、300～999 人、1,000～4,999 人で「職場のメンタルヘルス対策など、産業保健

に関する専門的研修・啓発セミナー」が約 6 割となっている。また、1,000～4,999 人の事業所では「産業

医学、労働衛生工学、メンタルヘルス、労働衛生関係法令等専門家による相談対応（電話、メール、面

談）」が 54.3％、「産業保健に関する図書や測定機器等の閲覧・貸出」が 42.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「4.治療中の労働者が就労を継続するための、『治療と仕事の両立支援』」は『治療と職業生活の両立支援』

より変更。  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1
職場のメンタルヘルス対策など、
産業保健に関する
専門的研修・啓発セミナー

737 29.9% 2,883 33.7% 1,823 29.6%

2
産業医学、労働衛生工学、メンタルヘ
ルス、労働衛生関係法令等専門家に
よる相談対応（電話、メール、面談）

309 12.5% 1,335 15.6% 854 13.9%

3
メンタルヘルス対策の専門家の
事業場への個別訪問による
メンタルヘルス対策支援

348 14.1% 1,329 15.6% 821 13.3%

4
治療中の労働者が就労を継続するた
めの、治療と職業生活の両立支援

314 12.7% 1,390 16.3% 1,085 17.6%

5
産業保健に関する図書や測定機器等
の閲覧・貸出

170 6.9% 761 8.9% 553 9.0%

6
産業保健情報を掲載したメールマガ
ジン、ホームページ等による情報提供

328 13.3% 1,238 14.5% 902 14.7%

7
医師、保健師による労働者の健康管
理（メンタルヘルスを含む）に係る相談

462 26.8% 1,252 26.3% 932 25.2%

8
健康診断で異常の所見があった
労働者の健康保持に必要な措置につ
いて、医師からの意見聴取

556 32.2% 1,630 34.3% 1,265 34.2%

9
長時間労働者に対する疲労の度合い
に応じた医師の面接指導

200 11.6% 628 13.2% 434 11.7%

10
ストレスチェックの結果、高ストレスと
された労働者への医師の面接指導

403 23.4% 1,100 23.1% 876 23.7%

11
医師、保健師等の事業場への
個別訪問による
職場環境に関する助言・指導

197 11.4% 623 13.1% 373 10.1%

12 利用してみたいサービスはない 287 11.6% 777 9.1% 666 10.8%

無回答 415 16.8% 1,427 16.7% 877 14.3%

複数回答 （n=2,469） （n=8,545） （n=6,151）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
複数回答（50人未満を対象） （n=1,507） （n=4,757） （n=3,699）　　　　　　　　　　　　　　

令和元年度平成30年度

全

事

業

場

を

対

象

全
事
業
場
を
対
象

5
0
人
未
満
を
対
象

平成29年度

29.9

12.5

14.1

12.7

6.9

13.3

26.8

32.2

11.6

23.4

11.4

11.6

16.8

33.7

15.6

15.6

16.3

8.9

14.5

26.3

34.3

13.2

23.1

13.1

9.1

16.7

29.6 

13.9 

13.3 

17.6 

9.0 

14.7 

25.2 

34.2 

11.7 

23.7 

10.1 

10.8 

14.3 

0% 10% 20% 30% 40%

平成29年度

平成30年度

令和元年度
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【業種別】 

 

 

【事業場規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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対
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面
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ン
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対
策
の
専
門
家
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ス
対

策
支
援

治
療
中
の
労
働
者
が
就
労
を
継
続
す
る
た
め

の

、
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

産
業
保
健
に
関
す
る
図
書
や
測
定
機
器
等
の

閲
覧
・
貸
出

産
業
保
健
情
報
を
掲
載
し
た
メ
ー

ル
マ
ガ
ジ

ン

、
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
等
に
よ
る
情
報
提
供

医
師

、
保
健
師
に
よ
る
労
働
者
の
健
康
管
理

（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
を
含
む

）
に
係
る
相
談

健
康
診
断
で
異
常
の
所
見
が
あ

っ
た
労
働
者

の
健
康
保
持
に
必
要
な
措
置
に
つ
い
て

、
医

師
か
ら
の
意
見
聴
取

長
時
間
労
働
者
に
対
す
る
疲
労
の
度
合
い
に

応
じ
た
医
師
の
面
接
指
導

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
の
結
果

、
高
ス
ト
レ
ス

と
さ
れ
た
労
働
者
へ
の
医
師
の
面
接
指
導

医
師

、
保
健
師
等
の
事
業
場
へ
の
個
別
訪
問

に
よ
る
職
場
環
境
に
関
す
る
助
言
・
指
導

利
用
し
て
み
た
い
サ
ー

ビ
ス
は
な
い

無
回
答

6,151 29.6 13.9 13.3 17.6 9.0 14.7 16.4 22.2 7.7 15.8 6.7 10.8 14.3

農業、林業 37 36.0 13.8 18.9 25.1 4.8 6.6 6.0 29.0 12.2 17.7 5.4 11.0 11.7

漁業 6 5.6 - 30.9 - - 7.9 6.2 30.8 - - - 10.3 14.5

鉱業、採石業、砂利採取業 14 33.8 - 3.6 9.9 3.6 7.1 6.5 17.1 25.8 39.5 - 31.2 3.5

建設業 663 25.6 10.9 11.7 20.0 9.4 13.4 21.3 31.5 11.6 18.6 8.2 8.4 13.9

製造業 1,351 28.0 13.4 13.5 19.5 11.9 16.1 15.5 18.6 7.4 12.4 5.2 11.2 14.6

電気・ガス・熱供給・水道業 27 27.8 1.5 6.0 9.5 7.7 27.5 19.2 18.3 2.8 10.3 17.0 16.8 10.2

情報通信業 173 29.8 22.3 20.5 12.9 12.2 12.6 22.0 16.6 9.9 30.9 15.3 12.7 20.9

運輸業、郵便業 522 18.0 9.3 8.7 16.5 8.4 11.2 20.1 32.3 12.2 14.1 6.7 11.1 15.1

卸売業、小売業 823 28.1 16.0 11.2 15.1 3.8 14.7 17.1 26.1 9.0 17.8 8.8 14.1 11.6

金融業、保険業 96 50.8 25.5 22.3 22.0 15.2 30.0 22.1 23.8 10.5 24.4 13.0 1.8 5.5

不動産業、物品賃貸業 101 17.8 23.6 15.5 26.9 12.9 22.2 26.8 33.4 4.3 16.6 9.9 6.4 7.1

学術研究、専門・技術サービス 業 96 50.5 17.6 27.3 20.4 8.9 16.6 23.3 31.7 13.4 11.8 5.0 4.3 14.6

宿泊業、飲食サービス業 116 23.3 9.7 11.9 24.1 6.5 16.0 5.2 29.0 10.9 13.8 6.6 7.8 19.5

生活関連サービス業、娯楽業 44 30.6 16.5 10.8 19.8 4.0 12.8 17.6 21.6 3.2 13.8 7.8 5.6 18.8

教育、学習支援業 162 39.0 22.0 15.9 18.4 7.3 14.5 10.1 10.1 1.5 14.5 5.6 12.9 11.9

医療、福祉 1,003 37.7 13.9 14.7 16.1 8.2 11.1 13.0 14.3 2.6 15.6 5.3 9.2 16.8

複合サービス事業 43 42.0 14.3 17.3 10.4 5.4 4.4 3.4 10.2 - 6.8 1.5 11.5 25.9

サービス業（他に分類されないもの） 550 30.2 12.1 13.0 18.9 10.4 19.0 16.4 19.7 8.1 19.5 4.5 12.4 11.6

公務（他に分類されるものを除く） 12 41.3 6.5 33.8 15.4 45.3 8.7 5.6 3.3 - 5.8 - 8.8 -

その他 226 30.6 15.4 11.5 10.9 8.2 13.1 14.8 25.6 7.0 11.2 9.5 11.2 15.0

無回答 83 20.3 11.0 15.7 14.3 6.3 23.5 12.4 13.7 2.3 5.7 1.5 14.5 16.4

利用してみたいサービス調
査
数

業
種

全体

職
場
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
な
ど

、
産
業

保
健
に
関
す
る
専
門
的
研
修
・
啓
発
セ
ミ

ナ
ー

産
業
医
学

、
労
働
衛
生
工
学

、
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス

、
労
働
衛
生
関
係
法
令
等
専
門
家
に
よ

る
相
談
対
応

（
電
話

、
メ
ー

ル

、
面
談

）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
専
門
家
の
事
業
場

へ
の
個
別
訪
問
に
よ
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対

策
支
援

治
療
中
の
労
働
者
が
就
労
を
継
続
す
る
た
め

の

、
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

産
業
保
健
に
関
す
る
図
書
や
測
定
機
器
等
の

閲
覧
・
貸
出

産
業
保
健
情
報
を
掲
載
し
た
メ
ー

ル
マ
ガ
ジ

ン

、
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
等
に
よ
る
情
報
提
供

医
師

、
保
健
師
に
よ
る
労
働
者
の
健
康
管
理

（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
を
含
む

）
に
係
る
相
談

健
康
診
断
で
異
常
の
所
見
が
あ

っ
た
労
働
者

の
健
康
保
持
に
必
要
な
措
置
に
つ
い
て

、
医

師
か
ら
の
意
見
聴
取

長
時
間
労
働
者
に
対
す
る
疲
労
の
度
合
い
に

応
じ
た
医
師
の
面
接
指
導

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
の
結
果

、
高
ス
ト
レ
ス

と
さ
れ
た
労
働
者
へ
の
医
師
の
面
接
指
導

医
師

、
保
健
師
等
の
事
業
場
へ
の
個
別
訪
問

に
よ
る
職
場
環
境
に
関
す
る
助
言
・
指
導

利
用
し
て
み
た
い
サ
ー

ビ
ス
は
な
い

無
回
答

6,151 29.6 13.9 13.3 17.6 9.0 14.7 16.4 22.2 7.7 15.8 6.7 10.8 14.3

1～9人 329 19.6 8.6 10.7 17.9 6.6 11.4 17.8 38.2 7.2 22.9 9.3 11.7 15.1

10～29人 1,088 22.7 15.1 11.5 16.5 6.4 13.7 22.1 30.5 9.8 20.1 7.5 13.5 12.5

30～49人 2,282 24.9 11.3 13.7 15.9 6.7 10.7 27.7 35.4 13.3 25.5 11.4 12.8 10.0

50～99人 1,330 34.3 15.4 12.9 17.4 11.7 20.5 4.0 4.3 1.5 4.8 2.4 7.6 19.0

100～299人 819 39.6 13.5 14.2 23.1 10.0 15.7 1.8 2.1 1.3 2.4 0.8 8.5 21.4

300～999人 210 58.6 29.9 20.3 20.5 22.2 24.8 0.7 0.4 0.7 1.2 0.6 6.6 12.4

1000～4999人 30 61.9 54.3 27.5 24.4 42.0 22.7 2.7 5.1 2.7 2.7 2.7 - 8.3

5000人以上 2 - - 100.0 - - - - - - - - - -

無回答 61 32.8 14.5 11.3 22.7 20.2 19.2 14.4 39.5 11.8 21.3 1.6 5.4 10.7

50人未満 3,699 23.8 12.2 12.8 16.2 6.6 11.6 25.2 34.2 11.7 23.7 10.1 12.9 11.2

50人以上 2,392 38.6 16.5 14.3 19.7 12.4 19.2 2.9 3.2 1.4 3.6 1.7 7.7 19.1

利用してみたいサービス調
査
数

全体

事
業
場
の
規
模
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２ 自由回答のまとめ 

２.１ 利用者調査 
 

●「職場で困っていること」の主な意見 

《メンタルヘルスに関すること》 

 メンタル休務者は増加している傾向にあるが、リワーク等の復帰支援できる公的機関が

少ないように思います。各県で利用できる公的機関を増やしていただきたい。 

 メンタル不調者をすぐに診察してもらえる医院がない。予約しても２～３ヶ月先になる。 

 ５０人未満の事業所であるがゆえ、すべてにおいて「義務ではない」という言葉で片付

けられてしまう。４０人規模の事業所は、もはやお互いの顔、職員どうしの交流も乏し

くなり、うつを発症して休職する者も出ている。このように５０人未満の企業であって

も、うつを発症し休職するまで至っている企業には、衛生委員会などの設置を促す行政

指導があってもよいかと考える。私のような一労働者の立場でメンタルヘルスの重要性

を訴えていくのには限界を感じる時がしばしばある。産保センターから送られてくるメ

ールは、すごく助かります。 

 

《ストレスチェックに関すること》 

 ストレスチェック質問項目５７項目について、結果のコメントが毎年実施しているとマ

ンネリ化してしまい、受検の意義がうすれてきている様に感じる。ストレスチェックの

意義、効果判定等、エビデンスを明らかにして欲しい。 

 通常勤務、就業制限、要休業の判定基準があれば、説明（従業員に）しやすいと思いま

す。 

 

《産業保健活動の進め方に関すること》 

 支店の嘱託産業医をやっているが、社員のストレスチェックの結果を自由に見ることが

できない。健診結果の開示も数ヶ月遅れることがあるため、早くきめ細かい対応ができ

ず困っている。（ストレスチェックと健診結果は本社で管理されている） 

 自分が岐阜ＪＯＨＡＳで勉強させてもらうと経営層の無知に気づいた。経営層は、自分

の常識が（衛生に関する）コンプライアンスだと思っている。 

 健康情報の取扱いがいいかげん。メンタルヘルス対策のための体制づくりをしていない。

職場巡視が法令で規定されていることを知らない（していない）。罰則がないため、企

業が本腰を入れて取り組む必要を感じていない。産業医１名体制では、企業に圧力をか

けられやすいです（隠蔽も）。違法な会社が得で困らない。これではいけない。ある程

度の企業規模では、もう一人は非常勤でもよいので産業医複数体制が望ましいと思いま

す。 

 健診・メンタルヘルス（ストレスチェック）全員受診していますが、健診後のフォロー

が産業医の面談までは出来ているのですが、それ以降が（病院受診）なかなか進まない

のが現状。どうすれば受診してみようと思ってくれるのか、これからの課題です。他の
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方々は、どういう取り組みをして、結果どうなっているのかが勉強できる講習などあれ

ばいいなぁと思います。 

 産業医との相談は個室にするべきでは…他の人の相談内容が全て聞こえてしまいます。 

 

《健康診断に関すること》 

 健康診断の所管部署とメンタルヘルス（ストレスチェック）の所管部署が異なるため、

うまくそのデータが関連付けられていない。健診結果も単独管理されているため、人事

情報（業務履歴や残業時間など）を関連付けられていない。そのため、予防には役立て

られていない。 

 健康相談（医師の意見聴取）で利用させてもらっているが、医師によって意見の所の記

入が違うので対応が困る。去年の人は運動や食事などの指導を記入してくれたので、従

業員に指導しやすかったが、今年の人は病名（高血圧、難聴など）だけ書かれ、会社か

らはどう指導すればいいのかわかりませんでした。 

 

《労働者に起因すること》 

 職場的に（建設業）、高齢化、若者は少ない。重労働、過食、運動不足、ストレス等、

メタボ率高、肝臓等が悪い人が多い。以前よりは休みが取れやすくなってきたのかもし

れないが、それにしても各個人の健康に対する意識が低いかと思います。今、流行のポ

イント制ですが、“健康でいるとこんなに良い事（ポイントが付く）”など、もっと各

個人が健康でいる事が一番大切だと意識できるサービスがあればと思います。 

 健康面に不安を抱えている人数が年々増加景向になり心配している状態です。仕事とい

うよりは食私生活のみだれや飲酒、喫煙によると思われる健康被害は本人の意識が大変

重要であります。情報提供もマメにしている方とは思いますが、方法等、改善していか

なくてはいけないと考えております。又、ＳＮＳやインターネットによるゲームなどで

夜ふかしをし、日中の業務の質も低下しています。働くこととは何なのか、家庭教育や

学校教育をもう一度やり直してから職についてもらいたいと思います。 

 

●「公的機関に望むサービス」についての主な意見 

《情報提供に関すること》 

 規模の小さい企業では、情報の収集がむずかしく、知らない制度や機関が多いので、も

っと情報発信をしてもらいたい。窓口が多く、どこへ相談に行ったらいいか分かりづら

い。 

 同業他社の対策が分からないので、業種別の資料や取組一覧など発行して頂けると大変

参考になります。出張セミナーなど対応して頂けたら、素晴らしい公的機関だと思いま

す。 

 メンタルヘルスで精神科へ早急に受診させたい時に、予約が一杯で断われることも多い。

受診可能な施設をタイムリーに知ることができる情報網が欲しい。 

 職場の発達障がい、パーソナリティー障がいの労働者とのトラブル解消方法、法的に問

題になりそうなときの対応の仕方について教えていただきたい。 
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 ストレスチェックの集団分析の活用方法（好事例）を知りたい。会社に掲示できるよう

な健康リーフレットがメルマガについているとよいと思う。（特に時事ネタ） 

 

《研修に関すること》 

 衛生管理者（人事担当者）とは別に、産業保健スタッフへの専門的な支援（個別でも集

団での研修でも）が充実していただけると助かります。初めて産業スタッフになる人へ

の研修からステップアップまで（実費がかかっても良いので）専門家からの研修が全国

でみても少ないので、どうしたら良いのかと思うことがあり困っているため、意見とし

て記入させて頂きました。 

 ガン治療を進めながら働いている人がこんなに多いのかと、びっくりしています。自分

もこの秋に両立支援コーディネーター基礎研修を受講しますが、残りの職業人生で労働

者が生き生きと働ける様にサポートしていきたいと思います。そのためにも、コーディ

ネーターとしてのスキルを磨くための学びの場の提供をお願いします。 

 担当者が特に何も資格もなく、知識不足です。→安全衛生推進者等養成講習を受講する

事にしました。（中小企業では、講習を受講すると言っても、１人で毎日行わなければ

ならない業務があり、一日ぬけるのも大変です。） 

 ５０人未満の事業所のため、衛生管理委員会等は設置していないが、できればそれに近

い活動を行いたい。衛生管理についての活動の仕方、委員会の内容等、詳しくご指導い

ただけると助かります。 

 発達障がい、精神疾患のある従業員への対応についての研修をして欲しい。 

 

《サービスの拡充に関すること》 

 測定機器の貸出が実現されればありがたい。血圧測定や除細動器（ＡＥＤ）等。 

 雇用している職員が、パーキンソン病や糖尿病に罹り、進行をなんとか抑えながら働い

てもらっているが、他職員への負担が増えた。そこを補填するパート職員などを雇用す

る助成金ができたようなことを聞いたが、地元の職安や労基署などに聞いても「中央に

聞いてくれ」などいわれ、利用に繋がらない。使い易くしてほしい。 
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２.２ 利用者以外調査 
 

●「職場で困っていること」の主な意見 

《メンタルヘルスに関すること》 

 メンタル不調で休む社員が診察の結果、大人の発達障がいである確率が高く対応に苦慮

している。それなりの配慮をもって接しているが、通常の配慮の範囲を超えるため、当

社のような中小企業では、対応しきれない。また、大人の発達障がい者は、採用時に学

力優秀と判断されることが多いため、研修期間が終了し実務についてから、業務の理解

の遅さ、通常の人との判断の視点の違い、変なこだわり等が顕在化し結果として、適応

障がい、神経症などの二次障がいとなって現れ、心療内科を受診して「大人の発達障が

い」の可能性が高いと診断される。しかも、家族が発達障がいを理解しないため、復職

支援プログラムを作成するのに相談したくても協力的でない。大人の発達障がいの可能

性を言われた場合の対応方法を検討いただきたい。 

 中小企業では事業主のメンタルヘルスに関する関心が低いので、事業主を対象とした研

修を義務化してほしい。 

 職場のストレス発生源への対応。人間関係や組織、体制への不満からストレスを感じて

いる従業員が多いと感じているのですが、効果的な対処法が思いつきません。現在、業

務内容に指揮命令系統の整備を行い、業務上での不満を解消させたく取り組んでいる。 

 メンタルヘルスによる休職者が、その後復職する際の企業側の受入れ体制や復帰プログ

ラムについて知りたい。少人数の職場でメンタル不調で休職者が出た場合、他の社員が

休職者の業務をカバーすることで時間外労働が増えたり、ストレスが溜まることも考え

られるが、そのような状況になった場合の会社としての対応、対策を知りたい。 

 

《ストレスチェックに関すること》 

 ストレスチェックは、担当者への負担が大きく、またストレスチェックをすることが目

的となってしまっているため。制度自体の効果に疑問点がある。ストレスチェックの担

当者向けのセミナーはあるが、管理者や経営者に対して、ストレスチェック、メンタル

ヘルス対策の必要性を伝える活動を増やしていただきたい。 
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《職場・労働者に起因すること》 

 経営ならびに職員が共に、事業（業務遂行等）を優先し、「健康」場合によっては「安

全」というものへ意識があまりに低い。これは、当社設立以来、「形式」のみ（法令を

形だけ守る）という考えで行って来たことによるもので、打破に取り組んでいるが難し

い。 

 人員不足で１人にかかる負担が多く、それによりメンタル不調を訴える人が出ている。

その中で休職する人が出ていることから増々人員不足になり、悪循環に陥っている。 

 高血圧や高血糖の異常所見より、再検査、病院へ行く様指導するもお金がもったいない

と行かずパチンコで散財するドライバーが多い。自己管理出来るプログラムを増やすべ

き。 

 

《産業保健活動の進め方に関すること》 

 労動者総数５０人未満の事業所ですが、今後主体的に取り組んで行きたい。健康やメン

タルヘルス対策については、情報量が少ないなか、まったく手がついておりません。劣

悪な労働環境で働く５０人未満の零細法人に要点を絞った「簡易版」とも言えるような

普及内容で「労働安全衛生法」で義務付けられている健康診断に組み込んで頂きたいで

す。 

 小規模事業場に対する、簡易的な、産業医制度や、健康管理活動制度（人数や時間的に

も余裕が足りず、決められた充分な協動が出来ない為）を要望。 

 ５０人未満の医療介護施設ですが、職員が専門職ばかりのため産業保健活動が、かえっ

てできていないのが現状です。このような小規模な医院や施設の取組事例等を知りたい。

紹介されているようなものがあれば教えていただければと思っています。 

 

《費用負担に関すること》 

 当社、零細企業であり、メンタルヘルスは企業内で個人的に対応しており、特に依頼す

るとなると手間と時間がかかる。 

 メンタルヘルス不調者に関する対応が難しく、負担が大きい。外部機関の利用を検討し

たが、費用面での負担が大きく断念した。 

 

《健康診断に関すること》 

  健康診断にて有所見者数が増加。事務職のため動きが少ない。運動習慣を身につけさ

せる方法に悩みあり。 
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●「公的機関に望むサービス」についての主な意見 

《情報提供に関すること》 

 業界内で５０人以上の事業所は、メンタルヘルスチェックを従業員１人５００円といっ

たところで外部委託しているところが多いようです。５０人に近付いているため、対応

を検討していますが、サービスが多様なため判断が出来ません。専門家が、どの業種は

このサービスを利用するのが向いているという様な情報を発信すると参考になると考え

ます。 

 治療と仕事の両立支援について、休職中の方またリワークの方が社保の傷病手当（１年

６ヶ月）を利用し終わり、本人の有休も消化してしまった場合に、支援できる制度はな

いでしょうか。生命保険などの福利厚生はどうかとの話もありますが、最低でも１４日

以上の入院が条件であったりしますので、ニーズに合ったものはないと思われます。 

 

《研修に関すること》 

 産業保健総合支援センターのメンタルヘルス研修を、今年で２回目の利用です。（管理

職用ラインケア研修）無料で利用させていただける点、厚労省の指針に沿った分かりや

すい内容で非常に有難く思っています。（以前は民間の業者にお願いしていましたが、

費用が高額な割に内容のズレや講師のクセ等があり満足度に欠けることがありました） 

 年々、精神疾患に係る診断書提出率が上がっており、人との関わりが希薄になり、心が

もろくなったりしているのではないか。様々な研修等がありますが、ぜひ年代毎や組織

の中の役割毎に特化した研修等を企画していただけるとありがたいです。 

 

《サービスの拡充に関すること》 

 利用したいサービス（メンタルヘルスの個人面談、長時間労働者への面談）が５０人未

満の事業所が対象のため利用できなくて困っている。１００人以下の企業でも１年だけ

でも利用させてもらえると、その後の制度づくりに役立つので条件を緩和してほしいで

す。 

 健康関連の測定機器の貸出を要望する。例として歩行姿勢測定システム・血管年齢計・

ストレス測定器・骨健康度測定器・脳年齢計・肌年齢測定器。 

 インフルエンザ罹患者が休まない（ノロウィルス等も含む）。会社として有休、休業手

当、診察費用等が全て負担できず、受診や休みを強制できず、従業員の中にも、有休を

使いたくない、たとえ休業手当が出ても給料が減るのが嫌で休まない。隠すなどで、他

の従業員への感染が生じている。公的機関に望むサービスとして①会社が受診を強制で

きるよう受診・診断書への補助。②病欠中の休業補償への補助や傷病手当の１日目から

の適用。 

 メンタルヘルスで社内相談窓口を設け、産業医との面談を行っていますが、以前従業員

が産業医との面談ではなく専門の方に相談したくて産業保健総合支援センターに電話し

たところ、産業医がいるなら、まずそちらで面談するようにと言われたそうです。産業

医がいても相談できるようにして頂きたいです。 
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３ ヒアリング調査概要 

１.１ 調査目的 

センター利用者調査及びセンター利用者以外調査を補完する目的にて今年度試行的に

実施することとした。 

 

１.２ 調査実施方法 

ヒアリング調査 

 

１.３ 調査実施期間 

令和元年 11 月 20日～令和２年１月 29 日 

 

１.４ 調査対象及び回答状況 

 

 

 

 

 

 

 

１.５ 調査項目 

１.労働安全分野に関する指導体制について 

（1）労働安全分野に関する指導などの機能の有無 

（2）提供しているサービス・支援 

２.業界分野における産業保健関連の課題について 

（1）業界における産業保健活動関連の課題・問題 

（2）働き方改革の推進よる変化 

３．産業保健総合支援センター・地域産業保健センターについて 

（1）産業保健総合支援センター・地域産業保健センターの認知度 

（2）産業保健総合支援センター・地域産業保健センターを知ったきっかけ 

（3）今後のニーズ 

 

１.６実施概要 

今回の業界団体へのヒアリング実施に際しては、業界団体の設立目的にその団体に加盟

する下部団体、または企業に対する労働安全分野での活動を目的としていないことをあら

かじめ想定し、そのうえで対象とする団体を選定。東京商工リサーチで保有する企業デー

タベースからヒアリング候補を選定し順次面談に着手。 

ヒアリング対象 66 団体に対し、労働安全分野に対する機能や実績がなくヒアリング拒

否となるものが 42件あった一方で、24団体がヒアリング調査に協力を得た。 

ヒアリング拒否

63.6%

ヒアリング終了

36.4%

ヒアリング

ほぼ無回答等

3.0%

(N = 66)

ヒアリング対象 66 団体 

ヒアリング拒否 42 団体 

ヒアリング終了 24 団体 

ヒアリング ほぼ無回答等 2 団体 
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１.７実施結果 

■業界団体の事業目的 

今回行ったヒアリング調査では、協力を得た団体の広報担当者・総務担当者から回答を

得た。各団体の主要事業は、いずれも会員業界の発展や会員間の理解・研修、業界に関す

る調査研究を中心としたもので、会員企業に対する各種支援などを事業の主たる目的とす

る団体はなかった。 

 

■労働安全分野に関する指導体制 

製造業など労働災害が発生しやすい業種の団体では、安全衛生大会・委員会・分科会の

開催への指導がみられた。また、行政機関通知などの労働災害防止について、ほとんどの

業界団体で啓蒙の姿勢が見られたが、実際には下部団体に委ね団体が直接関与する事例は

少ない。 

一部製造業の団体では、化学物質の取り扱い資料の発行、関連法令集の発行、委員会・

部会等での周知、セミナー等開催、工場見学など具体的な支援がみられた。 

各団体での安全衛生分野に関する担当者は、数名の委員で構成される事例が多く、小規

模な人員規模から体制は強固とは言い難い。 

 

■団体の業界分野における産業保健関連の課題 

労働者の健康安全面のリスク（有害・危険業務・メンタルヘルスなど）について、 [運

輸業・郵便業]・[製造業]では、業務に起因する具体的な事故・健康被害・危険業務・人

的災害リスクを上げたところがあった。また、全ての業種でハラスメント・生活習慣病・

ストレスを上げていることから、広く課題として認識されていることが見えた。 

業界として安全衛生に関する意識については、人材確保の観点からも労働時間管理やメ

ンタルケアに取り組む企業は多く、業界の意識は高いとする一方で、小規模事業者が多く、

化学物質の取り扱いに関する知識が充分ではない事業者もあるとの懸念も見られるなど、

各団体の体制については、有効に機能している事例は少ない。産業医の選定についても、

個別事業場に委ねるなど、団体としての連携はなかった。 

 

■産業保健総合支援センター・地域産業保健センターについて 

産業保健総合支援センター、地域産業保健センターが各都道府県に設置されていること

について、業界団体では「知らなかった」とする回答が大半を占め、会員・業界での認知

度についても殆どが「認知度は低い」、または「話題になったことはない」の回答となり、

認知度の低さが浮き彫りとなり、支援メニューについても同様であった。 

団体所属企業でニーズがあると思われる支援メニューとしては、各センターが持つ機能

のほとんどを選択する回答がみられたが、パンフレットだけではなく積極的なＰＲを望む

声もあった。 

 

■結論 

今後のヒアリング調査はより細かなニーズを把握するための設問の検討を要す。 
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４ 調査結果の考察 

（１）産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターの認知度向上 

＜調査結果から＞ 

①利用者調査において、センターを利用したきっかけは、「以前から利用しているため」が

29.0％と最も高く、次いで「労働局、労働基準監督署からの紹介」が 26.1％、「ホームページ

を見て」が 20.6％となっている。なお、「ホームページを見て」は直近 3 年間で増加傾向にあ

る。【利用者：問 2 P16】 

②利用者以外調査において、「産業保健総合支援センター」の利用経験および認知度については、

「利用したことはないし、知らない」が 46.7％と 5 割弱となっている。【利用者以外：問 2 

P39】 

③利用者以外調査において、「地域産業保健センター」の利用経験および認知度についても、「利

用したことはないし、知らない」が 46.4％と 5 割弱となっている。【利用者以外：問 3 P41】 

④利用者以外調査において、センターを知ったきっかけについては、「労働局、労働基準監督署

からの紹介」が 32.3％と最も高く、次いで「以前から利用しているため」が 25.4％、「リーフ

レットを見て」が 17.4％、「ホームページを見て」が 14.8％となっている。なお、「ホームペ

ージを見て」は直近 3 年間で増加傾向にある。【利用者以外：問 4 P43】 

 

＜考察＞ 

センターの利用経験および認知度については、直近 3 年間で大きな変化はみられない。特に、

利用者以外調査において、「利用したことはないし、知らない」の回答が 5 割弱を占める状況に

変化がないことから、認知度向上に向けては何らかの新たな施策を行う必要性があるといえる。 

センターを利用したきっかけおよびセンターを知ったきっかけとしては、「ホームページを見

て」の割合が増加傾向にある。そのため、今後の利用者や認知度の向上をめざすにあたって、具

体的な施策のひとつとしてはホームページの整備が挙げられるだろう。また、「労働局、労働基

準監督署からの紹介」の割合が直近 3 年間にわたって高い状態が続いているため、労働局、労働

基準監督署との連携も重要になってくると考えられる。 

 

 

 

（２）サービス利用者の感じている効果・満足度 

＜調査結果から＞ 

①センターで利用したことがあるサービスについては、事業場規模別でみると、50 人未満では

「健診結果の医師の意見聴取」が 7 割超、50 人以上では「産業保健研修」が 6 割半ばと高くな

っている。なお、50 人未満では「健診結果の医師の意見聴取」以外の項目は「健康相談」で

24.3％、「地域の産業保健に関する情報提供」で 13.5％などと低くなっている。【利用者：問 6

（1） P22】 

②事業場の産業保健活動の課題や問題の有無については、50 人未満では「何が課題か問題等か
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わからない」が 3 割弱と、50 人以上と比較して高くなっている。【利用者以外：問 5（1） 

P49】 

③センターで役に立ったサービスについては、すべての項目で「大変役に立った」と「役に立っ

た」の合計が 8 割を超えている。ただし、「大変役に立った」に注目してみると、「メルマガ、

ホームページ等による情報提供」、「長時間労働者に対する面接指導」、「高ストレス者に対する

面接指導」、「地域の産業保健に関する情報提供」は 3 割台であり、他の項目と比較してやや割

合が低い。【利用者：問 6（2） P23】 

④センターを利用したことによる事業場への効果は、経年でみると、「健康に対する意識が向上」

は直近 3 年間のいずれも 5 割を超えており、大きな変化はみられない。一方で、「年次有給休

暇取得率が向上」は増加傾向にある。【利用者：問 7（2） P29】 

⑤「以前利用したことがあるが、現在は利用していない」理由については、「利用回数に制限が

あるため」はサービス業で 3 割強となっている。また、「期待したサービス内容ではなかった

ため」は運輸業、郵便業で 3 割強と高くなっている。【利用者以外：問 4（3） P48】 

 

＜考察＞ 

センターにおいて利用者の多いサービスとしては、50 人未満の事業場では「健診結果の医師

の意見聴取」、50 人以上の事業場では「産業保健研修」が挙げられる。これらは直近 3 年間にわ

たって常に高い割合を占めているサービスであり、今後も継続してサービスを充実させ続けるこ

とが重要といえるだろう。一方で、50 人未満の事業場では「健診結果の医師の意見聴取」以外

のサービスの利用経験が少なくなっている。また、事業場の産業保健活動の課題や問題の有無に

おいて「何が課題か問題等かわからない」が 3 割弱と高くなっていることからも、中・小規模の

事業場では産業保健の課題が認識できていないことが窺われる。事例等の提示で事業場での課題

を明らかにするとともに、相談・対応可能なサービスを紹介していくことが望ましい。 

サービス利用者の満足度は全体的に高い水準にある。課題としては、「メルマガ、ホームペー

ジ等による情報提供」、「長時間労働者に対する面接指導」、「高ストレス者に対する面接指導」、

「地域の産業保健に関する情報提供」など、「大変役に立った」の割合が比較的少ない項目につい

て、より満足度を高める施策を行うことなどが挙げられるだろう。 

センターを利用したことによる効果については、直近 3 年間では大きな変化はみられない。回

答が分散した可能性もあるが、「健康に対する意識が向上」のほかは数値が 20％以下にとどまっ

ており、具体的な効果として実感している割合が小さい点は注意したい。働き方改革をはじめ、

社会的に労働問題への関心が高まっている現在、年次有給休暇取得率や長時間労働者削減に対す

る取組は、各事業場が共通して抱えている課題であり、これらに取り組む事業場に寄り添った、

よりきめ細やかな対応が求められる。今後はそれぞれの事業場のニーズや動向を把握し、実情に

沿った取組を行っていく必要がある。 

なお、「以前利用したことがあるが、現在は利用していない」理由については、業種により

「利用回数に制限があるため」「期待したサービス内容ではなかったため」といった回答割合が高

いため、今後改善を図っていく必要がある。 
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（３）センターに求められる今後の取組 

＜調査結果から＞ 

①センターで今後利用を希望するサービスについては、「健診結果の医師の意見聴取」が 45.7％

と最も高く、次いで「産業保健研修」が 34.5％となっている。経年でみると、「産業保健研修」

は過去 2 年度と比較して大きな変化はみられないが、「健診結果の医師の意見聴取」は平成 30

年度と比較して 3.9 ポイント増加した。【利用者：問 6（3） P25】 

②センターで今後利用を希望するサービスについては、業種別、事業場規模別で大きなちがいが

みられた点にも注意したい。たとえば、「産業保健研修」を選択した業種をみると、金融業、

保険業は 63.0％と高い数値を示したが、宿泊業、飲食サービス業では 14.4％にとどまった。

また、事業場規模によるちがいについては、50 人未満では「健診結果の医師の意見聴取」が

高く、50 人以上では「産業保健研修」が高くなっている。【利用者：問 6（3） P26】 

③産業保健活動に役立ったかどうかについては、「メンタルヘルス促進員による支援」は『役に

立った』で 90.3％と高い割合を占めている。 

④センターを利用したことによる自身への効果については、「治療と仕事の両立支援に関する助

言・指導能力の向上」は増加傾向となっている。【利用者：問 7（1） P27】 

 

＜考察＞ 

まず、今後も高いニーズがあると考えられるサービスとして、「健診結果の医師の意見聴取」、

「産業保健研修」が挙げられる。これらは直近 3 年間の今後利用を希望するサービスの割合が高

く、登録産業医のより一層の確保など、ニーズに対する体制の整備が求められる。 

次に、今後の取組における課題として、メンタルヘルスに関するサービスの拡充が挙げられる

だろう。産業保健活動の役に立ったかの問では「メンタルヘルス促進員による支援」の『役に立

った』は 90.3％と高い満足度となっている。一方で、利用者自身が感じる効果として、「メンタ

ルヘルスに関する助言・指導能力が向上」は直近 3 年間でやや減少傾向にある。自由意見のなか

にも、受診後のフォローや健診結果の有効活用が難しいという意見や、そもそもメンタルヘルス

への関心の低さがネックになっているという意見などがみられた。以上の点から、メンタルヘル

スに関しては、働き方改革やワーク・ライフ・バランスの推進などの社会情勢を背景に、求めら

れるサービスが今までより高い水準になっている可能性がある。具体的なニーズを明らかにし、

サービスに反映させていくことが必要と考えられる。 

また、産業保健活動の役に立ったかの問では「両立支援促進員による支援」が前年度より増加

している。また、利用者自身が感じる効果のなかでも、「治療と仕事の両立支援に関する助言・

指導能力の向上」は、効果を感じている割合が 10.2％と小さいながらも、割合が増加傾向にあ

る。以上の点から、今後も労働者が離職せずに治療と仕事を両立できるよう、事業場の環境整備

へ向けた取組は重要になってくるだろう。 

最後に、今後の取組における具体的なサービス内容については、業種や事業場規模によって、

センターに求めるサービスが異なる点に注意が必要だ。また、業種別に細かな差異がみられる点

も注意したい。今後の取組としては、各業種、事業場規模のニーズを把握したうえで研修等を実

施していくことが重要になるだろう。 
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５ 今後の課題 

【センター利用者調査・センター利用者以外調査】 

①調査全体 

回収率については、利用者調査・利用者以外調査ともに前年並となった。センター利用者調査

は今年度も前年度と同様に各産業保健総合支援センターで講座開設等が多い時期に調査を実施し、

回収期間も同程度確保した上で、各センターでの尽力が功を奏したと考えられる。 

なお、利用者以外調査は回収率がやや増加した。要因としては、お礼兼督促の葉書を発送全件

（回答拒否の連絡があった事業場は除く）に対する送付が効果的であったと考えられる。 

また、センター利用者以外調査は今年度も前年度と同様に調査票と共にセンターの事業案内及

びパンフレットを同封し、同封物について往信用封筒にも明記した。これは、センターを利用し

たことがない事業場に対しては、センターを認知してもらう有効手段のひとつである点からも、

次年度も同様の手法を取ることを検討すべきと考える。 

なお、センター利用者、利用者以外ともに、今後も回答者への負担を考え、調査内容のボリュ

ームは現行のＡ４版で４ページ程度とし、設問も精査した上で継続して実施することが重要であ

る。 

 

②メンタルヘルスについて 

メンタルヘルスに関しては今までより高い水準のサービスが求められている可能性がある。詳

細なニーズを明らかにするために、メンタルヘルスに関する設問を設けることを検討したほうが

良いと考えられる。具体的には「メンタルヘルスの実施状況」「メンタルヘルスに取り組む上で

の問題点」などが挙げられる。また、メンタルヘルスと綿密な関係にある「パワハラ等の職場の

ハラスメント」にも注目し、調査票を設計する必要がある。 

 

③次年度調査の新規設問案 

例年、センター利用者調査・利用者以外調査ともに、新規の設問を１～２設問程度設けている。

次年度の新規設問案は次のとおりである。ただし、紙面は 4 ページと制約があるため、追加は要

検討である。 

⚫ 感染症対策及びコロナウイルスの影響 

⚫ ＶＤＴ（=Visual Display Terminals） 

 

【ヒアリング調査】 

ヒアリング調査はセンター利用者調査及びセンター利用者以外調査を補完する目的にて試行的

に実施した。調査を行った結果、産業保健総合支援センター、地域産業保健センターの認知度は

低く、積極的なＰＲを求められていることが示唆された。 

今後のヒアリング調査では、今年度の結果を踏まえて、より細かなニーズの把握するための設

問を検討する必要がある。 
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第３部 調査結果 

１ 利用者アンケート調査 

問２ 産業保健総合支援センター又は地域産業保健センターを利用したきっかけについてお答えくだ

さい。（複数回答可） 

 

産業保健総合支援センター又は地域産業保健センターを利用したきっかけは、「以前から利用して

いるため」が 29.0％と最も高く、次いで「労働局、労働基準監督署からの紹介」が 26.1％、「ホーム

ページを見て」が 20.6％となっている。 

 

Ｎ：7,274人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 労働局、労働基準監督署からの紹介 1,899 26.1 

２ 上記以外の行政機関からの紹介 280 3.8 

３ 所属団体からの紹介 496 6.8 

４ 職場（上司など）からの指示があったため 1,024 14.1 

５ ホームページを見て 1,500 20.6 

６ リーフレットを見て 670 9.2 

７ 以前から利用しているため 2,113 29.0 

８ その他 300 4.1 

 無回答 124 1.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.0

26.1

20.6

14.1

9.2

6.8

3.8

4.1

1.7

0 10 20 30 40

以前から利用しているため

労働局、労働基準監督署からの紹介

ホームページを見て

職場（上司など）からの指示があったため

リーフレットを見て

所属団体からの紹介

１．以外の行政機関からの紹介

その他

無回答

(%)(N = 7,274)
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【業種・事業場規模別】 

 

調
査
数

労
働
局

、
労
働
基
準
監
督

署
か
ら
の
紹
介

左
記
以
外
の
行
政
機
関
か

ら
の
紹
介

所
属
団
体
か
ら
の
紹
介

職
場

（
上
司
な
ど

）
か
ら

の
指
示
が
あ

っ
た
た
め

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
を
見
て

リ
ー

フ
レ

ッ
ト
を
見
て

以
前
か
ら
利
用
し
て
い
る

た
め

そ
の
他

無
回
答

7,274 1,899 280 496 1,024 1,500 670 2,113 300 124

100.0 26.1 3.8 6.8 14.1 20.6 9.2 29.0 4.1 1.7

55 21 7 4 6 3 1 19 2 -

100.0 38.2 12.7 7.3 10.9 5.5 1.8 34.5 3.6 -

7 4 - - 1 - 1 2 - -

100.0 57.1 - - 14.3 - 14.3 28.6 - -

27 8 - 1 4 3 - 12 1 -

100.0 29.6 - 3.7 14.8 11.1 - 44.4 3.7 -

800 295 41 50 99 73 55 252 30 11

100.0 36.9 5.1 6.3 12.4 9.1 6.9 31.5 3.8 1.4

1,960 575 81 111 227 351 211 635 69 37

100.0 29.3 4.1 5.7 11.6 17.9 10.8 32.4 3.5 1.9

126 14 2 13 34 27 6 42 4 1

100.0 11.1 1.6 10.3 27.0 21.4 4.8 33.3 3.2 0.8

162 22 5 2 24 56 10 52 10 1

100.0 13.6 3.1 1.2 14.8 34.6 6.2 32.1 6.2 0.6

780 237 35 51 150 103 47 240 12 15

100.0 30.4 4.5 6.5 19.2 13.2 6.0 30.8 1.5 1.9

607 191 20 32 114 100 33 172 23 6

100.0 31.5 3.3 5.3 18.8 16.5 5.4 28.3 3.8 1.0

92 10 1 6 9 41 15 32 7 1

100.0 10.9 1.1 6.5 9.8 44.6 16.3 34.8 7.6 1.1

31 9 2 2 5 8 3 6 1 -

100.0 29.0 6.5 6.5 16.1 25.8 9.7 19.4 3.2 -

129 39 4 6 15 36 16 32 8 -

100.0 30.2 3.1 4.7 11.6 27.9 12.4 24.8 6.2 -

104 37 5 7 27 14 7 17 2 1

100.0 35.6 4.8 6.7 26.0 13.5 6.7 16.3 1.9 1.0

54 16 1 2 7 11 2 13 4 1

100.0 29.6 1.9 3.7 13.0 20.4 3.7 24.1 7.4 1.9

130 16 5 6 14 54 17 35 7 1

100.0 12.3 3.8 4.6 10.8 41.5 13.1 26.9 5.4 0.8

1,039 182 34 95 130 311 115 240 69 13

100.0 17.5 3.3 9.1 12.5 29.9 11.1 23.1 6.6 1.3

60 9 5 5 7 20 6 18 4 -

100.0 15.0 8.3 8.3 11.7 33.3 10.0 30.0 6.7 -

486 132 15 26 93 85 48 127 16 9

100.0 27.2 3.1 5.3 19.1 17.5 9.9 26.1 3.3 1.9

166 11 2 24 15 54 31 44 15 1

100.0 6.6 1.2 14.5 9.0 32.5 18.7 26.5 9.0 0.6

101 23 2 6 14 20 14 29 4 -

100.0 22.8 2.0 5.9 13.9 19.8 13.9 28.7 4.0 -

358 48 13 47 29 130 32 94 12 26

100.0 13.4 3.6 13.1 8.1 36.3 8.9 26.3 3.4 7.3

776 239 30 67 151 85 47 182 39 9

100.0 30.8 3.9 8.6 19.5 11.0 6.1 23.5 5.0 1.2

2,151 830 105 124 326 152 102 621 84 27

100.0 38.6 4.9 5.8 15.2 7.1 4.7 28.9 3.9 1.3

1,658 593 78 88 237 183 83 527 53 27

100.0 35.8 4.7 5.3 14.3 11.0 5.0 31.8 3.2 1.6

670 115 24 59 90 205 111 148 33 13

100.0 17.2 3.6 8.8 13.4 30.6 16.6 22.1 4.9 1.9

834 80 17 67 93 324 144 240 32 14

100.0 9.6 2.0 8.0 11.2 38.8 17.3 28.8 3.8 1.7

527 15 8 32 55 253 98 176 22 5

100.0 2.8 1.5 6.1 10.4 48.0 18.6 33.4 4.2 0.9

358 9 9 24 37 185 57 130 19 6

100.0 2.5 2.5 6.7 10.3 51.7 15.9 36.3 5.3 1.7

87 2 2 9 14 39 14 29 3 -

100.0 2.3 2.3 10.3 16.1 44.8 16.1 33.3 3.4 -

213 16 7 26 21 74 14 60 15 23

100.0 7.5 3.3 12.2 9.9 34.7 6.6 28.2 7.0 10.8

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問３ センターを利用した目的（疑問や問題等があった内容）についてお答えください。（複数回答

可） 

 

センターを利用した目的は、「健康管理全般への対応」が 53.7％と最も高く、次いで「職場におけ

るメンタルヘルス対策（8.を除く）」が 23.8％、「労働衛生管理体制の構築」が 20.1％となっている。 

 

Ｎ：7,274人 

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 労働衛生管理体制の構築 1,463 20.1 

２ 労働衛生マネジメントシステムの構築 366 5.0 

３ 作業環境管理、作業管理 471 6.5 

４ 健康管理全般への対応 3,908 53.7 

５ 労働衛生教育 684 9.4 

６ 化学物質による健康障害防止 280 3.8 

７ 腰痛・熱中症などの職業性疾病予防 330 4.5 

８ ストレスチェック後の職場環境改善 915 12.6 

９ 職場におけるメンタルヘルス対策（8.を除く） 1,734 23.8 

10 健康保持増進（8.及び 9.を除く） 1,303 17.9 

11 過重労働による健康障害防止 906 12.5 

12 受動喫煙防止 333 4.6 

13 治療と仕事の両立支援 678 9.3 

14 その他 514 7.1 

 無回答 261 3.6 

 

 

  
53.7

23.8

20.1

17.9

12.6

12.5

9.4

9.3

6.5

5.0

4.6

4.5

3.8

7.1

3.6

0 10 20 30 40 50 60

健康管理全般への対応

職場におけるメンタルヘルス対策（8.を除く）

労働衛生管理体制の構築

健康保持増進（8.及び9.を除く）

ストレスチェック後の職場環境改善

過重労働による健康障害防止

労働衛生教育

治療と仕事の両立支援

作業環境管理、作業管理

労働衛生マネジメントシステムの構築

受動喫煙防止

腰痛・熱中症などの職業性疾病予防

化学物質による健康障害防止

その他

無回答

(%)(N = 7,274)
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【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

労
働
衛
生
管
理
体
制
の
構
築

労
働
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
構
築

作
業
環
境
管
理

、
作
業
管
理

健
康
管
理
全
般
へ
の
対
応

労
働
衛
生
教
育

化
学
物
質
に
よ
る
健
康
障
害
防
止

腰
痛
・
熱
中
症
な
ど
の
職
業
性
疾
病
予
防

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
後
の
職
場
環
境
改
善

職
場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

（
左
記
を
除
く

）

健
康
保
持
増
進

（
左
記
2
つ
を
除
く

）

過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
防
止

受
動
喫
煙
防
止

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

そ
の
他

無
回
答

7,274 1,463 366 471 3,908 684 280 330 915 1,734 1303 906 333 678 514 261

100.0 20.1 5.0 6.5 53.7 9.4 3.8 4.5 12.6 23.8 17.9 12.5 4.6 9.3 7.1 3.6

55 14 2 6 35 6 - 5 4 13 11 4 3 3 1 2

100.0 25.5 3.6 10.9 63.6 10.9 - 9.1 7.3 23.6 20.0 7.3 5.5 5.5 1.8 3.6

7 1 - 1 7 - - - - - 2 - - - - -

100.0 14.3 - 14.3 100.0 - - - - - 28.6 - - - - -

27 3 - 1 19 - - 1 - 6 4 1 - 1 2 -

100.0 11.1 - 3.7 70.4 - - 3.7 - 22.2 14.8 3.7 - 3.7 7.4 -

800 161 39 51 545 68 17 25 55 117 172 107 25 71 33 24

100.0 20.1 4.9 6.4 68.1 8.5 2.1 3.1 6.9 14.6 21.5 13.4 3.1 8.9 4.1 3.0

1,960 357 64 188 1,085 210 127 85 226 463 362 185 94 188 130 44

100.0 18.2 3.3 9.6 55.4 10.7 6.5 4.3 11.5 23.6 18.5 9.4 4.8 9.6 6.6 2.2

126 25 5 5 67 8 5 6 9 24 26 9 2 12 4 6

100.0 19.8 4.0 4.0 53.2 6.3 4.0 4.8 7.1 19.0 20.6 7.1 1.6 9.5 3.2 4.8

162 32 10 1 71 25 2 2 42 64 27 29 7 18 13 4

100.0 19.8 6.2 0.6 43.8 15.4 1.2 1.2 25.9 39.5 16.7 17.9 4.3 11.1 8.0 2.5

780 182 44 37 518 56 10 41 50 112 158 131 33 61 38 18

100.0 23.3 5.6 4.7 66.4 7.2 1.3 5.3 6.4 14.4 20.3 16.8 4.2 7.8 4.9 2.3

607 135 31 13 356 34 7 15 62 117 102 67 19 48 42 22

100.0 22.2 5.1 2.1 58.6 5.6 1.2 2.5 10.2 19.3 16.8 11.0 3.1 7.9 6.9 3.6

92 16 10 5 33 14 4 5 20 38 16 20 10 23 10 1

100.0 17.4 10.9 5.4 35.9 15.2 4.3 5.4 21.7 41.3 17.4 21.7 10.9 25.0 10.9 1.1

31 2 - 1 18 1 - 2 2 9 2 6 3 1 5 1

100.0 6.5 - 3.2 58.1 3.2 - 6.5 6.5 29.0 6.5 19.4 9.7 3.2 16.1 3.2

129 29 7 7 68 14 8 3 21 38 19 25 5 8 13 4

100.0 22.5 5.4 5.4 52.7 10.9 6.2 2.3 16.3 29.5 14.7 19.4 3.9 6.2 10.1 3.1

104 23 2 3 58 3 1 6 7 12 23 18 7 4 6 3

100.0 22.1 1.9 2.9 55.8 2.9 1.0 5.8 6.7 11.5 22.1 17.3 6.7 3.8 5.8 2.9

54 14 3 2 22 5 1 2 4 15 8 8 - 2 8 -

100.0 25.9 5.6 3.7 40.7 9.3 1.9 3.7 7.4 27.8 14.8 14.8 - 3.7 14.8 -

130 32 7 6 63 24 4 7 29 46 27 17 8 12 8 2

100.0 24.6 5.4 4.6 48.5 18.5 3.1 5.4 22.3 35.4 20.8 13.1 6.2 9.2 6.2 1.5

1,039 208 70 63 403 106 36 66 190 330 165 113 53 120 96 54

100.0 20.0 6.7 6.1 38.8 10.2 3.5 6.4 18.3 31.8 15.9 10.9 5.1 11.5 9.2 5.2

60 16 4 4 28 5 1 4 12 18 10 12 3 5 6 1

100.0 26.7 6.7 6.7 46.7 8.3 1.7 6.7 20.0 30.0 16.7 20.0 5.0 8.3 10.0 1.7

486 94 22 20 255 45 13 14 60 117 85 43 14 38 42 15

100.0 19.3 4.5 4.1 52.5 9.3 2.7 2.9 12.3 24.1 17.5 8.8 2.9 7.8 8.6 3.1

166 24 7 8 59 13 2 5 30 70 18 26 11 11 23 7

100.0 14.5 4.2 4.8 35.5 7.8 1.2 3.0 18.1 42.2 10.8 15.7 6.6 6.6 13.9 4.2

101 20 6 5 50 10 7 3 15 25 19 11 5 6 10 3

100.0 19.8 5.9 5.0 49.5 9.9 6.9 3.0 14.9 24.8 18.8 10.9 5.0 5.9 9.9 3.0

358 75 33 44 148 37 35 33 77 100 47 74 31 46 24 50

100.0 20.9 9.2 12.3 41.3 10.3 9.8 9.2 21.5 27.9 13.1 20.7 8.7 12.8 6.7 14.0

776 137 18 30 451 36 16 22 35 117 129 68 15 43 64 25

100.0 17.7 2.3 3.9 58.1 4.6 2.1 2.8 4.5 15.1 16.6 8.8 1.9 5.5 8.2 3.2

2,151 440 69 92 1,425 111 39 48 74 232 446 216 36 141 127 53

100.0 20.5 3.2 4.3 66.2 5.2 1.8 2.2 3.4 10.8 20.7 10.0 1.7 6.6 5.9 2.5

1,658 356 68 75 1,021 96 32 57 127 248 331 191 43 109 117 55

100.0 21.5 4.1 4.5 61.6 5.8 1.9 3.4 7.7 15.0 20.0 11.5 2.6 6.6 7.1 3.3

670 140 39 60 271 96 42 52 157 250 77 88 51 55 47 28

100.0 20.9 5.8 9.0 40.4 14.3 6.3 7.8 23.4 37.3 11.5 13.1 7.6 8.2 7.0 4.2

834 208 87 90 292 145 55 75 243 378 115 128 67 120 51 32

100.0 24.9 10.4 10.8 35.0 17.4 6.6 9.0 29.1 45.3 13.8 15.3 8.0 14.4 6.1 3.8

527 73 43 54 189 97 51 28 121 245 89 93 50 94 39 16

100.0 13.9 8.2 10.2 35.9 18.4 9.7 5.3 23.0 46.5 16.9 17.6 9.5 17.8 7.4 3.0

358 65 21 36 151 66 27 26 97 164 67 70 43 72 44 11

100.0 18.2 5.9 10.1 42.2 18.4 7.5 7.3 27.1 45.8 18.7 19.6 12.0 20.1 12.3 3.1

87 11 3 5 37 11 3 6 19 38 13 17 9 15 6 2

100.0 12.6 3.4 5.7 42.5 12.6 3.4 6.9 21.8 43.7 14.9 19.5 10.3 17.2 6.9 2.3

213 33 18 29 71 26 15 16 42 62 36 35 19 29 19 39

100.0 15.5 8.5 13.6 33.3 12.2 7.0 7.5 19.7 29.1 16.9 16.4 8.9 13.6 8.9 18.3

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問４ センターの利用についてお伺いします。 

（１）平成 30年度から現在までの間に、センターを利用した回数についてお答えください。 

 

センターを利用した回数については、「2～3回」が 42.3％と最も高く、次いで「1 回（今回のみ）」

が 27.4％、「6回以上」が 13.2％となっている。 

Ｎ：7,274人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 1 回（今回のみ） 1,991 27.4 

２ 2～3回 3,079 42.3 

３ 4～5回 931 12.8 

４ 6 回以上 959 13.2 

５ 分からない 201 2.8 

 無回答 113 1.6 

 

 

  

１回

（今回のみ）
27.4%

2～3回
42.3%

4～5回
12.8%

6回以上
13.2%

分からない
2.8%

無回答
1.6%

(N = 7,274)
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【業種・事業場規模別】 

 

調
査
数

1
回

（
今
回
の
み

）

2
～

3
回

4
～

5
回

6
回
以
上

分
か
ら
な
い

無
回
答

7,274 1,991 3,079 931 959 201 113

100.0 27.4 42.3 12.8 13.2 2.8 1.6

55 15 26 4 4 5 1

100.0 27.3 47.3 7.3 7.3 9.1 1.8

7 2 5 - - - -

100.0 28.6 71.4 - - - -

27 9 13 2 3 - -

100.0 33.3 48.1 7.4 11.1 - -

800 247 391 66 70 20 6

100.0 30.9 48.9 8.3 8.8 2.5 0.8

1,960 504 855 251 282 47 21

100.0 25.7 43.6 12.8 14.4 2.4 1.1

126 27 64 14 17 3 1

100.0 21.4 50.8 11.1 13.5 2.4 0.8

162 41 58 30 28 3 2

100.0 25.3 35.8 18.5 17.3 1.9 1.2

780 176 402 98 73 20 11

100.0 22.6 51.5 12.6 9.4 2.6 1.4

607 190 264 68 59 16 10

100.0 31.3 43.5 11.2 9.7 2.6 1.6

92 19 20 19 32 2 -

100.0 20.7 21.7 20.7 34.8 2.2 -

31 7 15 3 5 1 -

100.0 22.6 48.4 9.7 16.1 3.2 -

129 41 52 17 19 - -

100.0 31.8 40.3 13.2 14.7 - -

104 53 23 13 9 6 -

100.0 51.0 22.1 12.5 8.7 5.8 -

54 24 16 6 5 2 1

100.0 44.4 29.6 11.1 9.3 3.7 1.9

130 31 50 23 21 2 3

100.0 23.8 38.5 17.7 16.2 1.5 2.3

1,039 292 371 157 164 31 24

100.0 28.1 35.7 15.1 15.8 3.0 2.3

60 13 27 8 9 3 -

100.0 21.7 45.0 13.3 15.0 5.0 -

486 150 195 65 50 17 9

100.0 30.9 40.1 13.4 10.3 3.5 1.9

166 50 59 24 24 4 5

100.0 30.1 35.5 14.5 14.5 2.4 3.0

101 30 47 3 16 4 1

100.0 29.7 46.5 3.0 15.8 4.0 1.0

358 70 126 60 69 15 18

100.0 19.6 35.2 16.8 19.3 4.2 5.0

776 270 341 59 69 25 12

100.0 34.8 43.9 7.6 8.9 3.2 1.5

2,151 691 1,089 163 130 57 21

100.0 32.1 50.6 7.6 6.0 2.6 1.0

1,658 462 817 189 127 44 19

100.0 27.9 49.3 11.4 7.7 2.7 1.1

670 185 220 109 122 27 7

100.0 27.6 32.8 16.3 18.2 4.0 1.0

834 185 240 174 194 22 19

100.0 22.2 28.8 20.9 23.3 2.6 2.3

527 85 166 116 135 15 10

100.0 16.1 31.5 22.0 25.6 2.8 1.9

358 51 106 77 119 1 4

100.0 14.2 29.6 21.5 33.2 0.3 1.1

87 17 29 16 23 1 1

100.0 19.5 33.3 18.4 26.4 1.1 1.1

213 45 71 28 40 9 20

100.0 21.1 33.3 13.1 18.8 4.2 9.4

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問４ センターの利用についてお伺いします。 

（２）（１）で「１. ～４. 」に該当する場合、利用したセンターの所在地（都道府県）をご記入くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.0

1.8

2.3

2.4

1.5

2.7

1.4

1.7

2.7

1.6

2.0

2.8

6.1

1.9

1.8

0.9

1.3

1.8

0.8

2.3

2.9

3.5

4.1

2.6

0 10 20

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

(%)

(N = 7,274)

1.6

2.7

3.3

3.4

1.2

1.2

1.4

1.7

1.6

2.8

1.9

0.8

0.9

1.8

0.8

1.8

1.5

1.2

0.8

1.1

2.2

2.0

0.8

7.7

0 10 20

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

無回答

(%)
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問５ 事業場の産業保健活動の取組状況について、（１）平成 30 年度（対象期間：平成 30 年 4 月～

平成 31 年 3 月）と、（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31 年 4 月～令和元年 9 月）で、

それぞれ該当する欄に○印を付けてください。 

 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度上期】 

  

(N = 7,274)

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・健康教育の実施

健診後の事後措置

がん検診、人間ドックの実施

職場のメンタルヘルス対策

過重労働による健康障害防止対策

治療と仕事の両立支援

化学物質による健康障害防止対策

60.0

62.0

75.5

45.7

49.0

52.3

43.3

31.3

28.6

27.1

17.0

42.7

39.7

35.9

44.3

54.7

11.4

10.9

7.5

11.6

11.3

11.9

12.4

14.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答

(N = 7,274)

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・健康教育の実施

健診後の事後措置

がん検診、人間ドックの実施

職場のメンタルヘルス対策

過重労働による健康障害防止対策

治療と仕事の両立支援

化学物質による健康障害防止対策

10.9

13.7

18.0

7.3

11.5

12.6

7.8

4.3

53.6

53.7

63.8

45.0

44.5

47.1

43.8

34.7

0.5

0.4

0.3

0.3

0.7

0.4

0.2

0.2

4.0

5.0

3.3

3.1

5.7

4.5

5.9

3.0

17.2

14.2

5.7

30.4

23.9

21.6

28.0

41.7

13.8

13.0

8.9

13.9

13.6

13.8

14.3

16.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって
いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り
組む予定

取り組んで

いない

無回答
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１. 職場巡視の実施 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

7,274 4,368 2,077 829

100.0 60.0 28.6 11.4

55 35 14 6

100.0 63.6 25.5 10.9

7 1 3 3

100.0 14.3 42.9 42.9

27 17 6 4

100.0 63.0 22.2 14.8

800 459 256 85

100.0 57.4 32.0 10.6

1,960 1,359 434 167

100.0 69.3 22.1 8.5

126 82 36 8

100.0 65.1 28.6 6.3

162 104 46 12

100.0 64.2 28.4 7.4

780 460 220 100

100.0 59.0 28.2 12.8

607 327 222 58

100.0 53.9 36.6 9.6

92 62 26 4

100.0 67.4 28.3 4.3

31 16 14 1

100.0 51.6 45.2 3.2

129 69 48 12

100.0 53.5 37.2 9.3

104 50 39 15

100.0 48.1 37.5 14.4

54 33 16 5

100.0 61.1 29.6 9.3

130 79 33 18

100.0 60.8 25.4 13.8

1,039 547 339 153

100.0 52.6 32.6 14.7

60 29 23 8

100.0 48.3 38.3 13.3

486 275 163 48

100.0 56.6 33.5 9.9

166 103 37 26

100.0 62.0 22.3 15.7

101 54 33 14

100.0 53.5 32.7 13.9

358 207 69 82

100.0 57.8 19.3 22.9

776 350 318 108

100.0 45.1 41.0 13.9

2,151 1,105 747 299

100.0 51.4 34.7 13.9

1,658 953 525 180

100.0 57.5 31.7 10.9

670 478 147 45

100.0 71.3 21.9 6.7

834 623 152 59

100.0 74.7 18.2 7.1

527 409 83 35

100.0 77.6 15.7 6.6

358 276 51 31

100.0 77.1 14.2 8.7

87 68 10 9

100.0 78.2 11.5 10.3

213 106 44 63

100.0 49.8 20.7 29.6

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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１. 職場巡視の実施 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ
た

取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と
変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 791 3,902 37 293 1,248 1,003

100.0 10.9 53.6 0.5 4.0 17.2 13.8

55 4 30 - 4 8 9

100.0 7.3 54.5 - 7.3 14.5 16.4

7 - 1 - - 3 3

100.0 - 14.3 - - 42.9 42.9

27 1 17 - - 4 5

100.0 3.7 63.0 - - 14.8 18.5

800 83 428 2 33 150 104

100.0 10.4 53.5 0.3 4.1 18.8 13.0

1,960 223 1,204 13 54 253 213

100.0 11.4 61.4 0.7 2.8 12.9 10.9

126 4 80 - 5 24 13

100.0 3.2 63.5 - 4.0 19.0 10.3

162 10 92 4 10 31 15

100.0 6.2 56.8 2.5 6.2 19.1 9.3

780 86 396 4 38 126 130

100.0 11.0 50.8 0.5 4.9 16.2 16.7

607 76 285 2 34 135 75

100.0 12.5 47.0 0.3 5.6 22.2 12.4

92 24 44 - 4 17 3

100.0 26.1 47.8 - 4.3 18.5 3.3

31 6 14 - 2 7 2

100.0 19.4 45.2 - 6.5 22.6 6.5

129 16 62 - 3 36 12

100.0 12.4 48.1 - 2.3 27.9 9.3

104 8 56 2 7 14 17

100.0 7.7 53.8 1.9 6.7 13.5 16.3

54 7 29 - - 12 6

100.0 13.0 53.7 - - 22.2 11.1

130 17 71 1 8 14 19

100.0 13.1 54.6 0.8 6.2 10.8 14.6

1,039 117 488 4 45 216 169

100.0 11.3 47.0 0.4 4.3 20.8 16.3

60 11 22 - 1 13 13

100.0 18.3 36.7 - 1.7 21.7 21.7

486 40 267 - 20 98 61

100.0 8.2 54.9 - 4.1 20.2 12.6

166 11 99 2 6 24 24

100.0 6.6 59.6 1.2 3.6 14.5 14.5

101 10 50 - 4 19 18

100.0 9.9 49.5 - 4.0 18.8 17.8

358 37 167 3 15 44 92

100.0 10.3 46.6 0.8 4.2 12.3 25.7

776 67 335 - 38 196 140

100.0 8.6 43.2 - 4.9 25.3 18.0

2,151 174 1,068 7 98 453 351

100.0 8.1 49.7 0.3 4.6 21.1 16.3

1,658 170 845 8 67 338 230

100.0 10.3 51.0 0.5 4.0 20.4 13.9

670 93 414 6 32 69 56

100.0 13.9 61.8 0.9 4.8 10.3 8.4

834 130 519 8 27 77 73

100.0 15.6 62.2 1.0 3.2 9.2 8.8

527 80 344 3 13 44 43

100.0 15.2 65.3 0.6 2.5 8.3 8.2

358 47 232 2 11 32 34

100.0 13.1 64.8 0.6 3.1 8.9 9.5

87 12 56 2 - 7 10

100.0 13.8 64.4 2.3 - 8.0 11.5

213 18 89 1 7 32 66

100.0 8.5 41.8 0.5 3.3 15.0 31.0

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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２. 労働者への衛生教育・健康教育の実施 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

    
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

7,274 4,508 1,970 796

100.0 62.0 27.1 10.9

55 35 14 6

100.0 63.6 25.5 10.9

7 1 3 3

100.0 14.3 42.9 42.9

27 16 7 4

100.0 59.3 25.9 14.8

800 496 218 86

100.0 62.0 27.3 10.8

1,960 1,324 480 156

100.0 67.6 24.5 8.0

126 91 28 7

100.0 72.2 22.2 5.6

162 111 38 13

100.0 68.5 23.5 8.0

780 550 149 81

100.0 70.5 19.1 10.4

607 312 238 57

100.0 51.4 39.2 9.4

92 72 17 3

100.0 78.3 18.5 3.3

31 14 16 1

100.0 45.2 51.6 3.2

129 81 35 13

100.0 62.8 27.1 10.1

104 47 42 15

100.0 45.2 40.4 14.4

54 35 16 3

100.0 64.8 29.6 5.6

130 80 32 18

100.0 61.5 24.6 13.8

1,039 544 342 153

100.0 52.4 32.9 14.7

60 31 22 7

100.0 51.7 36.7 11.7

486 292 148 46

100.0 60.1 30.5 9.5

166 110 30 26

100.0 66.3 18.1 15.7

101 60 26 15

100.0 59.4 25.7 14.9

358 206 69 83

100.0 57.5 19.3 23.2

776 387 284 105

100.0 49.9 36.6 13.5

2,151 1,220 657 274

100.0 56.7 30.5 12.7

1,658 993 502 163

100.0 59.9 30.3 9.8

670 460 158 52

100.0 68.7 23.6 7.8

834 593 181 60

100.0 71.1 21.7 7.2

527 402 86 39

100.0 76.3 16.3 7.4

358 276 51 31

100.0 77.1 14.2 8.7

87 74 6 7

100.0 85.1 6.9 8.0

213 103 45 65

100.0 48.4 21.1 30.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

80 

 

２. 労働者への衛生教育・健康教育の実施 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ
た

取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と
変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 993 3,904 32 367 1,036 942

100.0 13.7 53.7 0.4 5.0 14.2 13.0

55 8 28 1 3 6 9

100.0 14.5 50.9 1.8 5.5 10.9 16.4

7 - 1 - - 3 3

100.0 - 14.3 - - 42.9 42.9

27 4 15 - - 4 4

100.0 14.8 55.6 - - 14.8 14.8

800 109 436 1 47 106 101

100.0 13.6 54.5 0.1 5.9 13.3 12.6

1,960 257 1,149 6 87 260 201

100.0 13.1 58.6 0.3 4.4 13.3 10.3

126 17 76 - 4 17 12

100.0 13.5 60.3 - 3.2 13.5 9.5

162 19 101 3 6 19 14

100.0 11.7 62.3 1.9 3.7 11.7 8.6

780 120 451 2 35 75 97

100.0 15.4 57.8 0.3 4.5 9.6 12.4

607 96 274 4 34 126 73

100.0 15.8 45.1 0.7 5.6 20.8 12.0

92 22 59 - 1 6 4

100.0 23.9 64.1 - 1.1 6.5 4.3

31 5 12 - 5 7 2

100.0 16.1 38.7 - 16.1 22.6 6.5

129 24 68 1 8 15 13

100.0 18.6 52.7 0.8 6.2 11.6 10.1

104 13 49 1 6 17 18

100.0 12.5 47.1 1.0 5.8 16.3 17.3

54 8 28 1 4 8 5

100.0 14.8 51.9 1.9 7.4 14.8 9.3

130 19 67 - 8 17 19

100.0 14.6 51.5 - 6.2 13.1 14.6

1,039 130 483 5 57 198 166

100.0 12.5 46.5 0.5 5.5 19.1 16.0

60 9 24 - 3 12 12

100.0 15.0 40.0 - 5.0 20.0 20.0

486 65 266 1 28 69 57

100.0 13.4 54.7 0.2 5.8 14.2 11.7

166 16 103 1 7 17 22

100.0 9.6 62.0 0.6 4.2 10.2 13.3

101 9 56 - 5 14 17

100.0 8.9 55.4 - 5.0 13.9 16.8

358 43 158 5 19 40 93

100.0 12.0 44.1 1.4 5.3 11.2 26.0

776 87 357 2 45 149 136

100.0 11.2 46.0 0.3 5.8 19.2 17.5

2,151 252 1,091 7 121 361 319

100.0 11.7 50.7 0.3 5.6 16.8 14.8

1,658 218 872 5 94 266 203

100.0 13.1 52.6 0.3 5.7 16.0 12.2

670 99 398 6 37 70 60

100.0 14.8 59.4 0.9 5.5 10.4 9.0

834 146 493 8 31 85 71

100.0 17.5 59.1 1.0 3.7 10.2 8.5

527 81 332 1 16 52 45

100.0 15.4 63.0 0.2 3.0 9.9 8.5

358 69 219 1 10 24 35

100.0 19.3 61.2 0.3 2.8 6.7 9.8

87 20 55 1 1 2 8

100.0 23.0 63.2 1.1 1.1 2.3 9.2

213 21 87 1 12 27 65

100.0 9.9 40.8 0.5 5.6 12.7 30.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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３. 健診後の事後措置（保健指導等を含む） 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

    
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

7,274 5,494 1,233 547

100.0 75.5 17.0 7.5

55 38 14 3

100.0 69.1 25.5 5.5

7 7 - -

100.0 100.0 - -

27 21 5 1

100.0 77.8 18.5 3.7

800 611 150 39

100.0 76.4 18.8 4.9

1,960 1,588 275 97

100.0 81.0 14.0 4.9

126 111 11 4

100.0 88.1 8.7 3.2

162 125 26 11

100.0 77.2 16.0 6.8

780 619 115 46

100.0 79.4 14.7 5.9

607 454 117 36

100.0 74.8 19.3 5.9

92 79 10 3

100.0 85.9 10.9 3.3

31 22 8 1

100.0 71.0 25.8 3.2

129 97 26 6

100.0 75.2 20.2 4.7

104 57 37 10

100.0 54.8 35.6 9.6

54 35 15 4

100.0 64.8 27.8 7.4

130 99 14 17

100.0 76.2 10.8 13.1

1,039 677 231 131

100.0 65.2 22.2 12.6

60 48 8 4

100.0 80.0 13.3 6.7

486 363 95 28

100.0 74.7 19.5 5.8

166 131 13 22

100.0 78.9 7.8 13.3

101 69 21 11

100.0 68.3 20.8 10.9

358 243 42 73

100.0 67.9 11.7 20.4

776 479 224 73

100.0 61.7 28.9 9.4

2,151 1,567 421 163

100.0 72.8 19.6 7.6

1,658 1,288 281 89

100.0 77.7 16.9 5.4

670 543 92 35

100.0 81.0 13.7 5.2

834 673 103 58

100.0 80.7 12.4 7.0

527 446 50 31

100.0 84.6 9.5 5.9

358 302 27 29

100.0 84.4 7.5 8.1

87 76 5 6

100.0 87.4 5.7 6.9

213 120 30 63

100.0 56.3 14.1 29.6

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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３. 健診後の事後措置（保健指導等を含む） 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ
た

取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と
変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 1,306 4,642 24 242 411 649

100.0 18.0 63.8 0.3 3.3 5.7 8.9

55 13 30 - 2 6 4

100.0 23.6 54.5 - 3.6 10.9 7.3

7 2 5 - - - -

100.0 28.6 71.4 - - - -

27 5 19 - - 2 1

100.0 18.5 70.4 - - 7.4 3.7

800 170 503 - 34 37 56

100.0 21.3 62.9 - 4.3 4.6 7.0

1,960 346 1,343 8 52 90 121

100.0 17.7 68.5 0.4 2.7 4.6 6.2

126 14 99 - 2 2 9

100.0 11.1 78.6 - 1.6 1.6 7.1

162 25 111 1 3 10 12

100.0 15.4 68.5 0.6 1.9 6.2 7.4

780 165 509 1 26 21 58

100.0 21.2 65.3 0.1 3.3 2.7 7.4

607 119 376 3 26 34 49

100.0 19.6 61.9 0.5 4.3 5.6 8.1

92 25 60 - 2 3 2

100.0 27.2 65.2 - 2.2 3.3 2.2

31 6 20 - 3 - 2

100.0 19.4 64.5 - 9.7 - 6.5

129 24 77 1 11 9 7

100.0 18.6 59.7 0.8 8.5 7.0 5.4

104 27 55 1 5 5 11

100.0 26.0 52.9 1.0 4.8 4.8 10.6

54 10 35 - 1 4 4

100.0 18.5 64.8 - 1.9 7.4 7.4

130 19 84 - 4 5 18

100.0 14.6 64.6 - 3.1 3.8 13.8

1,039 163 582 5 44 106 139

100.0 15.7 56.0 0.5 4.2 10.2 13.4

60 15 34 1 1 3 6

100.0 25.0 56.7 1.7 1.7 5.0 10.0

486 74 328 - 13 35 36

100.0 15.2 67.5 - 2.7 7.2 7.4

166 19 117 1 2 10 17

100.0 11.4 70.5 0.6 1.2 6.0 10.2

101 15 62 - 3 7 14

100.0 14.9 61.4 - 3.0 6.9 13.9

358 50 193 2 8 22 83

100.0 14.0 53.9 0.6 2.2 6.1 23.2

776 129 440 1 32 82 92

100.0 16.6 56.7 0.1 4.1 10.6 11.9

2,151 369 1,395 4 87 115 181

100.0 17.2 64.9 0.2 4.0 5.3 8.4

1,658 313 1,076 6 60 83 120

100.0 18.9 64.9 0.4 3.6 5.0 7.2

670 102 467 1 27 27 46

100.0 15.2 69.7 0.1 4.0 4.0 6.9

834 151 548 5 24 42 64

100.0 18.1 65.7 0.6 2.9 5.0 7.7

527 99 357 1 4 25 41

100.0 18.8 67.7 0.2 0.8 4.7 7.8

358 93 213 2 4 12 34

100.0 26.0 59.5 0.6 1.1 3.4 9.5

87 21 53 1 - 4 8

100.0 24.1 60.9 1.1 - 4.6 9.2

213 29 93 3 4 21 63

100.0 13.6 43.7 1.4 1.9 9.9 29.6

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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４. がん検診、人間ドックの実施 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

7,274 3,324 3,104 846

100.0 45.7 42.7 11.6

55 25 27 3

100.0 45.5 49.1 5.5

7 4 - 3

100.0 57.1 - 42.9

27 8 17 2

100.0 29.6 63.0 7.4

800 349 368 83

100.0 43.6 46.0 10.4

1,960 911 865 184

100.0 46.5 44.1 9.4

126 76 41 9

100.0 60.3 32.5 7.1

162 108 42 12

100.0 66.7 25.9 7.4

780 250 443 87

100.0 32.1 56.8 11.2

607 297 256 54

100.0 48.9 42.2 8.9

92 75 13 4

100.0 81.5 14.1 4.3

31 14 16 1

100.0 45.2 51.6 3.2

129 65 55 9

100.0 50.4 42.6 7.0

104 36 55 13

100.0 34.6 52.9 12.5

54 29 21 4

100.0 53.7 38.9 7.4

130 60 47 23

100.0 46.2 36.2 17.7

1,039 466 410 163

100.0 44.9 39.5 15.7

60 23 27 10

100.0 38.3 45.0 16.7

486 225 215 46

100.0 46.3 44.2 9.5

166 122 21 23

100.0 73.5 12.7 13.9

101 45 40 16

100.0 44.6 39.6 15.8

358 136 125 97

100.0 38.0 34.9 27.1

776 268 399 109

100.0 34.5 51.4 14.0

2,151 766 1,102 283

100.0 35.6 51.2 13.2

1,658 629 855 174

100.0 37.9 51.6 10.5

670 354 255 61

100.0 52.8 38.1 9.1

834 499 262 73

100.0 59.8 31.4 8.8

527 391 97 39

100.0 74.2 18.4 7.4

358 277 50 31

100.0 77.4 14.0 8.7

87 76 5 6

100.0 87.4 5.7 6.9

213 64 79 70

100.0 30.0 37.1 32.9

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

84 

 

４. がん検診、人間ドックの実施 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ
た

取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と
変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 531 3,275 23 227 2,209 1,009

100.0 7.3 45.0 0.3 3.1 30.4 13.9

55 3 27 - 1 16 8

100.0 5.5 49.1 - 1.8 29.1 14.5

7 - 4 - - - 3

100.0 - 57.1 - - - 42.9

27 1 10 - - 13 3

100.0 3.7 37.0 - - 48.1 11.1

800 66 361 - 43 227 103

100.0 8.3 45.1 - 5.4 28.4 12.9

1,960 135 882 9 61 639 234

100.0 6.9 45.0 0.5 3.1 32.6 11.9

126 4 75 - 3 30 14

100.0 3.2 59.5 - 2.4 23.8 11.1

162 12 102 3 2 32 11

100.0 7.4 63.0 1.9 1.2 19.8 6.8

780 58 276 3 29 303 111

100.0 7.4 35.4 0.4 3.7 38.8 14.2

607 50 298 - 20 171 68

100.0 8.2 49.1 - 3.3 28.2 11.2

92 22 60 - - 6 4

100.0 23.9 65.2 - - 6.5 4.3

31 2 13 - 3 10 3

100.0 6.5 41.9 - 9.7 32.3 9.7

129 11 63 - 5 37 13

100.0 8.5 48.8 - 3.9 28.7 10.1

104 9 43 - 4 32 16

100.0 8.7 41.3 - 3.8 30.8 15.4

54 2 29 - - 18 5

100.0 3.7 53.7 - - 33.3 9.3

130 11 56 - 3 34 26

100.0 8.5 43.1 - 2.3 26.2 20.0

1,039 72 448 5 28 311 175

100.0 6.9 43.1 0.5 2.7 29.9 16.8

60 5 25 - 1 15 14

100.0 8.3 41.7 - 1.7 25.0 23.3

486 27 224 - 14 163 58

100.0 5.6 46.1 - 2.9 33.5 11.9

166 6 118 1 1 21 19

100.0 3.6 71.1 0.6 0.6 12.7 11.4

101 10 40 - - 34 17

100.0 9.9 39.6 - - 33.7 16.8

358 25 121 2 9 97 104

100.0 7.0 33.8 0.6 2.5 27.1 29.1

776 39 274 - 33 290 140

100.0 5.0 35.3 - 4.3 37.4 18.0

2,151 119 835 4 81 782 330

100.0 5.5 38.8 0.2 3.8 36.4 15.3

1,658 107 669 7 55 594 226

100.0 6.5 40.3 0.4 3.3 35.8 13.6

670 48 346 - 25 184 67

100.0 7.2 51.6 - 3.7 27.5 10.0

834 95 447 5 20 185 82

100.0 11.4 53.6 0.6 2.4 22.2 9.8

527 54 341 4 6 75 47

100.0 10.2 64.7 0.8 1.1 14.2 8.9

358 44 238 1 1 37 37

100.0 12.3 66.5 0.3 0.3 10.3 10.3

87 15 57 1 - 6 8

100.0 17.2 65.5 1.1 - 6.9 9.2

213 10 68 1 6 56 72

100.0 4.7 31.9 0.5 2.8 26.3 33.8

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

85 

 

５. 職場のメンタルヘルス対策（職場復帰支援を含む） 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

7,274 3,561 2,890 823

100.0 49.0 39.7 11.3

55 17 30 8

100.0 30.9 54.5 14.5

7 1 3 3

100.0 14.3 42.9 42.9

27 13 12 2

100.0 48.1 44.4 7.4

800 291 422 87

100.0 36.4 52.8 10.9

1,960 1,018 772 170

100.0 51.9 39.4 8.7

126 76 43 7

100.0 60.3 34.1 5.6

162 112 38 12

100.0 69.1 23.5 7.4

780 352 331 97

100.0 45.1 42.4 12.4

607 241 307 59

100.0 39.7 50.6 9.7

92 73 16 3

100.0 79.3 17.4 3.3

31 10 20 1

100.0 32.3 64.5 3.2

129 71 49 9

100.0 55.0 38.0 7.0

104 34 56 14

100.0 32.7 53.8 13.5

54 22 29 3

100.0 40.7 53.7 5.6

130 79 32 19

100.0 60.8 24.6 14.6

1,039 528 364 147

100.0 50.8 35.0 14.1

60 34 20 6

100.0 56.7 33.3 10.0

486 237 200 49

100.0 48.8 41.2 10.1

166 121 23 22

100.0 72.9 13.9 13.3

101 48 37 16

100.0 47.5 36.6 15.8

358 183 86 89

100.0 51.1 24.0 24.9

776 246 416 114

100.0 31.7 53.6 14.7

2,151 702 1,152 297

100.0 32.6 53.6 13.8

1,658 590 883 185

100.0 35.6 53.3 11.2

670 466 163 41

100.0 69.6 24.3 6.1

834 633 146 55

100.0 75.9 17.5 6.6

527 443 55 29

100.0 84.1 10.4 5.5

358 311 21 26

100.0 86.9 5.9 7.3

87 73 4 10

100.0 83.9 4.6 11.5

213 97 50 66

100.0 45.5 23.5 31.0

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

86 

 

５. 職場のメンタルヘルス対策（職場復帰支援を含む） 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ
た

取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と
変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 838 3,236 50 418 1,740 992

100.0 11.5 44.5 0.7 5.7 23.9 13.6

55 5 22 2 2 15 9

100.0 9.1 40.0 3.6 3.6 27.3 16.4

7 - 2 - - 2 3

100.0 - 28.6 - - 28.6 42.9

27 1 11 - 1 10 4

100.0 3.7 40.7 - 3.7 37.0 14.8

800 84 288 3 59 259 107

100.0 10.5 36.0 0.4 7.4 32.4 13.4

1,960 234 897 15 107 489 218

100.0 11.9 45.8 0.8 5.5 24.9 11.1

126 13 64 - 7 30 12

100.0 10.3 50.8 - 5.6 23.8 9.5

162 20 95 3 8 22 14

100.0 12.3 58.6 1.9 4.9 13.6 8.6

780 70 336 3 53 198 120

100.0 9.0 43.1 0.4 6.8 25.4 15.4

607 70 229 5 46 177 80

100.0 11.5 37.7 0.8 7.6 29.2 13.2

92 20 61 - 2 7 2

100.0 21.7 66.3 - 2.2 7.6 2.2

31 5 11 - 5 8 2

100.0 16.1 35.5 - 16.1 25.8 6.5

129 17 61 1 8 32 10

100.0 13.2 47.3 0.8 6.2 24.8 7.8

104 8 43 4 3 30 16

100.0 7.7 41.3 3.8 2.9 28.8 15.4

54 6 23 - 5 12 8

100.0 11.1 42.6 - 9.3 22.2 14.8

130 12 74 - 5 18 21

100.0 9.2 56.9 - 3.8 13.8 16.2

1,039 142 462 10 60 209 156

100.0 13.7 44.5 1.0 5.8 20.1 15.0

60 14 23 - 4 6 13

100.0 23.3 38.3 - 6.7 10.0 21.7

486 40 237 - 30 120 59

100.0 8.2 48.8 - 6.2 24.7 12.1

166 28 102 1 2 15 18

100.0 16.9 61.4 0.6 1.2 9.0 10.8

101 9 47 - 2 25 18

100.0 8.9 46.5 - 2.0 24.8 17.8

358 40 148 3 9 56 102

100.0 11.2 41.3 0.8 2.5 15.6 28.5

776 57 257 3 49 264 146

100.0 7.3 33.1 0.4 6.3 34.0 18.8

2,151 139 771 14 164 723 340

100.0 6.5 35.8 0.7 7.6 33.6 15.8

1,658 147 614 12 133 522 230

100.0 8.9 37.0 0.7 8.0 31.5 13.9

670 108 391 6 40 70 55

100.0 16.1 58.4 0.9 6.0 10.4 8.2

834 157 504 9 23 72 69

100.0 18.8 60.4 1.1 2.8 8.6 8.3

527 101 346 2 3 37 38

100.0 19.2 65.7 0.4 0.6 7.0 7.2

358 91 218 1 2 13 33

100.0 25.4 60.9 0.3 0.6 3.6 9.2

87 21 50 1 - 3 12

100.0 24.1 57.5 1.1 - 3.4 13.8

213 17 85 2 4 36 69

100.0 8.0 39.9 0.9 1.9 16.9 32.4

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

87 

 

６. 過重労働による健康障害防止対策 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

    
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

7,274 3,802 2,609 863

100.0 52.3 35.9 11.9

55 21 27 7

100.0 38.2 49.1 12.7

7 2 2 3

100.0 28.6 28.6 42.9

27 11 10 6

100.0 40.7 37.0 22.2

800 394 323 83

100.0 49.3 40.4 10.4

1,960 1,141 640 179

100.0 58.2 32.7 9.1

126 78 38 10

100.0 61.9 30.2 7.9

162 109 40 13

100.0 67.3 24.7 8.0

780 458 234 88

100.0 58.7 30.0 11.3

607 273 276 58

100.0 45.0 45.5 9.6

92 67 21 4

100.0 72.8 22.8 4.3

31 12 18 1

100.0 38.7 58.1 3.2

129 67 51 11

100.0 51.9 39.5 8.5

104 46 45 13

100.0 44.2 43.3 12.5

54 28 21 5

100.0 51.9 38.9 9.3

130 67 42 21

100.0 51.5 32.3 16.2

1,039 405 465 169

100.0 39.0 44.8 16.3

60 26 24 10

100.0 43.3 40.0 16.7

486 264 174 48

100.0 54.3 35.8 9.9

166 108 32 26

100.0 65.1 19.3 15.7

101 48 37 16

100.0 47.5 36.6 15.8

358 177 89 92

100.0 49.4 24.9 25.7

776 326 334 116

100.0 42.0 43.0 14.9

2,151 952 904 295

100.0 44.3 42.0 13.7

1,658 740 733 185

100.0 44.6 44.2 11.2

670 402 212 56

100.0 60.0 31.6 8.4

834 547 223 64

100.0 65.6 26.7 7.7

527 390 100 37

100.0 74.0 19.0 7.0

358 284 43 31

100.0 79.3 12.0 8.7

87 71 5 11

100.0 81.6 5.7 12.6

213 90 55 68

100.0 42.3 25.8 31.9

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

88 

 

６. 過重労働による健康障害防止対策 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ
た

取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と
変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 914 3,428 29 329 1,568 1,006

100.0 12.6 47.1 0.4 4.5 21.6 13.8

55 9 21 - 3 12 10

100.0 16.4 38.2 - 5.5 21.8 18.2

7 - 2 - - 2 3

100.0 - 28.6 - - 28.6 42.9

27 2 11 - 1 9 4

100.0 7.4 40.7 - 3.7 33.3 14.8

800 112 356 2 40 191 99

100.0 14.0 44.5 0.3 5.0 23.9 12.4

1,960 223 1,033 6 83 397 218

100.0 11.4 52.7 0.3 4.2 20.3 11.1

126 14 69 - 4 25 14

100.0 11.1 54.8 - 3.2 19.8 11.1

162 21 91 3 8 24 15

100.0 13.0 56.2 1.9 4.9 14.8 9.3

780 117 395 2 35 126 105

100.0 15.0 50.6 0.3 4.5 16.2 13.5

607 72 257 6 37 161 74

100.0 11.9 42.3 1.0 6.1 26.5 12.2

92 25 53 - - 11 3

100.0 27.2 57.6 - - 12.0 3.3

31 5 12 - 2 10 2

100.0 16.1 38.7 - 6.5 32.3 6.5

129 15 61 1 11 29 12

100.0 11.6 47.3 0.8 8.5 22.5 9.3

104 11 46 - 4 27 16

100.0 10.6 44.2 - 3.8 26.0 15.4

54 7 22 - 1 15 9

100.0 13.0 40.7 - 1.9 27.8 16.7

130 15 63 - 8 21 23

100.0 11.5 48.5 - 6.2 16.2 17.7

1,039 119 387 4 57 294 178

100.0 11.5 37.2 0.4 5.5 28.3 17.1

60 7 25 1 2 10 15

100.0 11.7 41.7 1.7 3.3 16.7 25.0

486 48 248 - 20 109 61

100.0 9.9 51.0 - 4.1 22.4 12.6

166 43 77 2 2 20 22

100.0 25.9 46.4 1.2 1.2 12.0 13.3

101 6 49 - 2 24 20

100.0 5.9 48.5 - 2.0 23.8 19.8

358 43 150 2 9 51 103

100.0 12.0 41.9 0.6 2.5 14.2 28.8

776 76 305 2 31 221 141

100.0 9.8 39.3 0.3 4.0 28.5 18.2

2,151 210 926 4 113 567 331

100.0 9.8 43.0 0.2 5.3 26.4 15.4

1,658 176 722 6 87 437 230

100.0 10.6 43.5 0.4 5.2 26.4 13.9

670 85 356 5 42 114 68

100.0 12.7 53.1 0.7 6.3 17.0 10.1

834 144 454 6 33 117 80

100.0 17.3 54.4 0.7 4.0 14.0 9.6

527 95 322 3 14 52 41

100.0 18.0 61.1 0.6 2.7 9.9 7.8

358 78 218 1 5 21 35

100.0 21.8 60.9 0.3 1.4 5.9 9.8

87 26 44 2 - 3 12

100.0 29.9 50.6 2.3 - 3.4 13.8

213 24 81 - 4 36 68

100.0 11.3 38.0 - 1.9 16.9 31.9

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

89 

 

７. 治療と仕事の両立支援 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

7,274 3,151 3,219 904

100.0 43.3 44.3 12.4

55 20 28 7

100.0 36.4 50.9 12.7

7 2 2 3

100.0 28.6 28.6 42.9

27 11 13 3

100.0 40.7 48.1 11.1

800 348 372 80

100.0 43.5 46.5 10.0

1,960 907 865 188

100.0 46.3 44.1 9.6

126 70 46 10

100.0 55.6 36.5 7.9

162 72 75 15

100.0 44.4 46.3 9.3

780 376 308 96

100.0 48.2 39.5 12.3

607 230 315 62

100.0 37.9 51.9 10.2

92 59 28 5

100.0 64.1 30.4 5.4

31 8 22 1

100.0 25.8 71.0 3.2

129 52 65 12

100.0 40.3 50.4 9.3

104 29 59 16

100.0 27.9 56.7 15.4

54 19 28 7

100.0 35.2 51.9 13.0

130 56 53 21

100.0 43.1 40.8 16.2

1,039 403 466 170

100.0 38.8 44.9 16.4

60 19 31 10

100.0 31.7 51.7 16.7

486 201 228 57

100.0 41.4 46.9 11.7

166 86 53 27

100.0 51.8 31.9 16.3

101 45 41 15

100.0 44.6 40.6 14.9

358 138 121 99

100.0 38.5 33.8 27.7

776 272 385 119

100.0 35.1 49.6 15.3

2,151 894 967 290

100.0 41.6 45.0 13.5

1,658 652 808 198

100.0 39.3 48.7 11.9

670 285 321 64

100.0 42.5 47.9 9.6

834 397 356 81

100.0 47.6 42.7 9.7

527 302 189 36

100.0 57.3 35.9 6.8

358 220 101 37

100.0 61.5 28.2 10.3

87 57 20 10

100.0 65.5 23.0 11.5

213 72 72 69

100.0 33.8 33.8 32.4

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

90 

 

７. 治療と仕事の両立支援 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ
た

取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と
変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 564 3,185 18 430 2,037 1,040

100.0 7.8 43.8 0.2 5.9 28.0 14.3

55 5 19 - 3 19 9

100.0 9.1 34.5 - 5.5 34.5 16.4

7 - 2 - - 2 3

100.0 - 28.6 - - 28.6 42.9

27 1 9 - 2 12 3

100.0 3.7 33.3 - 7.4 44.4 11.1

800 73 357 - 50 218 102

100.0 9.1 44.6 - 6.3 27.3 12.8

1,960 134 928 2 127 542 227

100.0 6.8 47.3 0.1 6.5 27.7 11.6

126 4 68 - 4 34 16

100.0 3.2 54.0 - 3.2 27.0 12.7

162 8 78 3 10 47 16

100.0 4.9 48.1 1.9 6.2 29.0 9.9

780 75 352 1 42 197 113

100.0 9.6 45.1 0.1 5.4 25.3 14.5

607 49 244 4 44 189 77

100.0 8.1 40.2 0.7 7.2 31.1 12.7

92 23 47 - 2 15 5

100.0 25.0 51.1 - 2.2 16.3 5.4

31 2 9 - 2 15 3

100.0 6.5 29.0 - 6.5 48.4 9.7

129 8 53 - 10 47 11

100.0 6.2 41.1 - 7.8 36.4 8.5

104 4 43 1 4 33 19

100.0 3.8 41.3 1.0 3.8 31.7 18.3

54 4 21 - 1 19 9

100.0 7.4 38.9 - 1.9 35.2 16.7

130 13 49 - 13 30 25

100.0 10.0 37.7 - 10.0 23.1 19.2

1,039 85 426 5 60 288 175

100.0 8.2 41.0 0.5 5.8 27.7 16.8

60 9 19 - 3 15 14

100.0 15.0 31.7 - 5.0 25.0 23.3

486 23 207 - 30 161 65

100.0 4.7 42.6 - 6.2 33.1 13.4

166 12 82 1 4 43 24

100.0 7.2 49.4 0.6 2.4 25.9 14.5

101 5 47 - 1 29 19

100.0 5.0 46.5 - 1.0 28.7 18.8

358 27 125 1 18 82 105

100.0 7.5 34.9 0.3 5.0 22.9 29.3

776 45 288 - 38 256 149

100.0 5.8 37.1 - 4.9 33.0 19.2

2,151 131 928 1 117 648 326

100.0 6.1 43.1 0.0 5.4 30.1 15.2

1,658 129 677 4 87 526 235

100.0 7.8 40.8 0.2 5.2 31.7 14.2

670 38 288 6 69 196 73

100.0 5.7 43.0 0.9 10.3 29.3 10.9

834 98 383 3 61 195 94

100.0 11.8 45.9 0.4 7.3 23.4 11.3

527 54 300 1 29 99 44

100.0 10.2 56.9 0.2 5.5 18.8 8.3

358 44 200 1 17 55 41

100.0 12.3 55.9 0.3 4.7 15.4 11.5

87 12 46 1 5 12 11

100.0 13.8 52.9 1.1 5.7 13.8 12.6

213 13 75 1 7 50 67

100.0 6.1 35.2 0.5 3.3 23.5 31.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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８. 化学物質による健康障害防止対策 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

    
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

7,274 2,277 3,978 1,019

100.0 31.3 54.7 14.0

55 13 33 9

100.0 23.6 60.0 16.4

7 - 4 3

100.0 - 57.1 42.9

27 9 13 5

100.0 33.3 48.1 18.5

800 257 444 99

100.0 32.1 55.5 12.4

1,960 1,051 697 212

100.0 53.6 35.6 10.8

126 55 59 12

100.0 43.7 46.8 9.5

162 17 128 17

100.0 10.5 79.0 10.5

780 147 525 108

100.0 18.8 67.3 13.8

607 112 423 72

100.0 18.5 69.7 11.9

92 15 68 9

100.0 16.3 73.9 9.8

31 4 26 1

100.0 12.9 83.9 3.2

129 39 78 12

100.0 30.2 60.5 9.3

104 13 73 18

100.0 12.5 70.2 17.3

54 5 42 7

100.0 9.3 77.8 13.0

130 29 77 24

100.0 22.3 59.2 18.5

1,039 189 659 191

100.0 18.2 63.4 18.4

60 11 39 10

100.0 18.3 65.0 16.7

486 114 314 58

100.0 23.5 64.6 11.9

166 58 76 32

100.0 34.9 45.8 19.3

101 35 46 20

100.0 34.7 45.5 19.8

358 104 154 100

100.0 29.1 43.0 27.9

776 183 466 127

100.0 23.6 60.1 16.4

2,151 524 1,281 346

100.0 24.4 59.6 16.1

1,658 421 1,016 221

100.0 25.4 61.3 13.3

670 224 378 68

100.0 33.4 56.4 10.1

834 355 383 96

100.0 42.6 45.9 11.5

527 287 196 44

100.0 54.5 37.2 8.3

358 191 131 36

100.0 53.4 36.6 10.1

87 44 30 13

100.0 50.6 34.5 14.9

213 48 97 68

100.0 22.5 45.5 31.9

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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８. 化学物質による健康障害防止対策 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ
た

取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と
変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 315 2,523 17 219 3,030 1,170

100.0 4.3 34.7 0.2 3.0 41.7 16.1

55 2 15 - 3 24 11

100.0 3.6 27.3 - 5.5 43.6 20.0

7 - - - - 4 3

100.0 - - - - 57.1 42.9

27 2 8 - 1 11 5

100.0 7.4 29.6 - 3.7 40.7 18.5

800 33 295 - 30 326 116

100.0 4.1 36.9 - 3.8 40.8 14.5

1,960 110 1,024 6 61 510 249

100.0 5.6 52.2 0.3 3.1 26.0 12.7

126 4 58 1 3 43 17

100.0 3.2 46.0 0.8 2.4 34.1 13.5

162 3 27 1 2 109 20

100.0 1.9 16.7 0.6 1.2 67.3 12.3

780 28 175 4 32 409 132

100.0 3.6 22.4 0.5 4.1 52.4 16.9

607 24 160 1 22 316 84

100.0 4.0 26.4 0.2 3.6 52.1 13.8

92 5 19 - 1 58 9

100.0 5.4 20.7 - 1.1 63.0 9.8

31 1 6 - - 21 3

100.0 3.2 19.4 - - 67.7 9.7

129 5 43 - 2 68 11

100.0 3.9 33.3 - 1.6 52.7 8.5

104 5 31 1 1 45 21

100.0 4.8 29.8 1.0 1.0 43.3 20.2

54 2 10 - 3 30 9

100.0 3.7 18.5 - 5.6 55.6 16.7

130 8 31 - 3 62 26

100.0 6.2 23.8 - 2.3 47.7 20.0

1,039 44 257 2 32 495 209

100.0 4.2 24.7 0.2 3.1 47.6 20.1

60 5 13 - - 27 15

100.0 8.3 21.7 - - 45.0 25.0

486 12 145 - 16 246 67

100.0 2.5 29.8 - 3.3 50.6 13.8

166 3 62 1 2 67 31

100.0 1.8 37.3 0.6 1.2 40.4 18.7

101 3 40 - - 35 23

100.0 3.0 39.6 - - 34.7 22.8

358 16 104 - 5 124 109

100.0 4.5 29.1 - 1.4 34.6 30.4

776 25 223 - 28 343 157

100.0 3.2 28.7 - 3.6 44.2 20.2

2,151 69 641 4 81 978 378

100.0 3.2 29.8 0.2 3.8 45.5 17.6

1,658 75 492 6 42 776 267

100.0 4.5 29.7 0.4 2.5 46.8 16.1

670 30 243 3 24 291 79

100.0 4.5 36.3 0.4 3.6 43.4 11.8

834 53 346 2 23 302 108

100.0 6.4 41.5 0.2 2.8 36.2 12.9

527 32 289 1 13 136 56

100.0 6.1 54.8 0.2 2.5 25.8 10.6

358 21 186 1 6 102 42

100.0 5.9 52.0 0.3 1.7 28.5 11.7

87 5 41 - 1 26 14

100.0 5.7 47.1 - 1.1 29.9 16.1

213 5 62 - 1 76 69

100.0 2.3 29.1 - 0.5 35.7 32.4

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問６ 利用したサービスについてお伺いします。 

（１）平成 30年度から現在までの間のサービスの利用の有無について、○印を付けてください。 

（２）（１）で利用したことがあるサービスについて、事業場における産業保健活動に役立ったかどう

か、該当する番号に○印を付けてください。 

 

（１）平成 30年度から現在までの間のサービスの利用の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったかどうか 

 

  

(N = 7,274)

産業保健研修

産業保健相談員による相談対応

メンタルヘルス対策促進員による支援

両立支援促進員による支援

図書、測定機器等の閲覧・貸出

メルマガ、ホームページ等による
情報提供

健診結果の医師の意見聴取

長時間労働者に対する面接指導

高ストレス者に対する面接指導

健康相談

職場巡視等の個別訪問支援

地域の産業保健に関する情報提供

31.1

15.6

8.9

3.4

3.4

19.7

50.8

8.3

5.0

17.9

6.7

11.4

51.5

64.2

70.4

75.2

75.0

59.3

37.3

71.7

74.5

63.6

73.1

68.2

17.4

20.2

20.7

21.5

21.6

21.0

11.9

20.1

20.5

18.5

20.3

20.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有 無 無回答

N=

産業保健研修 2,262

産業保健相談員による相談対応 1,134

メンタルヘルス対策促進員による支援 646

両立支援促進員による支援 244

図書、測定機器等の閲覧・貸出 248

メルマガ、ホームページ等による
情報提供

1,430

健診結果の医師の意見聴取 3,698

長時間労働者に対する面接指導 601

高ストレス者に対する面接指導 367

健康相談 1,303

職場巡視等の個別訪問支援 485

地域の産業保健に関する情報提供 832

45.8

43.3

52.2

47.5

55.2

31.5

49.0

34.9

34.6

42.3

42.1

37.9

47.1

44.8

38.1

39.3

37.1

56.6

40.8

49.4

45.5

45.2

43.9

49.3

3.4

5.8

5.3

7.0

2.8

7.0

4.7

7.7

10.1

5.1

6.4

5.6

0.2

0.2

0.3

0.4

0.0

0.3

0.4

0.0

0.5

0.2

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

0.1

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

3.5

5.9

4.2

5.7

4.8

4.5

5.0

7.8

9.3

7.1

7.6

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大変

役に立った

役に立った どちらとも

言えない

あまり役に

立たなかった

役に立たなかった 無回答
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１. 産業保健研修 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 2,262 3,743 1,269

100.0 31.1 51.5 17.4

55 14 29 12

100.0 25.5 52.7 21.8

7 - 3 4

100.0 - 42.9 57.1

27 2 20 5

100.0 7.4 74.1 18.5

800 125 497 178

100.0 15.6 62.1 22.3

1,960 596 1,026 338

100.0 30.4 52.3 17.2

126 28 74 24

100.0 22.2 58.7 19.0

162 80 64 18

100.0 49.4 39.5 11.1

780 139 494 147

100.0 17.8 63.3 18.8

607 128 371 108

100.0 21.1 61.1 17.8

92 56 30 6

100.0 60.9 32.6 6.5

31 7 21 3

100.0 22.6 67.7 9.7

129 45 70 14

100.0 34.9 54.3 10.9

104 10 70 24

100.0 9.6 67.3 23.1

54 12 34 8

100.0 22.2 63.0 14.8

130 66 43 21

100.0 50.8 33.1 16.2

1,039 505 400 134

100.0 48.6 38.5 12.9

60 26 26 8

100.0 43.3 43.3 13.3

486 125 271 90

100.0 25.7 55.8 18.5

166 96 45 25

100.0 57.8 27.1 15.1

101 33 54 14

100.0 32.7 53.5 13.9

358 169 101 88

100.0 47.2 28.2 24.6

776 94 507 175

100.0 12.1 65.3 22.6

2,151 183 1,452 516

100.0 8.5 67.5 24.0

1,658 250 1,092 316

100.0 15.1 65.9 19.1

670 347 252 71

100.0 51.8 37.6 10.6

834 554 213 67

100.0 66.4 25.5 8.0

527 383 99 45

100.0 72.7 18.8 8.5

358 281 60 17

100.0 78.5 16.8 4.7

87 67 15 5

100.0 77.0 17.2 5.7

213 103 53 57

100.0 48.4 24.9 26.8

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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１. 産業保健研修 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

2,262 1,036 1,065 76 5 1 79

100.0 45.8 47.1 3.4 0.2 0.0 3.5

14 3 9 2 - - -

100.0 21.4 64.3 14.3 - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

2 1 1 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

125 57 59 5 1 - 3

100.0 45.6 47.2 4.0 0.8 - 2.4

596 279 275 24 1 - 17

100.0 46.8 46.1 4.0 0.2 - 2.9

28 16 11 1 - - -

100.0 57.1 39.3 3.6 - - -

80 34 40 2 1 - 3

100.0 42.5 50.0 2.5 1.3 - 3.8

139 64 64 6 - - 5

100.0 46.0 46.0 4.3 - - 3.6

128 63 54 6 1 - 4

100.0 49.2 42.2 4.7 0.8 - 3.1

56 32 21 1 - - 2

100.0 57.1 37.5 1.8 - - 3.6

7 2 5 - - - -

100.0 28.6 71.4 - - - -

45 19 25 - - - 1

100.0 42.2 55.6 - - - 2.2

10 7 3 - - - -

100.0 70.0 30.0 - - - -

12 4 7 - - - 1

100.0 33.3 58.3 - - - 8.3

66 31 32 1 - - 2

100.0 47.0 48.5 1.5 - - 3.0

505 217 243 17 1 1 26

100.0 43.0 48.1 3.4 0.2 0.2 5.1

26 15 10 - - - 1

100.0 57.7 38.5 - - - 3.8

125 56 65 1 - - 3

100.0 44.8 52.0 0.8 - - 2.4

96 46 47 2 - - 1

100.0 47.9 49.0 2.1 - - 1.0

33 12 19 - - - 2

100.0 36.4 57.6 - - - 6.1

169 78 75 8 - - 8

100.0 46.2 44.4 4.7 - - 4.7

94 41 48 2 - - 3

100.0 43.6 51.1 2.1 - - 3.2

183 64 108 6 1 - 4

100.0 35.0 59.0 3.3 0.5 - 2.2

250 139 96 9 - - 6

100.0 55.6 38.4 3.6 - - 2.4

347 154 169 9 1 - 14

100.0 44.4 48.7 2.6 0.3 - 4.0

554 236 270 20 3 - 25

100.0 42.6 48.7 3.6 0.5 - 4.5

383 168 196 8 - 1 10

100.0 43.9 51.2 2.1 - 0.3 2.6

281 144 113 15 - - 9

100.0 51.2 40.2 5.3 - - 3.2

67 40 26 - - - 1

100.0 59.7 38.8 - - - 1.5

103 50 39 7 - - 7

100.0 48.5 37.9 6.8 - - 6.8

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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２. 産業保健相談員による相談対応 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 1,134 4,670 1,470

100.0 15.6 64.2 20.2

55 14 31 10

100.0 25.5 56.4 18.2

7 2 2 3

100.0 28.6 28.6 42.9

27 3 19 5

100.0 11.1 70.4 18.5

800 147 472 181

100.0 18.4 59.0 22.6

1,960 339 1,253 368

100.0 17.3 63.9 18.8

126 16 86 24

100.0 12.7 68.3 19.0

162 21 119 22

100.0 13.0 73.5 13.6

780 153 475 152

100.0 19.6 60.9 19.5

607 99 395 113

100.0 16.3 65.1 18.6

92 16 64 12

100.0 17.4 69.6 13.0

31 2 26 3

100.0 6.5 83.9 9.7

129 23 87 19

100.0 17.8 67.4 14.7

104 16 63 25

100.0 15.4 60.6 24.0

54 6 38 10

100.0 11.1 70.4 18.5

130 14 85 31

100.0 10.8 65.4 23.8

1,039 118 729 192

100.0 11.4 70.2 18.5

60 8 40 12

100.0 13.3 66.7 20.0

486 63 322 101

100.0 13.0 66.3 20.8

166 13 112 41

100.0 7.8 67.5 24.7

101 13 69 19

100.0 12.9 68.3 18.8

358 48 183 127

100.0 13.4 51.1 35.5

776 111 484 181

100.0 14.3 62.4 23.3

2,151 365 1,290 496

100.0 17.0 60.0 23.1

1,658 306 1,048 304

100.0 18.5 63.2 18.3

670 91 469 110

100.0 13.6 70.0 16.4

834 115 578 141

100.0 13.8 69.3 16.9

527 65 370 92

100.0 12.3 70.2 17.5

358 47 259 52

100.0 13.1 72.3 14.5

87 7 68 12

100.0 8.0 78.2 13.8

213 27 104 82

100.0 12.7 48.8 38.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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２. 産業保健相談員による相談対応 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

1,134 491 508 66 2 - 67

100.0 43.3 44.8 5.8 0.2 - 5.9

14 7 7 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

2 1 - - - - 1

100.0 50.0 - - - - 50.0

3 - 2 1 - - -

100.0 - 66.7 33.3 - - -

147 60 72 10 - - 5

100.0 40.8 49.0 6.8 - - 3.4

339 141 163 16 1 - 18

100.0 41.6 48.1 4.7 0.3 - 5.3

16 6 8 - 1 - 1

100.0 37.5 50.0 - 6.3 - 6.3

21 6 12 3 - - -

100.0 28.6 57.1 14.3 - - -

153 71 63 7 - - 12

100.0 46.4 41.2 4.6 - - 7.8

99 40 47 8 - - 4

100.0 40.4 47.5 8.1 - - 4.0

16 11 3 - - - 2

100.0 68.8 18.8 - - - 12.5

2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

23 12 10 1 - - -

100.0 52.2 43.5 4.3 - - -

16 7 8 - - - 1

100.0 43.8 50.0 - - - 6.3

6 4 - 1 - - 1

100.0 66.7 - 16.7 - - 16.7

14 6 7 - - - 1

100.0 42.9 50.0 - - - 7.1

118 53 49 7 - - 9

100.0 44.9 41.5 5.9 - - 7.6

8 7 1 - - - -

100.0 87.5 12.5 - - - -

63 24 27 4 - - 8

100.0 38.1 42.9 6.3 - - 12.7

13 6 5 1 - - 1

100.0 46.2 38.5 7.7 - - 7.7

13 6 5 - - - 2

100.0 46.2 38.5 - - - 15.4

48 21 19 7 - - 1

100.0 43.8 39.6 14.6 - - 2.1

111 43 52 9 1 - 6

100.0 38.7 46.8 8.1 0.9 - 5.4

365 131 190 21 - - 23

100.0 35.9 52.1 5.8 - - 6.3

306 135 134 20 1 - 16

100.0 44.1 43.8 6.5 0.3 - 5.2

91 42 40 6 - - 3

100.0 46.2 44.0 6.6 - - 3.3

115 54 48 4 - - 9

100.0 47.0 41.7 3.5 - - 7.8

65 35 24 3 - - 3

100.0 53.8 36.9 4.6 - - 4.6

47 29 12 2 - - 4

100.0 61.7 25.5 4.3 - - 8.5

7 3 3 - - - 1

100.0 42.9 42.9 - - - 14.3

27 19 5 1 - - 2

100.0 70.4 18.5 3.7 - - 7.4

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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３. メンタルヘルス対策促進員による支援 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 646 5,124 1,504

100.0 8.9 70.4 20.7

55 4 38 13

100.0 7.3 69.1 23.6

7 - 3 4

100.0 - 42.9 57.1

27 2 20 5

100.0 7.4 74.1 18.5

800 53 560 187

100.0 6.6 70.0 23.4

1,960 194 1,389 377

100.0 9.9 70.9 19.2

126 13 88 25

100.0 10.3 69.8 19.8

162 17 127 18

100.0 10.5 78.4 11.1

780 51 570 159

100.0 6.5 73.1 20.4

607 53 439 115

100.0 8.7 72.3 18.9

92 10 69 13

100.0 10.9 75.0 14.1

31 2 26 3

100.0 6.5 83.9 9.7

129 15 94 20

100.0 11.6 72.9 15.5

104 4 74 26

100.0 3.8 71.2 25.0

54 3 41 10

100.0 5.6 75.9 18.5

130 11 88 31

100.0 8.5 67.7 23.8

1,039 117 730 192

100.0 11.3 70.3 18.5

60 6 42 12

100.0 10.0 70.0 20.0

486 47 334 105

100.0 9.7 68.7 21.6

166 5 119 42

100.0 3.0 71.7 25.3

101 8 73 20

100.0 7.9 72.3 19.8

358 31 200 127

100.0 8.7 55.9 35.5

776 54 539 183

100.0 7.0 69.5 23.6

2,151 110 1,517 524

100.0 5.1 70.5 24.4

1,658 123 1,209 326

100.0 7.4 72.9 19.7

670 116 450 104

100.0 17.3 67.2 15.5

834 134 564 136

100.0 16.1 67.6 16.3

527 65 375 87

100.0 12.3 71.2 16.5

358 23 283 52

100.0 6.4 79.1 14.5

87 8 67 12

100.0 9.2 77.0 13.8

213 13 120 80

100.0 6.1 56.3 37.6

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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３. メンタルヘルス対策促進員による支援 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

646 337 246 34 2 - 27

100.0 52.2 38.1 5.3 0.3 - 4.2

4 3 1 - - - -

100.0 75.0 25.0 - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

2 - 2 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -

53 29 16 4 - - 4

100.0 54.7 30.2 7.5 - - 7.5

194 96 80 8 2 - 8

100.0 49.5 41.2 4.1 1.0 - 4.1

13 8 5 - - - -

100.0 61.5 38.5 - - - -

17 7 7 3 - - -

100.0 41.2 41.2 17.6 - - -

51 21 24 5 - - 1

100.0 41.2 47.1 9.8 - - 2.0

53 34 16 1 - - 2

100.0 64.2 30.2 1.9 - - 3.8

10 5 5 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

15 10 4 1 - - -

100.0 66.7 26.7 6.7 - - -

4 2 2 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

3 1 2 - - - -

100.0 33.3 66.7 - - - -

11 7 3 1 - - -

100.0 63.6 27.3 9.1 - - -

117 59 44 6 - - 8

100.0 50.4 37.6 5.1 - - 6.8

6 5 1 - - - -

100.0 83.3 16.7 - - - -

47 25 16 4 - - 2

100.0 53.2 34.0 8.5 - - 4.3

5 2 3 - - - -

100.0 40.0 60.0 - - - -

8 7 - - - - 1

100.0 87.5 - - - - 12.5

31 14 15 1 - - 1

100.0 45.2 48.4 3.2 - - 3.2

54 28 20 3 - - 3

100.0 51.9 37.0 5.6 - - 5.6

110 54 43 7 1 - 5

100.0 49.1 39.1 6.4 0.9 - 4.5

123 79 40 1 - - 3

100.0 64.2 32.5 0.8 - - 2.4

116 65 45 5 - - 1

100.0 56.0 38.8 4.3 - - 0.9

134 61 55 10 - - 8

100.0 45.5 41.0 7.5 - - 6.0

65 31 26 5 1 - 2

100.0 47.7 40.0 7.7 1.5 - 3.1

23 9 9 2 - - 3

100.0 39.1 39.1 8.7 - - 13.0

8 2 4 - - - 2

100.0 25.0 50.0 - - - 25.0

13 8 4 1 - - -

100.0 61.5 30.8 7.7 - - -

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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４．両立支援促進員による支援 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 244 5,468 1,562

100.0 3.4 75.2 21.5

55 1 40 14

100.0 1.8 72.7 25.5

7 - 3 4

100.0 - 42.9 57.1

27 - 22 5

100.0 - 81.5 18.5

800 23 586 191

100.0 2.9 73.3 23.9

1,960 63 1,504 393

100.0 3.2 76.7 20.1

126 2 97 27

100.0 1.6 77.0 21.4

162 7 133 22

100.0 4.3 82.1 13.6

780 27 592 161

100.0 3.5 75.9 20.6

607 24 462 121

100.0 4.0 76.1 19.9

92 6 74 12

100.0 6.5 80.4 13.0

31 - 28 3

100.0 - 90.3 9.7

129 5 105 19

100.0 3.9 81.4 14.7

104 3 75 26

100.0 2.9 72.1 25.0

54 - 44 10

100.0 - 81.5 18.5

130 4 92 34

100.0 3.1 70.8 26.2

1,039 44 790 205

100.0 4.2 76.0 19.7

60 4 44 12

100.0 6.7 73.3 20.0

486 8 366 112

100.0 1.6 75.3 23.0

166 3 121 42

100.0 1.8 72.9 25.3

101 4 77 20

100.0 4.0 76.2 19.8

358 16 213 129

100.0 4.5 59.5 36.0

776 13 572 191

100.0 1.7 73.7 24.6

2,151 37 1,579 535

100.0 1.7 73.4 24.9

1,658 51 1,274 333

100.0 3.1 76.8 20.1

670 38 519 113

100.0 5.7 77.5 16.9

834 55 632 147

100.0 6.6 75.8 17.6

527 20 412 95

100.0 3.8 78.2 18.0

358 19 287 52

100.0 5.3 80.2 14.5

87 6 68 13

100.0 6.9 78.2 14.9

213 5 125 83

100.0 2.3 58.7 39.0

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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４．両立支援促進員による支援 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

244 116 96 17 1 - 14

100.0 47.5 39.3 7.0 0.4 - 5.7

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

23 9 11 3 - - -

100.0 39.1 47.8 13.0 - - -

63 23 27 6 1 - 6

100.0 36.5 42.9 9.5 1.6 - 9.5

2 1 1 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

7 3 3 1 - - -

100.0 42.9 42.9 14.3 - - -

27 12 13 2 - - -

100.0 44.4 48.1 7.4 - - -

24 14 8 1 - - 1

100.0 58.3 33.3 4.2 - - 4.2

6 5 1 - - - -

100.0 83.3 16.7 - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

5 3 2 - - - -

100.0 60.0 40.0 - - - -

3 2 1 - - - -

100.0 66.7 33.3 - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

4 3 1 - - - -

100.0 75.0 25.0 - - - -

44 25 12 3 - - 4

100.0 56.8 27.3 6.8 - - 9.1

4 2 2 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

8 3 4 - - - 1

100.0 37.5 50.0 - - - 12.5

3 - 2 - - - 1

100.0 - 66.7 - - - 33.3

4 2 1 1 - - -

100.0 50.0 25.0 25.0 - - -

16 8 7 - - - 1

100.0 50.0 43.8 - - - 6.3

13 3 9 - - - 1

100.0 23.1 69.2 - - - 7.7

37 12 19 3 - - 3

100.0 32.4 51.4 8.1 - - 8.1

51 37 11 2 - - 1

100.0 72.5 21.6 3.9 - - 2.0

38 16 18 2 - - 2

100.0 42.1 47.4 5.3 - - 5.3

55 29 18 5 - - 3

100.0 52.7 32.7 9.1 - - 5.5

20 6 9 2 1 - 2

100.0 30.0 45.0 10.0 5.0 - 10.0

19 8 6 3 - - 2

100.0 42.1 31.6 15.8 - - 10.5

6 1 5 - - - -

100.0 16.7 83.3 - - - -

5 4 1 - - - -

100.0 80.0 20.0 - - - -

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

102 

 

５. 図書、測定機器等の閲覧・貸出 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 248 5,458 1,568

100.0 3.4 75.0 21.6

55 1 40 14

100.0 1.8 72.7 25.5

7 - 3 4

100.0 - 42.9 57.1

27 - 22 5

100.0 - 81.5 18.5

800 23 589 188

100.0 2.9 73.6 23.5

1,960 61 1,494 405

100.0 3.1 76.2 20.7

126 4 96 26

100.0 3.2 76.2 20.6

162 8 131 23

100.0 4.9 80.9 14.2

780 19 601 160

100.0 2.4 77.1 20.5

607 26 461 120

100.0 4.3 75.9 19.8

92 6 74 12

100.0 6.5 80.4 13.0

31 1 27 3

100.0 3.2 87.1 9.7

129 5 103 21

100.0 3.9 79.8 16.3

104 3 75 26

100.0 2.9 72.1 25.0

54 - 44 10

100.0 - 81.5 18.5

130 4 94 32

100.0 3.1 72.3 24.6

1,039 43 793 203

100.0 4.1 76.3 19.5

60 3 45 12

100.0 5.0 75.0 20.0

486 12 363 111

100.0 2.5 74.7 22.8

166 7 117 42

100.0 4.2 70.5 25.3

101 3 79 19

100.0 3.0 78.2 18.8

358 19 207 132

100.0 5.3 57.8 36.9

776 14 567 195

100.0 1.8 73.1 25.1

2,151 22 1,590 539

100.0 1.0 73.9 25.1

1,658 68 1,256 334

100.0 4.1 75.8 20.1

670 27 529 114

100.0 4.0 79.0 17.0

834 54 637 143

100.0 6.5 76.4 17.1

527 32 400 95

100.0 6.1 75.9 18.0

358 15 291 52

100.0 4.2 81.3 14.5

87 6 68 13

100.0 6.9 78.2 14.9

213 10 120 83

100.0 4.7 56.3 39.0

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

103 

 

５. 図書、測定機器等の閲覧・貸出 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

248 137 92 7 - - 12

100.0 55.2 37.1 2.8 - - 4.8

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

23 12 10 1 - - -

100.0 52.2 43.5 4.3 - - -

61 27 28 1 - - 5

100.0 44.3 45.9 1.6 - - 8.2

4 3 1 - - - -

100.0 75.0 25.0 - - - -

8 3 5 - - - -

100.0 37.5 62.5 - - - -

19 7 10 - - - 2

100.0 36.8 52.6 - - - 10.5

26 19 6 - - - 1

100.0 73.1 23.1 - - - 3.8

6 5 1 - - - -

100.0 83.3 16.7 - - - -

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

5 4 1 - - - -

100.0 80.0 20.0 - - - -

3 3 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

4 3 1 - - - -

100.0 75.0 25.0 - - - -

43 24 14 2 - - 3

100.0 55.8 32.6 4.7 - - 7.0

3 3 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

12 5 5 1 - - 1

100.0 41.7 41.7 8.3 - - 8.3

7 4 3 - - - -

100.0 57.1 42.9 - - - -

3 1 1 1 - - -

100.0 33.3 33.3 33.3 - - -

19 12 6 1 - - -

100.0 63.2 31.6 5.3 - - -

14 7 6 1 - - -

100.0 50.0 42.9 7.1 - - -

22 6 12 1 - - 3

100.0 27.3 54.5 4.5 - - 13.6

68 51 15 - - - 2

100.0 75.0 22.1 - - - 2.9

27 16 11 - - - -

100.0 59.3 40.7 - - - -

54 31 20 - - - 3

100.0 57.4 37.0 - - - 5.6

32 13 16 2 - - 1

100.0 40.6 50.0 6.3 - - 3.1

15 6 5 1 - - 3

100.0 40.0 33.3 6.7 - - 20.0

6 2 4 - - - -

100.0 33.3 66.7 - - - -

10 5 3 2 - - -

100.0 50.0 30.0 20.0 - - -

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

104 

 

６. メルマガ、ホームページ等による情報提供 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 1,430 4,314 1,530

100.0 19.7 59.3 21.0

55 4 37 14

100.0 7.3 67.3 25.5

7 - 3 4

100.0 - 42.9 57.1

27 1 20 6

100.0 3.7 74.1 22.2

800 105 506 189

100.0 13.1 63.3 23.6

1,960 417 1,149 394

100.0 21.3 58.6 20.1

126 23 76 27

100.0 18.3 60.3 21.4

162 54 85 23

100.0 33.3 52.5 14.2

780 109 511 160

100.0 14.0 65.5 20.5

607 103 385 119

100.0 17.0 63.4 19.6

92 27 56 9

100.0 29.3 60.9 9.8

31 5 23 3

100.0 16.1 74.2 9.7

129 35 73 21

100.0 27.1 56.6 16.3

104 13 63 28

100.0 12.5 60.6 26.9

54 7 39 8

100.0 13.0 72.2 14.8

130 34 67 29

100.0 26.2 51.5 22.3

1,039 235 614 190

100.0 22.6 59.1 18.3

60 17 32 11

100.0 28.3 53.3 18.3

486 99 279 108

100.0 20.4 57.4 22.2

166 42 86 38

100.0 25.3 51.8 22.9

101 18 62 21

100.0 17.8 61.4 20.8

358 82 148 128

100.0 22.9 41.3 35.8

776 80 506 190

100.0 10.3 65.2 24.5

2,151 175 1,435 541

100.0 8.1 66.7 25.2

1,658 218 1,098 342

100.0 13.1 66.2 20.6

670 184 379 107

100.0 27.5 56.6 16.0

834 310 392 132

100.0 37.2 47.0 15.8

527 214 230 83

100.0 40.6 43.6 15.7

358 171 139 48

100.0 47.8 38.8 13.4

87 27 48 12

100.0 31.0 55.2 13.8

213 51 87 75

100.0 23.9 40.8 35.2

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

105 

 

６. メルマガ、ホームページ等による情報提供 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

1,430 450 810 100 4 2 64

100.0 31.5 56.6 7.0 0.3 0.1 4.5

4 1 3 - - - -

100.0 25.0 75.0 - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

1 - - - - - 1

100.0 - - - - - 100.0

105 23 69 10 - - 3

100.0 21.9 65.7 9.5 - - 2.9

417 117 250 27 1 1 21

100.0 28.1 60.0 6.5 0.2 0.2 5.0

23 12 9 2 - - -

100.0 52.2 39.1 8.7 - - -

54 8 42 1 - - 3

100.0 14.8 77.8 1.9 - - 5.6

109 36 58 7 - - 8

100.0 33.0 53.2 6.4 - - 7.3

103 34 56 11 - - 2

100.0 33.0 54.4 10.7 - - 1.9

27 11 14 - - - 2

100.0 40.7 51.9 - - - 7.4

5 2 3 - - - -

100.0 40.0 60.0 - - - -

35 8 23 2 1 - 1

100.0 22.9 65.7 5.7 2.9 - 2.9

13 6 5 1 - - 1

100.0 46.2 38.5 7.7 - - 7.7

7 1 4 2 - - -

100.0 14.3 57.1 28.6 - - -

34 13 18 2 - - 1

100.0 38.2 52.9 5.9 - - 2.9

235 90 119 15 1 - 10

100.0 38.3 50.6 6.4 0.4 - 4.3

17 8 7 - 1 - 1

100.0 47.1 41.2 - 5.9 - 5.9

99 30 58 5 - 1 5

100.0 30.3 58.6 5.1 - 1.0 5.1

42 17 19 5 - - 1

100.0 40.5 45.2 11.9 - - 2.4

18 7 7 2 - - 2

100.0 38.9 38.9 11.1 - - 11.1

82 26 46 8 - - 2

100.0 31.7 56.1 9.8 - - 2.4

80 24 47 6 - - 3

100.0 30.0 58.8 7.5 - - 3.8

175 45 97 22 - 1 10

100.0 25.7 55.4 12.6 - 0.6 5.7

218 83 112 15 1 1 6

100.0 38.1 51.4 6.9 0.5 0.5 2.8

184 56 103 18 1 - 6

100.0 30.4 56.0 9.8 0.5 - 3.3

310 85 194 16 1 - 14

100.0 27.4 62.6 5.2 0.3 - 4.5

214 76 119 8 - - 11

100.0 35.5 55.6 3.7 - - 5.1

171 51 99 9 1 - 11

100.0 29.8 57.9 5.3 0.6 - 6.4

27 10 15 1 - - 1

100.0 37.0 55.6 3.7 - - 3.7

51 20 24 5 - - 2

100.0 39.2 47.1 9.8 - - 3.9

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

106 

 

７. 健診結果の医師の意見聴取 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 3,698 2,713 863

100.0 50.8 37.3 11.9

55 37 12 6

100.0 67.3 21.8 10.9

7 6 - 1

100.0 85.7 - 14.3

27 20 7 -

100.0 74.1 25.9 -

800 580 165 55

100.0 72.5 20.6 6.9

1,960 1,018 747 195

100.0 51.9 38.1 9.9

126 65 46 15

100.0 51.6 36.5 11.9

162 57 85 20

100.0 35.2 52.5 12.3

780 554 169 57

100.0 71.0 21.7 7.3

607 376 180 51

100.0 61.9 29.7 8.4

92 15 66 11

100.0 16.3 71.7 12.0

31 19 11 1

100.0 61.3 35.5 3.2

129 62 53 14

100.0 48.1 41.1 10.9

104 68 23 13

100.0 65.4 22.1 12.5

54 22 24 8

100.0 40.7 44.4 14.8

130 39 66 25

100.0 30.0 50.8 19.2

1,039 302 563 174

100.0 29.1 54.2 16.7

60 29 27 4

100.0 48.3 45.0 6.7

486 254 182 50

100.0 52.3 37.4 10.3

166 16 107 43

100.0 9.6 64.5 25.9

101 45 39 17

100.0 44.6 38.6 16.8

358 114 141 103

100.0 31.8 39.4 28.8

776 506 194 76

100.0 65.2 25.0 9.8

2,151 1,653 350 148

100.0 76.8 16.3 6.9

1,658 1,233 333 92

100.0 74.4 20.1 5.5

670 113 439 118

100.0 16.9 65.5 17.6

834 84 578 172

100.0 10.1 69.3 20.6

527 30 389 108

100.0 5.7 73.8 20.5

358 18 280 60

100.0 5.0 78.2 16.8

87 4 66 17

100.0 4.6 75.9 19.5

213 57 84 72

100.0 26.8 39.4 33.8

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

107 

 

７. 健診結果の医師の意見聴取 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

3,698 1,813 1,508 174 13 5 185

100.0 49.0 40.8 4.7 0.4 0.1 5.0

37 22 9 2 - - 4

100.0 59.5 24.3 5.4 - - 10.8

6 5 1 - - - -

100.0 83.3 16.7 - - - -

20 10 6 1 - - 3

100.0 50.0 30.0 5.0 - - 15.0

580 288 244 22 2 1 23

100.0 49.7 42.1 3.8 0.3 0.2 4.0

1,018 490 417 50 4 1 56

100.0 48.1 41.0 4.9 0.4 0.1 5.5

65 34 27 1 1 - 2

100.0 52.3 41.5 1.5 1.5 - 3.1

57 25 22 8 - - 2

100.0 43.9 38.6 14.0 - - 3.5

554 286 220 21 - 2 25

100.0 51.6 39.7 3.8 - 0.4 4.5

376 170 166 17 - 1 22

100.0 45.2 44.1 4.5 - 0.3 5.9

15 8 6 - - - 1

100.0 53.3 40.0 - - - 6.7

19 11 8 - - - -

100.0 57.9 42.1 - - - -

62 24 28 5 2 - 3

100.0 38.7 45.2 8.1 3.2 - 4.8

68 35 26 3 - - 4

100.0 51.5 38.2 4.4 - - 5.9

22 10 9 3 - - -

100.0 45.5 40.9 13.6 - - -

39 20 16 2 - - 1

100.0 51.3 41.0 5.1 - - 2.6

302 151 116 15 3 - 17

100.0 50.0 38.4 5.0 1.0 - 5.6

29 13 14 1 - - 1

100.0 44.8 48.3 3.4 - - 3.4

254 119 110 12 1 - 12

100.0 46.9 43.3 4.7 0.4 - 4.7

16 10 4 2 - - -

100.0 62.5 25.0 12.5 - - -

45 28 13 1 - - 3

100.0 62.2 28.9 2.2 - - 6.7

114 54 46 8 - - 6

100.0 47.4 40.4 7.0 - - 5.3

506 234 211 23 3 2 33

100.0 46.2 41.7 4.5 0.6 0.4 6.5

1,653 799 694 81 4 1 74

100.0 48.3 42.0 4.9 0.2 0.1 4.5

1,233 654 481 40 3 2 53

100.0 53.0 39.0 3.2 0.2 0.2 4.3

113 51 44 11 - - 7

100.0 45.1 38.9 9.7 - - 6.2

84 25 37 11 2 - 9

100.0 29.8 44.0 13.1 2.4 - 10.7

30 11 13 2 - - 4

100.0 36.7 43.3 6.7 - - 13.3

18 5 8 2 - - 3

100.0 27.8 44.4 11.1 - - 16.7

4 2 1 1 - - -

100.0 50.0 25.0 25.0 - - -

57 32 19 3 1 - 2

100.0 56.1 33.3 5.3 1.8 - 3.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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８. 長時間労働者に対する面接指導 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 601 5,212 1,461

100.0 8.3 71.7 20.1

55 5 37 13

100.0 9.1 67.3 23.6

7 - 3 4

100.0 - 42.9 57.1

27 - 25 2

100.0 - 92.6 7.4

800 95 545 160

100.0 11.9 68.1 20.0

1,960 144 1,437 379

100.0 7.3 73.3 19.3

126 11 89 26

100.0 8.7 70.6 20.6

162 19 121 22

100.0 11.7 74.7 13.6

780 112 526 142

100.0 14.4 67.4 18.2

607 44 456 107

100.0 7.2 75.1 17.6

92 5 76 11

100.0 5.4 82.6 12.0

31 5 25 1

100.0 16.1 80.6 3.2

129 13 97 19

100.0 10.1 75.2 14.7

104 14 69 21

100.0 13.5 66.3 20.2

54 - 43 11

100.0 - 79.6 20.4

130 4 94 32

100.0 3.1 72.3 24.6

1,039 47 779 213

100.0 4.5 75.0 20.5

60 5 45 10

100.0 8.3 75.0 16.7

486 38 348 100

100.0 7.8 71.6 20.6

166 7 115 44

100.0 4.2 69.3 26.5

101 5 76 20

100.0 5.0 75.2 19.8

358 28 206 124

100.0 7.8 57.5 34.6

776 65 540 171

100.0 8.4 69.6 22.0

2,151 210 1,496 445

100.0 9.8 69.5 20.7

1,658 178 1,199 281

100.0 10.7 72.3 16.9

670 35 509 126

100.0 5.2 76.0 18.8

834 57 605 172

100.0 6.8 72.5 20.6

527 26 393 108

100.0 4.9 74.6 20.5

358 15 284 59

100.0 4.2 79.3 16.5

87 2 68 17

100.0 2.3 78.2 19.5

213 13 118 82

100.0 6.1 55.4 38.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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８. 長時間労働者に対する面接指導 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

601 210 297 46 - 1 47

100.0 34.9 49.4 7.7 - 0.2 7.8

5 2 3 - - - -

100.0 40.0 60.0 - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

95 37 46 8 - 1 3

100.0 38.9 48.4 8.4 - 1.1 3.2

144 54 69 10 - - 11

100.0 37.5 47.9 6.9 - - 7.6

11 3 8 - - - -

100.0 27.3 72.7 - - - -

19 7 9 1 - - 2

100.0 36.8 47.4 5.3 - - 10.5

112 38 59 6 - - 9

100.0 33.9 52.7 5.4 - - 8.0

44 18 18 3 - - 5

100.0 40.9 40.9 6.8 - - 11.4

5 - 3 2 - - -

100.0 - 60.0 40.0 - - -

5 2 3 - - - -

100.0 40.0 60.0 - - - -

13 3 5 3 - - 2

100.0 23.1 38.5 23.1 - - 15.4

14 6 6 2 - - -

100.0 42.9 42.9 14.3 - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

4 2 2 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

47 16 23 2 - - 6

100.0 34.0 48.9 4.3 - - 12.8

5 1 3 - - - 1

100.0 20.0 60.0 - - - 20.0

38 10 20 4 - - 4

100.0 26.3 52.6 10.5 - - 10.5

7 1 4 2 - - -

100.0 14.3 57.1 28.6 - - -

5 - 2 1 - - 2

100.0 - 40.0 20.0 - - 40.0

28 10 14 2 - - 2

100.0 35.7 50.0 7.1 - - 7.1

65 22 34 4 - - 5

100.0 33.8 52.3 6.2 - - 7.7

210 76 113 13 - - 8

100.0 36.2 53.8 6.2 - - 3.8

178 68 86 10 - - 14

100.0 38.2 48.3 5.6 - - 7.9

35 16 12 3 - 1 3

100.0 45.7 34.3 8.6 - 2.9 8.6

57 10 31 8 - - 8

100.0 17.5 54.4 14.0 - - 14.0

26 10 9 3 - - 4

100.0 38.5 34.6 11.5 - - 15.4

15 3 5 3 - - 4

100.0 20.0 33.3 20.0 - - 26.7

2 - 2 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -

13 5 5 2 - - 1

100.0 38.5 38.5 15.4 - - 7.7

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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９．高ストレス者に対する面接指導 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 367 5,418 1,489

100.0 5.0 74.5 20.5

55 2 40 13

100.0 3.6 72.7 23.6

7 - 3 4

100.0 - 42.9 57.1

27 - 25 2

100.0 - 92.6 7.4

800 36 599 165

100.0 4.5 74.9 20.6

1,960 93 1,483 384

100.0 4.7 75.7 19.6

126 4 94 28

100.0 3.2 74.6 22.2

162 10 130 22

100.0 6.2 80.2 13.6

780 58 571 151

100.0 7.4 73.2 19.4

607 28 471 108

100.0 4.6 77.6 17.8

92 4 76 12

100.0 4.3 82.6 13.0

31 1 29 1

100.0 3.2 93.5 3.2

129 5 105 19

100.0 3.9 81.4 14.7

104 1 79 24

100.0 1.0 76.0 23.1

54 - 43 11

100.0 - 79.6 20.4

130 3 95 32

100.0 2.3 73.1 24.6

1,039 62 765 212

100.0 6.0 73.6 20.4

60 6 44 10

100.0 10.0 73.3 16.7

486 19 363 104

100.0 3.9 74.7 21.4

166 9 115 42

100.0 5.4 69.3 25.3

101 4 77 20

100.0 4.0 76.2 19.8

358 22 211 125

100.0 6.1 58.9 34.9

776 38 567 171

100.0 4.9 73.1 22.0

2,151 79 1,616 456

100.0 3.7 75.1 21.2

1,658 89 1,274 295

100.0 5.4 76.8 17.8

670 46 498 126

100.0 6.9 74.3 18.8

834 61 598 175

100.0 7.3 71.7 21.0

527 27 391 109

100.0 5.1 74.2 20.7

358 15 286 57

100.0 4.2 79.9 15.9

87 2 68 17

100.0 2.3 78.2 19.5

213 10 120 83

100.0 4.7 56.3 39.0

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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９．高ストレス者に対する面接指導 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

367 127 167 37 2 - 34

100.0 34.6 45.5 10.1 0.5 - 9.3

2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

36 15 16 4 - - 1

100.0 41.7 44.4 11.1 - - 2.8

93 31 41 13 1 - 7

100.0 33.3 44.1 14.0 1.1 - 7.5

4 1 2 - - - 1

100.0 25.0 50.0 - - - 25.0

10 3 6 - - - 1

100.0 30.0 60.0 - - - 10.0

58 24 24 6 - - 4

100.0 41.4 41.4 10.3 - - 6.9

28 12 10 1 1 - 4

100.0 42.9 35.7 3.6 3.6 - 14.3

4 1 2 1 - - -

100.0 25.0 50.0 25.0 - - -

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

5 - 3 2 - - -

100.0 - 60.0 40.0 - - -

1 - - 1 - - -

100.0 - - 100.0 - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

3 2 1 - - - -

100.0 66.7 33.3 - - - -

62 17 32 2 - - 11

100.0 27.4 51.6 3.2 - - 17.7

6 1 4 - - - 1

100.0 16.7 66.7 - - - 16.7

19 7 9 2 - - 1

100.0 36.8 47.4 10.5 - - 5.3

9 2 5 2 - - -

100.0 22.2 55.6 22.2 - - -

4 1 - 1 - - 2

100.0 25.0 - 25.0 - - 50.0

22 7 12 2 - - 1

100.0 31.8 54.5 9.1 - - 4.5

38 15 16 4 - - 3

100.0 39.5 42.1 10.5 - - 7.9

79 31 35 8 1 - 4

100.0 39.2 44.3 10.1 1.3 - 5.1

89 39 36 7 1 - 6

100.0 43.8 40.4 7.9 1.1 - 6.7

46 19 21 2 - - 4

100.0 41.3 45.7 4.3 - - 8.7

61 7 40 7 - - 7

100.0 11.5 65.6 11.5 - - 11.5

27 7 11 4 - - 5

100.0 25.9 40.7 14.8 - - 18.5

15 5 3 2 - - 5

100.0 33.3 20.0 13.3 - - 33.3

2 - 2 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -

10 4 3 3 - - -

100.0 40.0 30.0 30.0 - - -

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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10. 健康相談 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 1,303 4,628 1,343

100.0 17.9 63.6 18.5

55 15 28 12

100.0 27.3 50.9 21.8

7 2 1 4

100.0 28.6 14.3 57.1

27 5 20 2

100.0 18.5 74.1 7.4

800 179 481 140

100.0 22.4 60.1 17.5

1,960 383 1,239 338

100.0 19.5 63.2 17.2

126 18 82 26

100.0 14.3 65.1 20.6

162 15 125 22

100.0 9.3 77.2 13.6

780 203 440 137

100.0 26.0 56.4 17.6

607 105 407 95

100.0 17.3 67.1 15.7

92 6 74 12

100.0 6.5 80.4 13.0

31 7 23 1

100.0 22.6 74.2 3.2

129 17 94 18

100.0 13.2 72.9 14.0

104 18 64 22

100.0 17.3 61.5 21.2

54 12 33 9

100.0 22.2 61.1 16.7

130 13 86 31

100.0 10.0 66.2 23.8

1,039 134 703 202

100.0 12.9 67.7 19.4

60 9 42 9

100.0 15.0 70.0 15.0

486 85 315 86

100.0 17.5 64.8 17.7

166 9 114 43

100.0 5.4 68.7 25.9

101 14 68 19

100.0 13.9 67.3 18.8

358 54 189 115

100.0 15.1 52.8 32.1

776 159 461 156

100.0 20.5 59.4 20.1

2,151 519 1,247 385

100.0 24.1 58.0 17.9

1,658 437 979 242

100.0 26.4 59.0 14.6

670 54 492 124

100.0 8.1 73.4 18.5

834 77 587 170

100.0 9.2 70.4 20.4

527 19 398 110

100.0 3.6 75.5 20.9

358 12 289 57

100.0 3.4 80.7 15.9

87 3 67 17

100.0 3.4 77.0 19.5

213 23 108 82

100.0 10.8 50.7 38.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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10. 健康相談 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

1,303 551 589 67 3 - 93

100.0 42.3 45.2 5.1 0.2 - 7.1

15 9 5 - - - 1

100.0 60.0 33.3 - - - 6.7

2 1 1 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

5 2 2 - - - 1

100.0 40.0 40.0 - - - 20.0

179 83 78 9 - - 9

100.0 46.4 43.6 5.0 - - 5.0

383 157 179 21 - - 26

100.0 41.0 46.7 5.5 - - 6.8

18 5 8 2 2 - 1

100.0 27.8 44.4 11.1 11.1 - 5.6

15 3 10 - - - 2

100.0 20.0 66.7 - - - 13.3

203 86 92 6 - - 19

100.0 42.4 45.3 3.0 - - 9.4

105 51 46 5 - - 3

100.0 48.6 43.8 4.8 - - 2.9

6 2 4 - - - -

100.0 33.3 66.7 - - - -

7 5 2 - - - -

100.0 71.4 28.6 - - - -

17 4 9 2 1 - 1

100.0 23.5 52.9 11.8 5.9 - 5.9

18 8 9 - - - 1

100.0 44.4 50.0 - - - 5.6

12 6 3 2 - - 1

100.0 50.0 25.0 16.7 - - 8.3

13 3 8 1 - - 1

100.0 23.1 61.5 7.7 - - 7.7

134 47 63 10 - - 14

100.0 35.1 47.0 7.5 - - 10.4

9 4 4 - - - 1

100.0 44.4 44.4 - - - 11.1

85 43 33 3 - - 6

100.0 50.6 38.8 3.5 - - 7.1

9 3 4 2 - - -

100.0 33.3 44.4 22.2 - - -

14 6 5 1 - - 2

100.0 42.9 35.7 7.1 - - 14.3

54 23 24 3 - - 4

100.0 42.6 44.4 5.6 - - 7.4

159 66 73 6 2 - 12

100.0 41.5 45.9 3.8 1.3 - 7.5

519 227 237 27 1 - 27

100.0 43.7 45.7 5.2 0.2 - 5.2

437 195 195 17 - - 30

100.0 44.6 44.6 3.9 - - 6.9

54 17 28 4 - - 5

100.0 31.5 51.9 7.4 - - 9.3

77 21 35 10 - - 11

100.0 27.3 45.5 13.0 - - 14.3

19 7 8 2 - - 2

100.0 36.8 42.1 10.5 - - 10.5

12 4 3 - - - 5

100.0 33.3 25.0 - - - 41.7

3 1 2 - - - -

100.0 33.3 66.7 - - - -

23 13 8 1 - - 1

100.0 56.5 34.8 4.3 - - 4.3

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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11. 職場巡視等の個別訪問支援 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 485 5,316 1,473

100.0 6.7 73.1 20.3

55 5 36 14

100.0 9.1 65.5 25.5

7 1 2 4

100.0 14.3 28.6 57.1

27 1 23 3

100.0 3.7 85.2 11.1

800 73 567 160

100.0 9.1 70.9 20.0

1,960 146 1,439 375

100.0 7.4 73.4 19.1

126 3 96 27

100.0 2.4 76.2 21.4

162 5 135 22

100.0 3.1 83.3 13.6

780 75 555 150

100.0 9.6 71.2 19.2

607 31 467 109

100.0 5.1 76.9 18.0

92 1 79 12

100.0 1.1 85.9 13.0

31 3 27 1

100.0 9.7 87.1 3.2

129 7 104 18

100.0 5.4 80.6 14.0

104 7 74 23

100.0 6.7 71.2 22.1

54 4 39 11

100.0 7.4 72.2 20.4

130 4 93 33

100.0 3.1 71.5 25.4

1,039 47 780 212

100.0 4.5 75.1 20.4

60 5 46 9

100.0 8.3 76.7 15.0

486 30 354 102

100.0 6.2 72.8 21.0

166 6 116 44

100.0 3.6 69.9 26.5

101 8 73 20

100.0 7.9 72.3 19.8

358 23 211 124

100.0 6.4 58.9 34.6

776 49 558 169

100.0 6.3 71.9 21.8

2,151 193 1,506 452

100.0 9.0 70.0 21.0

1,658 142 1,231 285

100.0 8.6 74.2 17.2

670 29 514 127

100.0 4.3 76.7 19.0

834 44 617 173

100.0 5.3 74.0 20.7

527 12 406 109

100.0 2.3 77.0 20.7

358 6 293 59

100.0 1.7 81.8 16.5

87 1 69 17

100.0 1.1 79.3 19.5

213 9 122 82

100.0 4.2 57.3 38.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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11. 職場巡視等の個別訪問支援 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

485 204 213 31 - - 37

100.0 42.1 43.9 6.4 - - 7.6

5 4 - 1 - - -

100.0 80.0 - 20.0 - - -

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

1 - - - - - 1

100.0 - - - - - 100.0

73 35 26 8 - - 4

100.0 47.9 35.6 11.0 - - 5.5

146 51 73 11 - - 11

100.0 34.9 50.0 7.5 - - 7.5

3 - 2 1 - - -

100.0 - 66.7 33.3 - - -

5 1 4 - - - -

100.0 20.0 80.0 - - - -

75 37 34 - - - 4

100.0 49.3 45.3 - - - 5.3

31 17 10 1 - - 3

100.0 54.8 32.3 3.2 - - 9.7

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

3 1 2 - - - -

100.0 33.3 66.7 - - - -

7 4 2 1 - - -

100.0 57.1 28.6 14.3 - - -

7 2 5 - - - -

100.0 28.6 71.4 - - - -

4 2 1 - - - 1

100.0 50.0 25.0 - - - 25.0

4 1 2 1 - - -

100.0 25.0 50.0 25.0 - - -

47 17 21 1 - - 8

100.0 36.2 44.7 2.1 - - 17.0

5 1 2 1 - - 1

100.0 20.0 40.0 20.0 - - 20.0

30 15 11 2 - - 2

100.0 50.0 36.7 6.7 - - 6.7

6 2 3 1 - - -

100.0 33.3 50.0 16.7 - - -

8 4 1 1 - - 2

100.0 50.0 12.5 12.5 - - 25.0

23 8 14 1 - - -

100.0 34.8 60.9 4.3 - - -

49 14 27 3 - - 5

100.0 28.6 55.1 6.1 - - 10.2

193 91 84 11 - - 7

100.0 47.2 43.5 5.7 - - 3.6

142 74 50 5 - - 13

100.0 52.1 35.2 3.5 - - 9.2

29 10 14 3 - - 2

100.0 34.5 48.3 10.3 - - 6.9

44 7 26 5 - - 6

100.0 15.9 59.1 11.4 - - 13.6

12 3 6 2 - - 1

100.0 25.0 50.0 16.7 - - 8.3

6 2 2 - - - 2

100.0 33.3 33.3 - - - 33.3

1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -

9 3 3 2 - - 1

100.0 33.3 33.3 22.2 - - 11.1

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

116 

 

12. 地域の産業保健に関する情報提供 

（１）平成 30年度から現在までのサービス利用の有無 

 

【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

有 無 無
回
答

7,274 832 4,963 1,479

100.0 11.4 68.2 20.3

55 10 31 14

100.0 18.2 56.4 25.5

7 - 3 4

100.0 - 42.9 57.1

27 4 21 2

100.0 14.8 77.8 7.4

800 118 519 163

100.0 14.8 64.9 20.4

1,960 244 1,343 373

100.0 12.4 68.5 19.0

126 8 91 27

100.0 6.3 72.2 21.4

162 21 117 24

100.0 13.0 72.2 14.8

780 125 510 145

100.0 16.0 65.4 18.6

607 62 430 115

100.0 10.2 70.8 18.9

92 5 75 12

100.0 5.4 81.5 13.0

31 4 26 1

100.0 12.9 83.9 3.2

129 13 96 20

100.0 10.1 74.4 15.5

104 9 72 23

100.0 8.7 69.2 22.1

54 1 42 11

100.0 1.9 77.8 20.4

130 9 89 32

100.0 6.9 68.5 24.6

1,039 95 732 212

100.0 9.1 70.5 20.4

60 9 41 10

100.0 15.0 68.3 16.7

486 49 339 98

100.0 10.1 69.8 20.2

166 10 112 44

100.0 6.0 67.5 26.5

101 5 75 21

100.0 5.0 74.3 20.8

358 31 199 128

100.0 8.7 55.6 35.8

776 82 522 172

100.0 10.6 67.3 22.2

2,151 287 1,415 449

100.0 13.3 65.8 20.9

1,658 251 1,118 289

100.0 15.1 67.4 17.4

670 57 489 124

100.0 8.5 73.0 18.5

834 73 585 176

100.0 8.8 70.1 21.1

527 38 380 109

100.0 7.2 72.1 20.7

358 28 272 58

100.0 7.8 76.0 16.2

87 1 69 17

100.0 1.1 79.3 19.5

213 15 113 85

100.0 7.0 53.1 39.9

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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12. 地域の産業保健に関する情報提供 

（２）事業場における産業保健活動に役立ったか。 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

大
変
役
に
立

っ
た

役
に
立

っ
た

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

あ
ま
り
役
に
立
た
な

か

っ
た

役
に
立
た
な
か

っ
た

無
回
答

832 315 410 47 3 - 57

100.0 37.9 49.3 5.6 0.4 - 6.9

10 5 5 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

4 - 3 - - - 1

100.0 - 75.0 - - - 25.0

118 42 64 5 2 - 5

100.0 35.6 54.2 4.2 1.7 - 4.2

244 82 124 18 1 - 19

100.0 33.6 50.8 7.4 0.4 - 7.8

8 4 3 1 - - -

100.0 50.0 37.5 12.5 - - -

21 6 12 - - - 3

100.0 28.6 57.1 - - - 14.3

125 51 60 5 - - 9

100.0 40.8 48.0 4.0 - - 7.2

62 30 26 2 - - 4

100.0 48.4 41.9 3.2 - - 6.5

5 1 4 - - - -

100.0 20.0 80.0 - - - -

4 1 2 1 - - -

100.0 25.0 50.0 25.0 - - -

13 5 7 1 - - -

100.0 38.5 53.8 7.7 - - -

9 5 3 - - - 1

100.0 55.6 33.3 - - - 11.1

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

9 5 4 - - - -

100.0 55.6 44.4 - - - -

95 36 47 5 - - 7

100.0 37.9 49.5 5.3 - - 7.4

9 6 3 - - - -

100.0 66.7 33.3 - - - -

49 20 20 4 - - 5

100.0 40.8 40.8 8.2 - - 10.2

10 2 7 - - - 1

100.0 20.0 70.0 - - - 10.0

5 1 3 - - - 1

100.0 20.0 60.0 - - - 20.0

31 12 13 5 - - 1

100.0 38.7 41.9 16.1 - - 3.2

82 26 42 6 - - 8

100.0 31.7 51.2 7.3 - - 9.8

287 115 135 23 1 - 13

100.0 40.1 47.0 8.0 0.3 - 4.5

251 116 109 9 - - 17

100.0 46.2 43.4 3.6 - - 6.8

57 16 33 3 1 - 4

100.0 28.1 57.9 5.3 1.8 - 7.0

73 21 41 3 - - 8

100.0 28.8 56.2 4.1 - - 11.0

38 7 24 2 1 - 4

100.0 18.4 63.2 5.3 2.6 - 10.5

28 6 19 - - - 3

100.0 21.4 67.9 - - - 10.7

1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -

15 8 6 1 - - -

100.0 53.3 40.0 6.7 - - -

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問６ 利用したサービスについてお伺いします。 

（３）今までの利用の有無に関わらず、今後利用を希望するサービスに○印を付けてください。（複数

回答可） 

 

今までの利用の有無に関わらず、今後利用を希望するサービスは、「健診結果の医師の意見聴取」

が 45.7％と最も高く、次いで「産業保健研修」が 34.5％、「健康相談」が 25.2％となっている。 

 

Ｎ：7,274人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 産業保健研修 2,509 34.5 

２ 産業保健相談員による相談対応 1,304 17.9 

３ メンタルヘルス対策促進員による支援 1,346 18.5 

４ 両立支援促進員による支援 454 6.2 

５ 図書、測定機器等の閲覧・貸出 578 7.9 

６ メルマガ、ホームページ等による情報提供 1,247 17.1 

７ 健診結果の医師の意見聴取 3,325 45.7 

８ 長時間労働者に対する面接指導 1,222 16.8 

９ 高ストレス者に対する面接指導 1,176 16.2 

10 健康相談 1,834 25.2 

11 職場巡視等の個別訪問支援 515 7.1 

12 地域の産業保健に関する情報提供 955 13.1 

13 特に希望しない 318 4.4 

 無回答 239 3.3 

 

 

  

45.7

34.5

25.2

18.5

17.9

17.1

16.8

16.2

13.1

7.9

7.1

6.2

4.4

3.3

0 10 20 30 40 50

健診結果の医師の意見聴取

産業保健研修

健康相談

メンタルヘルス対策促進員による支援

産業保健相談員による相談対応

メルマガ、ホームページ等による情報提供

長時間労働者に対する面接指導

高ストレス者に対する面接指導

地域の産業保健に関する情報提供

図書、測定機器等の閲覧・貸出

職場巡視等の個別訪問支援

両立支援促進員による支援

特に希望しない

無回答

(%)(N = 7274)
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【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

産
業
保
健
研
修

産
業
保
健
相
談
員
に
よ

る
相
談
対
応

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

促
進
員
に
よ
る
支
援

両
立
支
援
促
進
員
に
よ

る
支
援

図
書

、
測
定
機
器
等
の

閲
覧
・
貸
出

メ
ル
マ
ガ

、
ホ
ー

ム

ペ
ー

ジ
等
に
よ
る
情
報

提
供

健
診
結
果
の
医
師
の
意

見
聴
取

長
時
間
労
働
者
に
対
す

る
面
接
指
導

高
ス
ト
レ
ス
者
に
対
す

る
面
接
指
導

健
康
相
談

職
場
巡
視
等
の
個
別
訪

問
支
援

地
域
の
産
業
保
健
に
関

す
る
情
報
提
供

特
に
希
望
し
な
い

無
回
答

7,274 2,509 1,304 1,346 454 578 1,247 3,325 1,222 1,176 1834 515 955 318 239

100.0 34.5 17.9 18.5 6.2 7.9 17.1 45.7 16.8 16.2 25.2 7.1 13.1 4.4 3.3

55 15 13 8 6 3 6 37 11 6 18 7 9 2 2

100.0 27.3 23.6 14.5 10.9 5.5 10.9 67.3 20.0 10.9 32.7 12.7 16.4 3.6 3.6

7 1 2 1 - - - 7 2 1 3 1 1 - -

100.0 14.3 28.6 14.3 - - - 100.0 28.6 14.3 42.9 14.3 14.3 - -

27 4 3 5 2 - - 15 1 2 8 2 3 - 1

100.0 14.8 11.1 18.5 7.4 - - 55.6 3.7 7.4 29.6 7.4 11.1 - 3.7

800 149 158 111 36 52 84 508 155 104 252 50 92 52 20

100.0 18.6 19.8 13.9 4.5 6.5 10.5 63.5 19.4 13.0 31.5 6.3 11.5 6.5 2.5

1,960 647 382 365 114 161 344 905 277 265 490 146 280 93 53

100.0 33.0 19.5 18.6 5.8 8.2 17.6 46.2 14.1 13.5 25.0 7.4 14.3 4.7 2.7

126 34 18 24 4 7 24 60 23 21 25 5 18 10 5

100.0 27.0 14.3 19.0 3.2 5.6 19.0 47.6 18.3 16.7 19.8 4.0 14.3 7.9 4.0

162 81 19 42 14 15 45 49 34 38 35 6 25 4 4

100.0 50.0 11.7 25.9 8.6 9.3 27.8 30.2 21.0 23.5 21.6 3.7 15.4 2.5 2.5

780 155 166 100 28 41 90 483 209 128 260 52 93 31 20

100.0 19.9 21.3 12.8 3.6 5.3 11.5 61.9 26.8 16.4 33.3 6.7 11.9 4.0 2.6

607 147 109 109 40 48 73 346 97 110 167 34 48 21 20

100.0 24.2 18.0 18.0 6.6 7.9 12.0 57.0 16.0 18.1 27.5 5.6 7.9 3.5 3.3

92 58 11 16 8 14 31 16 16 20 11 5 14 1 1

100.0 63.0 12.0 17.4 8.7 15.2 33.7 17.4 17.4 21.7 12.0 5.4 15.2 1.1 1.1

31 9 6 5 1 1 6 21 8 7 10 4 3 1 -

100.0 29.0 19.4 16.1 3.2 3.2 19.4 67.7 25.8 22.6 32.3 12.9 9.7 3.2 -

129 49 25 28 8 9 35 58 24 27 31 9 21 5 1

100.0 38.0 19.4 21.7 6.2 7.0 27.1 45.0 18.6 20.9 24.0 7.0 16.3 3.9 0.8

104 15 16 16 7 5 14 61 24 16 33 6 5 4 5

100.0 14.4 15.4 15.4 6.7 4.8 13.5 58.7 23.1 15.4 31.7 5.8 4.8 3.8 4.8

54 16 9 13 1 4 9 24 10 7 15 3 10 6 1

100.0 29.6 16.7 24.1 1.9 7.4 16.7 44.4 18.5 13.0 27.8 5.6 18.5 11.1 1.9

130 75 30 26 10 14 32 27 10 10 22 11 21 1 9

100.0 57.7 23.1 20.0 7.7 10.8 24.6 20.8 7.7 7.7 16.9 8.5 16.2 0.8 6.9

1,039 555 138 256 89 89 212 288 131 223 197 73 155 34 41

100.0 53.4 13.3 24.6 8.6 8.6 20.4 27.7 12.6 21.5 19.0 7.0 14.9 3.3 3.9

60 29 13 15 8 4 12 26 15 14 18 5 10 1 3

100.0 48.3 21.7 25.0 13.3 6.7 20.0 43.3 25.0 23.3 30.0 8.3 16.7 1.7 5.0

486 145 91 98 29 39 94 227 82 74 134 39 63 30 13

100.0 29.8 18.7 20.2 6.0 8.0 19.3 46.7 16.9 15.2 27.6 8.0 13.0 6.2 2.7

166 108 27 20 9 18 40 21 15 19 20 13 29 6 13

100.0 65.1 16.3 12.0 5.4 10.8 24.1 12.7 9.0 11.4 12.0 7.8 17.5 3.6 7.8

101 34 9 13 5 10 18 42 8 12 19 6 13 6 2

100.0 33.7 8.9 12.9 5.0 9.9 17.8 41.6 7.9 11.9 18.8 5.9 12.9 5.9 2.0

358 183 59 75 35 44 78 104 70 72 66 38 42 10 25

100.0 51.1 16.5 20.9 9.8 12.3 21.8 29.1 19.6 20.1 18.4 10.6 11.7 2.8 7.0

776 128 125 92 25 30 81 451 99 85 230 33 70 50 30

100.0 16.5 16.1 11.9 3.2 3.9 10.4 58.1 12.8 11.0 29.6 4.3 9.0 6.4 3.9

2,151 275 395 273 58 65 169 1,499 379 288 739 151 213 113 63

100.0 12.8 18.4 12.7 2.7 3.0 7.9 69.7 17.6 13.4 34.4 7.0 9.9 5.3 2.9

1,658 317 343 324 97 107 168 1,093 377 319 554 137 179 61 40

100.0 19.1 20.7 19.5 5.9 6.5 10.1 65.9 22.7 19.2 33.4 8.3 10.8 3.7 2.4

670 356 104 190 62 74 165 101 92 141 95 40 105 38 26

100.0 53.1 15.5 28.4 9.3 11.0 24.6 15.1 13.7 21.0 14.2 6.0 15.7 5.7 3.9

834 563 132 230 86 113 255 72 122 168 103 84 154 28 30

100.0 67.5 15.8 27.6 10.3 13.5 30.6 8.6 14.6 20.1 12.4 10.1 18.5 3.4 3.6

527 401 86 111 48 80 193 31 70 79 45 32 97 12 19

100.0 76.1 16.3 21.1 9.1 15.2 36.6 5.9 13.3 15.0 8.5 6.1 18.4 2.3 3.6

358 288 65 66 45 66 143 19 39 45 25 18 91 8 3

100.0 80.4 18.2 18.4 12.6 18.4 39.9 5.3 10.9 12.6 7.0 5.0 25.4 2.2 0.8

87 69 18 11 7 14 22 3 7 6 4 2 10 3 2

100.0 79.3 20.7 12.6 8.0 16.1 25.3 3.4 8.0 6.9 4.6 2.3 11.5 3.4 2.3

213 112 36 49 26 29 51 56 37 45 39 18 36 5 26

100.0 52.6 16.9 23.0 12.2 13.6 23.9 26.3 17.4 21.1 18.3 8.5 16.9 2.3 12.2

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問７ センターを利用したことによる効果についてお伺いします。 

（１）あなたご自身にとって効果があった項目について、該当するものに○印を付けてください。（複

数回答可） 

 

ご自身にとって効果があった項目については、「健康診断結果の措置に関する説明力が向上」が

43.0％と最も高く、次いで「労働者への健康教育での指導力が向上」が 36.8％、「事業者への産業保

健対策についての説得力が向上」が 22.7％となっている。 

Ｎ：7,274人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 事業者への産業保健対策についての説得力が向上 1,648 22.7 

２ 労働者への健康教育での指導力が向上 2,675 36.8 

３ 職場における改善を要する問題の発見能力が向上 1,613 22.2 

４ 健康診断結果の措置に関する説明力が向上 3,126 43.0 

５ メンタルヘルスに関する助言・指導能力が向上 1,574 21.6 

６ 治療と仕事の両立支援に関する助言・指導能力の向上 740 10.2 

７ 特になかった 529 7.3 

８ その他 128 1.8 

 無回答 469 6.4 

 

 

  

43.0

36.8

22.7

22.2

21.6

10.2

7.3

1.8

6.4

0 10 20 30 40 50

健康診断結果の措置に関する説明力が向上

労働者への健康教育での指導力が向上

事業者への産業保健対策についての説得力が向上

職場における改善を要する問題の発見能力が向上

メンタルヘルスに関する助言・指導能力が向上

治療と仕事の両立支援に関する助言・指導能力の向上

特になかった

その他

無回答

(%)(N = 7,274)
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【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

事
業
者
へ
の
産
業
保
健

対
策
に
つ
い
て
の
説
得

力
が
向
上

労
働
者
へ
の
健
康
教
育

で
の
指
導
力
が
向
上

職
場
に
お
け
る
改
善
を

要
す
る
問
題
の
発
見
能

力
が
向
上

健
康
診
断
結
果
の
措
置

に
関
す
る
説
明
力
が
向

上 メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
に
関

す
る
助
言
・
指
導
能
力

が
向
上

治
療
と
仕
事
の
両
立
支

援
に
関
す
る
助
言
・
指

導
能
力
の
向
上

特
に
な
か

っ
た

そ
の
他

無
回
答

7,274 1,648 2,675 1,613 3,126 1,574 740 529 128 469

100.0 22.7 36.8 22.2 43.0 21.6 10.2 7.3 1.8 6.4

55 11 23 16 30 10 4 3 1 2

100.0 20.0 41.8 29.1 54.5 18.2 7.3 5.5 1.8 3.6

7 2 2 1 5 - - - - -

100.0 28.6 28.6 14.3 71.4 - - - - -

27 1 10 1 18 2 1 3 2 1

100.0 3.7 37.0 3.7 66.7 7.4 3.7 11.1 7.4 3.7

800 144 301 148 448 85 73 63 14 35

100.0 18.0 37.6 18.5 56.0 10.6 9.1 7.9 1.8 4.4

1,960 437 758 428 865 429 193 142 35 95

100.0 22.3 38.7 21.8 44.1 21.9 9.8 7.2 1.8 4.8

126 22 46 18 64 20 13 6 1 8

100.0 17.5 36.5 14.3 50.8 15.9 10.3 4.8 0.8 6.3

162 49 53 40 48 51 18 16 4 7

100.0 30.2 32.7 24.7 29.6 31.5 11.1 9.9 2.5 4.3

780 152 355 126 441 100 82 50 4 42

100.0 19.5 45.5 16.2 56.5 12.8 10.5 6.4 0.5 5.4

607 125 204 124 279 100 56 54 9 37

100.0 20.6 33.6 20.4 46.0 16.5 9.2 8.9 1.5 6.1

92 30 32 28 22 41 22 5 2 7

100.0 32.6 34.8 30.4 23.9 44.6 23.9 5.4 2.2 7.6

31 5 12 10 13 6 3 4 1 2

100.0 16.1 38.7 32.3 41.9 19.4 9.7 12.9 3.2 6.5

129 32 47 40 56 41 16 8 2 3

100.0 24.8 36.4 31.0 43.4 31.8 12.4 6.2 1.6 2.3

104 16 46 17 54 15 8 9 1 5

100.0 15.4 44.2 16.3 51.9 14.4 7.7 8.7 1.0 4.8

54 12 13 11 23 13 3 5 - 3

100.0 22.2 24.1 20.4 42.6 24.1 5.6 9.3 - 5.6

130 46 47 40 41 39 14 5 2 10

100.0 35.4 36.2 30.8 31.5 30.0 10.8 3.8 1.5 7.7

1,039 259 311 277 315 296 127 68 30 100

100.0 24.9 29.9 26.7 30.3 28.5 12.2 6.5 2.9 9.6

60 20 17 12 21 19 11 4 1 4

100.0 33.3 28.3 20.0 35.0 31.7 18.3 6.7 1.7 6.7

486 105 186 116 197 98 34 44 7 25

100.0 21.6 38.3 23.9 40.5 20.2 7.0 9.1 1.4 5.1

166 47 49 43 29 60 9 8 6 23

100.0 28.3 29.5 25.9 17.5 36.1 5.4 4.8 3.6 13.9

101 20 31 15 42 28 8 11 1 7

100.0 19.8 30.7 14.9 41.6 27.7 7.9 10.9 1.0 6.9

358 113 132 102 115 121 45 21 5 53

100.0 31.6 36.9 28.5 32.1 33.8 12.6 5.9 1.4 14.8

776 111 233 117 372 101 58 85 10 58

100.0 14.3 30.0 15.1 47.9 13.0 7.5 11.0 1.3 7.5

2,151 301 819 323 1,258 188 160 176 29 107

100.0 14.0 38.1 15.0 58.5 8.7 7.4 8.2 1.3 5.0

1,658 324 622 280 962 229 163 108 14 82

100.0 19.5 37.5 16.9 58.0 13.8 9.8 6.5 0.8 4.9

670 212 218 230 149 237 68 52 16 53

100.0 31.6 32.5 34.3 22.2 35.4 10.1 7.8 2.4 7.9

834 294 310 289 151 329 124 50 23 63

100.0 35.3 37.2 34.7 18.1 39.4 14.9 6.0 2.8 7.6

527 198 204 168 94 227 77 19 18 42

100.0 37.6 38.7 31.9 17.8 43.1 14.6 3.6 3.4 8.0

358 126 144 133 66 164 56 23 8 18

100.0 35.2 40.2 37.2 18.4 45.8 15.6 6.4 2.2 5.0

87 21 44 19 19 36 8 4 1 6

100.0 24.1 50.6 21.8 21.8 41.4 9.2 4.6 1.1 6.9

213 61 81 54 55 63 26 12 9 40

100.0 28.6 38.0 25.4 25.8 29.6 12.2 5.6 4.2 18.8

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問７ センターを利用したことによる効果についてお伺いします。 

（２）事業場にとって効果があった項目について、該当するものに○印を付けてください。（複数回答可） 

 

事業場にとって効果があった項目については、「健康に対する意識が向上」が 51.9％と最も高く、

次いで「メンタルヘルス対策が充実」が 14.5％、「特になかった」が 14.3％となっている。 

Ｎ：7,274人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 健康に対する意識が向上 3,775 51.9 

２ 衛生委員会が活性化 782 10.8 

３ メンタルヘルス対策が充実 1,054 14.5 

４ 治療と仕事の両立支援の取組の充実 570 7.8 

５ 身体的・精神的な疲労などのストレス感が減少 270 3.7 

６ 作業環境や作業内容が改善 585 8.0 

７ 職場の照明、騒音などの環境が改善 264 3.6 

８ 職場の人間関係など職場風土が改善 343 4.7 

９ 健康診断受診率が向上 895 12.3 

10 健康診断結果の有所見率が低下 378 5.2 

11 喫煙率が低下 393 5.4 

12 メンタルヘルス不調者の数が減少 145 2.0 

13 年次有給休暇取得率が向上（休暇がとりやすくなった） 612 8.4 

14 長時間労働者の割合が減少（帰りやすくなった） 599 8.2 

15 特になかった 1,041 14.3 

16 その他 103 1.4 

 無回答 779 10.7 

 

 

 

  

51.9

14.5

14.3

12.3

10.8

8.4

8.2

8.0

7.8

5.4

5.2

4.7

3.7

3.6

2.0

1.4

10.7

0 10 20 30 40 50 60

健康に対する意識が向上

メンタルヘルス対策が充実

特になかった

健康診断受診率が向上

衛生委員会が活性化

年次有給休暇取得率が向上（休暇がとりやすくなった）

長時間労働者の割合が減少（帰りやすくなった）

作業環境や作業内容が改善

治療と仕事の両立支援の取組の充実

喫煙率が低下

健康診断結果の有所見率が低下

職場の人間関係など職場風土が改善

身体的・精神的な疲労などのストレス感が減少

職場の照明、騒音などの環境が改善

メンタルヘルス不調者の数が減少

その他

無回答

(%)(N = 7,274)
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【業種・事業場規模別】 

  調
査
数

健
康
に
対
す
る
意
識
が

向
上

衛
生
委
員
会
が
活
性
化

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

が
充
実

治
療
と
仕
事
の
両
立
支

援
の
取
組
の
充
実

身
体
的
・
精
神
的
な
疲

労
な
ど
の
ス
ト
レ
ス
感

が
減
少

作
業
環
境
や
作
業
内
容

が
改
善

職
場
の
照
明

、
騒
音
な

ど
の
環
境
が
改
善

職
場
の
人
間
関
係
な
ど

職
場
風
土
が
改
善

健
康
診
断
受
診
率
が
向

上 健
康
診
断
結
果
の
有
所

見
率
が
低
下

喫
煙
率
が
低
下

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調

者
の
数
が
減
少

年
次
有
給
休
暇
取
得
率

が
向
上

（
休
暇
が
と
り

や
す
く
な

っ
た

）

長
時
間
労
働
者
の
割
合

が
減
少

（
帰
り
や
す
く

な

っ
た

）

特
に
な
か

っ
た

そ
の
他

無
回
答

7,274 3,775 782 1,054 570 270 585 264 343 895 378 393 145 612 599 1041 103 779

100.0 51.9 10.8 14.5 7.8 3.7 8.0 3.6 4.7 12.3 5.2 5.4 2.0 8.4 8.2 14.3 1.4 10.7

55 37 6 4 4 5 7 5 4 10 7 5 - 9 7 7 - 4

100.0 67.3 10.9 7.3 7.3 9.1 12.7 9.1 7.3 18.2 12.7 9.1 - 16.4 12.7 12.7 - 7.3

7 7 - - - - - - - 1 - - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - - 14.3 - - - - - - - -

27 17 1 1 - - 4 1 - 2 1 1 - 2 - 5 2 1

100.0 63.0 3.7 3.7 - - 14.8 3.7 - 7.4 3.7 3.7 - 7.4 - 18.5 7.4 3.7

800 508 42 72 69 32 54 13 34 123 54 59 4 96 78 115 7 45

100.0 63.5 5.3 9.0 8.6 4.0 6.8 1.6 4.3 15.4 6.8 7.4 0.5 12.0 9.8 14.4 0.9 5.6

1,960 1053 182 289 151 59 213 90 93 232 107 106 47 154 153 275 22 183

100.0 53.7 9.3 14.7 7.7 3.0 10.9 4.6 4.7 11.8 5.5 5.4 2.4 7.9 7.8 14.0 1.1 9.3

126 68 5 12 10 3 10 1 7 10 7 3 2 10 11 16 2 16

100.0 54.0 4.0 9.5 7.9 2.4 7.9 0.8 5.6 7.9 5.6 2.4 1.6 7.9 8.7 12.7 1.6 12.7

162 62 26 35 12 7 4 7 5 13 1 5 5 9 15 44 1 15

100.0 38.3 16.0 21.6 7.4 4.3 2.5 4.3 3.1 8.0 0.6 3.1 3.1 5.6 9.3 27.2 0.6 9.3

780 485 61 66 78 25 69 18 23 150 63 60 7 65 78 95 7 62

100.0 62.2 7.8 8.5 10.0 3.2 8.8 2.3 2.9 19.2 8.1 7.7 0.9 8.3 10.0 12.2 0.9 7.9

607 322 50 69 45 18 40 23 29 83 37 38 8 70 57 86 5 59

100.0 53.0 8.2 11.4 7.4 3.0 6.6 3.8 4.8 13.7 6.1 6.3 1.3 11.5 9.4 14.2 0.8 9.7

92 35 17 28 15 6 4 7 6 7 3 7 6 9 11 15 1 11

100.0 38.0 18.5 30.4 16.3 6.5 4.3 7.6 6.5 7.6 3.3 7.6 6.5 9.8 12.0 16.3 1.1 12.0

31 18 3 7 2 1 - 1 4 5 3 2 - 1 2 5 1 3

100.0 58.1 9.7 22.6 6.5 3.2 - 3.2 12.9 16.1 9.7 6.5 - 3.2 6.5 16.1 3.2 9.7

129 61 15 22 11 4 6 4 8 9 5 5 9 15 13 15 3 15

100.0 47.3 11.6 17.1 8.5 3.1 4.7 3.1 6.2 7.0 3.9 3.9 7.0 11.6 10.1 11.6 2.3 11.6

104 54 4 11 4 5 8 2 6 10 5 6 1 7 8 20 1 9

100.0 51.9 3.8 10.6 3.8 4.8 7.7 1.9 5.8 9.6 4.8 5.8 1.0 6.7 7.7 19.2 1.0 8.7

54 20 6 4 2 - 2 2 - 10 1 1 - 5 5 12 - 10

100.0 37.0 11.1 7.4 3.7 - 3.7 3.7 - 18.5 1.9 1.9 - 9.3 9.3 22.2 - 18.5

130 63 25 26 10 2 6 6 8 18 5 4 3 10 12 17 - 19

100.0 48.5 19.2 20.0 7.7 1.5 4.6 4.6 6.2 13.8 3.8 3.1 2.3 7.7 9.2 13.1 - 14.6

1,039 431 170 196 86 54 63 46 57 94 42 41 28 75 62 150 27 151

100.0 41.5 16.4 18.9 8.3 5.2 6.1 4.4 5.5 9.0 4.0 3.9 2.7 7.2 6.0 14.4 2.6 14.5

60 32 10 18 9 3 3 1 5 8 4 4 4 7 7 6 - 7

100.0 53.3 16.7 30.0 15.0 5.0 5.0 1.7 8.3 13.3 6.7 6.7 6.7 11.7 11.7 10.0 - 11.7

486 258 59 70 23 18 31 8 15 47 17 15 8 30 36 72 8 42

100.0 53.1 12.1 14.4 4.7 3.7 6.4 1.6 3.1 9.7 3.5 3.1 1.6 6.2 7.4 14.8 1.6 8.6

166 55 22 38 3 5 5 3 3 6 2 3 - 3 6 31 6 32

100.0 33.1 13.3 22.9 1.8 3.0 3.0 1.8 1.8 3.6 1.2 1.8 - 1.8 3.6 18.7 3.6 19.3

101 42 7 18 6 3 2 2 8 10 3 4 2 6 2 17 3 14

100.0 41.6 6.9 17.8 5.9 3.0 2.0 2.0 7.9 9.9 3.0 4.0 2.0 5.9 2.0 16.8 3.0 13.9

358 147 71 68 30 20 54 24 28 47 11 24 11 29 36 38 7 81

100.0 41.1 19.8 19.0 8.4 5.6 15.1 6.7 7.8 13.1 3.1 6.7 3.1 8.1 10.1 10.6 2.0 22.6

776 445 17 61 54 27 40 17 34 94 32 39 9 48 52 115 10 74

100.0 57.3 2.2 7.9 7.0 3.5 5.2 2.2 4.4 12.1 4.1 5.0 1.2 6.2 6.7 14.8 1.3 9.5

2,151 1,335 90 132 168 69 174 48 75 327 145 137 19 216 202 309 27 165

100.0 62.1 4.2 6.1 7.8 3.2 8.1 2.2 3.5 15.2 6.7 6.4 0.9 10.0 9.4 14.4 1.3 7.7

1,658 1,053 97 171 146 44 137 65 83 266 124 98 18 165 131 199 18 120

100.0 63.5 5.9 10.3 8.8 2.7 8.3 3.9 5.0 16.0 7.5 5.9 1.1 10.0 7.9 12.0 1.1 7.2

670 264 168 158 37 36 71 30 30 71 21 23 19 65 53 86 12 82

100.0 39.4 25.1 23.6 5.5 5.4 10.6 4.5 4.5 10.6 3.1 3.4 2.8 9.7 7.9 12.8 1.8 12.2

834 321 221 238 78 53 79 54 69 54 22 35 31 59 76 115 12 108

100.0 38.5 26.5 28.5 9.4 6.4 9.5 6.5 8.3 6.5 2.6 4.2 3.7 7.1 9.1 13.8 1.4 12.9

527 160 95 146 38 16 34 19 18 45 14 22 28 29 43 86 11 87

100.0 30.4 18.0 27.7 7.2 3.0 6.5 3.6 3.4 8.5 2.7 4.2 5.3 5.5 8.2 16.3 2.1 16.5

358 97 54 93 27 11 23 15 16 18 14 19 13 12 19 81 7 57

100.0 27.1 15.1 26.0 7.5 3.1 6.4 4.2 4.5 5.0 3.9 5.3 3.6 3.4 5.3 22.6 2.0 15.9

87 28 7 24 7 - 2 4 5 - - 6 2 4 4 22 2 13

100.0 32.2 8.0 27.6 8.0 - 2.3 4.6 5.7 - - 6.9 2.3 4.6 4.6 25.3 2.3 14.9

213 72 33 31 15 14 25 12 13 20 6 14 6 14 19 28 4 73

100.0 33.8 15.5 14.6 7.0 6.6 11.7 5.6 6.1 9.4 2.8 6.6 2.8 6.6 8.9 13.1 1.9 34.3

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（１）過去１年以内に、ストレスチェックを実施しましたか。 

 

過去１年以内におけるストレスチェックの実施状況については、「実施した」が 48.4％、「実施して

いない」が 47.4％となっている。 

 

Ｎ：7,274人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 実施した 3,520 48.4 

２ 実施していない 3,450 47.4 

 無回答 304 4.2 

 

 

  

実施した
48.4%

実施していない
47.4%

無回答
4.2%

(N = 7,274)
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【業種・事業場規模別】 

 

 

  

調
査
数

実
施
し
た

実
施
し
て
い
な
い

無
回
答

7,274 3,520 3,450 304

100.0 48.4 47.4 4.2

55 13 40 2

100.0 23.6 72.7 3.6

7 - 7 -

100.0 - 100.0 -

27 9 18 -

100.0 33.3 66.7 -

800 244 532 24

100.0 30.5 66.5 3.0

1,960 960 955 45

100.0 49.0 48.7 2.3

126 69 52 5

100.0 54.8 41.3 4.0

162 107 53 2

100.0 66.0 32.7 1.2

780 326 426 28

100.0 41.8 54.6 3.6

607 241 344 22

100.0 39.7 56.7 3.6

92 78 11 3

100.0 84.8 12.0 3.3

31 16 13 2

100.0 51.6 41.9 6.5

129 65 64 -

100.0 50.4 49.6 -

104 22 76 6

100.0 21.2 73.1 5.8

54 18 36 -

100.0 33.3 66.7 -

130 77 44 9

100.0 59.2 33.8 6.9

1,039 635 334 70

100.0 61.1 32.1 6.7

60 34 23 3

100.0 56.7 38.3 5.0

486 233 240 13

100.0 47.9 49.4 2.7

166 139 15 12

100.0 83.7 9.0 7.2

101 44 50 7

100.0 43.6 49.5 6.9

358 190 117 51

100.0 53.1 32.7 14.2

776 199 542 35

100.0 25.6 69.8 4.5

2,151 523 1,546 82

100.0 24.3 71.9 3.8

1,658 470 1,142 46

100.0 28.3 68.9 2.8

670 562 87 21

100.0 83.9 13.0 3.1

834 760 39 35

100.0 91.1 4.7 4.2

527 491 15 21

100.0 93.2 2.8 4.0

358 333 13 12

100.0 93.0 3.6 3.4

87 83 1 3

100.0 95.4 1.1 3.4

213 99 65 49

100.0 46.5 30.5 23.0

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（２）（１）で「１.実施した」と回答した場合、その結果について集団分析をしましたか。 

 

ストレスチェック結果の集団分析については、「実施した」が 70.6％、「実施していない」が

26.3％となっている。 

 

Ｎ：3,520人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 実施した 2,486 70.6 

２ 実施していない 927 26.3 

 無回答 107 3.0 

 

 

  

実施した
70.6%

実施していない
26.3%

無回答
3.0%

(N = 3,520)
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【業種・事業場規模別】 

  調
査
数

実
施
し
た

実
施
し
て
い
な
い

無
回
答

3,520 2,486 927 107

100.0 70.6 26.3 3.0

13 5 8 -

100.0 38.5 61.5 -

- - - -

- - - -

9 8 1 -

100.0 88.9 11.1 -

244 165 76 3

100.0 67.6 31.1 1.2

960 729 212 19

100.0 75.9 22.1 2.0

69 51 13 5

100.0 73.9 18.8 7.2

107 85 16 6

100.0 79.4 15.0 5.6

326 206 117 3

100.0 63.2 35.9 0.9

241 161 74 6

100.0 66.8 30.7 2.5

78 62 16 -

100.0 79.5 20.5 -

16 10 6 -

100.0 62.5 37.5 -

65 46 16 3

100.0 70.8 24.6 4.6

22 9 12 1

100.0 40.9 54.5 4.5

18 13 4 1

100.0 72.2 22.2 5.6

77 54 19 4

100.0 70.1 24.7 5.2

635 421 187 27

100.0 66.3 29.4 4.3

34 21 10 3

100.0 61.8 29.4 8.8

233 155 70 8

100.0 66.5 30.0 3.4

139 112 16 11

100.0 80.6 11.5 7.9

44 38 6 -

100.0 86.4 13.6 -

190 135 48 7

100.0 71.1 25.3 3.7

199 107 78 14

100.0 53.8 39.2 7.0

523 286 225 12

100.0 54.7 43.0 2.3

470 259 194 17

100.0 55.1 41.3 3.6

562 420 124 18

100.0 74.7 22.1 3.2

760 579 161 20

100.0 76.2 21.2 2.6

491 416 67 8

100.0 84.7 13.6 1.6

333 285 43 5

100.0 85.6 12.9 1.5

83 68 9 6

100.0 81.9 10.8 7.2

99 66 26 7

100.0 66.7 26.3 7.1

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（３）（２）で「１.実施した」と回答した場合、集団分析後に改善措置を取りましたか。 

 

集団分析後の改善措置については、「取った」が 52.1％、「取っていない」が 45.5％となっている。 

 

Ｎ：2,486人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 取った 1,294 52.1 

２ 取っていない 1,130 45.5 

 無回答 62 2.5 

 

 

  

取った
52.1%

取っていない
45.5%

無回答
2.5%

(N = 2,486)
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【業種・事業場規模別】 

  調
査
数

取

っ
た

取

っ
て
い
な
い

無
回
答

2,486 1,294 1,130 62

100.0 52.1 45.5 2.5

5 1 4 -

100.0 20.0 80.0 -

- - - -

- - - -

8 2 6 -

100.0 25.0 75.0 -

165 80 81 4

100.0 48.5 49.1 2.4

729 375 342 12

100.0 51.4 46.9 1.6

51 28 21 2

100.0 54.9 41.2 3.9

85 49 35 1

100.0 57.6 41.2 1.2

206 108 91 7

100.0 52.4 44.2 3.4

161 86 73 2

100.0 53.4 45.3 1.2

62 33 29 -

100.0 53.2 46.8 -

10 2 6 2

100.0 20.0 60.0 20.0

46 23 22 1

100.0 50.0 47.8 2.2

9 3 5 1

100.0 33.3 55.6 11.1

13 5 8 -

100.0 38.5 61.5 -

54 33 19 2

100.0 61.1 35.2 3.7

421 232 175 14

100.0 55.1 41.6 3.3

21 10 11 -

100.0 47.6 52.4 -

155 75 76 4

100.0 48.4 49.0 2.6

112 69 39 4

100.0 61.6 34.8 3.6

38 20 16 2

100.0 52.6 42.1 5.3

135 60 71 4

100.0 44.4 52.6 3.0

107 55 51 1

100.0 51.4 47.7 0.9

286 159 119 8

100.0 55.6 41.6 2.8

259 128 120 11

100.0 49.4 46.3 4.2

420 189 219 12

100.0 45.0 52.1 2.9

579 281 289 9

100.0 48.5 49.9 1.6

416 233 172 11

100.0 56.0 41.3 2.6

285 166 110 9

100.0 58.2 38.6 3.2

68 48 20 -

100.0 70.6 29.4 -

66 35 30 1

100.0 53.0 45.5 1.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（４）（３）で「１.取った」と回答した場合、改善措置を取った結果、事業場の職場環境は改善され

ましたか。 

 

改善措置後の事業場の職場環境については、「改善された」が 45.6％、「改善されていない」が

39.0％となっている。 

 

Ｎ：1,294人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 改善された 590 45.6 

２ 改善されていない 505 39.0 

 無回答 199 15.4 

 

 

  

改善された
45.6%

改善されていない
39.0%

無回答
15.4%

(N = 1,294)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

改
善
さ
れ
た

改
善
さ
れ
て
い
な
い

無
回
答

1,294 590 505 199

100.0 45.6 39.0 15.4

1 1 - -

100.0 100.0 - -

- - - -

- - - -

2 - 2 -

100.0 - 100.0 -

80 32 36 12

100.0 40.0 45.0 15.0

375 162 150 63

100.0 43.2 40.0 16.8

28 16 6 6

100.0 57.1 21.4 21.4

49 18 23 8

100.0 36.7 46.9 16.3

108 46 46 16

100.0 42.6 42.6 14.8

86 44 29 13

100.0 51.2 33.7 15.1

33 17 13 3

100.0 51.5 39.4 9.1

2 2 - -

100.0 100.0 - -

23 10 9 4

100.0 43.5 39.1 17.4

3 3 - -

100.0 100.0 - -

5 2 2 1

100.0 40.0 40.0 20.0

33 14 18 1

100.0 42.4 54.5 3.0

232 114 82 36

100.0 49.1 35.3 15.5

10 5 5 -

100.0 50.0 50.0 -

75 33 27 15

100.0 44.0 36.0 20.0

69 34 26 9

100.0 49.3 37.7 13.0

20 8 9 3

100.0 40.0 45.0 15.0

60 29 22 9

100.0 48.3 36.7 15.0

55 29 20 6

100.0 52.7 36.4 10.9

159 88 41 30

100.0 55.3 25.8 18.9

128 75 40 13

100.0 58.6 31.3 10.2

189 71 92 26

100.0 37.6 48.7 13.8

281 127 113 41

100.0 45.2 40.2 14.6

233 107 95 31

100.0 45.9 40.8 13.3

166 57 71 38

100.0 34.3 42.8 22.9

48 20 21 7

100.0 41.7 43.8 14.6

35 16 12 7

100.0 45.7 34.3 20.0

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（５）（１）で「２.実施していない」と回答した場合、「ストレスチェック」を実施しない理由につい

て、お答えください。（複数回答可） 

 

「ストレスチェック」を実施しない理由については、「労働者 50 人未満の事業場は努力義務だから」

が 56.8％と最も高く、次いで「取組方が分からない」が 26.9％、「メンタルヘルス不調者がいないか

ら」が 12.7％となっている。 

 

Ｎ：3,450人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 労働者 50人未満の事業場は努力義務だから 1,960 56.8 

２ 取組方が分からない 928 26.9 

３ 経費がかかるから 177 5.1 

４ 人員が不足しているから 306 8.9 

５ 事業者の関心がないから 246 7.1 

６ メンタルヘルス不調者がいないから 438 12.7 

７ 必要性を感じないから 292 8.5 

８ その他 157 4.6 

 無回答 164 4.8 

 

 

  

56.8

26.9

12.7

8.9

8.5

7.1

5.1

4.6

4.8

0 10 20 30 40 50 60

労働者50人未満の事業場は努力義務だから

取組方が分からない

メンタルヘルス不調者がいないから

人員が不足しているから

必要性を感じないから

事業者の関心がないから

経費がかかるから

その他

無回答

(%)(N = 3,450)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

労
働
者
5
0
人
未
満
の

事
業
場
は
努
力
義
務
だ

か
ら

取
組
方
が
分
か
ら
な
い

経
費
が
か
か
る
か
ら

人
員
が
不
足
し
て
い
る

か
ら

事
業
者
の
関
心
が
な
い

か
ら

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調

者
が
い
な
い
か
ら

必
要
性
を
感
じ
な
い
か

ら そ
の
他

無
回
答

3,450 1,960 928 177 306 246 438 292 157 164

100.0 56.8 26.9 5.1 8.9 7.1 12.7 8.5 4.6 4.8

40 25 13 - 4 7 4 3 - 3

100.0 62.5 32.5 - 10.0 17.5 10.0 7.5 - 7.5

7 1 3 1 1 - - - - 1

100.0 14.3 42.9 14.3 14.3 - - - - 14.3

18 12 - - 2 1 6 2 1 -

100.0 66.7 - - 11.1 5.6 33.3 11.1 5.6 -

532 294 151 18 54 37 85 46 13 27

100.0 55.3 28.4 3.4 10.2 7.0 16.0 8.6 2.4 5.1

955 561 254 45 70 74 128 98 29 44

100.0 58.7 26.6 4.7 7.3 7.7 13.4 10.3 3.0 4.6

52 29 16 7 2 6 5 1 4 2

100.0 55.8 30.8 13.5 3.8 11.5 9.6 1.9 7.7 3.8

53 39 12 4 2 4 3 3 3 3

100.0 73.6 22.6 7.5 3.8 7.5 5.7 5.7 5.7 5.7

426 261 100 27 52 23 73 34 9 24

100.0 61.3 23.5 6.3 12.2 5.4 17.1 8.0 2.1 5.6

344 212 91 16 30 27 35 26 10 7

100.0 61.6 26.5 4.7 8.7 7.8 10.2 7.6 2.9 2.0

11 9 2 - 2 - 4 - 1 -

100.0 81.8 18.2 - 18.2 - 36.4 - 9.1 -

13 9 4 1 1 2 2 1 - -

100.0 69.2 30.8 7.7 7.7 15.4 15.4 7.7 - -

64 38 18 6 5 5 8 4 5 2

100.0 59.4 28.1 9.4 7.8 7.8 12.5 6.3 7.8 3.1

76 42 19 1 7 5 8 7 2 3

100.0 55.3 25.0 1.3 9.2 6.6 10.5 9.2 2.6 3.9

36 18 11 3 4 5 3 5 1 2

100.0 50.0 30.6 8.3 11.1 13.9 8.3 13.9 2.8 5.6

44 19 14 4 3 3 7 3 6 3

100.0 43.2 31.8 9.1 6.8 6.8 15.9 6.8 13.6 6.8

334 177 104 23 31 21 21 18 33 14

100.0 53.0 31.1 6.9 9.3 6.3 6.3 5.4 9.9 4.2

23 12 2 1 3 1 4 5 1 -

100.0 52.2 8.7 4.3 13.0 4.3 17.4 21.7 4.3 -

240 123 72 12 20 18 26 22 16 12

100.0 51.3 30.0 5.0 8.3 7.5 10.8 9.2 6.7 5.0

15 6 1 1 2 2 - - 3 1

100.0 40.0 6.7 6.7 13.3 13.3 - - 20.0 6.7

50 28 9 5 3 1 7 3 6 3

100.0 56.0 18.0 10.0 6.0 2.0 14.0 6.0 12.0 6.0

117 45 32 2 8 4 9 11 14 13

100.0 38.5 27.4 1.7 6.8 3.4 7.7 9.4 12.0 11.1

542 249 139 25 53 38 90 67 28 23

100.0 45.9 25.6 4.6 9.8 7.0 16.6 12.4 5.2 4.2

1,546 871 436 82 137 122 217 147 53 78

100.0 56.3 28.2 5.3 8.9 7.9 14.0 9.5 3.4 5.0

1,142 759 301 57 85 67 115 62 37 46

100.0 66.5 26.4 5.0 7.4 5.9 10.1 5.4 3.2 4.0

87 38 23 6 12 9 9 6 11 4

100.0 43.7 26.4 6.9 13.8 10.3 10.3 6.9 12.6 4.6

39 11 9 3 7 5 2 4 6 4

100.0 28.2 23.1 7.7 17.9 12.8 5.1 10.3 15.4 10.3

15 5 2 1 - 1 1 1 3 3

100.0 33.3 13.3 6.7 - 6.7 6.7 6.7 20.0 20.0

13 2 - - - - - 2 8 1

100.0 15.4 - - - - - 15.4 61.5 7.7

1 - - - - - - - 1 -

100.0 - - - - - - - 100.0 -

65 25 18 3 12 4 4 3 10 5

100.0 38.5 27.7 4.6 18.5 6.2 6.2 4.6 15.4 7.7

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

135 

 

問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（６）労働者 50 人未満の事業場にお聞きします。ストレスチェックの助成金があることを知っていま

すか。 

 

ストレスチェックの助成金については、「知らなかったが今後利用したい」が 41.1％と最も高く、

次いで「知っているが利用したことはない」が 29.1％となっている。 

 

Ｎ：4,585人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 知っているし利用したことがある 156 3.4 

２ 知っているが利用したことはない 1,333 29.1 

３ 知らなかったが今後利用したい 1,884 41.1 

４ 知らないし今後も利用したくない 551 12.0 

 無回答 661 14.4 

 

 

  

知っているし利用

したことがある
3.4%

知っているが利用

したことはない
29.1%

知らなかったが

今後利用したい
41.1%

知らないし今後も

利用したくない
12.0%

無回答
14.4%

(N = 4,585)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

知

っ
て
い
る
し
利
用
し

た
こ
と
が
あ
る

知

っ
て
い
る
が
利
用
し

た
こ
と
は
な
い

知
ら
な
か

っ
た
が
今
後

利
用
し
た
い

知
ら
な
い
し
今
後
も

利
用
し
た
く
な
い

無
回
答

4,585 156 1,333 1,884 551 661

100.0 3.4 29.1 41.1 12.0 14.4

49 2 11 23 5 8

100.0 4.1 22.4 46.9 10.2 16.3

6 - - 4 2 -

100.0 - - 66.7 33.3 -

24 - 7 9 4 4

100.0 - 29.2 37.5 16.7 16.7

682 19 197 287 85 94

100.0 2.8 28.9 42.1 12.5 13.8

1,175 29 331 493 189 133

100.0 2.5 28.2 42.0 16.1 11.3

87 4 30 32 9 12

100.0 4.6 34.5 36.8 10.3 13.8

71 2 28 22 6 13

100.0 2.8 39.4 31.0 8.5 18.3

627 29 184 273 60 81

100.0 4.6 29.3 43.5 9.6 12.9

458 24 140 171 58 65

100.0 5.2 30.6 37.3 12.7 14.2

24 4 6 9 1 4

100.0 16.7 25.0 37.5 4.2 16.7

24 1 6 8 6 3

100.0 4.2 25.0 33.3 25.0 12.5

88 4 39 27 7 11

100.0 4.5 44.3 30.7 8.0 12.5

86 5 17 41 13 10

100.0 5.8 19.8 47.7 15.1 11.6

33 1 12 12 5 3

100.0 3.0 36.4 36.4 15.2 9.1

53 3 10 27 5 8

100.0 5.7 18.9 50.9 9.4 15.1

467 14 127 195 37 94

100.0 3.0 27.2 41.8 7.9 20.1

36 3 12 13 3 5

100.0 8.3 33.3 36.1 8.3 13.9

351 6 105 154 32 54

100.0 1.7 29.9 43.9 9.1 15.4

52 1 17 10 5 19

100.0 1.9 32.7 19.2 9.6 36.5

65 - 26 18 9 12

100.0 - 40.0 27.7 13.8 18.5

127 5 28 56 10 28

100.0 3.9 22.0 44.1 7.9 22.0

776 21 184 293 130 148

100.0 2.7 23.7 37.8 16.8 19.1

2,151 47 614 880 284 326

100.0 2.2 28.5 40.9 13.2 15.2

1,658 88 535 711 137 187

100.0 5.3 32.3 42.9 8.3 11.3

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（７）労働者 50 人未満の事業場でストレスチェックの実施に取り組まれている事業場にお聞きしま

す。ストレスチェックを積極的に実施している理由をお答えください。（複数回答可） 

 

ストレスチェックを積極的に実施している理由は、「労働者 50人未満の事業場にも努力義務がある

ため」及び「親会社・事業者の意向のため」が 33.7％と最も高く、次いで「労働者のメンタルヘルス

不調のリスク低減のため」が 33.0％となっている。 

 

Ｎ：1,192人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 労働者 50人未満の事業場にも努力義務があるため 402 33.7 

２ 親会社・事業者の意向のため 402 33.7 

３ 労働者のメンタルヘルス不調のリスク低減のため 393 33.0 

４ 助成金が出るため 53 4.4 

５ その他 21 1.8 

 無回答 275 23.1 

 

 

  

33.7

33.7

33.0

4.4

1.8

23.1

0 10 20 30 40

労働者50人未満の事業場にも努力義務があるため

親会社・事業者の意向のため

労働者のメンタルヘルス不調のリスク低減のため

助成金が出るため

その他

無回答

(%)(N = 1,192)
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【業種・事業場規模別】 

  調
査
数

労
働
者
5
0
人
未
満
の

事
業
場
に
も
努
力
義
務

が
あ
る
た
め

親
会
社
・
事
業
者
の
意

向
の
た
め

労
働
者
の
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
不
調
の
リ
ス
ク
低

減
の
た
め

助
成
金
が
出
る
た
め

そ
の
他

無
回
答

1,192 402 402 393 53 21 275

100.0 33.7 33.7 33.0 4.4 1.8 23.1

11 4 2 5 1 - 2

100.0 36.4 18.2 45.5 9.1 - 18.2

- - - - - - -

- - - - - - -

6 2 3 4 - - -

100.0 33.3 50.0 66.7 - - -

146 43 38 49 7 2 40

100.0 29.5 26.0 33.6 4.8 1.4 27.4

230 88 91 75 11 2 43

100.0 38.3 39.6 32.6 4.8 0.9 18.7

35 12 19 11 - - 8

100.0 34.3 54.3 31.4 - - 22.9

19 6 6 9 - - 6

100.0 31.6 31.6 47.4 - - 31.6

189 74 80 56 3 4 33

100.0 39.2 42.3 29.6 1.6 2.1 17.5

117 41 36 38 14 1 21

100.0 35.0 30.8 32.5 12.0 0.9 17.9

12 6 5 1 2 1 3

100.0 50.0 41.7 8.3 16.7 8.3 25.0

11 4 4 5 1 - 2

100.0 36.4 36.4 45.5 9.1 - 18.2

27 6 10 11 1 1 7

100.0 22.2 37.0 40.7 3.7 3.7 25.9

13 3 4 3 2 - 4

100.0 23.1 30.8 23.1 15.4 - 30.8

3 1 2 1 - - -

100.0 33.3 66.7 33.3 - - -

11 7 3 6 - - -

100.0 63.6 27.3 54.5 - - -

151 48 25 54 7 4 44

100.0 31.8 16.6 35.8 4.6 2.6 29.1

14 5 4 5 1 - 4

100.0 35.7 28.6 35.7 7.1 - 28.6

115 28 44 37 - 5 33

100.0 24.3 38.3 32.2 - 4.3 28.7

32 9 12 5 - - 11

100.0 28.1 37.5 15.6 - - 34.4

19 6 7 8 - - 3

100.0 31.6 36.8 42.1 - - 15.8

31 9 7 10 3 1 11

100.0 29.0 22.6 32.3 9.7 3.2 35.5

199 41 60 55 3 4 76

100.0 20.6 30.2 27.6 1.5 2.0 38.2

523 143 190 187 7 11 125

100.0 27.3 36.3 35.8 1.3 2.1 23.9

470 218 152 151 43 6 74

100.0 46.4 32.3 32.1 9.1 1.3 15.7

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問９ 治療と仕事の両立支援についてどのような取組を実施していますか。（複数回答可） 

 

治療と仕事の両立支援の実施については、「休暇制度（時間単位の年次有給休暇の取得、傷病休

暇・病気休暇等）の導入又は工夫」が 39.3％と最も高く、次いで「勤務制度（時差出勤制度、短時間

勤務制度、在宅勤務、試し出勤務制度等）の導入又は工夫」が 25.0％、「取り組んでいない」が

18.6％となっている。 

Ｎ：7,274人  

項目 回答数（人） 割合（％） 

１ 事業場による基本方針等の表明と労働者への周知 1,175 16.2 

２ 研修等による両立支援に関する意識啓発 509 7.0 

３ 相談窓口等の明確化 1,161 16.0 

４ 
休暇制度（時間単位の年次有給休暇の取得、傷病休暇・
病気休暇等）の導入又は工夫 

2,860 39.3 

５ 
勤務制度（時差出勤制度、短時間勤務制度、在宅勤務、
試し出勤務制度等）の導入又は工夫 

1,816 25.0 

６ 両立支援に関する制度・体制等の整備 526 7.2 

７ 
がん等の職場復帰支援に係るサポート（両立支援促進員
による両立支援プラン・職場復帰支援プランの作成に係
る助言、支援等） 

326 4.5 

８ その他 124 1.7 

９ 分からない 733 10.1 

10 取り組んでいない 1,353 18.6 

 無回答 850 11.7 

 

 

  39.3

25.0

16.2

16.0

7.2

7.0

4.5

1.7

10.1

18.6

11.7

0 10 20 30 40 50

休暇制度（時間単位の年次有給休暇の取得、

傷病休暇・病気休暇等）の導入又は工夫

勤務制度（時差出勤制度、短時間勤務制度、

在宅勤務、試し出勤務制度等）の導入又は工夫

事業場による基本方針等の表明と労働者への周知

相談窓口等の明確化

両立支援に関する制度・体制等の整備

研修等による両立支援に関する意識啓発

がん等の職場復帰支援に係るサポート

（両立支援促進員による両立支援プラン・

職場復帰支援プランの作成に係る助言、支援等）

その他

分からない

取り組んでいない

無回答

(%)(N = 7,274)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

事
業
場
に
よ
る
基
本
方
針
等
の
表
明
と

労
働
者
へ
の
周
知

研
修
等
に
よ
る
両
立
支
援
に
関
す
る
意

識
啓
発

相
談
窓
口
等
の
明
確
化

休
暇
制
度

（
時
間
単
位
の
年
次
有
給
休

暇
の
取
得

、
傷
病
休
暇
・
病
気
休
暇

等

）
の
導
入
又
は
工
夫

勤
務
制
度

（
時
差
出
勤
制
度

、
短
時
間

勤
務
制
度

、
在
宅
勤
務

、
試
し
出
勤
務

制
度
等

）
の
導
入
又
は
工
夫

両
立
支
援
に
関
す
る
制
度
・
体
制
等
の

整
備

が
ん
等
の
職
場
復
帰
支
援
に
係
る
サ

ポ
ー

ト

（
両
立
支
援
促
進
員
に
よ
る
両

立
支
援
プ
ラ
ン
・
職
場
復
帰
支
援
プ
ラ

ン
の
作
成
に
係
る
助
言

、
支
援
等

）

そ
の
他

分
か
ら
な
い

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

7,274 1,175 509 1,161 2,860 1,816 526 326 124 733 1353 850

100.0 16.2 7.0 16.0 39.3 25.0 7.2 4.5 1.7 10.1 18.6 11.7

55 9 3 4 20 10 4 1 - 4 11 11

100.0 16.4 5.5 7.3 36.4 18.2 7.3 1.8 - 7.3 20.0 20.0

7 1 - - 5 - - - - - 1 1

100.0 14.3 - - 71.4 - - - - - 14.3 14.3

27 3 - 5 10 4 3 1 - 2 9 3

100.0 11.1 - 18.5 37.0 14.8 11.1 3.7 - 7.4 33.3 11.1

800 127 40 80 339 150 52 30 12 85 155 100

100.0 15.9 5.0 10.0 42.4 18.8 6.5 3.8 1.5 10.6 19.4 12.5

1,960 280 111 331 770 474 150 101 38 209 393 208

100.0 14.3 5.7 16.9 39.3 24.2 7.7 5.2 1.9 10.7 20.1 10.6

126 24 9 16 55 33 13 7 1 12 24 15

100.0 19.0 7.1 12.7 43.7 26.2 10.3 5.6 0.8 9.5 19.0 11.9

162 25 16 34 81 76 23 13 3 11 30 12

100.0 15.4 9.9 21.0 50.0 46.9 14.2 8.0 1.9 6.8 18.5 7.4

780 161 50 112 295 188 43 34 15 90 134 69

100.0 20.6 6.4 14.4 37.8 24.1 5.5 4.4 1.9 11.5 17.2 8.8

607 78 28 88 258 160 45 18 9 61 114 72

100.0 12.9 4.6 14.5 42.5 26.4 7.4 3.0 1.5 10.0 18.8 11.9

92 21 8 31 44 42 10 11 3 6 9 9

100.0 22.8 8.7 33.7 47.8 45.7 10.9 12.0 3.3 6.5 9.8 9.8

31 3 2 2 8 9 1 - - 6 9 -

100.0 9.7 6.5 6.5 25.8 29.0 3.2 - - 19.4 29.0 -

129 28 5 23 62 36 12 5 2 9 26 11

100.0 21.7 3.9 17.8 48.1 27.9 9.3 3.9 1.6 7.0 20.2 8.5

104 13 3 17 37 34 5 2 - 12 28 11

100.0 12.5 2.9 16.3 35.6 32.7 4.8 1.9 - 11.5 26.9 10.6

54 5 2 7 18 19 2 2 2 8 9 3

100.0 9.3 3.7 13.0 33.3 35.2 3.7 3.7 3.7 14.8 16.7 5.6

130 21 8 27 37 27 12 8 2 12 28 14

100.0 16.2 6.2 20.8 28.5 20.8 9.2 6.2 1.5 9.2 21.5 10.8

1,039 199 127 200 398 268 75 50 18 98 160 138

100.0 19.2 12.2 19.2 38.3 25.8 7.2 4.8 1.7 9.4 15.4 13.3

60 13 3 12 20 20 5 2 - 7 11 7

100.0 21.7 5.0 20.0 33.3 33.3 8.3 3.3 - 11.7 18.3 11.7

486 66 29 71 203 134 29 10 6 48 102 43

100.0 13.6 6.0 14.6 41.8 27.6 6.0 2.1 1.2 9.9 21.0 8.8

166 19 23 33 64 49 9 8 3 18 23 21

100.0 11.4 13.9 19.9 38.6 29.5 5.4 4.8 1.8 10.8 13.9 12.7

101 12 8 11 32 13 3 3 2 12 20 20

100.0 11.9 7.9 10.9 31.7 12.9 3.0 3.0 2.0 11.9 19.8 19.8

358 67 34 57 104 70 30 20 8 23 57 82

100.0 18.7 9.5 15.9 29.1 19.6 8.4 5.6 2.2 6.4 15.9 22.9

776 115 38 63 241 125 22 17 4 106 179 116

100.0 14.8 4.9 8.1 31.1 16.1 2.8 2.2 0.5 13.7 23.1 14.9

2,151 331 71 219 837 441 101 44 28 256 434 248

100.0 15.4 3.3 10.2 38.9 20.5 4.7 2.0 1.3 11.9 20.2 11.5

1,658 293 102 237 707 381 94 47 22 148 332 160

100.0 17.7 6.2 14.3 42.6 23.0 5.7 2.8 1.3 8.9 20.0 9.7

670 97 70 119 251 161 47 27 17 62 121 70

100.0 14.5 10.4 17.8 37.5 24.0 7.0 4.0 2.5 9.3 18.1 10.4

834 155 112 206 328 259 114 74 21 72 140 95

100.0 18.6 13.4 24.7 39.3 31.1 13.7 8.9 2.5 8.6 16.8 11.4

527 82 60 160 242 212 72 55 14 43 61 41

100.0 15.6 11.4 30.4 45.9 40.2 13.7 10.4 2.7 8.2 11.6 7.8

358 60 28 105 163 159 48 42 10 28 41 39

100.0 16.8 7.8 29.3 45.5 44.4 13.4 11.7 2.8 7.8 11.5 10.9

87 14 14 26 38 35 13 9 3 8 11 7

100.0 16.1 16.1 29.9 43.7 40.2 14.9 10.3 3.4 9.2 12.6 8.0

213 28 14 26 53 43 15 11 5 10 34 74

100.0 13.1 6.6 12.2 24.9 20.2 7.0 5.2 2.3 4.7 16.0 34.7

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問 10 健康管理（産業保健）活動での専門職の活用状況について、令和元年度上期（平成 31 年４月

～令和元年９月）で、それぞれ該当する欄に○印を付けてください。複数の資格を持っている

場合は、実際に活動している職種でお答えください。 

 

 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

 

 

  

N=

産業医 7,274

産業医以外の医師 7,274

保健師 7,274

看護師 7,274

衛生管理者 7,274

15.9

4.6

11.0

10.9

31.6

29.1

9.6

7.2

1.8

1.2

31.8

52.4

49.8

54.1

36.7

23.3

33.4

32.0

33.2

30.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

直接雇用 外部機関の利用 雇用・委託をしていない 無回答

N=

産業医 3,270

産業医以外の医師 1,037

保健師 1,324

看護師 923

衛生管理者 2,386

36.5

12.7

40.9

47.0

70.5

15.1

7.1

9.5

10.0

6.2

33.6

60.4

33.2

30.7

12.9

14.8

19.8

16.3

12.4

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほぼ毎回出席（5～6回） ときどき出席（2～4回） 出席していない（0～1回） 無回答
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（a）産業医 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て

い
な
い

無
回
答

7,274 1,155 2,115 2,310 1,694

100.0 15.9 29.1 31.8 23.3

55 1 15 22 17

100.0 1.8 27.3 40.0 30.9

7 - 2 1 4

100.0 - 28.6 14.3 57.1

27 2 8 13 4

100.0 7.4 29.6 48.1 14.8

800 42 221 369 168

100.0 5.3 27.6 46.1 21.0

1,960 323 653 603 381

100.0 16.5 33.3 30.8 19.4

126 15 37 40 34

100.0 11.9 29.4 31.7 27.0

162 34 63 41 24

100.0 21.0 38.9 25.3 14.8

780 69 209 298 204

100.0 8.8 26.8 38.2 26.2

607 56 199 235 117

100.0 9.2 32.8 38.7 19.3

92 39 29 10 14

100.0 42.4 31.5 10.9 15.2

31 2 8 14 7

100.0 6.5 25.8 45.2 22.6

129 16 50 42 21

100.0 12.4 38.8 32.6 16.3

104 4 27 43 30

100.0 3.8 26.0 41.3 28.8

54 4 14 24 12

100.0 7.4 25.9 44.4 22.2

130 45 32 24 29

100.0 34.6 24.6 18.5 22.3

1,039 300 198 234 307

100.0 28.9 19.1 22.5 29.5

60 10 23 19 8

100.0 16.7 38.3 31.7 13.3

486 47 152 181 106

100.0 9.7 31.3 37.2 21.8

166 54 49 13 50

100.0 32.5 29.5 7.8 30.1

101 12 31 36 22

100.0 11.9 30.7 35.6 21.8

358 80 95 48 135

100.0 22.3 26.5 13.4 37.7

776 26 163 354 233

100.0 3.4 21.0 45.6 30.0

2,151 46 533 1,020 552

100.0 2.1 24.8 47.4 25.7

1,658 40 464 784 370

100.0 2.4 28.0 47.3 22.3

670 180 317 59 114

100.0 26.9 47.3 8.8 17.0

834 295 353 32 154

100.0 35.4 42.3 3.8 18.5

527 261 171 10 85

100.0 49.5 32.4 1.9 16.1

358 213 64 11 70

100.0 59.5 17.9 3.1 19.6

87 58 13 - 16

100.0 66.7 14.9 - 18.4

213 36 37 40 100

100.0 16.9 17.4 18.8 46.9

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（a）産業医 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

3,270 1,192 493 1,100 485

100.0 36.5 15.1 33.6 14.8

16 1 2 7 6

100.0 6.3 12.5 43.8 37.5

2 - - 1 1

100.0 - - 50.0 50.0

10 - 1 5 4

100.0 - 10.0 50.0 40.0

263 47 30 127 59

100.0 17.9 11.4 48.3 22.4

976 372 151 339 114

100.0 38.1 15.5 34.7 11.7

52 23 7 13 9

100.0 44.2 13.5 25.0 17.3

97 51 14 29 3

100.0 52.6 14.4 29.9 3.1

278 46 41 136 55

100.0 16.5 14.7 48.9 19.8

255 70 30 104 51

100.0 27.5 11.8 40.8 20.0

68 46 11 7 4

100.0 67.6 16.2 10.3 5.9

10 6 1 3 -

100.0 60.0 10.0 30.0 -

66 28 6 25 7

100.0 42.4 9.1 37.9 10.6

31 5 3 15 8

100.0 16.1 9.7 48.4 25.8

18 8 2 7 1

100.0 44.4 11.1 38.9 5.6

77 31 19 15 12

100.0 40.3 24.7 19.5 15.6

498 228 88 111 71

100.0 45.8 17.7 22.3 14.3

33 11 6 9 7

100.0 33.3 18.2 27.3 21.2

199 71 23 74 31

100.0 35.7 11.6 37.2 15.6

103 45 19 20 19

100.0 43.7 18.4 19.4 18.4

43 16 7 15 5

100.0 37.2 16.3 34.9 11.6

175 87 32 38 18

100.0 49.7 18.3 21.7 10.3

189 19 12 96 62

100.0 10.1 6.3 50.8 32.8

579 42 19 334 184

100.0 7.3 3.3 57.7 31.8

504 66 53 265 120

100.0 13.1 10.5 52.6 23.8

497 206 99 158 34

100.0 41.4 19.9 31.8 6.8

648 311 158 147 32

100.0 48.0 24.4 22.7 4.9

432 265 81 63 23

100.0 61.3 18.8 14.6 5.3

277 195 44 25 13

100.0 70.4 15.9 9.0 4.7

71 45 13 4 9

100.0 63.4 18.3 5.6 12.7

73 43 14 8 8

100.0 58.9 19.2 11.0 11.0

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（b）産業医以外の医師 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て

い
な
い

無
回
答

7,274 337 700 3,811 2,426

100.0 4.6 9.6 52.4 33.4

55 - 6 25 24

100.0 - 10.9 45.5 43.6

7 - 1 3 3

100.0 - 14.3 42.9 42.9

27 - 5 17 5

100.0 - 18.5 63.0 18.5

800 4 80 491 225

100.0 0.5 10.0 61.4 28.1

1,960 38 180 1,157 585

100.0 1.9 9.2 59.0 29.8

126 4 11 68 43

100.0 3.2 8.7 54.0 34.1

162 5 12 104 41

100.0 3.1 7.4 64.2 25.3

780 13 95 428 244

100.0 1.7 12.2 54.9 31.3

607 11 50 377 169

100.0 1.8 8.2 62.1 27.8

92 9 14 39 30

100.0 9.8 15.2 42.4 32.6

31 - 3 22 6

100.0 - 9.7 71.0 19.4

129 4 7 87 31

100.0 3.1 5.4 67.4 24.0

104 - 9 54 41

100.0 - 8.7 51.9 39.4

54 1 6 31 16

100.0 1.9 11.1 57.4 29.6

130 22 14 41 53

100.0 16.9 10.8 31.5 40.8

1,039 192 97 332 418

100.0 18.5 9.3 32.0 40.2

60 1 6 28 25

100.0 1.7 10.0 46.7 41.7

486 3 53 285 145

100.0 0.6 10.9 58.6 29.8

166 14 21 50 81

100.0 8.4 12.7 30.1 48.8

101 1 8 59 33

100.0 1.0 7.9 58.4 32.7

358 15 22 113 208

100.0 4.2 6.1 31.6 58.1

776 8 52 435 281

100.0 1.0 6.7 56.1 36.2

2,151 22 202 1,261 666

100.0 1.0 9.4 58.6 31.0

1,658 22 215 970 451

100.0 1.3 13.0 58.5 27.2

670 25 55 347 243

100.0 3.7 8.2 51.8 36.3

834 94 64 368 308

100.0 11.3 7.7 44.1 36.9

527 79 40 214 194

100.0 15.0 7.6 40.6 36.8

358 57 42 136 123

100.0 15.9 11.7 38.0 34.4

87 19 18 21 29

100.0 21.8 20.7 24.1 33.3

213 11 12 59 131

100.0 5.2 5.6 27.7 61.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（b）産業医以外の医師 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

1,037 132 74 626 205

100.0 12.7 7.1 60.4 19.8

6 - - 4 2

100.0 - - 66.7 33.3

1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -

5 - - 3 2

100.0 - - 60.0 40.0

84 - 2 62 20

100.0 - 2.4 73.8 23.8

218 15 9 155 39

100.0 6.9 4.1 71.1 17.9

15 1 1 12 1

100.0 6.7 6.7 80.0 6.7

17 3 - 13 1

100.0 17.6 - 76.5 5.9

108 5 7 64 32

100.0 4.6 6.5 59.3 29.6

61 1 4 46 10

100.0 1.6 6.6 75.4 16.4

23 5 2 14 2

100.0 21.7 8.7 60.9 8.7

3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -

11 3 1 5 2

100.0 27.3 9.1 45.5 18.2

9 1 1 4 3

100.0 11.1 11.1 44.4 33.3

7 - - 4 3

100.0 - - 57.1 42.9

36 5 4 22 5

100.0 13.9 11.1 61.1 13.9

289 81 33 128 47

100.0 28.0 11.4 44.3 16.3

7 - - 6 1

100.0 - - 85.7 14.3

56 2 - 39 15

100.0 3.6 - 69.6 26.8

35 5 3 20 7

100.0 14.3 8.6 57.1 20.0

9 1 1 3 4

100.0 11.1 11.1 33.3 44.4

37 4 5 19 9

100.0 10.8 13.5 51.4 24.3

60 3 3 36 18

100.0 5.0 5.0 60.0 30.0

224 5 9 147 63

100.0 2.2 4.0 65.6 28.1

237 4 8 159 66

100.0 1.7 3.4 67.1 27.8

80 15 7 44 14

100.0 18.8 8.8 55.0 17.5

158 42 18 79 19

100.0 26.6 11.4 50.0 12.0

119 32 13 63 11

100.0 26.9 10.9 52.9 9.2

99 25 11 57 6

100.0 25.3 11.1 57.6 6.1

37 4 5 21 7

100.0 10.8 13.5 56.8 18.9

23 2 - 20 1

100.0 8.7 - 87.0 4.3

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（c）保健師 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て

い
な
い

無
回
答

7,274 797 527 3,621 2,329

100.0 11.0 7.2 49.8 32.0

55 - 4 28 23

100.0 - 7.3 50.9 41.8

7 - - 3 4

100.0 - - 42.9 57.1

27 1 3 18 5

100.0 3.7 11.1 66.7 18.5

800 30 71 488 211

100.0 3.8 8.9 61.0 26.4

1,960 235 158 1,026 541

100.0 12.0 8.1 52.3 27.6

126 18 7 61 40

100.0 14.3 5.6 48.4 31.7

162 25 17 85 35

100.0 15.4 10.5 52.5 21.6

780 53 60 428 239

100.0 6.8 7.7 54.9 30.6

607 34 56 356 161

100.0 5.6 9.2 58.6 26.5

92 35 4 27 26

100.0 38.0 4.3 29.3 28.3

31 1 3 23 4

100.0 3.2 9.7 74.2 12.9

129 12 8 80 29

100.0 9.3 6.2 62.0 22.5

104 - 3 58 43

100.0 - 2.9 55.8 41.3

54 2 4 31 17

100.0 3.7 7.4 57.4 31.5

130 31 5 43 51

100.0 23.8 3.8 33.1 39.2

1,039 181 35 398 425

100.0 17.4 3.4 38.3 40.9

60 8 5 27 20

100.0 13.3 8.3 45.0 33.3

486 35 52 262 137

100.0 7.2 10.7 53.9 28.2

166 58 8 32 68

100.0 34.9 4.8 19.3 41.0

101 10 9 49 33

100.0 9.9 8.9 48.5 32.7

358 28 15 98 217

100.0 7.8 4.2 27.4 60.6

776 17 40 438 281

100.0 2.2 5.2 56.4 36.2

2,151 32 156 1,288 675

100.0 1.5 7.3 59.9 31.4

1,658 25 163 1,021 449

100.0 1.5 9.8 61.6 27.1

670 55 44 325 246

100.0 8.2 6.6 48.5 36.7

834 142 63 338 291

100.0 17.0 7.6 40.5 34.9

527 224 36 121 146

100.0 42.5 6.8 23.0 27.7

358 219 12 39 88

100.0 61.2 3.4 10.9 24.6

87 62 3 3 19

100.0 71.3 3.4 3.4 21.8

213 21 10 48 134

100.0 9.9 4.7 22.5 62.9

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（c）保健師 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

1,324 542 126 440 216

100.0 40.9 9.5 33.2 16.3

4 - - 2 2

100.0 - - 50.0 50.0

- - - - -

- - - - -

4 - - 3 1

100.0 - - 75.0 25.0

101 23 5 54 19

100.0 22.8 5.0 53.5 18.8

393 167 36 137 53

100.0 42.5 9.2 34.9 13.5

25 11 4 5 5

100.0 44.0 16.0 20.0 20.0

42 21 3 17 1

100.0 50.0 7.1 40.5 2.4

113 26 21 50 16

100.0 23.0 18.6 44.2 14.2

90 26 8 35 21

100.0 28.9 8.9 38.9 23.3

39 26 2 5 6

100.0 66.7 5.1 12.8 15.4

4 2 - 1 1

100.0 50.0 - 25.0 25.0

20 10 1 5 4

100.0 50.0 5.0 25.0 20.0

3 - - 2 1

100.0 - - 66.7 33.3

6 2 - 2 2

100.0 33.3 - 33.3 33.3

36 19 3 10 4

100.0 52.8 8.3 27.8 11.1

216 119 19 42 36

100.0 55.1 8.8 19.4 16.7

13 6 2 2 3

100.0 46.2 15.4 15.4 23.1

87 18 7 44 18

100.0 20.7 8.0 50.6 20.7

66 38 6 9 13

100.0 57.6 9.1 13.6 19.7

19 9 2 4 4

100.0 47.4 10.5 21.1 21.1

43 19 7 11 6

100.0 44.2 16.3 25.6 14.0

57 5 3 34 15

100.0 8.8 5.3 59.6 26.3

188 19 9 100 60

100.0 10.1 4.8 53.2 31.9

188 7 12 102 67

100.0 3.7 6.4 54.3 35.6

99 37 8 43 11

100.0 37.4 8.1 43.4 11.1

205 103 21 59 22

100.0 50.2 10.2 28.8 10.7

260 172 30 41 17

100.0 66.2 11.5 15.8 6.5

231 149 33 33 16

100.0 64.5 14.3 14.3 6.9

65 33 8 17 7

100.0 50.8 12.3 26.2 10.8

31 17 2 11 1

100.0 54.8 6.5 35.5 3.2

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（d）看護師 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  

調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て

い
な
い

無
回
答

7,274 795 128 3,936 2,415

100.0 10.9 1.8 54.1 33.2

55 - 2 28 25

100.0 - 3.6 50.9 45.5

7 - - 3 4

100.0 - - 42.9 57.1

27 2 1 20 4

100.0 7.4 3.7 74.1 14.8

800 14 11 548 227

100.0 1.8 1.4 68.5 28.4

1,960 210 28 1,146 576

100.0 10.7 1.4 58.5 29.4

126 9 1 73 43

100.0 7.1 0.8 57.9 34.1

162 7 3 113 39

100.0 4.3 1.9 69.8 24.1

780 33 17 474 256

100.0 4.2 2.2 60.8 32.8

607 20 13 405 169

100.0 3.3 2.1 66.7 27.8

92 21 3 38 30

100.0 22.8 3.3 41.3 32.6

31 2 1 23 5

100.0 6.5 3.2 74.2 16.1

129 8 2 89 30

100.0 6.2 1.6 69.0 23.3

104 - - 61 43

100.0 - - 58.7 41.3

54 2 4 31 17

100.0 3.7 7.4 57.4 31.5

130 36 2 41 51

100.0 27.7 1.5 31.5 39.2

1,039 355 13 273 398

100.0 34.2 1.3 26.3 38.3

60 3 2 32 23

100.0 5.0 3.3 53.3 38.3

486 12 14 316 144

100.0 2.5 2.9 65.0 29.6

166 28 6 56 76

100.0 16.9 3.6 33.7 45.8

101 6 3 58 34

100.0 5.9 3.0 57.4 33.7

358 27 2 108 221

100.0 7.5 0.6 30.2 61.7

776 17 12 464 283

100.0 2.2 1.5 59.8 36.5

2,151 67 40 1,348 696

100.0 3.1 1.9 62.7 32.4

1,658 89 30 1,079 460

100.0 5.4 1.8 65.1 27.7

670 70 12 348 240

100.0 10.4 1.8 51.9 35.8

834 179 17 348 290

100.0 21.5 2.0 41.7 34.8

527 183 10 166 168

100.0 34.7 1.9 31.5 31.9

358 134 5 111 108

100.0 37.4 1.4 31.0 30.2

87 38 2 17 30

100.0 43.7 2.3 19.5 34.5

213 18 - 55 140

100.0 8.5 - 25.8 65.7

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（d）看護師 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

923 434 92 283 114

100.0 47.0 10.0 30.7 12.4

2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

- - - - -

- - - - -

3 - 1 - 2

100.0 - 33.3 - 66.7

25 8 - 14 3

100.0 32.0 - 56.0 12.0

238 120 27 78 13

100.0 50.4 11.3 32.8 5.5

10 7 - 2 1

100.0 70.0 - 20.0 10.0

10 4 1 4 1

100.0 40.0 10.0 40.0 10.0

50 22 5 18 5

100.0 44.0 10.0 36.0 10.0

33 13 6 11 3

100.0 39.4 18.2 33.3 9.1

24 11 4 7 2

100.0 45.8 16.7 29.2 8.3

3 2 - 1 -

100.0 66.7 - 33.3 -

10 5 1 - 4

100.0 50.0 10.0 - 40.0

- - - - -

- - - - -

6 1 - 3 2

100.0 16.7 - 50.0 33.3

38 16 3 13 6

100.0 42.1 7.9 34.2 15.8

368 188 40 88 52

100.0 51.1 10.9 23.9 14.1

5 2 - 2 1

100.0 40.0 - 40.0 20.0

26 7 1 14 4

100.0 26.9 3.8 53.8 15.4

34 7 1 16 10

100.0 20.6 2.9 47.1 29.4

9 4 1 2 2

100.0 44.4 11.1 22.2 22.2

29 17 1 8 3

100.0 58.6 3.4 27.6 10.3

29 2 4 14 9

100.0 6.9 13.8 48.3 31.0

107 24 13 56 14

100.0 22.4 12.1 52.3 13.1

119 18 14 59 28

100.0 15.1 11.8 49.6 23.5

82 40 9 21 12

100.0 48.8 11.0 25.6 14.6

196 130 19 29 18

100.0 66.3 9.7 14.8 9.2

193 120 19 37 17

100.0 62.2 9.8 19.2 8.8

139 78 9 42 10

100.0 56.1 6.5 30.2 7.2

40 10 3 21 6

100.0 25.0 7.5 52.5 15.0

18 12 2 4 -

100.0 66.7 11.1 22.2 -

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（e）衛生管理者 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て

い
な
い

無
回
答

7,274 2,300 86 2,670 2,218

100.0 31.6 1.2 36.7 30.5

55 8 1 26 20

100.0 14.5 1.8 47.3 36.4

7 - - 3 4

100.0 - - 42.9 57.1

27 3 1 19 4

100.0 11.1 3.7 70.4 14.8

800 187 5 405 203

100.0 23.4 0.6 50.6 25.4

1,960 737 20 700 503

100.0 37.6 1.0 35.7 25.7

126 37 - 47 42

100.0 29.4 - 37.3 33.3

162 72 1 54 35

100.0 44.4 0.6 33.3 21.6

780 202 11 337 230

100.0 25.9 1.4 43.2 29.5

607 154 11 286 156

100.0 25.4 1.8 47.1 25.7

92 46 2 19 25

100.0 50.0 2.2 20.7 27.2

31 7 1 18 5

100.0 22.6 3.2 58.1 16.1

129 50 - 54 25

100.0 38.8 - 41.9 19.4

104 11 1 50 42

100.0 10.6 1.0 48.1 40.4

54 15 2 21 16

100.0 27.8 3.7 38.9 29.6

130 61 2 25 42

100.0 46.9 1.5 19.2 32.3

1,039 348 14 263 414

100.0 33.5 1.3 25.3 39.8

60 19 2 19 20

100.0 31.7 3.3 31.7 33.3

486 168 5 189 124

100.0 34.6 1.0 38.9 25.5

166 69 1 25 71

100.0 41.6 0.6 15.1 42.8

101 35 2 38 26

100.0 34.7 2.0 37.6 25.7

358 71 4 72 211

100.0 19.8 1.1 20.1 58.9

776 85 10 404 277

100.0 11.0 1.3 52.1 35.7

2,151 293 28 1,166 664

100.0 13.6 1.3 54.2 30.9

1,658 338 27 856 437

100.0 20.4 1.6 51.6 26.4

670 382 6 85 197

100.0 57.0 0.9 12.7 29.4

834 507 10 73 244

100.0 60.8 1.2 8.8 29.3

527 360 3 21 143

100.0 68.3 0.6 4.0 27.1

358 239 1 21 97

100.0 66.8 0.3 5.9 27.1

87 53 1 5 28

100.0 60.9 1.1 5.7 32.2

213 43 - 39 131

100.0 20.2 - 18.3 61.5

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（e）衛生管理者 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

2,386 1,683 148 308 247

100.0 70.5 6.2 12.9 10.4

9 4 - 3 2

100.0 44.4 - 33.3 22.2

- - - - -

- - - - -

4 2 - - 2

100.0 50.0 - - 50.0

192 116 13 44 19

100.0 60.4 6.8 22.9 9.9

757 574 35 77 71

100.0 75.8 4.6 10.2 9.4

37 30 1 3 3

100.0 81.1 2.7 8.1 8.1

73 57 3 8 5

100.0 78.1 4.1 11.0 6.8

213 137 21 33 22

100.0 64.3 9.9 15.5 10.3

165 97 16 28 24

100.0 58.8 9.7 17.0 14.5

48 42 1 2 3

100.0 87.5 2.1 4.2 6.3

8 5 1 2 -

100.0 62.5 12.5 25.0 -

50 32 5 9 4

100.0 64.0 10.0 18.0 8.0

12 4 1 6 1

100.0 33.3 8.3 50.0 8.3

17 13 - 3 1

100.0 76.5 - 17.6 5.9

63 44 6 7 6

100.0 69.8 9.5 11.1 9.5

362 254 25 36 47

100.0 70.2 6.9 9.9 13.0

21 13 1 4 3

100.0 61.9 4.8 19.0 14.3

173 116 7 29 21

100.0 67.1 4.0 16.8 12.1

70 56 3 3 8

100.0 80.0 4.3 4.3 11.4

37 28 3 3 3

100.0 75.7 8.1 8.1 8.1

75 59 6 8 2

100.0 78.7 8.0 10.7 2.7

95 34 13 31 17

100.0 35.8 13.7 32.6 17.9

321 122 31 110 58

100.0 38.0 9.7 34.3 18.1

365 153 36 107 69

100.0 41.9 9.9 29.3 18.9

388 320 21 21 26

100.0 82.5 5.4 5.4 6.7

517 451 14 22 30

100.0 87.2 2.7 4.3 5.8

363 303 20 11 29

100.0 83.5 5.5 3.0 8.0

240 218 7 4 11

100.0 90.8 2.9 1.7 4.6

54 43 4 1 6

100.0 79.6 7.4 1.9 11.1

43 39 2 1 1

100.0 90.7 4.7 2.3 2.3

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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153 

 

２ 利用者以外アンケート調査 

問２ 「産業保健総合支援センター」についてお伺いします。該当する番号 1 つに○印を付けてく

ださい。 

 

「産業保健総合支援センター」について、「利用したことはないし、知らない」が 46.7％と最も高く、

次いで「利用したことはないが、名前は聞いたことがある」が 30.9％、「利用したことはないが、産

業保健に関する研修、相談対応などを実施していることは知っている」が 11.1％となっている。 

 

Ｎ：6,151人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 利用したことがある 607 9.9 

２ 
利用したことはないが、産業保健に関する研修、相談
対応などを実施していることは知っている 

685 11.1 

３ 利用したことはないが、名前は聞いたことがある 1,901 30.9 

４ 利用したことはないし、知らない 2,875 46.7 

 無回答 84 1.4 

 

  

利用したことがある
9.9%

利用したことは

ないが、産業保健

に関する研修、

相談対応などを

実施していることは

知っている
11.1%

利用したことは

ないが、名前は

聞いたことがある
30.9%

利用したことは

ないし、知らない
46.7%

無回答
1.4%

(N = 6,151)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

利
用
し
た
こ
と
が
あ
る

利
用
し
た
こ
と
は
な
い
が

、

産
業
保
健
に
関
す
る
研
修

、

相
談
対
応
な
ど
を
実
施
し
て

い
る
こ
と
は
知

っ
て
い
る

利
用
し
た
こ
と
は
な
い
が

、

名
前
は
聞
い
た
こ
と
が
あ
る

利
用
し
た
こ
と
は
な
い
し

、

知
ら
な
い

無
回
答

6,151 607 685 1,901 2,875 84

100.0 9.9 11.1 30.9 46.7 1.4

37 8 3 8 18 -

100.0 21.0 7.9 22.1 49.0 -

6 - - - 6 -

100.0 - - - 100.0 -

14 - 1 4 10 -

100.0 - 6.3 26.0 67.7 -

663 54 76 195 313 25

100.0 8.2 11.4 29.4 47.2 3.8

1,351 197 171 441 534 9

あ 14.6 12.7 32.6 39.5 0.7

27 3 5 6 13 -

100.0 11.0 19.3 21.5 48.2 -

173 16 11 40 106 -

100.0 9.3 6.6 22.8 61.3 -

522 43 61 178 233 7

100.0 8.3 11.6 34.1 44.6 1.4

823 49 92 271 398 13

100.0 6.0 11.1 32.9 48.4 1.6

96 15 17 34 29 0

100.0 16.1 17.7 35.4 30.5 0.4

101 2 4 18 70 8

100.0 2.0 4.3 17.4 68.8 7.5

96 12 11 47 26 -

100.0 12.7 11.3 48.9 27.1 -

116 9 15 38 53 1

100.0 8.0 12.6 32.5 45.6 1.2

44 2 3 12 26 0

100.0 5.0 7.2 27.4 59.5 0.9

162 22 11 48 80 2

100.0 13.4 6.8 29.5 49.2 1.1

1,003 88 113 297 496 10

100.0 8.7 11.2 29.6 49.4 1.0

43 2 5 17 17 1

100.0 5.8 12.3 39.6 39.2 3.2

550 49 56 142 301 2

100.0 9.0 10.2 25.8 54.7 0.4

12 2 - 0 9 -

100.0 18.1 - 2.3 79.7 -

226 23 24 75 101 2

100.0 10.3 10.7 33.3 44.7 0.9

83 9 6 31 36 2

100.0 10.4 6.8 37.2 43.2 2.4

329 17 27 82 197 7

100.0 5.0 8.1 25.0 59.9 2.1

1,088 65 90 312 592 29

100.0 6.0 8.3 28.7 54.4 2.7

2,282 203 214 679 1,165 20

100.0 8.9 9.4 29.8 51.1 0.9

1,330 115 150 447 602 17

100.0 8.6 11.2 33.6 45.2 1.3

819 113 151 292 255 8

100.0 13.8 18.4 35.7 31.1 1.0

210 71 42 61 36 1

100.0 33.6 19.8 28.9 17.4 0.3

30 16 2 8 3 -

100.0 54.6 8.1 27.0 10.3 -

2 - - - 2 -

100.0 - - - 100.0 -

61 7 10 19 23 2

100.0 11.8 16.7 30.5 37.1 3.8

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問３「地域産業保健センター」についてお伺いします。該当する番号 1つに○印を付けてください。 

 

「地域産業保健センター」について、「利用したことはないし、知らない」が 46.4％と最も高く、次

いで「利用したことはないが、名前は聞いたことがある」が 30.0％、「利用したことがある」が

12.4％となっている。 

 

Ｎ：6,151人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 利用したことがある 766 12.4 

２ 
利用したことはないが、労働者の健診後の措置などを
実施していることは知っている 

641 10.4 

３ 利用したことはないが、名前は聞いたことがある 1,846 30.0 

４ 利用したことはないし、知らない 2,855 46.4 

 無回答 42 0.7 

 

  

利用したことがある
12.4%

利用したことは

ないが、労働者の

健診後の措置など

を実施していること

は知っている
10.4%

利用したことは

ないが、名前は

聞いたことがある
30.0%

利用したことは

ないし、知らない
46.4%

無回答
0.7%

(N = 6,151)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

利
用
し
た
こ
と
が
あ
る

利
用
し
た
こ
と
は
な
い
が

、

労
働
者
の
健
診
後
の
措
置
な

ど
を
実
施
し
て
い
る
こ
と
は

知

っ
て
い
る

利
用
し
た
こ
と
は
な
い
が

、

名
前
は
聞
い
た
こ
と
が
あ
る

利
用
し
た
こ
と
は
な
い
し

、

知
ら
な
い

無
回
答

6,151 766 641 1,846 2,855 42

100.0 12.4 10.4 30.0 46.4 0.7

37 8 3 9 18 -

100.0 20.3 8.0 24.5 47.2 -

6 0 - - 6 -

100.0 6.2 - - 93.8 -

14 2 - 2 7 4

100.0 11.4 - 14.9 47.8 25.8

663 100 69 173 310 11

100.0 15.0 10.4 26.1 46.7 1.7

1,351 208 171 437 530 4

100.0 15.4 12.7 32.4 39.2 0.3

27 6 5 6 10 -

100.0 22.1 18.6 21.8 37.5 -

173 13 15 35 110 -

100.0 7.8 8.6 20.2 63.4 -

522 116 55 148 202 1

100.0 22.2 10.6 28.4 38.7 0.1

823 86 77 247 406 6

100.0 10.5 9.4 30.0 49.4 0.7

96 12 16 33 36 -

100.0 12.2 16.3 34.3 37.2 -

101 12 2 17 71 -

100.0 11.4 2.0 16.3 70.3 -

96 14 21 35 25 1

100.0 14.2 21.9 37.0 26.3 0.6

116 8 14 40 54 1

100.0 6.6 11.7 34.2 46.8 0.7

44 3 3 12 26 -

100.0 7.7 7.2 26.3 58.9 -

162 18 12 48 83 1

100.0 11.3 7.6 29.3 51.3 0.5

1,003 69 90 346 493 5

100.0 6.9 9.0 34.5 49.1 0.5

43 2 5 19 17 -

100.0 4.8 11.4 43.5 40.3 -

550 55 48 141 302 5

100.0 10.0 8.6 25.6 54.9 0.9

12 2 - 1 9 -

100.0 15.2 - 5.1 79.7 -

226 23 28 69 106 0

100.0 10.2 12.2 30.5 46.8 0.2

83 10 7 29 34 3

100.0 11.6 8.9 34.9 40.5 4.2

329 35 21 76 197 0

100.0 10.7 6.3 23.1 59.8 0.1

1,088 154 91 260 567 16

100.0 14.2 8.4 23.9 52.1 1.4

2,282 386 201 593 1,095 7

100.0 16.9 8.8 26.0 48.0 0.3

1,330 74 146 467 632 10

100.0 5.5 11.0 35.1 47.5 0.8

819 58 140 329 287 5

100.0 7.1 17.1 40.1 35.1 0.6

210 37 30 88 54 1

100.0 17.8 14.4 41.9 25.5 0.3

30 11 4 9 6 -

100.0 37.0 12.6 28.9 21.5 -

2 - - - 2 -

100.0 - - - 100.0 -

61 10 8 25 15 2

100.0 16.4 12.8 41.5 25.2 4.1

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問４ 問２又は問３で「１. 利用したことがある」と回答した事業場にお伺いします。 

（１）何でお知りになりましたか。（複数回答可） 

 

「産業保健総合支援センター」又は「地域産業保健センター」を知ったきっかけは、「労働局、労働

基準監督署からの紹介」が 32.3％と最も高く、次いで「以前から利用しているため」が 25.4％、「リ

ーフレットを見て」が 17.4％となっている。 

 

Ｎ：1,078人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 労働局、労働基準監督署からの紹介 348 32.3 

２ １．以外の行政機関からの紹介 54 5.0 

３ 所属団体からの紹介 91 8.4 

４ ホームページを見て 159 14.8 

５ リーフレットを見て 187 17.4 

６ 以前から利用しているため 274 25.4 

７ その他 89 8.2 

 無回答 24 2.2 

 

 

 

  

32.3

25.4

17.4

14.8

8.4

5.0

8.2

2.2

労働局、労働基準監督署からの紹介

以前から利用しているため

リーフレットを見て

ホームページを見て

所属団体からの紹介

上記以外の行政機関からの紹介

その他

無回答

0 10 20 30 40 (%)(N = 1,078)
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【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

労
働
局

、
労
働
基
準
監
督

署
か
ら
の
紹
介

１
．
以
外
の
行
政
機
関
か

ら
の
紹
介

所
属
団
体
か
ら
の
紹
介

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
を
見
て

リ
ー

フ
レ

ッ
ト
を
見
て

以
前
か
ら
利
用
し
て
い
る

た
め

そ
の
他

無
回
答

1,078 348 54 91 159 187 274 89 24

100.0 32.3 5.0 8.4 14.8 17.4 25.4 8.2 2.2

9 6 0 0 0 2 1 - -

100.0 67.5 4.2 3.8 3.9 20.7 7.7 - -

0 0 - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - -

2 1 - - - 0 0 - -

100.0 56.8 - - - 23.3 19.9 - -

122 47 3 17 17 14 27 5 5

100.0 38.6 2.4 14.3 13.6 11.7 21.9 4.4 4.5

307 81 18 39 27 62 89 29 9

100.0 26.5 5.7 12.8 8.7 20.3 29.0 9.3 2.8

7 1 - - - 1 5 - -

100.0 19.5 - - - 13.8 66.7 - -

25 4 1 1 4 11 4 2 1

100.0 17.1 3.0 5.2 16.1 42.6 15.0 7.2 2.5

129 54 7 13 7 12 31 15 2

100.0 41.5 5.7 10.3 5.6 9.3 23.7 11.9 1.8

103 44 7 3 18 17 18 8 0

100.0 43.0 6.4 3.0 17.6 16.0 17.9 8.0 0.3

21 6 3 - 5 5 6 - -

100.0 30.0 12.9 - 25.7 21.6 28.0 - -

13 9 - 1 - 2 1 0 -

100.0 70.9 - 3.9 - 15.5 9.5 2.5 -

20 5 0 1 6 6 3 2 1

100.0 26.0 1.4 6.8 27.3 27.7 17.0 7.6 5.5

12 5 1 - 2 4 2 1 -

100.0 38.5 5.8 - 16.0 30.2 19.2 8.4 -

5 3 - 1 - 2 0 - -

100.0 58.9 - 17.8 - 33.2 7.5 - -

36 11 - - 6 5 9 9 -

100.0 31.9 - - 16.0 13.4 23.8 25.5 -

135 41 9 6 34 30 35 11 5

100.0 30.0 6.9 4.8 25.1 22.5 26.1 8.1 3.4

4 - - 1 0 0 2 0 -

100.0 - - 20.5 11.8 10.1 58.6 9.2 -

76 9 6 4 27 6 23 3 0

100.0 12.6 7.4 5.0 35.8 8.6 30.9 4.6 0.4

2 - - - 0 0 - 1 0

100.0 - - - 15.9 17.9 - 48.5 17.7

36 16 0 1 4 7 11 1 -

100.0 43.1 0.8 1.7 11.8 19.6 30.2 2.7 -

13 2 - 1 2 1 6 1 -

100.0 19.7 - 11.1 12.5 7.5 45.3 4.0 -

42 26 1 4 5 2 5 - 0

100.0 62.2 2.9 10.5 11.7 4.7 12.0 - 0.9

175 72 9 16 15 23 36 10 3

100.0 40.9 5.0 9.3 8.8 13.3 20.7 5.7 1.5

461 163 30 45 52 55 107 36 14

100.0 35.4 6.4 9.7 11.3 12.0 23.2 7.8 3.0

148 42 7 13 15 35 41 13 4

100.0 28.5 4.4 8.6 10.3 23.7 27.4 9.0 3.0

134 23 5 9 33 46 36 7 2

100.0 16.9 3.4 6.6 24.9 34.2 26.6 5.4 1.8

91 11 4 3 28 18 39 21 -

100.0 12.6 4.0 3.7 30.9 19.3 43.3 22.7 -

17 8 0 - 6 7 7 1 -

100.0 47.8 1.6 - 37.8 41.0 43.3 8.0 -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

10 3 - 1 4 1 3 - -

100.0 24.8 - 6.4 34.8 12.5 25.4 - -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問４ 問２又は問３で「１. 利用したことがある」と回答した事業場にお伺いします。 

（２）現在の利用状況についてお答えください。 

 

「産業保健総合支援センター」又は「地域産業保健センター」の利用状況について、「現在利用して

いる（必要に応じて利用している場合を含む）」が 70.5％、「以前利用したことがあるが、現在は利用

していない」が 28.1％となっている。 

 

Ｎ：1,078人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 
現在利用している（必要に応じて利用している場合を
含む） 

761 70.5 

２ 以前利用したことがあるが、現在は利用していない 303 28.1 

 無回答 15 1.4 

 

  

現在利用している

（必要に応じて

利用している場合

を含む）
70.5%

以前利用したこと

があるが、現在は

利用していない
28.1%

無回答
1.4%

(N = 1,078)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

現
在
利
用
し
て
い
る

（
必
要
に

応
じ
て
利
用
し
て
い
る
場
合
を

含
む

）

以
前
利
用
し
た
こ
と
が
あ
る

が

、
現
在
は
利
用
し
て
い
な
い

無
回
答

1,078 761 303 15

100.0 70.5 28.1 1.4

9 9 0 -

100.0 97.1 2.9 -

0 0 - -

100.0 100.0 - -

2 1 0 -

100.0 76.7 23.3 -

122 98 22 2

100.0 80.2 18.0 1.8

307 223 77 8

100.0 72.6 24.9 2.5

7 7 1 -

100.0 89.9 10.1 -

25 21 4 -

100.0 83.8 16.2 -

129 98 30 0

100.0 76.2 23.5 0.3

103 68 34 1

100.0 66.0 33.3 0.7

21 18 3 0

100.0 85.0 13.2 1.9

13 10 2 -

100.0 82.0 18.0 -

20 14 6 -

100.0 68.5 31.5 -

12 7 5 1

100.0 56.3 39.7 4.0

5 4 1 0

100.0 75.1 17.4 7.4

36 12 23 -

100.0 34.6 65.4 -

135 85 48 2

100.0 62.8 35.7 1.6

4 2 1 -

100.0 60.6 39.4 -

76 46 29 -

100.0 61.5 38.5 -

2 2 0 -

100.0 82.1 17.9 -

36 25 11 0

100.0 68.2 30.6 1.3

13 9 3 -

100.0 73.5 26.5 -

42 33 8 0

100.0 79.5 19.4 1.1

175 134 39 3

100.0 76.5 22.0 1.5

461 356 99 7

100.0 77.1 21.4 1.5

148 75 71 2

100.0 51.0 47.9 1.1

134 77 54 3

100.0 57.7 40.3 2.0

91 60 31 0

100.0 65.7 33.8 0.4

17 15 2 -

100.0 89.2 10.8 -

- - - -

- - - -

10 10 - -

100.0 100.0 - -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問４ 問２又は問３で「１. 利用したことがある」と回答した事業場にお伺いします。 

（３）（２）で「２. 以前利用したことがあるが、現在は利用していない」と回答した場合、その理由

についてお答えください。（複数回答可） 

 

「産業保健総合支援センター」又は「地域産業保健センター」を利用しなくなった理由は、「問題が

解決されて、利用する必要がないため」が 59.4％と最も高く、次いで「期待したサービス内容ではな

かったため」が 9.6％、「利用回数に制限があるため」が 5.8％となっている。 

 

Ｎ：303人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 問題が解決されて、利用する必要がないため 180 59.4 

２ 期待したサービス内容ではなかったため 29 9.6 

３ センターの開所時間に利用できないため 13 4.1 

４ 利用回数に制限があるため 17 5.8 

５ その他 55 18.2 

 無回答 25 8.3 

 

  

59.4

9.6

5.8

4.1

18.2

8.3

問題が解決されて、利用する必要がないため

期待したサービス内容ではなかったため

利用回数に制限があるため

センターの開所時間に利用できないため

その他

無回答

0 10 20 30 40 50 60 70(%)(N = 303)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

問
題
が
解
決
さ
れ
て

、
利

用
す
る
必
要
が
な
い
た
め

期
待
し
た
サ
ー

ビ
ス
内
容

で
は
な
か

っ
た
た
め

セ
ン
タ
ー

の
開
所
時
間
に

利
用
で
き
な
い
た
め

利
用
回
数
に
制
限
が
あ
る

た
め

そ
の
他

無
回
答

303 180 29 13 17 55 25

100.0 59.4 9.6 4.1 5.8 18.2 8.3

0 0 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

0 - - - - 0 -

100.0 - - - - 100.0 -

22 12 2 1 1 7 1

100.0 55.3 8.7 3.4 4.6 31.9 2.5

77 50 2 0 2 16 7

100.0 65.7 3.1 0.5 2.3 20.3 9.4

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

4 2 0 - - 2 -

100.0 55.5 6.6 - - 37.9 -

30 13 10 4 1 3 0

100.0 42.3 31.8 11.7 1.7 11.3 1.3

34 20 7 4 2 3 3

100.0 57.6 19.0 11.1 6.5 9.2 8.0

3 2 - - - 0 -

100.0 83.5 - - - 16.5 -

2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

6 6 - - - 1 -

100.0 87.7 - - - 12.3 -

5 3 - - - 2 1

100.0 53.2 - - - 30.6 16.2

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

23 21 - - - 2 1

100.0 88.6 - - - 8.8 2.5

48 18 4 3 3 10 12

100.0 36.5 8.7 6.0 5.8 20.8 24.4

1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

29 24 0 1 9 3 0

100.0 83.8 1.3 2.6 30.1 10.9 1.4

0 - - - - - 0

100.0 - - - - - 100.0

11 2 3 0 0 5 -

100.0 14.3 30.6 3.5 3.6 47.9 -

3 2 0 - - 1 0

100.0 65.4 9.4 - - 21.3 13.3

8 3 1 - - 4 0

100.0 38.8 6.3 - - 51.5 3.4

39 19 3 2 0 12 2

100.0 50.3 6.8 6.3 1.0 31.5 4.9

99 60 20 6 13 11 4

100.0 60.7 19.8 5.7 13.5 11.6 3.6

71 45 2 2 2 6 17

100.0 63.0 2.3 2.2 3.2 7.9 23.5

54 28 4 0 1 19 3

100.0 51.4 7.5 0.8 1.4 34.3 4.7

31 24 0 2 - 3 0

100.0 79.0 1.3 8.1 - 10.5 1.1

2 1 0 - 1 - -

100.0 44.5 15.2 - 40.3 - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問５ 事業場の産業保健活動の課題や問題等についてお伺いします。 

（１）事業場の産業保健活動に関する課題や問題等がありますか。 

 

事業場の産業保健活動に関する課題や問題等について、「ない」が 31.8％と最も高く、次いで「あ

る」が 28.8％、「何が課題か問題等かわからない」が 24.9％となっている。 

 

Ｎ：6,151人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ ある 1,772 28.8 

２ ない 1,955 31.8 

３ 何が課題か問題等かわからない 1,533 24.9 

 無回答 891 14.5 

 

  

ある
28.8%

ない
31.8%

何が課題か問題等

かわからない
24.9%

無回答
14.5%

(N = 6,151)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

あ
る

な
い

何
が
課
題
か
問
題
等

か
わ
か
ら
な
い

無
回
答

6,151 1,772 1,955 1,533 891

100.0 28.8 31.8 24.9 14.5

37 10 12 10 5

100.0 27.4 33.0 26.0 13.6

6 2 3 1 1

100.0 38.8 41.1 10.3 9.8

14 2 4 8 1

100.0 11.6 27.8 57.1 3.6

663 186 192 179 106

100.0 28.1 29.0 27.0 15.9

1,351 429 419 296 208

100.0 31.7 31.0 21.9 15.4

27 8 12 6 0

100.0 30.5 45.5 22.6 1.4

173 33 66 29 46

100.0 19.1 38.0 16.6 26.3

522 159 181 137 45

100.0 30.5 34.6 26.3 8.6

823 165 299 222 136

100.0 20.1 36.3 27.0 16.6

96 41 25 21 9

100.0 42.9 25.8 22.3 9.0

101 25 32 25 20

100.0 24.4 31.3 24.9 19.4

96 56 26 12 2

100.0 58.0 27.5 12.2 2.3

116 23 35 35 24

100.0 19.8 29.7 30.1 20.3

44 9 13 15 7

100.0 20.0 29.9 33.8 16.2

162 37 53 46 25

100.0 23.0 32.8 28.6 15.6

1,003 284 322 255 142

100.0 28.3 32.1 25.4 14.1

43 20 12 7 4

100.0 46.3 26.8 17.2 9.7

550 182 145 149 73

100.0 33.1 26.4 27.2 13.3

12 5 1 5 1

100.0 45.7 8.8 39.9 5.6

226 81 70 54 21

100.0 35.7 31.0 23.9 9.4

83 14 33 20 16

100.0 17.0 40.0 23.5 19.5

329 64 102 114 49

100.0 19.6 31.0 34.6 14.8

1,088 227 366 302 192

100.0 20.9 33.7 27.8 17.7

2,282 554 716 676 336

100.0 24.3 31.4 29.6 14.7

1,330 436 433 266 196

100.0 32.8 32.5 20.0 14.7

819 330 253 133 105

100.0 40.2 30.8 16.2 12.8

210 114 61 27 8

100.0 54.1 29.2 12.8 3.8

30 23 3 3 1

100.0 76.9 8.4 11.0 3.7

2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

61 23 22 12 5

100.0 37.2 35.7 19.0 8.2

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問５ 事業場の産業保健活動の課題や問題等についてお伺いします。 

（２）（１）で「１.ある」と回答した場合、具体的な課題や問題等についてお答えください。（複数回

答可） 

 

事業場の産業保健活動に関する具体的な課題や問題等について、「職場におけるメンタルヘルス対

策（8.を除く）」が 44.2％と最も高く、次いで「健康管理全般への対応」が 31.9％、「ストレスチェ

ック後の職場環境改善」が 30.4％となっている。 

Ｎ：1,772人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 労働衛生管理体制の構築 344 19.4 

２ 労働衛生マネジメントシステムの構築 216 12.2 

３ 作業環境管理、作業管理 183 10.3 

４ 健康管理全般への対応 565 31.9 

５ 労働衛生教育 247 13.9 

６ 化学物質による健康障害防止 77 4.3 

７ 腰痛・熱中症などの職業性疾病予防 382 21.5 

８ ストレスチェック後の職場環境改善 538 30.4 

９ 職場におけるメンタルヘルス対策（8.を除く） 783 44.2 

10 健康保持増進（8.及び 9.を除く） 332 18.7 

11 過重労働による健康障害防止 313 17.6 

12 受動喫煙防止 282 15.9 

13 治療と仕事の両立支援 268 15.1 

14 その他 34 1.9 

 無回答 21 1.2 

 

  44.2

31.9

30.4

21.5

19.4

18.7

17.6

15.9

15.1

13.9

12.2

10.3

4.3

1.9

1.2

職場におけるメンタルヘルス対策（8.を除く）

健康管理全般への対応

ストレスチェック後の職場環境改善

腰痛・熱中症などの職業性疾病予防

労働衛生管理体制の構築

健康保持増進（8.及び9.を除く）

過重労働による健康障害防止

受動喫煙防止

治療と仕事の両立支援

労働衛生教育

労働衛生マネジメントシステムの構築

作業環境管理、作業管理

化学物質による健康障害防止

その他

無回答

0 10 20 30 40 50 (%)(N = 1,772)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

労
働
衛
生
管
理
体
制
の
構
築

労
働
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ

ス
テ
ム
の
構
築

作
業
環
境
管
理

、
作
業
管
理

健
康
管
理
全
般
へ
の
対
応

労
働
衛
生
教
育

化
学
物
質
に
よ
る
健
康
障
害

防
止

腰
痛
・
熱
中
症
な
ど
の
職
業

性
疾
病
予
防

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
後
の
職

場
環
境
改
善

職
場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
対
策

（
8
.
を
除
く

）

健
康
保
持
増
進

（
8
.

及
び

9
.
を
除
く

）

過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害

防
止

受
動
喫
煙
防
止

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

そ
の
他

無
回
答

1,772 344 216 183 565 247 77 382 538 783 332 313 282 268 34 21

100.0 19.4 12.2 10.3 31.9 13.9 4.3 21.5 30.4 44.2 18.7 17.6 15.9 15.1 1.9 1.2

10 4 0 1 5 1 - 2 3 3 1 0 1 1 - -

100.0 37.5 3.5 7.0 44.6 7.0 - 22.0 30.2 28.5 8.6 3.5 5.4 6.3 - -

2 - - - - - - 1 - - - 2 - - - -

100.0 - - - - - - 20.4 - - - 79.6 - - - -

2 0 - - 0 - - 1 - - - - - 1 - -

100.0 19.6 - - 24.4 - - 80.4 - - - - - 44.0 - -

186 27 9 16 72 36 8 46 47 76 25 54 42 16 2 -

100.0 14.4 5.1 8.5 38.6 19.3 4.5 24.4 25.2 40.8 13.3 29.0 22.4 8.7 0.9 -

429 90 59 70 140 51 44 89 171 178 73 45 80 60 12 1

100.0 21.0 13.8 16.4 32.6 12.0 10.2 20.7 39.8 41.5 17.0 10.5 18.6 14.1 2.7 0.3

8 1 1 1 5 1 - 1 1 2 1 1 2 2 - -

100.0 9.3 7.2 7.3 64.4 7.2 - 16.7 11.8 25.3 10.7 15.3 23.7 19.1 - -

33 8 9 1 12 10 - - 14 16 9 11 7 8 0 -

100.0 25.6 25.8 3.4 36.9 30.0 - - 41.1 49.8 27.8 33.6 21.0 25.3 1.0 -

159 25 16 19 62 23 2 48 16 43 47 33 29 25 1 4

100.0 15.7 10.2 12.1 38.7 14.6 1.3 30.1 9.9 27.0 29.6 21.1 18.5 15.7 0.5 2.7

165 43 26 14 48 21 10 16 42 61 27 34 32 40 - 2

100.0 26.1 15.8 8.5 29.2 12.7 6.0 9.4 25.5 36.7 16.4 20.8 19.1 23.9 - 1.0

41 5 1 0 8 4 0 0 17 23 2 2 7 9 - 9

100.0 12.9 2.8 0.8 20.3 9.9 0.9 0.9 40.2 55.4 4.2 5.2 16.1 22.8 - 21.4

25 1 0 1 3 12 - 1 11 20 - 1 1 0 4 -

100.0 5.7 1.5 2.7 11.2 50.5 - 5.5 43.5 80.0 - 2.7 2.4 1.5 14.8 -

56 4 4 3 15 7 2 5 25 39 18 19 2 3 0 1

100.0 7.9 6.5 5.8 27.2 12.4 3.1 8.4 45.2 70.7 31.8 34.0 3.7 6.2 0.7 1.3

23 6 4 2 8 3 - 5 4 10 9 10 5 1 - -

100.0 27.9 16.3 10.6 33.4 14.7 - 20.4 19.0 45.4 39.8 42.1 20.0 6.2 - -

9 3 2 2 4 1 - 1 1 2 2 1 2 1 0 -

100.0 32.1 23.0 26.2 44.1 13.7 - 8.5 9.9 17.7 25.8 15.3 17.6 13.1 4.3 -

37 5 3 0 16 2 2 3 17 19 8 9 5 10 0 -

100.0 13.0 7.9 0.9 43.6 4.9 4.9 9.0 46.4 51.9 22.4 25.2 12.1 27.7 0.7 -

284 79 48 30 71 37 6 99 93 162 50 16 28 59 3 1

100.0 27.7 17.0 10.4 25.1 12.9 2.2 34.7 32.7 56.9 17.8 5.6 9.8 20.9 1.0 0.5

20 2 0 - 4 1 - 1 4 15 2 3 6 1 2 -

100.0 10.2 2.1 - 19.3 7.2 - 7.1 20.4 77.1 9.6 13.9 31.6 7.1 12.5 -

182 25 22 19 63 17 2 35 45 80 41 49 23 17 - 2

100.0 13.7 12.0 10.4 34.4 9.6 1.3 19.4 24.5 43.9 22.6 26.8 12.5 9.5 - 1.2

5 - 0 - 0 - - - 0 5 0 - 0 0 - -

100.0 - 7.0 - 7.0 - - - 7.0 100.0 7.0 - 7.0 7.0 - -

81 12 10 2 27 15 - 26 24 23 10 20 10 10 10 0

100.0 15.2 12.0 2.9 33.3 18.1 - 32.8 29.9 28.1 12.9 25.1 12.2 12.0 12.8 0.6

14 3 1 1 2 4 - 2 4 6 5 1 3 1 - 0

100.0 21.0 7.3 3.9 17.1 28.5 - 12.3 27.6 43.0 37.1 8.2 23.5 6.4 - 2.2

64 24 20 3 26 11 1 10 22 31 12 11 6 9 - -

100.0 37.1 30.3 4.2 40.8 17.3 1.5 15.9 34.1 48.7 18.3 17.1 9.6 14.6 - -

227 31 15 22 105 31 13 52 44 100 35 45 37 23 5 3

100.0 13.5 6.7 9.5 46.3 13.8 5.6 23.1 19.5 43.9 15.6 19.6 16.1 9.9 2.3 1.4

554 118 64 68 179 57 22 125 100 238 105 72 81 81 12 6

100.0 21.3 11.6 12.3 32.3 10.3 3.9 22.6 18.0 43.0 18.9 13.1 14.6 14.6 2.2 1.0

436 90 60 42 117 65 22 82 139 181 73 81 53 54 2 11

100.0 20.6 13.7 9.6 26.8 14.9 5.1 18.9 32.0 41.5 16.7 18.7 12.2 12.3 0.6 2.5

330 48 35 27 87 48 12 64 152 165 63 64 55 58 10 1

100.0 14.5 10.6 8.0 26.5 14.5 3.7 19.3 46.1 50.0 19.1 19.4 16.7 17.6 2.9 0.4

114 28 18 17 43 28 3 29 60 52 34 28 35 31 1 -

100.0 24.8 15.6 14.6 37.9 24.8 2.3 25.1 53.0 46.0 30.2 24.3 30.6 27.5 1.0 -

23 5 4 4 4 3 3 9 16 8 3 4 15 7 3 -

100.0 21.3 19.1 19.4 17.2 13.9 14.2 37.2 69.8 35.8 14.2 16.5 63.6 30.6 14.8 -

2 - - - - - - - - - - 2 - - - -

100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

23 1 0 1 4 3 1 11 5 8 6 6 2 5 0 -

100.0 3.0 1.6 4.8 17.9 14.9 3.5 47.4 20.4 35.2 28.6 25.9 7.0 22.3 1.8 -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問６ 事業場の産業保健活動の取組状況について、（１）平成 30 年度（対象期間：平成 30 年 4 月～

平成 31 年 3 月）と、（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31 年 4 月～令和元年 9 月）で、

それぞれ該当する欄に○印を付けてください。 

 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月） 

 

 

 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月） 

 

  

(N = 6,151)

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・健康教育の実施

健診後の事後措置（保健指導等を含む）

がん検診、人間ドックの実施

職場のメンタルヘルス対策（職場復帰
支援を含む）

過重労働による健康障害防止対策

治療と仕事の両立支援

化学物質による健康障害防止対策

61.1

62.4

76.2

47.4

51.4

52.3

44.8

25.6

31.1

30.1

17.6

46.0

41.3

39.8

47.3

64.3

7.8

7.5

6.2

6.6

7.3

7.9

7.9

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた 取り組んでいなかった 無回答

(N = 6,151)

職場巡視の実施

労働者への衛生教育・健康教育の実施

健診後の事後措置（保健指導等を含む）

がん検診、人間ドックの実施

職場のメンタルヘルス対策（職場復帰
支援を含む）

過重労働による健康障害防止対策

治療と仕事の両立支援

化学物質による健康障害防止対策

6.0

6.1

7.4

4.4

5.4

7.0

3.3

1.9

57.8

58.0

69.1

46.7

49.1

48.4

45.2

28.8

0.3

0.6

0.3

0.4

0.9

0.7

0.2

0.3

3.9

5.0

3.8

2.6

6.3

5.5

4.8

2.7

23.2

22.0

12.1

38.4

29.9

29.3

37.0

54.7

8.8

8.2

7.2

7.5

8.3

9.0

9.5

11.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前より取組を

充実させた

取り組んでいる

（以前と変わって
いない）

取組状況が

後退した

今後１年

以内に取り
組む予定

取り組んで

いない

無回答
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１. 職場巡視の実施 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

6,151 3,758 1,912 480

100.0 61.1 31.1 7.8

37 17 17 4

100.0 45.5 45.0 9.6

6 1 3 3

100.0 14.1 46.8 39.1

14 9 5 -

100.0 63.2 36.8 -

663 434 177 52

100.0 65.5 26.7 7.8

1,351 943 300 109

100.0 69.7 22.2 8.1

27 7 19 0

100.0 27.7 71.2 1.0

173 77 77 20

100.0 44.2 44.2 11.7

522 306 168 48

100.0 58.7 32.2 9.1

823 450 306 66

100.0 54.7 37.2 8.1

96 50 44 2

100.0 52.3 45.5 2.2

101 44 52 6

100.0 43.1 51.0 5.9

96 59 34 3

100.0 61.4 35.5 3.1

116 73 40 4

100.0 62.7 34.3 3.1

44 24 14 6

100.0 54.6 32.1 13.3

162 103 48 12

100.0 63.2 29.7 7.1

1,003 626 299 78

100.0 62.4 29.8 7.8

43 23 14 6

100.0 54.0 32.4 13.5

550 310 211 29

100.0 56.4 38.3 5.2

12 9 1 1

100.0 79.1 12.1 8.8

226 146 61 19

100.0 64.4 27.1 8.5

83 47 22 14

100.0 56.9 26.3 16.8

329 157 149 23

100.0 47.6 45.3 7.1

1,088 548 437 103

100.0 50.4 40.2 9.4

2,282 1,198 844 241

100.0 52.5 37.0 10.6

1,330 959 301 71

100.0 72.1 22.6 5.3

819 643 141 35

100.0 78.5 17.3 4.2

210 188 19 3

100.0 89.5 9.2 1.3

30 29 1 -

100.0 97.4 2.6 -

2 - 2 -

100.0 - 100.0 -

61 37 19 5

100.0 60.4 31.3 8.3

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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１. 職場巡視の実施 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ

た 取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と

変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む

予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 367 3,556 19 241 1,427 542

100.0 6.0 57.8 0.3 3.9 23.2 8.8

37 4 17 - 2 13 1

100.0 10.8 45.2 - 4.1 35.9 3.9

6 - 1 - - 3 3

100.0 - 14.1 - - 46.8 39.1

14 0 9 - - 5 -

100.0 2.3 60.9 - - 36.8 -

663 33 410 - 14 151 55

100.0 5.0 61.9 - 2.1 22.8 8.3

1,351 82 884 6 43 211 125

100.0 6.1 65.4 0.5 3.2 15.6 9.2

27 - 7 - 1 18 1

100.0 - 26.5 - 2.8 68.4 2.3

173 13 56 0 12 66 28

100.0 7.3 32.1 0.2 6.7 37.9 15.9

522 41 290 1 29 110 52

100.0 7.9 55.5 0.1 5.5 21.0 10.0

823 45 440 1 27 232 77

100.0 5.5 53.5 0.2 3.3 28.2 9.4

96 5 45 - 5 35 6

100.0 5.5 46.7 - 5.5 36.2 6.1

101 2 44 1 3 37 15

100.0 1.7 43.4 0.7 2.9 36.7 14.6

96 1 61 0 2 28 3

100.0 1.4 63.8 0.3 2.2 28.8 3.4

116 3 70 1 13 26 3

100.0 2.6 60.1 0.6 11.3 22.6 2.9

44 4 21 1 2 9 7

100.0 8.1 48.0 1.7 5.2 20.1 17.0

162 4 93 0 4 42 19

100.0 2.6 57.0 0.2 2.4 26.1 11.6

1,003 80 568 4 33 228 90

100.0 8.0 56.6 0.4 3.3 22.7 9.0

43 1 22 - 2 11 7

100.0 1.3 50.4 - 5.0 25.9 17.4

550 20 325 2 40 135 28

100.0 3.6 59.0 0.4 7.3 24.6 5.1

12 1 10 - - 0 -

100.0 12.0 84.7 - - 3.3 -

226 24 137 1 6 50 9

100.0 10.5 60.5 0.4 2.4 22.1 4.1

83 4 48 - 4 16 12

100.0 4.5 57.2 - 4.5 19.0 14.8

329 8 154 2 17 127 20

100.0 2.3 46.8 0.6 5.2 38.8 6.2

1,088 79 506 2 43 339 118

100.0 7.3 46.5 0.2 4.0 31.2 10.9

2,282 89 1,169 7 99 644 274

100.0 3.9 51.2 0.3 4.3 28.2 12.0

1,330 119 900 6 45 194 67

100.0 9.0 67.6 0.4 3.3 14.6 5.0

819 52 603 3 28 92 41

100.0 6.4 73.6 0.3 3.5 11.2 5.0

210 15 163 0 4 14 14

100.0 7.0 77.7 0.2 1.8 6.8 6.5

30 4 25 - 0 0 0

100.0 13.8 82.4 - 1.4 1.2 1.3

2 - - - - 2 -

100.0 - - - - 100.0 -

61 0 36 - 4 14 7

100.0 0.8 58.8 - 6.1 23.4 10.9

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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２. 労働者への衛生教育・健康教育の実施 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

6,151 3,836 1,853 461

100.0 62.4 30.1 7.5

37 19 14 4

100.0 51.3 38.4 10.2

6 3 1 3

100.0 45.0 15.9 39.1

14 9 5 -

100.0 63.0 37.0 -

663 447 167 49

100.0 67.4 25.1 7.4

1,351 849 384 119

100.0 62.8 28.4 8.8

27 9 17 0

100.0 33.7 65.2 1.0

173 100 53 20

100.0 57.5 30.8 11.7

522 340 146 36

100.0 65.2 27.9 6.9

823 484 282 57

100.0 58.8 34.3 6.9

96 50 44 2

100.0 52.4 45.8 1.8

101 57 38 6

100.0 56.3 37.8 5.9

96 64 29 3

100.0 66.5 30.5 3.1

116 65 47 4

100.0 55.5 40.7 3.7

44 25 13 5

100.0 57.9 30.7 11.3

162 89 62 11

100.0 55.0 38.0 7.0

1,003 667 253 83

100.0 66.5 25.2 8.3

43 32 10 1

100.0 75.1 22.3 2.6

550 330 193 27

100.0 60.0 35.1 4.9

12 10 1 1

100.0 84.4 6.8 8.8

226 136 71 19

100.0 60.2 31.4 8.5

83 51 22 10

100.0 61.1 26.8 12.1

329 171 125 32

100.0 52.2 38.0 9.8

1,088 583 411 94

100.0 53.6 37.8 8.7

2,282 1,278 782 222

100.0 56.0 34.3 9.7

1,330 942 317 71

100.0 70.8 23.8 5.4

819 621 165 34

100.0 75.7 20.2 4.1

210 175 33 2

100.0 83.3 15.5 1.2

30 27 3 -

100.0 90.9 9.1 -

2 2 - -

100.0 100.0 - -

61 37 19 5

100.0 60.8 30.7 8.4

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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２. 労働者への衛生教育・健康教育の実施 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ

た 取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と

変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む

予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 378 3,570 38 308 1,352 505

100.0 6.1 58.0 0.6 5.0 22.0 8.2

37 - 21 1 7 7 2

100.0 - 55.4 1.6 19.9 18.6 4.6

6 2 1 - 2 1 1

100.0 30.9 14.1 - 24.6 15.9 14.5

14 0 9 - 0 5 -

100.0 2.1 60.9 - 2.3 34.8 -

663 28 426 1 24 136 48

100.0 4.3 64.2 0.2 3.6 20.5 7.2

1,351 80 796 9 49 291 126

100.0 5.9 58.9 0.7 3.6 21.5 9.3

27 - 7 - 1 17 1

100.0 - 28.0 - 4.5 65.2 2.3

173 10 76 9 5 45 28

100.0 6.0 44.0 5.1 3.0 25.8 16.2

522 49 319 - 30 85 39

100.0 9.4 61.0 - 5.8 16.3 7.6

823 52 455 3 36 214 62

100.0 6.3 55.3 0.3 4.4 26.0 7.6

96 5 52 - 4 29 5

100.0 5.6 54.3 - 4.4 30.5 5.3

101 0 57 - 5 22 17

100.0 0.3 56.6 - 4.5 22.1 16.4

96 3 62 0 14 14 3

100.0 2.6 64.9 0.3 14.5 14.3 3.4

116 3 62 6 13 29 3

100.0 2.6 53.0 4.9 11.5 25.1 2.9

44 4 23 - 2 8 7

100.0 9.5 53.4 - 4.1 17.4 15.5

162 5 77 0 8 54 18

100.0 3.0 47.7 0.2 4.8 33.0 11.3

1,003 86 598 3 48 180 88

100.0 8.5 59.6 0.3 4.8 18.0 8.8

43 1 26 - 3 5 8

100.0 1.5 60.2 - 7.1 12.5 18.6

550 25 325 3 40 129 28

100.0 4.5 59.1 0.5 7.3 23.5 5.1

12 1 10 - - 1 -

100.0 8.8 84.4 - - 6.8 -

226 15 127 - 11 63 9

100.0 6.7 56.5 - 4.8 27.9 4.1

83 8 40 4 5 17 10

100.0 9.5 47.9 4.3 5.8 19.9 12.5

329 11 162 - 26 100 30

100.0 3.5 49.2 - 7.8 30.5 9.1

1,088 67 548 5 72 290 106

100.0 6.2 50.4 0.4 6.6 26.7 9.7

2,282 114 1,213 7 99 607 242

100.0 5.0 53.1 0.3 4.4 26.6 10.6

1,330 106 870 13 66 206 68

100.0 8.0 65.4 1.0 4.9 15.5 5.1

819 51 581 3 30 116 38

100.0 6.3 70.9 0.3 3.7 14.1 4.7

210 18 148 3 10 18 14

100.0 8.4 70.5 1.2 5.0 8.4 6.5

30 6 17 3 1 1 1

100.0 20.6 57.2 11.4 3.0 4.8 3.0

2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

61 2 31 5 4 13 6

100.0 3.4 50.5 7.8 6.0 22.2 10.3

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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３. 健診後の事後措置（保健指導等を含む） 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

6,151 4,686 1,082 384

100.0 76.2 17.6 6.2

37 24 10 4

100.0 64.6 25.9 9.6

6 1 2 3

100.0 22.1 38.8 39.1

14 14 1 -

100.0 96.4 3.6 -

663 524 100 40

100.0 79.0 15.0 6.0

1,351 1,084 182 85

100.0 80.2 13.5 6.3

27 18 9 -

100.0 67.3 32.7 -

173 117 36 20

100.0 67.7 20.8 11.5

522 385 109 28

100.0 73.8 20.9 5.3

823 606 159 58

100.0 73.6 19.4 7.1

96 90 4 1

100.0 94.5 4.1 1.4

101 70 26 6

100.0 68.8 25.4 5.8

96 72 21 3

100.0 74.8 21.9 3.3

116 79 33 4

100.0 68.0 28.2 3.7

44 27 10 6

100.0 62.6 23.3 14.2

162 127 24 11

100.0 78.2 14.9 6.9

1,003 759 183 61

100.0 75.7 18.2 6.1

43 37 1 5

100.0 85.8 2.4 11.8

550 420 108 23

100.0 76.3 19.6 4.1

12 10 1 1

100.0 81.2 10.0 8.8

226 159 49 17

100.0 70.5 21.7 7.7

83 63 14 7

100.0 74.9 16.9 8.2

329 207 100 22

100.0 62.9 30.4 6.7

1,088 763 249 75

100.0 70.1 22.9 6.9

2,282 1,608 477 197

100.0 70.5 20.9 8.6

1,330 1,095 185 50

100.0 82.3 13.9 3.8

819 740 49 31

100.0 90.3 6.0 3.7

210 201 7 2

100.0 95.7 3.3 1.0

30 29 0 1

100.0 97.1 1.2 1.7

2 - 2 -

100.0 - 100.0 -

61 43 12 5

100.0 70.6 20.5 8.9

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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３. 健診後の事後措置（保健指導等を含む） 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ

た 取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と

変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む

予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 458 4,249 19 236 744 445

100.0 7.4 69.1 0.3 3.8 12.1 7.2

37 5 21 - 2 8 1

100.0 14.7 55.6 - 4.6 21.1 3.9

6 - 1 - 2 2 2

100.0 - 11.8 - 24.6 38.8 24.8

14 0 13 - - 1 -

100.0 2.1 94.4 - - 3.6 -

663 61 451 6 28 81 35

100.0 9.2 68.1 0.8 4.3 12.3 5.3

1,351 94 987 5 46 125 95

100.0 7.0 73.1 0.4 3.4 9.2 7.0

27 - 17 - 0 9 0

100.0 - 64.5 - 1.5 32.7 1.3

173 14 100 0 6 29 25

100.0 7.9 57.5 0.2 3.3 16.5 14.7

522 59 346 0 29 57 31

100.0 11.4 66.3 0.1 5.5 10.9 5.9

823 44 570 4 31 113 61

100.0 5.3 69.3 0.5 3.8 13.7 7.4

96 8 82 - 3 2 1

100.0 8.6 85.8 - 3.3 1.6 0.8

101 2 69 - 1 15 15

100.0 1.6 67.6 - 1.2 15.1 14.4

96 3 69 0 4 16 3

100.0 3.5 71.6 0.3 4.6 16.5 3.4

116 6 73 1 13 18 5

100.0 5.4 62.6 1.0 10.8 15.8 4.3

44 5 26 - 1 5 7

100.0 10.7 59.7 - 1.7 12.4 15.5

162 7 116 - 4 19 16

100.0 4.3 71.4 - 2.7 11.4 10.1

1,003 67 685 1 42 119 89

100.0 6.7 68.3 0.1 4.2 11.9 8.9

43 3 33 - 0 1 6

100.0 6.0 75.7 - 0.8 3.3 14.2

550 40 386 1 18 73 33

100.0 7.3 70.2 0.2 3.2 13.2 5.9

12 1 10 - 0 1 -

100.0 8.8 81.2 - 3.2 6.8 -

226 30 146 - 0 40 10

100.0 13.1 64.5 - 0.1 17.8 4.5

83 9 49 1 5 11 9

100.0 10.6 58.9 1.1 6.1 13.1 10.3

329 10 198 0 14 85 20

100.0 3.2 60.2 0.1 4.4 26.0 6.2

1,088 71 697 4 56 169 92

100.0 6.5 64.0 0.3 5.2 15.6 8.4

2,282 152 1,496 12 87 325 211

100.0 6.6 65.6 0.5 3.8 14.2 9.3

1,330 119 976 3 58 114 61

100.0 8.9 73.4 0.2 4.4 8.5 4.6

819 65 665 1 17 34 37

100.0 8.0 81.1 0.1 2.1 4.2 4.5

210 27 162 0 0 5 16

100.0 12.8 77.1 0.2 0.2 2.2 7.5

30 11 18 - 0 - 1

100.0 35.2 60.6 - 1.2 - 3.0

2 - - - - 2 -

100.0 - - - - 100.0 -

61 4 38 - 3 10 6

100.0 6.5 62.3 - 4.6 16.6 10.0

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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４. がん検診、人間ドックの実施 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

6,151 2,918 2,827 406

100.0 47.4 46.0 6.6

37 18 15 4

100.0 48.5 41.7 9.8

6 2 1 3

100.0 38.8 22.1 39.1

14 6 9 -

100.0 39.5 60.5 -

663 296 323 43

100.0 44.7 48.7 6.5

1,351 586 679 87

100.0 43.4 50.2 6.4

27 15 12 -

100.0 55.9 44.1 -

173 103 51 19

100.0 59.5 29.4 11.0

522 146 345 31

100.0 28.0 66.1 5.9

823 479 291 53

100.0 58.2 35.3 6.4

96 90 5 1

100.0 93.6 5.0 1.4

101 71 24 6

100.0 70.2 24.0 5.8

96 73 20 3

100.0 75.9 20.9 3.2

116 40 72 4

100.0 34.5 62.1 3.4

44 16 22 5

100.0 37.5 51.2 11.3

162 102 50 10

100.0 62.7 30.9 6.4

1,003 416 514 73

100.0 41.5 51.3 7.3

43 30 7 6

100.0 69.4 15.5 15.1

550 272 253 25

100.0 49.4 46.0 4.6

12 2 9 1

100.0 17.2 74.1 8.8

226 117 90 19

100.0 51.7 39.9 8.4

83 37 34 12

100.0 44.4 41.2 14.5

329 152 155 22

100.0 46.2 47.0 6.7

1,088 452 556 80

100.0 41.6 51.1 7.4

2,282 958 1,123 201

100.0 42.0 49.2 8.8

1,330 684 587 59

100.0 51.4 44.1 4.5

819 454 328 37

100.0 55.4 40.0 4.6

210 166 43 2

100.0 78.9 20.3 0.8

30 27 3 -

100.0 88.7 11.3 -

2 2 - -

100.0 100.0 - -

61 23 34 3

100.0 38.5 55.8 5.7

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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４. がん検診、人間ドックの実施 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ

た 取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と

変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む

予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 272 2,874 22 160 2,362 461

100.0 4.4 46.7 0.4 2.6 38.4 7.5

37 2 18 - 1 14 2

100.0 5.5 49.7 - 2.2 37.5 5.1

6 2 1 - 2 1 1

100.0 30.9 7.9 - 24.6 22.1 14.5

14 - 6 - - 9 -

100.0 - 39.5 - - 60.5 -

663 39 285 10 17 265 47

100.0 5.9 42.9 1.6 2.6 40.0 7.0

1,351 44 600 6 30 570 102

100.0 3.3 44.4 0.4 2.2 42.2 7.6

27 0 14 - 1 11 0

100.0 1.0 52.1 - 3.2 42.4 1.3

173 8 91 - 5 43 27

100.0 4.6 52.4 - 2.9 24.7 15.4

522 25 160 - 22 284 32

100.0 4.7 30.7 - 4.2 54.3 6.1

823 48 446 1 10 258 61

100.0 5.8 54.2 0.1 1.2 31.3 7.4

96 12 79 - 0 4 0

100.0 12.5 82.6 - 0.4 4.2 0.3

101 1 65 - - 21 15

100.0 0.7 64.3 - - 20.5 14.4

96 3 72 - 1 17 3

100.0 2.7 75.4 - 1.3 17.8 2.8

116 3 41 1 12 56 4

100.0 2.2 34.9 0.7 10.6 48.2 3.4

44 1 17 - - 20 7

100.0 1.9 37.9 - - 44.7 15.5

162 5 98 - 1 42 18

100.0 2.8 60.1 - 0.7 25.6 10.8

1,003 31 424 2 33 429 84

100.0 3.1 42.3 0.2 3.3 42.8 8.4

43 2 27 - - 6 7

100.0 4.8 62.9 - - 14.8 17.4

550 27 276 1 11 204 31

100.0 4.9 50.1 0.2 2.1 37.0 5.7

12 1 5 - - 6 -

100.0 12.0 41.3 - - 46.7 -

226 14 113 0 9 79 10

100.0 6.2 50.3 0.2 4.0 34.9 4.4

83 5 37 - 5 25 11

100.0 6.3 43.9 - 6.1 30.2 13.5

329 12 147 - 11 138 20

100.0 3.7 44.7 - 3.5 41.9 6.1

1,088 32 461 2 24 460 108

100.0 3.0 42.4 0.2 2.2 42.3 10.0

2,282 106 931 14 63 952 216

100.0 4.7 40.8 0.6 2.8 41.7 9.5

1,330 64 692 5 35 475 59

100.0 4.8 52.0 0.3 2.6 35.7 4.5

819 39 449 2 23 267 38

100.0 4.8 54.8 0.2 2.9 32.6 4.7

210 9 151 - 1 36 14

100.0 4.1 71.7 - 0.3 17.2 6.6

30 5 21 - - 3 0

100.0 16.8 70.6 - - 11.3 1.3

2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

61 1 22 - 4 30 5

100.0 1.6 35.4 - 5.8 48.8 8.3

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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５. 職場のメンタルヘルス対策（職場復帰支援を含む） 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

6,151 3,162 2,541 448

100.0 51.4 41.3 7.3

37 15 19 4

100.0 39.4 51.1 9.6

6 - 4 3

100.0 - 60.9 39.1

14 7 7 -

100.0 52.0 48.0 -

663 269 338 56

100.0 40.6 51.0 8.4

1,351 710 533 108

100.0 52.6 39.4 8.0

27 14 13 -

100.0 50.9 49.1 -

173 95 59 20

100.0 54.7 33.7 11.5

522 225 260 37

100.0 43.1 49.8 7.1

823 375 398 51

100.0 45.5 48.3 6.2

96 64 30 2

100.0 67.0 31.2 1.8

101 62 33 7

100.0 61.0 32.5 6.4

96 54 38 3

100.0 56.5 40.0 3.5

116 52 60 5

100.0 44.7 51.3 4.0

44 16 22 6

100.0 36.7 49.1 14.2

162 93 56 13

100.0 57.5 34.8 7.8

1,003 625 307 72

100.0 62.3 30.6 7.1

43 34 8 1

100.0 79.0 18.4 2.6

550 297 227 26

100.0 54.0 41.2 4.7

12 5 5 1

100.0 44.8 46.5 8.8

226 104 97 24

100.0 46.1 43.2 10.7

83 45 28 10

100.0 53.7 33.7 12.6

329 132 172 25

100.0 40.2 52.2 7.6

1,088 359 639 90

100.0 33.0 58.8 8.2

2,282 818 1,234 230

100.0 35.9 54.1 10.1

1,330 906 361 64

100.0 68.1 27.1 4.8

819 688 97 34

100.0 84.0 11.9 4.1

210 199 10 2

100.0 94.6 4.6 0.8

30 29 1 -

100.0 98.2 1.8 -

2 - 2 -

100.0 - 100.0 -

61 31 25 5

100.0 50.7 41.8 7.5

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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５. 職場のメンタルヘルス対策（職場復帰支援を含む） 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ

た 取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と

変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む

予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 333 3,023 58 386 1,838 513

100.0 5.4 49.1 0.9 6.3 29.9 8.3

37 5 13 - 3 14 1

100.0 12.2 36.1 - 8.8 38.9 3.9

6 - - - 2 4 1

100.0 - - - 24.6 60.9 14.5

14 - 7 - - 7 -

100.0 - 52.0 - - 48.0 -

663 38 271 3 41 260 51

100.0 5.8 40.8 0.4 6.1 39.2 7.7

1,351 73 657 21 81 389 130

100.0 5.4 48.6 1.5 6.0 28.8 9.6

27 1 14 - 0 11 0

100.0 5.1 52.4 - 1.3 40.0 1.3

173 9 94 - 7 37 27

100.0 4.9 54.3 - 3.8 21.5 15.4

522 26 220 6 44 186 40

100.0 5.1 42.2 1.1 8.4 35.6 7.6

823 34 385 1 63 281 59

100.0 4.1 46.7 0.2 7.6 34.2 7.2

96 7 59 - 4 22 4

100.0 6.9 61.6 - 4.3 22.7 4.6

101 5 54 1 1 25 16

100.0 4.5 53.2 0.7 1.3 24.2 16.1

96 3 54 - 5 30 4

100.0 3.3 55.9 - 5.5 31.4 3.8

116 5 51 2 17 38 4

100.0 4.1 43.9 1.4 14.2 32.8 3.7

44 1 17 - 1 17 7

100.0 2.6 39.3 - 3.3 39.4 15.5

162 5 89 3 6 40 20

100.0 2.8 55.0 2.1 3.4 24.5 12.2

1,003 65 587 2 65 200 84

100.0 6.5 58.5 0.2 6.5 19.9 8.4

43 1 27 1 1 6 7

100.0 3.1 63.4 1.5 3.1 13.0 15.9

550 35 284 12 23 167 29

100.0 6.4 51.6 2.3 4.1 30.3 5.3

12 1 5 - 0 5 -

100.0 12.0 41.6 - 3.2 43.2 -

226 14 100 1 20 76 16

100.0 6.2 44.3 0.3 8.8 33.6 6.9

83 5 35 6 2 24 12

100.0 6.2 41.5 6.9 1.9 28.7 14.8

329 11 134 1 25 137 21

100.0 3.4 40.6 0.2 7.6 41.7 6.5

1,088 64 390 9 68 441 116

100.0 5.9 35.9 0.9 6.3 40.5 10.6

2,282 84 813 18 182 935 250

100.0 3.7 35.6 0.8 8.0 41.0 10.9

1,330 94 850 13 74 233 66

100.0 7.1 63.9 1.0 5.6 17.5 5.0

819 53 624 8 31 62 40

100.0 6.5 76.1 1.0 3.8 7.6 4.9

210 18 163 9 1 5 13

100.0 8.6 77.5 4.5 0.5 2.6 6.2

30 7 21 - 0 1 0

100.0 24.6 71.2 - 1.2 1.8 1.3

2 - - - - 2 -

100.0 - - - - 100.0 -

61 2 29 - 3 22 6

100.0 2.9 47.1 - 4.9 35.7 9.4

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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６. 過重労働による健康障害防止対策 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

6,151 3,219 2,448 484

100.0 52.3 39.8 7.9

37 11 22 4

100.0 30.1 60.3 9.6

6 2 2 3

100.0 36.5 24.4 39.1

14 8 7 -

100.0 53.6 46.4 -

663 349 262 52

100.0 52.6 39.5 7.9

1,351 768 478 105

100.0 56.9 35.4 7.8

27 14 13 -

100.0 51.9 48.1 -

173 98 55 21

100.0 56.3 31.8 11.9

522 311 176 35

100.0 59.6 33.7 6.7

823 376 383 63

100.0 45.7 46.6 7.7

96 57 37 2

100.0 59.2 39.0 1.8

101 57 38 7

100.0 56.3 37.3 6.4

96 57 36 3

100.0 59.8 37.3 2.9

116 52 60 5

100.0 44.6 51.4 4.0

44 19 18 7

100.0 43.1 41.8 15.1

162 96 55 12

100.0 58.9 33.6 7.5

1,003 466 445 92

100.0 46.5 44.3 9.2

43 23 14 6

100.0 53.7 31.5 14.7

550 286 235 29

100.0 52.0 42.8 5.2

12 9 2 1

100.0 73.3 18.0 8.8

226 116 83 26

100.0 51.6 36.7 11.7

83 44 28 12

100.0 52.6 33.4 13.9

329 160 143 26

100.0 48.6 43.6 7.8

1,088 457 531 100

100.0 42.0 48.8 9.2

2,282 1,038 1,009 235

100.0 45.5 44.2 10.3

1,330 762 494 74

100.0 57.3 37.1 5.6

819 568 211 40

100.0 69.3 25.8 4.9

210 173 33 4

100.0 82.5 15.7 1.9

30 29 1 -

100.0 96.4 3.6 -

2 2 - -

100.0 100.0 - -

61 30 26 5

100.0 49.0 42.6 8.4

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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６. 過重労働による健康障害防止対策 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ

た 取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と

変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む

予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 434 2,974 44 339 1,805 555

100.0 7.0 48.4 0.7 5.5 29.3 9.0

37 1 13 - 2 20 1

100.0 2.0 35.9 - 4.6 53.5 3.9

6 2 0 - 2 2 1

100.0 30.9 5.6 - 24.6 24.4 14.5

14 0 8 - 1 6 -

100.0 2.1 53.8 - 3.5 40.6 -

663 42 317 6 36 209 54

100.0 6.3 47.7 0.9 5.4 31.6 8.1

1,351 72 724 18 58 351 129

100.0 5.3 53.6 1.3 4.3 25.9 9.5

27 4 9 - 1 13 0

100.0 14.8 33.1 - 2.8 48.1 1.3

173 9 80 0 5 52 28

100.0 5.2 46.2 0.2 2.7 29.8 16.0

522 41 288 - 36 121 36

100.0 7.8 55.2 - 6.8 23.3 6.9

823 54 358 1 58 278 74

100.0 6.6 43.5 0.1 7.1 33.8 9.0

96 8 52 - 2 28 6

100.0 8.4 53.9 - 2.5 29.4 5.8

101 11 54 - 4 16 15

100.0 11.2 53.6 - 4.2 15.9 15.1

96 5 56 - 4 27 3

100.0 5.4 58.8 - 4.2 28.4 3.3

116 11 44 0 21 36 5

100.0 9.4 38.0 0.4 17.7 30.5 4.0

44 2 18 - 1 15 7

100.0 5.3 40.7 - 2.4 35.2 16.4

162 15 75 3 7 42 19

100.0 9.3 46.4 2.1 4.5 25.7 12.0

1,003 67 449 0 51 330 106

100.0 6.7 44.7 0.0 5.0 32.9 10.6

43 1 22 - 1 11 7

100.0 2.7 52.0 - 2.1 26.0 17.1

550 46 262 11 35 166 32

100.0 8.3 47.5 2.0 6.3 30.1 5.8

12 1 9 - - 1 -

100.0 8.8 78.9 - - 12.4 -

226 35 97 - 13 61 20

100.0 15.5 42.9 - 5.7 27.1 8.8

83 7 38 3 3 21 12

100.0 7.8 45.4 4.1 3.9 24.9 13.9

329 14 152 - 25 113 24

100.0 4.2 46.2 - 7.7 34.5 7.4

1,088 74 407 6 58 420 122

100.0 6.8 37.4 0.6 5.4 38.6 11.2

2,282 157 962 16 131 755 260

100.0 6.9 42.2 0.7 5.7 33.1 11.4

1,330 107 723 5 74 339 81

100.0 8.0 54.4 0.4 5.6 25.5 6.1

819 49 535 6 42 142 44

100.0 6.0 65.3 0.8 5.2 17.3 5.4

210 19 148 9 3 16 15

100.0 9.1 70.5 4.2 1.3 7.7 7.3

30 5 22 - 1 1 1

100.0 16.9 74.6 - 2.6 2.2 3.7

2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

61 6 24 1 4 19 6

100.0 9.6 40.0 1.3 7.0 31.8 10.3

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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７. 治療と仕事の両立支援 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

6,151 2,753 2,910 489

100.0 44.8 47.3 7.9

37 15 18 4

100.0 41.6 48.9 9.6

6 1 3 3

100.0 10.3 50.6 39.1

14 4 11 -

100.0 24.8 75.2 -

663 279 335 50

100.0 42.0 50.5 7.5

1,351 593 637 122

100.0 43.9 47.1 9.0

27 11 15 -

100.0 42.2 57.8 -

173 84 69 20

100.0 48.4 40.0 11.7

522 233 252 37

100.0 44.7 48.3 7.0

823 302 461 60

100.0 36.7 56.0 7.3

96 56 39 2

100.0 58.0 40.2 1.8

101 45 46 10

100.0 44.8 45.6 9.6

96 48 42 6

100.0 49.9 44.1 6.0

116 45 67 4

100.0 38.6 57.7 3.7

44 21 17 6

100.0 48.0 37.8 14.2

162 69 79 15

100.0 42.4 48.5 9.1

1,003 535 386 82

100.0 53.4 38.5 8.1

43 28 13 2

100.0 65.9 30.4 3.7

550 252 267 31

100.0 45.9 48.5 5.6

12 9 1 1

100.0 80.0 11.2 8.8

226 91 110 25

100.0 40.2 48.7 11.1

83 31 41 11

100.0 37.2 49.6 13.1

329 135 168 26

100.0 41.0 51.2 7.8

1,088 400 588 100

100.0 36.8 54.1 9.1

2,282 902 1,141 239

100.0 39.5 50.0 10.5

1,330 657 598 75

100.0 49.4 45.0 5.7

819 468 311 40

100.0 57.1 38.0 4.9

210 146 61 3

100.0 69.3 29.0 1.7

30 20 10 -

100.0 68.0 32.0 -

2 - 2 -

100.0 - 100.0 -

61 25 30 6

100.0 41.8 48.9 9.3

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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７. 治療と仕事の両立支援 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ

た 取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と

変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む

予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 200 2,778 15 295 2,278 586

100.0 3.3 45.2 0.2 4.8 37.0 9.5

37 - 15 - 1 19 1

100.0 - 41.3 - 3.4 51.4 3.9

6 - 1 - 2 3 1

100.0 - 10.3 - 24.6 50.6 14.5

14 1 3 - - 10 -

100.0 4.3 22.8 - - 72.9 -

663 28 291 1 33 258 52

100.0 4.2 43.9 0.1 5.0 38.9 7.9

1,351 30 609 11 74 482 146

100.0 2.2 45.1 0.8 5.4 35.6 10.8

27 0 12 - 2 13 0

100.0 1.0 43.6 - 6.4 47.6 1.3

173 7 73 - 4 62 27

100.0 3.8 42.0 - 2.5 36.0 15.8

522 21 240 1 32 189 39

100.0 4.1 45.9 0.2 6.2 36.2 7.5

823 28 295 1 45 382 73

100.0 3.4 35.8 0.1 5.5 46.3 8.9

96 3 58 - 2 28 4

100.0 2.7 60.8 - 2.2 29.7 4.6

101 1 48 - 1 37 15

100.0 1.0 47.1 - 0.6 36.2 15.1

96 1 53 - 4 31 6

100.0 1.3 55.4 - 4.5 32.6 6.3

116 3 41 1 18 45 9

100.0 2.5 34.8 1.0 15.4 38.6 7.8

44 2 21 - 1 13 7

100.0 3.4 48.9 - 2.4 29.8 15.5

162 7 61 - 5 68 22

100.0 4.5 37.4 - 2.8 41.7 13.5

1,003 35 534 - 38 294 102

100.0 3.5 53.2 - 3.8 29.3 10.1

43 2 21 - 1 11 8

100.0 4.0 49.2 - 2.1 25.9 18.8

550 13 263 - 22 211 41

100.0 2.3 47.9 - 4.0 38.3 7.5

12 1 10 - - 1 -

100.0 8.8 85.6 - - 5.6 -

226 15 99 - 7 87 19

100.0 6.5 43.7 - 3.2 38.3 8.3

83 4 31 - 2 35 11

100.0 4.8 37.5 - 2.8 41.8 13.1

329 3 130 - 20 147 28

100.0 1.0 39.5 - 6.1 44.7 8.6

1,088 35 411 3 49 457 133

100.0 3.2 37.8 0.2 4.5 42.0 12.2

2,282 84 924 6 99 900 269

100.0 3.7 40.5 0.2 4.3 39.4 11.8

1,330 42 654 4 62 481 87

100.0 3.2 49.2 0.3 4.6 36.2 6.6

819 24 477 1 45 226 46

100.0 3.0 58.2 0.2 5.5 27.5 5.6

210 6 141 0 13 34 15

100.0 3.0 66.9 0.1 6.4 16.3 7.2

30 4 17 - 3 7 0

100.0 12.7 55.3 - 8.6 22.2 1.3

2 - - - - 2 -

100.0 - - - - 100.0 -

61 1 24 1 3 25 7

100.0 1.1 40.2 1.3 5.7 40.6 11.1

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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８. 化学物質による健康障害防止対策 

（１）平成 30年度（対象期間：平成 30 年 4月～平成 31 年 3 月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

   
調
査
数

取
り
組
ん
で
い
た

取
り
組
ん
で
い
な
か

っ
た

無
回
答

6,151 1,575 3,953 623

100.0 25.6 64.3 10.1

37 3 29 5

100.0 9.0 78.7 12.2

6 2 1 3

100.0 38.8 22.1 39.1

14 1 13 -

100.0 7.8 92.2 -

663 182 409 72

100.0 27.5 61.6 10.9

1,351 688 543 121

100.0 50.9 40.2 9.0

27 3 23 0

100.0 11.2 87.8 1.0

173 4 147 22

100.0 2.6 84.5 12.9

522 59 417 46

100.0 11.2 79.9 8.9

823 173 572 79

100.0 21.0 69.5 9.5

96 17 73 6

100.0 17.5 75.9 6.5

101 8 78 15

100.0 8.1 76.8 15.1

96 23 60 13

100.0 23.9 62.8 13.3

116 12 97 7

100.0 10.5 83.3 6.2

44 7 31 7

100.0 14.8 70.1 15.1

162 33 111 18

100.0 20.4 68.6 11.0

1,003 181 708 114

100.0 18.0 70.6 11.4

43 9 27 7

100.0 21.9 62.5 15.5

550 97 416 37

100.0 17.7 75.6 6.8

12 5 6 1

100.0 43.1 48.2 8.8

226 53 135 38

100.0 23.4 59.8 16.8

83 14 56 13

100.0 17.3 67.5 15.2

329 51 246 32

100.0 15.4 74.7 9.9

1,088 207 761 121

100.0 19.0 69.9 11.1

2,282 488 1,535 258

100.0 21.4 67.3 11.3

1,330 377 820 133

100.0 28.3 61.7 10.0

819 312 455 53

100.0 38.0 55.5 6.5

210 106 88 16

100.0 50.5 41.7 7.8

30 19 11 1

100.0 61.9 35.9 2.2

2 2 - -

100.0 100.0 - -

61 14 38 9

100.0 22.8 62.1 15.1

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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８. 化学物質による健康障害防止対策 

（２）令和元年度上期（対象期間：平成 31年 4月～令和元年 9月）の取組状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 
調
査
数

以
前
よ
り
取
組
を
充
実
さ
せ

た 取
り
組
ん
で
い
る

（
以
前
と

変
わ

っ
て
い
な
い

）

取
組
状
況
が
後
退
し
た

今
後
1
年
以
内
に
取
り
組
む

予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 118 1,771 19 166 3,363 714

100.0 1.9 28.8 0.3 2.7 54.7 11.6

37 - 7 - 1 24 6

100.0 - 17.6 - 3.0 63.5 15.8

6 2 1 - - 3 1

100.0 30.9 7.9 - - 46.7 14.5

14 - 1 - - 13 -

100.0 - 10.0 - - 90.0 -

663 8 204 2 20 358 71

100.0 1.3 30.8 0.3 3.0 54.0 10.6

1,351 39 683 15 37 431 146

100.0 2.9 50.5 1.1 2.8 31.9 10.8

27 - 4 - 1 22 1

100.0 - 13.9 - 2.8 80.9 2.3

173 3 13 - 2 124 31

100.0 1.6 7.6 - 1.2 71.6 18.1

522 8 82 - 19 363 49

100.0 1.5 15.8 - 3.7 69.6 9.4

823 11 201 2 19 498 92

100.0 1.3 24.4 0.2 2.3 60.5 11.2

96 0 18 - 0 67 10

100.0 0.4 19.1 - 0.4 70.0 10.2

101 0 13 - - 64 24

100.0 0.3 12.9 - - 63.0 23.8

96 1 32 - 2 48 13

100.0 1.0 33.3 - 2.3 49.8 13.6

116 1 17 0 13 77 8

100.0 0.7 15.0 0.4 11.1 65.8 7.1

44 0 10 - - 27 7

100.0 0.8 22.1 - - 60.7 16.4

162 4 38 - 2 93 25

100.0 2.3 23.7 - 1.2 57.4 15.4

1,003 15 228 - 22 603 135

100.0 1.5 22.8 - 2.2 60.1 13.5

43 - 10 - - 24 8

100.0 - 24.4 - - 56.1 19.5

550 8 119 - 22 359 41

100.0 1.5 21.7 - 4.0 65.3 7.5

12 1 9 - - 2 -

100.0 8.8 76.0 - - 15.2 -

226 14 60 - 3 118 31

100.0 6.1 26.4 - 1.3 52.3 13.8

83 2 20 - 2 47 13

100.0 2.3 23.4 - 2.8 56.4 15.2

329 - 62 - 7 220 39

100.0 - 18.9 - 2.3 66.8 12.0

1,088 19 260 2 30 631 146

100.0 1.8 23.9 0.1 2.7 58.0 13.5

2,282 53 591 10 64 1,277 287

100.0 2.3 25.9 0.4 2.8 56.0 12.6

1,330 20 399 6 45 716 144

100.0 1.5 30.0 0.5 3.4 53.8 10.8

819 16 329 1 16 400 57

100.0 2.0 40.1 0.2 1.9 48.8 7.0

210 6 92 - 2 82 28

100.0 3.1 43.7 - 0.9 39.1 13.2

30 1 18 - - 10 1

100.0 2.6 60.6 - - 33.4 3.4

2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -

61 - 20 - 3 27 11

100.0 - 33.6 - 4.5 44.0 17.9

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問７ 「産業保健総合支援センター」と「地域産業保健センター」では、衛生管理者、人事労務担当

者などの産業保健スタッフの方、労働者数 50 人未満の事業場の事業主や労働者の方を対象に

次のような産業保健サービスを無料で提供し、事業場の産業保健活動を支援しています。利用

してみたいサービスに○印を付けてください。（複数回答可） 

 

「産業保健総合支援センター」と「地域産業保健センター」で利用してみたいサービスは、「職場の

メンタルヘルス対策など、産業保健に関する専門的研修・啓発セミナー」が 29.6％と最も高く、次い

で「健康診断で異常の所見があった労働者の健康保持に必要な措置について、医師からの意見聴取」

が 22.2％、「治療中の労働者が就労を継続するための、治療と仕事の両立支援」が 17.6％となってい

る。 

Ｎ：6,151人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 
職場のメンタルヘルス対策など、産業保健に関する専門的研修・
啓発セミナー 

1,823 29.6 

２ 
産業医学、労働衛生工学、メンタルヘルス、労働衛生関係法令等
専門家による相談対応（電話、メール、面談） 

854 13.9 

３ 
メンタルヘルス対策の専門家の事業場への個別訪問によるメンタ
ルヘルス対策支援 

821 13.3 

４ 治療中の労働者が就労を継続するための、治療と仕事の両立支援 1,085 17.6 

５ 産業保健に関する図書や測定機器等の閲覧・貸出 553 9.0 

６ 
産業保健情報を掲載したメールマガジン、ホームページ等による
情報提供 

902 14.7 

７ 
医師、保健師による労働者の健康管理（メンタルヘルスを含む）
に係る相談 

1,010 16.4 

８ 
健康診断で異常の所見があった労働者の健康保持に必要な措置に
ついて、医師からの意見聴取 

1,366 22.2 

９ 長時間労働者に対する疲労の度合いに応じた医師の面接指導 473 7.7 

10 
ストレスチェックの結果、高ストレスとされた労働者への医師の
面接指導 

975 15.8 

11 
医師、保健師等の事業場への個別訪問による職場環境に関する助
言・指導 

414 6.7 

12 利用してみたいサービスはない 666 10.8 

 無回答 877 14.3 
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29.6

22.2

17.6

16.4

15.8

14.7

13.9

13.3

9.0

7.7

6.7

10.8

14.3

職場のメンタルヘルス対策など、

産業保健に関する専門的研修・啓発セミナー

健康診断で異常の所見があった労働者の健康保持に

必要な措置について、医師からの意見聴取

治療中の労働者が就労を継続するための、

治療と仕事の両立支援

医師、保健師による労働者の健康管理

（メンタルヘルスを含む）に係る相談

ストレスチェックの結果、高ストレスとされた労働者への

医師の面接指導

産業保健情報を掲載したメールマガジン、

ホームページ等による情報提供

産業医学、労働衛生工学、メンタルヘルス、労働衛生

関係法令等専門家による相談対応（電話、メール、面談）

メンタルヘルス対策の専門家の事業場への

個別訪問によるメンタルヘルス対策支援

産業保健に関する図書や測定機器等の閲覧・貸出

長時間労働者に対する疲労の度合いに応じた

医師の面接指導

医師、保健師等の事業場への個別訪問による

職場環境に関する助言・指導

利用してみたいサービスはない

無回答

0 10 20 30 40(%)(N = 6,151)
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【業種・事業場規模別】 

調
査
数

職
場
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
な
ど

、
産
業
保
健

に
関
す
る
専
門
的
研
修
・
啓
発
セ
ミ
ナ
ー

産
業
医
学

、
労
働
衛
生
工
学

、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル

ス

、
労
働
衛
生
関
係
法
令
等
専
門
家
に
よ
る
相
談

対
応

（
電
話

、
メ
ー

ル

、
面
談

）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
専
門
家
の
事
業
場
へ
の

個
別
訪
問
に
よ
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
支
援

治
療
中
の
労
働
者
が
就
労
を
継
続
す
る
た
め
の

、

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

産
業
保
健
に
関
す
る
図
書
や
測
定
機
器
等
の
閲

覧
・
貸
出

産
業
保
健
情
報
を
掲
載
し
た
メ
ー

ル
マ
ガ
ジ
ン

、

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
等
に
よ
る
情
報
提
供

医
師

、
保
健
師
に
よ
る
労
働
者
の
健
康
管
理

（
メ

ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
を
含
む

）
に
係
る
相
談

健
康
診
断
で
異
常
の
所
見
が
あ

っ
た
労
働
者
の
健

康
保
持
に
必
要
な
措
置
に
つ
い
て

、
医
師
か
ら
の

意
見
聴
取

長
時
間
労
働
者
に
対
す
る
疲
労
の
度
合
い
に
応
じ

た
医
師
の
面
接
指
導

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
の
結
果

、
高
ス
ト
レ
ス
と
さ

れ
た
労
働
者
へ
の
医
師
の
面
接
指
導

医
師

、
保
健
師
等
の
事
業
場
へ
の
個
別
訪
問
に
よ

る
職
場
環
境
に
関
す
る
助
言
・
指
導

利
用
し
て
み
た
い
サ
ー

ビ
ス
は
な
い

無
回
答

6,151 1,823 854 821 1,085 553 902 1,010 1,366 473 975 414 666 877

100.0 29.6 13.9 13.3 17.6 9.0 14.7 16.4 22.2 7.7 15.8 6.7 10.8 14.3

37 13 5 7 9 2 2 2 11 5 7 2 4 4

100.0 36.0 13.8 18.9 25.1 4.8 6.6 6.0 29.0 12.2 17.7 5.4 11.0 11.7

6 0 - 2 - - 1 0 2 - - - 1 1

100.0 5.6 - 30.9 - - 7.9 6.2 30.8 - - - 10.3 14.5

14 5 - 1 1 1 1 1 2 4 6 - 4 1

100.0 33.8 - 3.6 9.9 3.6 7.1 6.5 17.1 25.8 39.5 - 31.2 3.5

663 170 72 78 133 63 89 141 209 77 123 55 55 92

100.0 25.6 10.9 11.7 20.0 9.4 13.4 21.3 31.5 11.6 18.6 8.2 8.4 13.9

1,351 379 181 182 264 161 218 209 252 100 168 70 151 198

100.0 28.0 13.4 13.5 19.5 11.9 16.1 15.5 18.6 7.4 12.4 5.2 11.2 14.6

27 7 0 2 3 2 7 5 5 1 3 5 4 3

100.0 27.8 1.5 6.0 9.5 7.7 27.5 19.2 18.3 2.8 10.3 17.0 16.8 10.2

173 52 39 36 22 21 22 38 29 17 54 26 22 36

100.0 29.8 22.3 20.5 12.9 12.2 12.6 22.0 16.6 9.9 30.9 15.3 12.7 20.9

522 94 48 45 86 44 59 105 169 64 74 35 58 79

100.0 18.0 9.3 8.7 16.5 8.4 11.2 20.1 32.3 12.2 14.1 6.7 11.1 15.1

823 231 131 92 124 31 121 141 215 74 147 72 116 95

100.0 28.1 16.0 11.2 15.1 3.8 14.7 17.1 26.1 9.0 17.8 8.8 14.1 11.6

96 49 24 21 21 15 29 21 23 10 23 12 2 5

100.0 50.8 25.5 22.3 22.0 15.2 30.0 22.1 23.8 10.5 24.4 13.0 1.8 5.5

101 18 24 16 27 13 22 27 34 4 17 10 6 7

100.0 17.8 23.6 15.5 26.9 12.9 22.2 26.8 33.4 4.3 16.6 9.9 6.4 7.1

96 48 17 26 20 9 16 22 30 13 11 5 4 14

100.0 50.5 17.6 27.3 20.4 8.9 16.6 23.3 31.7 13.4 11.8 5.0 4.3 14.6

116 27 11 14 28 8 19 6 34 13 16 8 9 23

100.0 23.3 9.7 11.9 24.1 6.5 16.0 5.2 29.0 10.9 13.8 6.6 7.8 19.5

44 13 7 5 9 2 6 8 9 1 6 3 2 8

100.0 30.6 16.5 10.8 19.8 4.0 12.8 17.6 21.6 3.2 13.8 7.8 5.6 18.8

162 63 36 26 30 12 24 16 16 2 23 9 21 19

100.0 39.0 22.0 15.9 18.4 7.3 14.5 10.1 10.1 1.5 14.5 5.6 12.9 11.9

1,003 378 140 148 161 82 112 130 143 26 157 54 93 169

100.0 37.7 13.9 14.7 16.1 8.2 11.1 13.0 14.3 2.6 15.6 5.3 9.2 16.8

43 18 6 7 4 2 2 1 4 - 3 1 5 11

100.0 42.0 14.3 17.3 10.4 5.4 4.4 3.4 10.2 - 6.8 1.5 11.5 25.9

550 166 67 72 104 57 104 90 108 45 107 25 68 64

100.0 30.2 12.1 13.0 18.9 10.4 19.0 16.4 19.7 8.1 19.5 4.5 12.4 11.6

12 5 1 4 2 5 1 1 0 - 1 - 1 -

100.0 41.3 6.5 33.8 15.4 45.3 8.7 5.6 3.3 - 5.8 - 8.8 -

226 69 35 26 25 18 30 33 58 16 25 22 25 34

100.0 30.6 15.4 11.5 10.9 8.2 13.1 14.8 25.6 7.0 11.2 9.5 11.2 15.0

83 17 9 13 12 5 20 10 11 2 5 1 12 14

100.0 20.3 11.0 15.7 14.3 6.3 23.5 12.4 13.7 2.3 5.7 1.5 14.5 16.4

329 64 28 35 59 22 38 59 126 24 75 31 38 50

100.0 19.6 8.6 10.7 17.9 6.6 11.4 17.8 38.2 7.2 22.9 9.3 11.7 15.1

1,088 247 164 125 179 69 149 241 332 107 218 82 147 136

100.0 22.7 15.1 11.5 16.5 6.4 13.7 22.1 30.5 9.8 20.1 7.5 13.5 12.5

2,282 569 259 313 363 153 244 632 807 303 582 261 293 227

100.0 24.9 11.3 13.7 15.9 6.7 10.7 27.7 35.4 13.3 25.5 11.4 12.8 10.0

1,330 457 204 172 232 155 273 53 57 20 63 32 101 253

100.0 34.3 15.4 12.9 17.4 11.7 20.5 4.0 4.3 1.5 4.8 2.4 7.6 19.0

819 325 110 116 189 82 128 14 18 11 20 6 69 175

100.0 39.6 13.5 14.2 23.1 10.0 15.7 1.8 2.1 1.3 2.4 0.8 8.5 21.4

210 123 63 43 43 47 52 1 1 1 3 1 14 26

100.0 58.6 29.9 20.3 20.5 22.2 24.8 0.7 0.4 0.7 1.2 0.6 6.6 12.4

30 19 16 8 7 13 7 1 2 1 1 1 - 2

100.0 61.9 54.3 27.5 24.4 42.0 22.7 2.7 5.1 2.7 2.7 2.7 - 8.3

2 - - 2 - - - - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - -

61 20 9 7 14 12 12 9 24 7 13 1 3 6

100.0 32.8 14.5 11.3 22.7 20.2 19.2 14.4 39.5 11.8 21.3 1.6 5.4 10.7

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（１）過去１年以内に、ストレスチェックを実施しましたか。 

 

過去１年以内におけるストレスチェックの実施状況について、「実施した」が 45.8％、「実施してい

ない」が 52.8％となっている。 

Ｎ：6,151人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 実施した 2,814 45.8 

２ 実施していない 3,250 52.8 

 無回答 87 1.4 

 

  

実施した
45.8%

実施していない
52.8%

無回答
1.4%

(N = 6,151)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

実
施
し
た

実
施
し
て
い
な
い

無
回
答

6,151 2,814 3,250 87

100.0 45.8 52.8 1.4

37 17 20 0

100.0 45.0 53.9 1.1

6 2 4 1

100.0 30.9 54.6 14.5

14 1 13 -

100.0 8.2 91.8 -

663 199 458 6

100.0 30.0 69.1 0.9

1,351 738 594 20

100.0 54.6 43.9 1.5

27 4 22 -

100.0 15.7 84.3 -

173 73 96 4

100.0 41.9 55.6 2.5

522 207 299 17

100.0 39.7 57.2 3.2

823 272 543 8

100.0 33.0 66.0 1.0

96 53 43 -

100.0 55.4 44.6 -

101 46 55 -

100.0 45.9 54.1 -

96 47 48 1

100.0 48.7 50.6 0.7

116 53 63 1

100.0 45.6 53.8 0.6

44 13 30 1

100.0 30.3 68.2 1.5

162 81 79 2

100.0 49.9 48.9 1.1

1,003 546 440 17

100.0 54.5 43.9 1.7

43 36 7 -

100.0 84.7 15.3 -

550 267 280 2

100.0 48.6 51.0 0.4

12 6 6 -

100.0 50.4 49.6 -

226 111 112 3

100.0 49.2 49.5 1.3

83 41 37 5

100.0 49.4 44.7 5.9

329 71 247 10

100.0 21.6 75.2 3.2

1,088 234 834 20

100.0 21.5 76.7 1.9

2,282 417 1,825 40

100.0 18.3 80.0 1.8

1,330 1,051 268 11

100.0 79.0 20.1 0.8

819 782 35 3

100.0 95.4 4.3 0.3

210 206 4 -

100.0 97.9 2.1 -

30 30 - -

100.0 100.0 - -

2 2 - -

100.0 100.0 - -

61 22 36 2

100.0 36.6 59.9 3.4

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（２）（１）で「１. 実施した」と回答した場合、その結果について集団分析をしましたか。 

 

ストレスチェック結果の集団分析について、「実施した」が 74.6％、「実施していない」が 24.4％

となっている。 

 

Ｎ：2,814人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 実施した 2,100 74.6 

２ 実施していない 687 24.4 

 無回答 27 1.0 

 

  

実施した
74.6%

実施していない
24.4%

無回答
1.0%

(N = 2,814)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

実
施
し
た

実
施
し
て
い
な
い

無
回
答

2,814 2,100 687 27

100.0 74.6 24.4 1.0

17 15 2 -

100.0 90.6 9.4 -

2 - 2 -

100.0 - 100.0 -

1 1 0 -

100.0 72.3 27.7 -

199 156 42 1

100.0 78.3 21.2 0.5

738 576 150 13

100.0 78.0 20.3 1.7

4 4 0 -

100.0 91.9 8.1 -

73 41 30 1

100.0 56.8 41.8 1.4

207 138 67 3

100.0 66.6 32.2 1.2

272 195 76 1

100.0 71.7 28.0 0.3

53 50 3 1

100.0 94.0 4.8 1.2

46 33 13 0

100.0 70.8 28.6 0.6

47 45 2 -

100.0 95.4 4.6 -

53 39 15 -

100.0 72.7 27.3 -

13 10 3 -

100.0 78.0 22.0 -

81 63 18 -

100.0 77.9 22.1 -

546 417 129 1

100.0 76.3 23.5 0.1

36 24 7 5

100.0 65.4 19.9 14.8

267 184 82 1

100.0 68.9 30.9 0.2

6 2 4 -

100.0 34.9 65.1 -

111 79 31 1

100.0 71.2 27.6 1.2

41 30 11 -

100.0 72.3 27.7 -

71 44 27 0

100.0 61.7 37.8 0.4

234 149 84 1

100.0 63.8 35.9 0.3

417 265 143 8

100.0 63.7 34.3 2.0

1,051 785 259 7

100.0 74.7 24.7 0.7

782 645 126 10

100.0 82.5 16.2 1.3

206 170 34 1

100.0 82.7 16.8 0.5

30 27 3 -

100.0 91.1 8.9 -

2 - 2 -

100.0 - 100.0 -

22 14 8 -

100.0 65.0 35.0 -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（３）（２）で「１. 実施した」と回答した場合、集団分析後に改善措置を取りましたか。 

 

ストレスチェック結果の集団分析後の改善処置について、「取った」が 43.6％、「取っていない」が

54.8％となっている。 

 

Ｎ：2,100人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 取った 916 43.6 

２ 取っていない 1,151 54.8 

 無回答 33 1.6 

 

  

取った
43.6%

取っていない
54.8%

無回答
1.6%

(N = 2,100)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

取

っ
た

取

っ
て
い
な
い

無
回
答

2,100 916 1,151 33

100.0 43.6 54.8 1.6

15 4 11 -

100.0 29.3 70.7 -

- - - -

- - - -

1 - 1 -

100.0 - 100.0 -

156 63 92 1

100.0 40.3 58.9 0.8

576 233 331 12

100.0 40.4 57.6 2.0

4 1 3 -

100.0 13.2 86.8 -

41 19 22 0

100.0 44.8 54.4 0.8

138 52 81 4

100.0 38.0 58.9 3.0

195 93 99 3

100.0 47.5 50.9 1.6

50 26 23 1

100.0 51.6 46.9 1.5

33 27 6 -

100.0 81.0 19.0 -

45 10 34 1

100.0 22.4 75.6 1.9

39 27 12 -

100.0 69.2 30.8 -

10 8 3 -

100.0 72.7 27.3 -

63 30 33 1

100.0 47.1 51.7 1.2

417 193 218 6

100.0 46.3 52.3 1.4

24 15 9 -

100.0 62.0 38.0 -

184 68 116 -

100.0 37.2 62.8 -

2 1 1 -

100.0 49.8 50.2 -

79 32 43 4

100.0 40.4 53.9 5.7

30 17 13 -

100.0 56.5 43.5 -

44 16 27 1

100.0 37.5 61.3 1.1

149 65 84 -

100.0 43.5 56.5 -

265 108 150 7

100.0 40.6 56.7 2.8

785 333 441 11

100.0 42.5 56.1 1.4

645 286 347 12

100.0 44.3 53.8 1.9

170 84 84 2

100.0 49.5 49.6 0.9

27 15 12 0

100.0 54.2 44.4 1.4

- - - -

- - - -

14 9 5 -

100.0 63.9 36.1 -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（４）（３）で「１. 取った」と回答した場合、改善措置を取った結果、事業場の職場環境は改善され

ましたか。 

 

ストレスチェックにおける改善処置の結果について、「改善された」が 48.7％、「改善されていない」

が 41.9％となっている。 

 

Ｎ：916人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 改善された 446 48.7 

２ 改善されていない 384 41.9 

 無回答 87 9.5 

 

  

改善された
48.7%

改善されていない
41.9%

無回答
9.5%

(N = 916)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

改
善
さ
れ
た

改
善
さ
れ
て
い
な
い

無
回
答

916 446 384 87

100.0 48.7 41.9 9.5

4 1 3 1

100.0 20.4 63.5 16.1

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

63 29 32 2

100.0 45.5 50.9 3.5

233 93 115 25

100.0 40.1 49.4 10.6

1 - - 1

100.0 - - 100.0

19 6 10 2

100.0 35.1 54.4 10.5

52 30 19 3

100.0 57.7 36.7 5.6

93 53 27 12

100.0 57.8 28.9 13.3

26 11 9 6

100.0 43.2 34.4 22.4

27 18 9 -

100.0 65.7 34.3 -

10 3 7 -

100.0 32.4 67.6 -

27 9 12 5

100.0 35.5 46.8 17.7

8 5 3 -

100.0 64.7 35.3 -

30 13 10 6

100.0 44.0 34.9 21.1

193 88 86 19

100.0 45.6 44.7 9.7

15 12 2 0

100.0 84.0 13.6 2.4

68 42 24 3

100.0 61.8 34.3 3.8

1 1 - -

100.0 100.0 - -

32 16 13 3

100.0 50.5 40.2 9.3

17 14 3 -

100.0 82.8 17.2 -

16 8 8 0

100.0 49.6 48.5 1.9

65 35 18 13

100.0 53.4 27.0 19.6

108 72 29 7

100.0 66.5 26.6 6.9

333 146 160 28

100.0 43.9 47.9 8.3

286 150 107 29

100.0 52.4 37.6 10.0

84 28 48 8

100.0 33.1 57.1 9.7

15 5 8 1

100.0 34.1 56.5 9.5

- - - -

- - - -

9 3 6 1

100.0 28.9 64.6 6.4

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（５）（１）で「２.実施していない」と回答した場合、「ストレスチェック」を実施しない理由につい

てお答えください。（複数回答可） 

 

ストレスチェックを実施しない理由について、「労働者 50 人未満の事業場は努力義務だから」が

53.3％と最も高く、次いで「取組方が分からない」が 29.7％、「メンタルヘルス不調者がいないから」

が 16.3％となっている。 

 

Ｎ：3,250人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 労働者 50人未満の事業場は努力義務だから 1,731 53.3 

２ 取組方が分からない 966 29.7 

３ 経費がかかるから 281 8.6 

４ 人員が不足しているから 470 14.5 

５ 事業者の関心がないから 153 4.7 

６ メンタルヘルス不調者がいないから 529 16.3 

７ 必要性を感じないから 378 11.6 

８ その他 162 5.0 

 無回答 115 3.5 

 

  

53.3

29.7

16.3

14.5

11.6

8.6

4.7

5.0

3.5

労働者50人未満の事業場は努力義務だから

取組方が分からない

メンタルヘルス不調者がいないから

人員が不足しているから

必要性を感じないから

経費がかかるから

事業者の関心がないから

その他

無回答

0 10 20 30 40 50 60 (%)(N = 3,250)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

労
働
者
5
0
人
未
満
の
事
業

場
は
努
力
義
務
だ
か
ら

取
組
方
が
分
か
ら
な
い

経
費
が
か
か
る
か
ら

人
員
が
不
足
し
て
い
る
か
ら

事
業
者
の
関
心
が
な
い
か
ら

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
者
が

い
な
い
か
ら

必
要
性
を
感
じ
な
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

3,250 1,731 966 281 470 153 529 378 162 115

100.0 53.3 29.7 8.6 14.5 4.7 16.3 11.6 5.0 3.5

20 10 5 4 2 1 1 4 - 0

100.0 51.8 25.1 20.7 10.0 2.9 4.7 19.8 - 1.8

4 - 0 - 2 - 1 1 - 1

100.0 - 10.2 - 45.0 - 25.9 14.5 - 18.9

13 4 1 0 1 7 1 4 - 0

100.0 28.4 3.9 2.2 9.6 56.3 5.8 34.0 - 2.9

458 243 170 41 52 18 68 35 13 20

100.0 53.1 37.2 9.0 11.2 3.9 14.9 7.5 2.8 4.3

594 334 149 53 74 32 127 77 37 21

100.0 56.2 25.0 8.9 12.4 5.4 21.5 12.9 6.2 3.6

22 16 8 1 1 1 5 2 1 -

100.0 69.2 34.1 6.5 3.0 4.9 23.7 9.5 3.4 -

96 41 16 11 26 9 16 14 9 -

100.0 42.7 16.5 11.1 26.7 9.6 17.0 14.6 9.6 -

299 151 86 11 33 14 37 49 10 15

100.0 50.6 28.9 3.8 11.1 4.7 12.4 16.5 3.4 5.1

543 305 162 30 83 20 111 63 14 15

100.0 56.1 29.8 5.6 15.2 3.7 20.5 11.5 2.5 2.8

43 35 5 1 1 0 10 0 10 4

100.0 82.2 11.0 1.9 3.3 1.1 22.3 0.9 24.1 8.9

55 29 12 7 10 7 7 8 6 -

100.0 52.4 21.8 13.3 18.8 13.2 13.5 14.4 11.8 -

48 40 9 11 5 0 6 3 - -

100.0 81.5 17.6 23.6 9.8 0.7 11.4 5.9 - -

63 21 20 5 18 3 7 8 2 2

100.0 33.2 32.6 7.5 28.4 5.3 10.7 12.5 4.0 3.3

30 16 13 3 6 1 5 3 2 2

100.0 54.7 44.7 8.7 19.5 4.2 17.0 11.2 5.1 5.5

79 28 38 6 15 1 16 7 3 6

100.0 35.2 47.4 7.8 19.3 1.8 20.4 9.3 3.8 7.6

440 230 145 49 82 27 57 37 17 10

100.0 52.2 33.0 11.2 18.6 6.2 13.0 8.4 3.9 2.4

7 2 3 0 1 1 0 - 1 1

100.0 32.6 40.9 4.9 21.3 8.3 4.8 - 10.9 10.1

280 160 81 28 34 6 31 37 32 9

100.0 56.9 29.0 9.9 12.1 2.1 11.0 13.0 11.2 3.1

6 5 - 5 - - - - 0 -

100.0 93.0 - 80.4 - - - - 7.0 -

112 50 31 11 23 2 11 17 5 8

100.0 44.9 28.0 10.1 20.2 1.6 10.2 15.1 4.4 7.2

37 12 12 2 3 1 10 9 - 1

100.0 31.2 33.1 6.7 7.3 3.5 28.0 24.5 - 1.8

247 153 80 30 34 10 26 23 13 10

100.0 61.7 32.4 12.0 13.7 4.0 10.5 9.2 5.3 4.2

834 442 201 59 105 56 157 114 50 20

100.0 53.0 24.2 7.0 12.6 6.7 18.8 13.6 5.9 2.4

1,825 1,052 552 155 251 59 301 213 60 67

100.0 57.6 30.3 8.5 13.8 3.2 16.5 11.7 3.3 3.6

268 61 110 26 59 26 35 24 34 15

100.0 22.6 41.2 9.5 22.1 9.8 13.1 8.9 12.7 5.6

35 5 8 5 11 1 5 1 4 3

100.0 13.6 22.9 15.1 32.1 1.9 13.5 2.7 10.4 8.4

4 - 4 1 2 1 1 - - 0

100.0 - 82.1 11.3 55.9 20.2 14.9 - - 9.0

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

36 20 10 6 7 2 5 4 1 -

100.0 54.6 28.6 16.9 19.1 4.2 13.5 10.2 2.2 -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（６）労働者 50 人未満の事業場にお聞きします。ストレスチェックの助成金があることを知っていま

すか。 

 

労働者 50人未満の事業場におけるストレスチェックの助成金について、「知らなかったが今後利用

したい」が 46.6％と最も高く、次いで「知っているが利用したことはない」が 29.3％、「知らないし

今後も利用したくない」が 14.4％となっている。 

 

Ｎ：3,699人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 知っているし利用したことがある 54 1.5 

２ 知っているが利用したことはない 1,084 29.3 

３ 知らなかったが今後利用したい 1,725 46.6 

４ 知らないし今後も利用したくない 534 14.4 

 無回答 301 8.1 

 

  
知っているし

利用したことがある
1.5%

知っているが

利用したことはない
29.3%

知らなかったが

今後利用したい
46.6%

知らないし今後も

利用したくない
14.4%

無回答
8.1%

(N = 3,699)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

知

っ
て
い
る
し
利
用
し
た
こ

と
が
あ
る

知

っ
て
い
る
が
利
用
し
た
こ

と
は
な
い

知
ら
な
か

っ
た
が
今
後
利
用

し
た
い

知
ら
な
い
し
今
後
も
利
用
し

た
く
な
い

無
回
答

3,699 54 1,084 1,725 534 301

100.0 1.5 29.3 46.6 14.4 8.1

25 0 4 17 2 2

100.0 1.3 16.3 67.3 6.9 8.2

4 - - 2 2 0

100.0 - - 43.6 50.3 6.1

11 - 5 2 4 -

100.0 - 47.7 13.6 38.8 -

507 5 133 284 59 26

100.0 1.0 26.2 56.0 11.7 5.1

684 20 218 296 106 44

100.0 2.9 31.8 43.3 15.5 6.5

24 - 6 11 7 0

100.0 - 24.7 45.0 28.9 1.4

109 0 22 79 1 7

100.0 0.3 20.1 72.7 0.8 6.2

353 2 117 159 60 16

100.0 0.7 33.0 45.1 16.9 4.4

604 3 202 251 97 52

100.0 0.5 33.5 41.5 16.0 8.5

49 4 10 22 2 10

100.0 8.1 20.9 45.3 4.8 20.9

72 0 22 22 25 3

100.0 0.4 30.3 31.1 34.5 3.7

50 - 18 29 3 1

100.0 - 35.1 58.5 5.4 1.0

51 1 12 17 8 13

100.0 1.4 23.6 34.1 15.4 25.6

34 - 6 17 5 7

100.0 - 16.3 50.0 14.5 19.2

79 - 21 32 8 18

100.0 - 26.8 40.4 10.4 22.3

494 2 120 277 58 38

100.0 0.4 24.3 56.0 11.7 7.6

12 - 1 4 1 6

100.0 - 11.4 36.0 5.6 47.0

341 12 118 122 60 30

100.0 3.5 34.5 35.8 17.5 8.7

7 1 - 6 0 -

100.0 14.5 - 80.0 5.5 -

145 0 35 64 19 27

100.0 0.3 23.9 44.3 13.2 18.3

42 3 16 12 7 4

100.0 7.3 38.0 27.7 16.6 10.5

329 1 84 153 42 48

100.0 0.2 25.7 46.6 12.8 14.7

1,088 19 303 478 172 115

100.0 1.8 27.8 44.0 15.8 10.6

2,282 34 697 1,094 319 137

100.0 1.5 30.6 47.9 14.0 6.0

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問８ 平成 27 年 12 月１日から施行された「ストレスチェック制度」について、事業場の取組状況を

お伺いします。 

（７）労働者 50 人未満の事業場でストレスチェックの実施に取り組まれている事業場にお聞きしま

す。ストレスチェックを積極的に実施している理由をお答えください。（複数回答可） 

 

労働者 50人未満の事業場におけるストレスチェックの積極的実施について、「労働者のメンタルヘ

ルス不調のリスク低減のため」が 42.2％と最も高く、次いで「労働者 50 人未満の事業場にも努力義

務があるため」が 40.5％、「親会社・事業者の意向のため」が 23.1％となっている。 

 

Ｎ：722人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 労働者 50人未満の事業場にも努力義務があるため 292 40.5 

２ 親会社・事業者の意向のため 167 23.1 

３ 労働者のメンタルヘルス不調のリスク低減のため 304 42.2 

４ 助成金が出るため 7 0.9 

５ その他 20 2.8 

 無回答 158 22.0 

 

  

42.2

40.5

23.1

0.9

2.8

22.0

労働者のメンタルヘルス不調のリスク低減のため

労働者50人未満の事業場にも努力義務があるため

親会社・事業者の意向のため

助成金が出るため

その他

無回答

0 10 20 30 40 50 (%)(N = 722)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

労
働
者
5
0
人
未
満
の
事
業

場
に
も
努
力
義
務
が
あ
る
た

め 親
会
社
・
事
業
者
の
意
向
の

た
め

労
働
者
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

不
調
の
リ
ス
ク
低
減
の
た
め

助
成
金
が
出
る
た
め

そ
の
他

無
回
答

722 292 167 304 7 20 158

100.0 40.5 23.1 42.2 0.9 2.8 22.0

7 4 0 1 - - 2

100.0 65.2 5.5 18.4 - - 24.0

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

64 31 14 32 0 2 8

100.0 48.0 21.8 50.7 0.5 3.0 12.2

130 65 44 43 1 2 19

100.0 49.9 34.0 33.4 0.4 1.8 14.6

2 1 1 1 - - 0

100.0 35.2 44.4 55.6 - - 20.4

25 17 2 23 - - -

100.0 67.5 9.8 90.5 - - -

75 22 15 27 3 1 25

100.0 28.8 19.6 35.7 4.3 0.8 33.4

95 40 39 33 1 1 13

100.0 42.1 40.8 35.1 0.8 1.1 13.9

16 7 4 7 - 3 4

100.0 42.1 25.3 43.2 - 15.4 22.6

18 15 1 13 - 1 0

100.0 84.0 3.8 73.3 - 3.3 1.6

4 4 1 3 - 1 -

100.0 92.1 16.8 61.8 - 19.5 -

12 2 1 5 - 0 4

100.0 13.5 10.7 47.1 - 3.4 36.0

5 1 2 2 - - 2

100.0 24.0 42.7 31.1 - - 33.3

9 5 1 5 - 0 3

100.0 55.4 6.0 55.4 - 5.4 33.2

106 34 8 55 - 3 28

100.0 32.5 7.5 51.8 - 2.9 26.1

8 2 - 1 - - 5

100.0 31.6 - 11.3 - - 61.8

93 27 19 37 1 6 28

100.0 28.6 20.5 39.7 1.4 6.9 29.5

1 0 1 0 - - -

100.0 20.7 79.3 20.7 - - -

40 12 12 10 - - 16

100.0 30.8 30.1 25.9 - - 39.4

13 4 2 6 1 - 3

100.0 33.1 15.2 45.1 4.1 - 24.5

71 16 6 23 - 4 30

100.0 22.3 8.6 32.0 - 5.9 42.0

234 67 85 94 2 7 53

100.0 28.6 36.3 40.0 0.7 3.2 22.9

417 210 76 188 5 9 75

100.0 50.3 18.2 45.1 1.2 2.1 18.0

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問９ 治療と仕事の両立支援についてどのような取組を実施していますか。（複数回答可） 

 

治療と仕事の両立支援について、「休暇制度（時間単位の年次有給休暇の取得、傷病休暇・病気休

暇等）の導入又は工夫」が 45.6％と最も高く、次いで「勤務制度（時差出勤制度、短時間勤務制度、

在宅勤務、試し出勤務制度等）の導入又は工夫」が 29.1％、「取り組んでいない」が 20.3％となって

いる。 

Ｎ：6,151人  

項目 
回答数

（人） 

割合

（％） 

１ 事業場による基本方針等の表明と労働者への周知 684 11.1 

２ 研修等による両立支援に関する意識啓発 269 4.4 

３ 相談窓口等の明確化 975 15.8 

４ 
休暇制度（時間単位の年次有給休暇の取得、傷病休暇・病気休暇
等）の導入又は工夫 

2,802 45.6 

５ 
勤務制度（時差出勤制度、短時間勤務制度、在宅勤務、試し出勤
務制度等）の導入又は工夫 

1,787 29.1 

６ 両立支援に関する制度・体制等の整備 296 4.8 

７ 
がん等の職場復帰支援に係るサポート（両立支援促進員による両
立支援プラン・職場復帰支援プランの作成に係る助言、支援等） 

196 3.2 

８ その他 104 1.7 

９ 分からない 487 7.9 

10 取り組んでいない 1,250 20.3 

 無回答 560 9.1 

 

  
45.6

29.1

15.8

11.1

4.8

4.4

3.2

1.7

7.9

20.3

9.1

休暇制度（時間単位の年次有給休暇の取得、

傷病休暇・病気休暇等）の導入又は工夫

勤務制度（時差出勤制度、短時間勤務制度、

在宅勤務、試し出勤務制度等）の導入又は工夫

相談窓口等の明確化

事業場による基本方針等の表明と労働者への周知

両立支援に関する制度・体制等の整備

研修等による両立支援に関する意識啓発

がん等の職場復帰支援に係るサポート

（両立支援促進員による両立支援プラン・

職場復帰支援プランの作成に係る助言、支援等）

その他

分からない

取り組んでいない

無回答

0 10 20 30 40 50 (%)(N = 6,151)
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【業種・事業場規模別】 

  
調
査
数

事
業
場
に
よ
る
基
本
方
針
等
の
表
明
と
労
働
者
へ
の
周
知

研
修
等
に
よ
る
両
立
支
援
に
関
す
る
意
識
啓
発

相
談
窓
口
等
の
明
確
化

休
暇
制
度

（
時
間
単
位
の
年
次
有
給
休
暇
の
取
得

、
傷
病

休
暇
・
病
気
休
暇
等

）
の
導
入
又
は
工
夫

勤
務
制
度

（
時
差
出
勤
制
度

、
短
時
間
勤
務
制
度

、
在
宅

勤
務

、
試
し
出
勤
務
制
度
等

）
の
導
入
又
は
工
夫

両
立
支
援
に
関
す
る
制
度
・
体
制
等
の
整
備

が
ん
等
の
職
場
復
帰
支
援
に
係
る
サ
ポ
ー

ト

（
両
立
支
援

促
進
員
に
よ
る
両
立
支
援
プ
ラ
ン
・
職
場
復
帰
支
援
プ
ラ

ン
の
作
成
に
係
る
助
言

、
支
援
等

）

そ
の
他

分
か
ら
な
い

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

6,151 684 269 975 2,802 1,787 296 196 104 487 1,250 560

100.0 11.1 4.4 15.8 45.6 29.1 4.8 3.2 1.7 7.9 20.3 9.1

37 1 2 7 20 10 2 1 1 2 8 2

100.0 3.4 5.2 17.9 52.7 25.7 6.1 3.0 1.3 5.0 21.2 5.3

6 - 2 - 3 - - - 2 1 1 0

100.0 - 30.9 - 46.8 - - - 24.6 14.1 10.3 4.2

14 0 0 - 5 1 0 - - 0 5 4

100.0 2.7 2.7 - 32.4 9.1 2.8 - - 2.3 33.2 29.4

663 54 20 63 278 128 27 27 13 69 159 67

100.0 8.2 3.0 9.4 41.9 19.3 4.1 4.1 1.9 10.4 23.9 10.0

1,351 161 43 238 563 372 62 44 28 104 335 112

100.0 11.9 3.2 17.6 41.6 27.5 4.6 3.2 2.1 7.7 24.8 8.3

27 0 1 2 15 0 0 2 - - 7 2

100.0 1.4 3.6 8.5 55.8 1.0 1.5 7.7 - - 27.9 7.0

173 26 15 43 81 68 19 3 3 5 30 19

100.0 15.1 8.4 24.6 46.9 39.3 11.2 1.6 2.0 3.0 17.1 10.9

522 70 21 53 196 132 21 21 9 65 102 49

100.0 13.4 4.0 10.1 37.5 25.3 4.0 4.1 1.6 12.4 19.5 9.3

823 84 24 120 346 209 33 14 8 61 208 84

100.0 10.2 2.9 14.6 42.0 25.4 4.0 1.6 1.0 7.4 25.2 10.2

96 6 2 19 67 35 10 3 2 2 13 3

100.0 6.4 1.8 20.2 69.5 36.1 10.8 3.1 2.4 2.1 13.8 2.7

101 7 3 20 58 29 6 0 1 5 17 7

100.0 7.1 3.3 19.8 57.1 28.4 6.1 0.4 0.6 4.6 17.1 6.4

96 16 1 14 63 30 17 2 1 3 15 5

100.0 16.2 0.9 14.6 65.9 30.8 18.2 2.3 1.1 3.5 15.6 5.6

116 11 5 20 34 28 7 1 0 18 25 16

100.0 9.4 4.7 17.5 29.1 24.3 5.8 0.8 0.3 15.4 21.5 13.8

44 6 2 5 22 11 2 - - 4 5 5

100.0 13.6 4.0 11.5 50.8 25.9 5.2 - - 8.4 11.7 11.9

162 19 20 21 95 44 3 7 4 15 21 17

100.0 12.0 12.3 13.0 58.5 26.9 1.8 4.2 2.3 9.2 12.7 10.6

1,003 127 71 199 531 367 52 41 16 54 138 101

100.0 12.7 7.1 19.8 52.9 36.6 5.2 4.0 1.6 5.4 13.7 10.1

43 7 1 7 24 15 2 2 - 1 6 2

100.0 17.2 3.3 16.6 55.8 35.0 4.0 3.7 - 2.0 13.7 4.3

550 46 19 83 235 195 25 19 6 49 111 35

100.0 8.4 3.4 15.1 42.8 35.4 4.5 3.5 1.1 9.0 20.2 6.4

12 1 3 4 9 10 - - - - - 1

100.0 8.8 27.3 36.1 79.3 82.0 - - - - - 9.1

226 23 9 45 118 87 4 7 9 23 29 17

100.0 10.4 4.0 20.1 52.3 38.7 1.6 3.3 4.2 10.4 12.9 7.4

83 15 5 11 40 16 1 2 1 7 16 12

100.0 18.2 5.7 13.1 48.1 19.2 1.8 2.5 0.9 8.0 19.5 14.2

329 41 12 29 135 100 7 11 1 34 68 27

100.0 12.5 3.5 8.7 41.0 30.3 2.1 3.4 0.3 10.3 20.8 8.3

1,088 106 57 103 457 280 70 34 20 79 257 108

100.0 9.7 5.2 9.5 42.0 25.7 6.5 3.1 1.9 7.3 23.6 9.9

2,282 210 72 250 1,046 572 99 53 39 229 497 219

100.0 9.2 3.2 10.9 45.8 25.1 4.3 2.3 1.7 10.0 21.8 9.6

1,330 159 57 268 604 445 52 42 20 87 238 129

100.0 12.0 4.3 20.1 45.4 33.4 3.9 3.1 1.5 6.5 17.9 9.7

819 130 47 228 407 264 37 34 18 34 157 57

100.0 15.9 5.8 27.9 49.7 32.2 4.5 4.2 2.2 4.1 19.2 7.0

210 22 15 72 116 93 14 15 4 17 22 10

100.0 10.4 7.4 34.5 55.3 44.4 6.8 7.4 1.8 8.3 10.2 4.5

30 2 - 11 12 13 9 2 2 1 6 3

100.0 7.9 - 35.7 39.8 42.5 31.6 6.5 7.0 3.5 18.9 9.7

2 - 2 - 2 - - - - - - -

100.0 - 100.0 - 100.0 - - - - - - -

61 13 7 15 24 20 7 4 - 6 4 6

100.0 22.0 11.7 24.3 39.7 33.5 11.4 5.9 - 10.0 6.7 10.5

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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問 10 健康管理（産業保健）活動での専門職の活用状況について、令和元年度上期（平成 31 年４月

～令和元年９月）で、それぞれ該当する欄に○印を付けてください。複数の資格を持っている

場合は、実際に活動している職種でお答えください。 

 

 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

  

N=

産業医 6,151

産業医以外の医師 6,151

保健師 6,151

看護師 6,151

衛生管理者 6,151

13.1

4.7

3.9

12.4

42.9

37.1

11.5

10.8

2.6

1.9

39.5

66.2

67.7

68.3

41.3

10.2

17.7

17.5

16.7

13.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

直接雇用 外部機関の利用 雇用・委託をしていない 無回答

N=

産業医 6,151

産業医以外の医師 6,151

保健師 6,151

看護師 6,151

衛生管理者 6,151

14.0

2.2

2.7

6.8

31.4

9.0

1.1

1.6

1.8

4.1

51.9

57.7

57.1

54.6

37.3

25.1

39.1

38.6

36.9

27.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほぼ毎回出席（5～6回） ときどき出席（2～4回） 出席していない（0～1回） 無回答
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（a）産業医 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て
い
な
い

無
回
答

6,151 807 2,285 2,432 627

100.0 13.1 37.1 39.5 10.2

37 2 14 21 1

100.0 4.4 36.8 55.5 3.3

6 - - 5 1

100.0 - - 85.5 14.5

14 1 1 12 0

100.0 5.8 9.5 81.8 2.8

663 31 228 313 90

100.0 4.7 34.5 47.3 13.5

1,351 145 662 416 128

100.0 10.7 49.0 30.8 9.5

27 1 11 14 1

100.0 3.3 43.0 50.9 2.8

173 16 66 73 18

100.0 9.5 38.1 42.0 10.4

522 50 202 199 70

100.0 9.6 38.7 38.2 13.5

823 90 199 468 67

100.0 10.9 24.1 56.8 8.1

96 21 46 25 4

100.0 22.2 48.2 26.0 3.7

101 7 26 61 8

100.0 6.8 25.6 60.1 7.5

96 11 40 40 5

100.0 11.3 41.9 41.7 5.1

116 7 50 46 13

100.0 6.3 42.6 39.8 11.2

44 4 10 24 6

100.0 8.1 22.5 55.6 13.8

162 48 51 50 14

100.0 29.3 31.2 30.9 8.7

1,003 273 299 312 119

100.0 27.2 29.8 31.1 11.8

43 4 27 6 6

100.0 8.9 61.7 14.9 14.5

550 55 236 223 36

100.0 10.0 42.9 40.6 6.6

12 - 3 9 -

100.0 - 23.7 76.3 -

226 27 91 79 29

100.0 12.1 40.2 35.0 12.7

83 14 23 35 11

100.0 16.9 27.6 41.9 13.6

329 33 57 210 29

100.0 9.9 17.3 64.0 8.7

1,088 48 264 622 153

100.0 4.4 24.3 57.2 14.1

2,282 112 450 1,367 352

100.0 4.9 19.7 59.9 15.4

1,330 262 841 174 54

100.0 19.7 63.2 13.0 4.1

819 229 548 25 18

100.0 27.9 66.9 3.0 2.2

210 94 102 3 11

100.0 45.0 48.5 1.4 5.2

30 20 7 2 -

100.0 67.8 24.0 8.3 -

2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

61 9 15 27 10

100.0 14.7 25.1 44.3 15.9

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（a）産業医 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

6,151 864 552 3,192 1,543

100.0 14.0 9.0 51.9 25.1

37 3 2 22 10

100.0 9.0 5.5 58.0 27.5

6 2 - 3 1

100.0 30.9 - 48.4 20.7

14 - 1 12 2

100.0 - 3.5 85.9 10.6

663 28 31 398 206

100.0 4.2 4.7 60.0 31.1

1,351 191 152 719 290

100.0 14.1 11.3 53.2 21.4

27 1 1 18 7

100.0 2.2 3.8 66.1 27.9

173 25 8 85 55

100.0 14.5 4.8 48.9 31.8

522 54 50 283 134

100.0 10.4 9.6 54.2 25.8

823 78 38 502 206

100.0 9.4 4.6 61.0 25.0

96 24 18 35 19

100.0 25.3 18.4 36.9 19.4

101 6 13 58 25

100.0 5.5 12.7 57.2 24.6

96 10 17 48 20

100.0 10.9 18.1 49.9 21.0

116 17 12 52 35

100.0 14.9 10.1 44.7 30.2

44 1 3 26 13

100.0 2.6 7.9 60.3 29.2

162 45 13 75 30

100.0 27.5 8.2 46.1 18.2

1,003 232 105 405 260

100.0 23.1 10.5 40.4 26.0

43 9 10 16 7

100.0 21.8 23.5 37.8 16.9

550 81 52 285 132

100.0 14.7 9.4 51.9 24.0

12 0 1 2 8

100.0 3.2 12.0 14.1 70.7

226 43 20 105 58

100.0 19.1 8.7 46.4 25.8

83 13 4 43 24

100.0 15.3 4.7 51.0 29.0

329 23 8 208 90

100.0 6.9 2.4 63.3 27.3

1,088 35 30 673 350

100.0 3.2 2.8 61.9 32.1

2,282 57 80 1,320 825

100.0 2.5 3.5 57.8 36.2

1,330 334 199 617 181

100.0 25.1 14.9 46.3 13.6

819 274 175 315 55

100.0 33.5 21.4 38.5 6.7

210 114 48 31 17

100.0 54.2 22.9 14.7 8.2

30 20 4 4 2

100.0 65.3 14.5 11.9 8.3

2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

61 6 7 24 24

100.0 9.5 11.7 39.8 38.9

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（b）産業医以外の医師 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て
い
な
い

無
回
答

6,151 287 707 4,069 1,088

100.0 4.7 11.5 66.2 17.7

37 - 1 33 3

100.0 - 2.7 88.8 8.4

6 2 - 4 1

100.0 30.9 - 54.6 14.5

14 0 1 12 1

100.0 2.3 5.1 86.4 6.2

663 0 94 450 119

100.0 0.1 14.1 67.8 18.0

1,351 7 114 996 235

100.0 0.5 8.4 73.7 17.4

27 - 2 24 0

100.0 - 8.3 90.4 1.3

173 - 18 100 56

100.0 - 10.2 57.7 32.1

522 - 68 349 105

100.0 - 13.0 66.9 20.0

823 - 84 624 114

100.0 - 10.2 75.9 13.9

96 - 5 74 17

100.0 - 5.3 76.9 17.8

101 - 7 87 8

100.0 - 6.5 86.0 7.5

96 0 12 70 14

100.0 0.4 12.3 73.0 14.3

116 - 12 84 21

100.0 - 10.0 72.3 17.7

44 - 9 26 9

100.0 - 21.0 58.4 20.6

162 9 26 95 33

100.0 5.6 16.0 58.2 20.2

1,003 264 162 384 193

100.0 26.3 16.2 38.3 19.3

43 - 6 29 8

100.0 - 13.2 67.1 19.7

550 1 61 410 78

100.0 0.2 11.0 74.6 14.2

12 - 0 11 -

100.0 - 3.5 96.5 -

226 0 15 163 48

100.0 0.1 6.8 72.0 21.1

83 3 10 44 27

100.0 3.6 12.0 52.5 31.9

329 3 40 234 51

100.0 0.8 12.3 71.3 15.7

1,088 29 122 757 180

100.0 2.6 11.2 69.6 16.6

2,282 40 288 1,562 392

100.0 1.8 12.6 68.4 17.2

1,330 57 134 887 253

100.0 4.3 10.1 66.7 19.0

819 100 100 465 155

100.0 12.2 12.2 56.7 18.9

210 40 16 110 43

100.0 19.2 7.7 52.4 20.7

30 12 3 13 2

100.0 41.4 9.4 43.8 5.4

2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

61 4 4 42 11

100.0 6.4 6.2 68.7 18.7

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（b）産業医以外の医師 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

6,151 133 68 3,547 2,404

100.0 2.2 1.1 57.7 39.1

37 - - 21 16

100.0 - - 56.5 43.5

6 - - 5 1

100.0 - - 79.3 20.7

14 - - 13 2

100.0 - - 88.7 11.3

663 - 2 400 261

100.0 - 0.3 60.4 39.3

1,351 2 5 804 540

100.0 0.2 0.3 59.5 40.0

27 - - 18 9

100.0 - - 67.1 32.9

173 - - 91 82

100.0 - - 52.5 47.5

522 - 9 331 182

100.0 - 1.8 63.4 34.9

823 - 1 515 307

100.0 - 0.2 62.6 37.2

96 - - 56 40

100.0 - - 58.3 41.7

101 - - 65 36

100.0 - - 64.1 35.9

96 - - 54 42

100.0 - - 56.1 43.9

116 - - 69 47

100.0 - - 59.4 40.6

44 - - 27 17

100.0 - - 61.0 39.0

162 1 1 95 66

100.0 0.5 0.8 58.3 40.3

1,003 129 45 453 376

100.0 12.8 4.5 45.1 37.5

43 - 2 28 12

100.0 - 5.8 65.2 29.0

550 1 1 333 215

100.0 0.1 0.1 60.6 39.1

12 - - 3 9

100.0 - - 22.9 77.1

226 - 0 124 102

100.0 - 0.1 54.8 45.1

83 - - 43 41

100.0 - - 51.2 48.8

329 1 - 214 114

100.0 0.3 - 65.0 34.6

1,088 9 10 685 384

100.0 0.9 0.9 62.9 35.3

2,282 15 10 1,345 913

100.0 0.6 0.4 58.9 40.0

1,330 26 20 724 561

100.0 1.9 1.5 54.4 42.1

819 49 24 434 313

100.0 6.0 2.9 52.9 38.1

210 27 4 94 86

100.0 12.7 1.9 44.6 40.8

30 2 - 21 7

100.0 7.7 - 69.4 22.9

2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

61 3 0 30 27

100.0 5.3 0.6 48.9 45.2

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（c）保健師 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て
い
な
い

無
回
答

6,151 239 667 4,167 1,078

100.0 3.9 10.8 67.7 17.5

37 - 4 30 3

100.0 - 10.8 80.7 8.4

6 - - 5 1

100.0 - - 85.5 14.5

14 - - 13 1

100.0 - - 94.5 5.5

663 4 106 441 112

100.0 0.5 16.0 66.5 16.9

1,351 37 180 919 215

100.0 2.7 13.3 68.0 15.9

27 - 3 23 0

100.0 - 12.5 86.2 1.3

173 7 11 103 52

100.0 4.2 6.6 59.3 29.8

522 6 71 340 105

100.0 1.2 13.5 65.0 20.2

823 5 105 606 106

100.0 0.6 12.8 73.7 12.9

96 4 18 67 7

100.0 4.1 18.4 70.1 7.5

101 - 8 86 8

100.0 - 7.7 84.8 7.5

96 2 16 63 15

100.0 1.6 17.1 66.2 15.2

116 1 6 90 20

100.0 0.5 5.3 77.2 17.0

44 - 4 30 10

100.0 - 9.0 69.2 21.8

162 21 6 106 29

100.0 12.6 3.9 65.5 17.9

1,003 130 36 596 241

100.0 13.0 3.6 59.4 24.0

43 1 13 21 8

100.0 2.8 31.1 47.9 18.1

550 5 48 422 75

100.0 0.9 8.7 76.8 13.7

12 1 0 10 -

100.0 12.0 3.2 84.8 -

226 5 26 146 49

100.0 2.0 11.4 64.7 21.8

83 11 5 47 21

100.0 13.4 5.5 56.3 24.8

329 12 23 245 50

100.0 3.5 6.9 74.4 15.1

1,088 15 82 788 203

100.0 1.4 7.5 72.4 18.7

2,282 27 228 1,608 419

100.0 1.2 10.0 70.4 18.4

1,330 44 174 882 230

100.0 3.3 13.1 66.3 17.3

819 56 129 498 136

100.0 6.9 15.7 60.8 16.6

210 66 23 94 27

100.0 31.5 10.9 44.7 12.9

30 17 5 8 0

100.0 55.6 15.3 27.9 1.2

2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

61 2 5 42 12

100.0 3.1 7.6 69.6 19.7

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（c）保健師 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

6,151 163 98 3,514 2,375

100.0 2.7 1.6 57.1 38.6

37 - 0 21 16

100.0 - 1.1 55.3 43.5

6 2 - 3 1

100.0 30.9 - 48.4 20.7

14 - - 12 2

100.0 - - 83.6 16.4

663 3 6 403 251

100.0 0.4 0.8 60.8 37.9

1,351 31 25 796 499

100.0 2.3 1.9 58.9 36.9

27 1 1 17 8

100.0 2.2 3.3 63.8 30.7

173 2 1 90 80

100.0 1.2 0.8 51.9 46.1

522 11 8 326 177

100.0 2.0 1.6 62.4 34.0

823 7 13 513 291

100.0 0.8 1.6 62.3 35.3

96 3 9 54 29

100.0 3.6 9.6 56.2 30.7

101 0 2 63 36

100.0 0.4 1.9 62.4 35.3

96 - 1 59 36

100.0 - 0.9 61.1 38.0

116 1 - 70 46

100.0 0.5 - 59.7 39.9

44 - - 27 17

100.0 - - 61.0 39.0

162 8 2 87 66

100.0 4.9 1.0 53.7 40.4

1,003 82 19 474 428

100.0 8.2 1.9 47.3 42.6

43 1 2 29 11

100.0 2.8 3.8 67.8 25.6

550 6 5 308 232

100.0 1.0 0.9 56.0 42.2

12 1 - 2 8

100.0 12.0 - 17.3 70.7

226 3 1 121 101

100.0 1.4 0.2 53.4 44.9

83 2 3 41 37

100.0 2.1 4.1 49.1 44.7

329 1 1 212 114

100.0 0.4 0.3 64.6 34.7

1,088 13 8 672 396

100.0 1.2 0.7 61.7 36.4

2,282 19 10 1,317 936

100.0 0.8 0.4 57.7 41.0

1,330 25 34 721 550

100.0 1.9 2.5 54.2 41.4

819 45 22 464 288

100.0 5.5 2.7 56.6 35.2

210 46 20 87 56

100.0 21.8 9.7 41.6 26.9

30 12 3 10 5

100.0 39.9 10.8 33.4 16.0

2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

61 1 - 31 29

100.0 1.1 - 50.7 48.2

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 



 

212 

 

（d）看護師 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て
い
な
い

無
回
答

6,151 764 158 4,200 1,030

100.0 12.4 2.6 68.3 16.7

37 - - 34 3

100.0 - - 91.6 8.4

6 - 2 4 1

100.0 - 30.9 54.6 14.5

14 0 - 13 0

100.0 2.7 - 94.5 2.8

663 3 13 524 124

100.0 0.4 2.0 79.0 18.6

1,351 43 31 1,038 239

100.0 3.2 2.3 76.8 17.7

27 - - 25 1

100.0 - - 95.0 5.0

173 2 - 117 54

100.0 1.1 - 67.7 31.2

522 4 20 382 116

100.0 0.8 3.9 73.2 22.1

823 6 25 676 116

100.0 0.7 3.1 82.1 14.1

96 2 5 72 17

100.0 2.5 4.8 74.9 17.8

101 - 1 93 8

100.0 - 0.7 91.9 7.5

96 1 1 79 15

100.0 1.3 0.9 82.6 15.2

116 - 3 93 20

100.0 - 2.7 80.3 17.0

44 - 4 30 10

100.0 - 9.1 69.1 21.8

162 41 7 85 30

100.0 25.1 4.1 52.5 18.3

1,003 601 16 259 128

100.0 59.9 1.6 25.8 12.7

43 1 3 31 8

100.0 2.5 6.1 73.0 18.5

550 33 14 425 78

100.0 6.0 2.5 77.3 14.2

12 - - 12 -

100.0 - - 100.0 -

226 9 13 160 45

100.0 3.9 5.7 70.7 19.7

83 18 0 47 19

100.0 21.4 0.4 55.9 22.4

329 30 11 236 51

100.0 9.1 3.4 71.9 15.6

1,088 86 11 812 178

100.0 7.9 1.0 74.6 16.4

2,282 157 52 1,667 407

100.0 6.9 2.3 73.0 17.8

1,330 187 41 873 230

100.0 14.0 3.1 65.6 17.3

819 184 30 492 113

100.0 22.5 3.6 60.0 13.8

210 92 6 76 36

100.0 44.0 3.0 36.1 17.0

30 18 4 7 2

100.0 59.7 13.0 21.8 5.5

2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -

61 9 1 39 12

100.0 14.9 1.3 63.5 20.3

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（d）看護師 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

6,151 417 111 3,356 2,268

100.0 6.8 1.8 54.6 36.9

37 - - 21 16

100.0 - - 56.5 43.5

6 - 2 3 1

100.0 - 30.9 48.4 20.7

14 - - 12 2

100.0 - - 83.6 16.4

663 2 1 397 262

100.0 0.4 0.2 59.9 39.5

1,351 22 17 788 524

100.0 1.6 1.3 58.3 38.7

27 - - 17 9

100.0 - - 65.5 34.5

173 0 - 91 82

100.0 0.2 - 52.2 47.5

522 4 6 319 193

100.0 0.8 1.1 61.2 36.9

823 1 6 510 307

100.0 0.1 0.7 61.9 37.3

96 2 - 51 42

100.0 2.5 - 53.2 44.3

101 - - 65 36

100.0 - - 64.1 35.9

96 - 1 53 42

100.0 - 0.9 55.2 43.9

116 - - 70 47

100.0 - - 59.7 40.3

44 - - 27 17

100.0 - - 61.0 39.0

162 14 4 87 58

100.0 8.6 2.4 53.4 35.6

1,003 352 73 318 260

100.0 35.1 7.3 31.7 25.9

43 1 0 30 12

100.0 2.5 1.0 68.7 27.8

550 5 0 329 216

100.0 0.9 0.1 59.7 39.3

12 - - 3 9

100.0 - - 26.1 73.9

226 4 0 124 97

100.0 2.0 0.2 54.8 43.1

83 8 - 42 33

100.0 9.6 - 50.3 40.0

329 5 1 209 114

100.0 1.5 0.2 63.6 34.7

1,088 23 7 681 377

100.0 2.1 0.6 62.6 34.7

2,282 58 15 1,299 911

100.0 2.5 0.6 56.9 39.9

1,330 116 38 655 521

100.0 8.7 2.9 49.2 39.2

819 136 30 402 252

100.0 16.5 3.6 49.1 30.7

210 62 15 76 58

100.0 29.3 7.2 36.1 27.4

30 12 4 8 6

100.0 40.5 11.8 27.3 20.3

2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -

61 6 0 25 29

100.0 9.8 0.7 42.0 47.5

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（e）衛生管理者 

（A）健康管理活動に関与している専門職の活用状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

直
接
雇
用

外
部
機
関
の
利
用

雇
用
・
委
託
を
し
て
い
な
い

無
回
答

6,151 2,637 115 2,543 856

100.0 42.9 1.9 41.3 13.9

37 11 - 23 3

100.0 30.4 - 62.3 7.3

6 3 - 2 1

100.0 49.0 - 36.5 14.5

14 6 - 8 0

100.0 42.3 - 54.8 2.8

663 258 19 291 94

100.0 39.0 2.9 43.9 14.2

1,351 680 14 481 176

100.0 50.3 1.0 35.6 13.0

27 4 - 21 1

100.0 15.8 - 79.1 5.0

173 56 - 69 48

100.0 32.4 - 39.9 27.7

522 209 11 216 86

100.0 40.1 2.0 41.4 16.5

823 235 22 479 88

100.0 28.5 2.6 58.2 10.7

96 38 10 42 7

100.0 39.4 9.9 43.5 7.2

101 35 2 56 8

100.0 34.9 2.3 54.9 7.9

96 53 - 37 6

100.0 55.1 - 38.5 6.4

116 40 3 58 16

100.0 34.0 2.2 49.8 14.0

44 8 - 27 9

100.0 18.0 - 61.1 20.8

162 63 1 67 31

100.0 38.9 0.9 41.3 18.9

1,003 497 30 302 174

100.0 49.6 3.0 30.1 17.4

43 30 - 6 7

100.0 70.5 - 13.5 16.0

550 264 2 232 52

100.0 48.0 0.4 42.2 9.4

12 1 - 11 -

100.0 9.3 - 90.7 -

226 112 1 77 36

100.0 49.7 0.5 34.0 15.8

83 33 - 38 13

100.0 39.1 - 45.1 15.8

329 80 13 184 52

100.0 24.5 3.9 55.8 15.8

1,088 233 12 656 188

100.0 21.4 1.1 60.3 17.2

2,282 500 38 1,344 400

100.0 21.9 1.7 58.9 17.5

1,330 919 41 253 117

100.0 69.1 3.1 19.0 8.8

819 665 9 72 74

100.0 81.2 1.1 8.7 9.0

210 186 1 7 16

100.0 88.5 0.3 3.4 7.8

30 29 - 1 -

100.0 97.7 - 2.3 -

2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

61 24 1 26 10

100.0 39.2 1.3 42.5 17.0

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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（e）衛生管理者 

（B）専門職の衛生委員会への出席状況 

 

【業種・事業場規模別】 

 

  
調
査
数

ほ
ぼ
毎
回
出
席

（
5
～

6
回

）

と
き
ど
き
出
席

（
2
～

4
回

）

出
席
し
て
い
な
い

（
0
～

1
回

）

無
回
答

6,151 1,929 253 2,295 1,673

100.0 31.4 4.1 37.3 27.2

37 7 0 15 15

100.0 19.9 1.0 40.0 39.1

6 2 - 4 1

100.0 30.9 - 54.6 14.5

14 5 1 7 2

100.0 36.7 3.6 48.2 11.5

663 143 35 284 201

100.0 21.6 5.3 42.8 30.3

1,351 560 41 432 319

100.0 41.4 3.1 32.0 23.6

27 3 1 14 8

100.0 11.2 4.6 54.1 30.1

173 43 2 61 67

100.0 24.9 0.9 35.3 38.9

522 139 26 226 131

100.0 26.7 4.9 43.2 25.2

823 156 12 442 214

100.0 18.9 1.5 53.6 26.0

96 42 1 29 23

100.0 44.2 1.5 30.0 24.3

101 31 1 44 26

100.0 30.8 0.5 43.2 25.5

96 37 4 33 21

100.0 38.5 4.5 34.9 22.0

116 27 5 43 41

100.0 22.9 4.6 37.3 35.2

44 5 1 21 16

100.0 11.3 3.2 49.0 36.5

162 51 4 64 44

100.0 31.5 2.3 39.3 26.9

1,003 372 65 269 297

100.0 37.1 6.5 26.8 29.6

43 24 1 10 8

100.0 56.7 3.4 22.3 17.6

550 183 28 203 137

100.0 33.2 5.0 36.8 25.0

12 1 - 2 8

100.0 9.3 - 20.0 70.7

226 76 22 61 67

100.0 33.7 9.5 27.0 29.8

83 22 2 32 27

100.0 26.7 2.4 38.2 32.8

329 32 14 181 102

100.0 9.7 4.2 55.0 31.1

1,088 119 41 576 351

100.0 11.0 3.8 53.0 32.3

2,282 216 66 1,159 841

100.0 9.5 2.9 50.8 36.9

1,330 779 74 258 219

100.0 58.5 5.6 19.4 16.5

819 574 40 92 113

100.0 70.1 4.8 11.2 13.8

210 168 13 9 19

100.0 80.0 6.3 4.5 9.2

30 26 - 1 3

100.0 87.2 - 2.5 10.3

2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

61 12 5 20 24

100.0 20.5 7.8 32.3 39.4

複合サービス事業

無回答

公務（他に分類されるものを除く）

その他

無回答

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

業
種

事
業
場
の
規
模

上段：件
下段：％

  全  体

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業（他に分類されないもの）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

※「全体」の構成比と比較して、20 ポイント以上高い項目には赤色、20 ポイント以上低い項目には青色を着色している。 

※回答件数が 10 未満の業種、事業場規模には着色をしていない。 
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調査票 
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